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はじめに 

 

2001（平成13）年に厚生労働省が公表した「施設整備の考え方について」において、今後整

備する介護保険施設等における「ユニット型個室の推進」が方針として示されてから10数年

が経過した。認知症高齢者グループホームではユニット型個室が定着し、特別養護老人ホー

ムや介護老人保健施設でもユニット型個室の整備が進められているが、一方で、少数ではあ

るが、依然として従来型多床室の新規整備が行われている状況がある。 

このような状況を踏まえ、2015年（平成27）年度の研究では、介護保険施設のうち特別養護

老人ホームを取り上げ、現行法制度上の課題の抽出・整理、都道府県・政令市等の整備基準や

補助金に関する調査、全国の施設に関する建築データ・事業データ等の収集・分析を行い、こ

れらの情報をもとに、個室化と個別ケアの推進に向けた課題を明らかにするとともに、主とし

て新築時における整備のあり方について考察した。 

昨年度の研究結果を踏まえつつ、本年度は引き続き、以下の２つのテーマに関する研究に

取り組んだ。 

○テーマ１：特別養護老人ホームの個室化改修に関する研究 

○テーマ２：介護保険施設等の整備のあり方に関する研究 

テーマ１では、改修や建て替えによる特別養護老人ホームの個室化促進のあり方を提案す

るため、個室化・ユニット化改修に関わる基礎的情報の整理、改修事例実態調査を実施する

とともに、検討委員会を開催し専門家からの意見収集を行った。これらの結果を踏まえ、改

修（若しくは建て替え）による個室化を困難にしている主な要因・課題を整理した上で、個

室化改修等の促進に向けた提案を行った。 

テーマ２では、平成27年4月より特別養護老人ホームへの入居が要介護３以上に限定された

ことを踏まえつつ、調査対象を認知症高齢者グループホームや老人保健施設、特定施設入居

者生活介護の指定を受けた有料老人ホームなど「介護サービスが施設内で常時提供される多

床室ではない施設」に拡大し、各施設類型の個別ケアを行う上でのハード面の施設特性等を

明らかにする調査を実施し、「個室＋個別ケア（グループケア）」を前提とする介護保険施設

等の整備の方向性について考察した。 

具体的な調査項目は以下の通りである。 

 

テーマ１：特別養護老人ホームの個室化改修に関する研究 

１ 個室化・ユニット化改修に関する基礎的情報の整理 

改修に係る自治体基準（緩和等）及び補助金制度等の調査・整理、高齢者保健福祉計画

・介護保険事業支援計画等における特別養護老人ホームの改築・改修に係る記述等の調査

・整理、改修及び改修事例に関する既往論文等の調査・整理を行った。 



 

２ 特別養護老人ホームの改修事例実態調査 

特別養護老人ホームの改修事例実態調査を行い、①個室化改修等の進め方、②個室化の

動機、③改修の概要、④費用、⑤各種法規に関わる留意点、⑥工事中に苦労した点、配慮

した点等、⑦改修による効果、⑧他施設での個室化改修等の普及方策案の整理を行った。 

３ 調査のまとめ 

上記１、２の調査結果を踏まえ、改修や建て替えによる特別養護老人ホームの個室化促

進のあり方について考察した。 

 

テーマ２：介護保険施設等の整備のあり方に関する研究 

１ 施設類型別の位置づけ・整備基準の比較 

以下の４つの施設類型について、位置づけや整備基準の比較を行った。 

①特別養護老人ホーム・ユニット型 

②介護老人保健施設・ユニット型 

③認知症高齢者グループホーム（認知症対応型共同生活介護） 

④特定施設入居者生活介護の指定を受けた有料老人ホーム（以降「介護付き有料老人ホ

ーム」とする） 

２ 介護保険施設等のニーズと充足度に関する地域別（都道府県別）特性の分析 

特別養護老人ホームをはじめとする介護保険施設等のニーズ（要介護認定者数の将来増

加率）と充足度（施設定員／要介護認定者数）の関係を都道府県別に分析した。 

３ 介護付き有料老人ホーム及び介護老人保健施設の実態調査 

集団処遇ではなく入居者をグループ分けしてケアを行っている介護付き有料老人ホーム

２施設、介護老人保健施設２施設、合計４施設の事例調査を行い、空間的な特徴や工夫の

実態を把握した。 

４ 介護付き有料老人ホームの生活単位（グルーピング）等に関する実態調査 

介護保険施設に比べてハード的な整備基準が緩やかな介護付き有料老人ホームを対象に

アンケート調査を実施し、ケアの実態と生活単位（グルーピング）を中心とするハードの

状況を把握した。 

５ 調査のまとめ 

上記１～４の調査結果を踏まえ、今後の介護保険施設等の整備のあり方について考察した。 
 

なお、本研究の実施にあたっては｢介護保険施設等の整備のあり方研究委員会｣を設置し、

そのご指導・助言のもとに検討を進めた。ここに、三浦研委員長はじめ委員各位に対し、厚

くお礼申し上げます。 
 

2017（平成29）年４月 

株式会社 市浦ハウジング＆プランニング 
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Ⅰ テーマ１ 特別養護老人ホームの個室化改修に関する研究 

１ 個室化・ユニット化改修に関する基礎的情報の整理 

１－１ 改修に係る自治体基準（緩和等）及び補助金制度の調査・整理 

・ここでは、特別養護老人ホームの個室化改修等を促進するための課題や方策検討の基礎資料

とするために、改修に係る国及び主要な自治体の整備基準（条例等）、補助金制度等を調査・

整理する。 

（１）改修に係る基準等の調査・整理 

①改修に係る国の基準及び解釈通知の整理 

・国の整備基準及び解釈通知においては、新築・改修とも原則として同じ基準が適用されるが

居室については、改修であれば「入居定員が 10 人を超えるユニットの数は、当該施設の総

ユニット数の半数以下であること。」を満たす必要がないこと、ユニットに属さない居室を

改修してユニットを造る場合には、ユニット型個室のほかに、ユニット型準個室を認めると

いう基準が設けられている。 

・ユニット型準個室については、以下の基準が設けられている。 

・ 入居者同士の視線が遮断され、入居者のプライバシーが十分に確保されていれば、

天井と壁との間に一定の隙間が生じていても差し支えないこと 

・ 壁は家具等のように可動のものでなく、プライバシーの確保のために適切な素材

であること 

・ 窓のない居室は準個室としては認められないこと 

・ 居室への入口が複数の居室で共同である、カーテンなどで仕切られている場合等、

十分なプライバシーが確保されているとはいえない場合には、準個室としては認

められないこと 

○特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準及び解釈通知における「改修」に関連する

基準の抜粋 

特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準 

（平成 11 年 3 月 31 日厚生省令第四十六号）最終改

正：平成 28 年 2月 5日厚生労働省令第 14 号 

特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準

について（平成 12 年 3月 17 日老発第 214 号 厚生

省老人保健福祉局長通知）改正平成 24 年 3 月 30 日 

（設備の基準） 

第 35 条  

一 ユニット 

イ 居室 

（２） 居室は、いずれかのユニットに属するものとし、当

該ユニットの共同生活室に近接して一体的に設

けること。ただし、一のユニットの入居定員は、お

おむね十人以下としなければならない。 

③ ユニットの入居定員 

ユニット型特別養護老人ホームは、各ユニットにおい

て入居者が相互に社会的関係を築き、自律的な日常

生活を営むことを支援するものであることから、一のユ

ニットの入居定員は、１０人以下とすることを原則とす

る。 

ただし、敷地や建物の構造上の制約など特別の事

情によりやむを得ない場合であって、各ユニットにおい

て入居者が相互に社会的関係を築き、自律的な日常

生活を営むことを支援するのに支障がないと認められ

る場合には、入居定員が 10 人を超えるユニットも認め

る。なお、この場合にあっても、次の 2 つの要件を満た

さなければならない。 

(ｱ) 入居定員が10人を超えるユニットにあっては、「お
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特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準 

（平成 11 年 3 月 31 日厚生省令第四十六号）最終改

正：平成 28 年 2月 5日厚生労働省令第 14 号 

特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準

について（平成 12 年 3月 17 日老発第 214 号 厚生

省老人保健福祉局長通知）改正平成 24 年 3 月 30 日 

おむね10人」と言える範囲内の入居定員であるこ

と。 

(ｲ) 入居定員が 10 人を超えるユニットの数は、当該施

設の総ユニット数の半数以下であること。 

④ ユニットの入居定員に関する既存施設の特例 

 平成 15 年 4 月 1 日に現に存する特別養護老人ホー

ム（建築中のものを含む。）が、その建物を同日以降に

改修してユニットを造る場合にあっては、施設を新増築

したり、改築したりする場合に比べて、現にある建物の

構造や敷地などの面で、より大きな制約が想定されるこ

とから、上記③の(ｲ)の要件は適用しない。 

また、平成 15 年 4 月 1 日に現に存する特別養護老

人ホーム（建築中のものを含む。）が同日において現に

ユニットを有している（建築中のものを含む。）場合は、

当該ユニットについては、上記③は適用しない。ただ

し、当該ユニットが改築されたときは、この限りでない。 

（４） 一の居室の床面積等は、次のいずれかを満たす

こと。 

（ｉ） 10.65 ㎡以上とすること。ただし、（１）ただし書の場

合にあっては、21.3 ㎡以上とすること。 

（ｉｉ） ユニットに属さない居室を改修したものについて

は、入居者同士の視線の遮断の確保を前提にし

た上で、居室を隔てる壁について、天井との間に

一定の隙間が生じていても差し支えない。 

⑤ 居室の床面積等 

ユニット型特別養護老人ホームでは、居宅に近い居

住環境の下で、居宅における生活に近い日常の生活

の中でケアを行うため、入居者は長年使い慣れた箪笥

などの家具を持ち込むことを想定しており、居室は次の

いずれかに分類される。 

イ ユニット型個室 

 床面積は、10.65 ㎡以上（居室内に洗面設備が設け

られているときはその面積を含み、居室内に便所が設

けられているときはその面積を除く。）を標準とするとと

もに、身の回りの品を保管することができる設備は、必

要に応じて備えれば足りることとする。 

また、入居者へのサービス提供上必要と認められる

場合に 2 人部屋とするときは 21.3 ㎡とすること。 

ロ ユニット型準個室 

ユニットに属さない居室を改修してユニットを造る場

合であり、床面積は、10.65 ㎡以上（居室内に洗面設備

が設けられているときはその面積を含み、居室内に便

所が設けられているときはその面積を除く。）とするとと

もに、身の回りの品を保管することができる設備は、必

要に応じて備えれば足りることとする。この場合にあっ

ては、入居者同士の視線が遮断され、入居者のプライ

バシーが十分に確保されていれば、天井と壁との間に

一定の隙間が生じていても差し支えない。 

壁については、家具等のように可動のもので室内を

区分しただけのものは認められず、可動でないもので

あって、プライバシーの確保のために適切な素材であ

ることが必要である。 

居室であるためには、一定程度以上の大きさの窓が

必要であることから、多床室を仕切って窓のない居室

を設けたとしても準個室としては認められない。 

また、居室への入口が、複数の居室で共同であった

り、カーテンなどで仕切られているに過ぎないような場

合には、十分なプライバシーが確保されているとはい

えず、準個室としては認められないものである。 

入居者へのサービス提供上必要と認められる場合

に２人部屋とするときは 21.3 ㎡以上とすること。 

なお、ユニットに属さない居室を改修してユニットを

造る場合に、居室がイの要件を満たしていれば、ユニ

ット型個室に分類される。 
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②改修に係る主要な自治体の整備基準（条例等）の収集・整理 

・ここでは昨年度調査※で収集した 104 自治体（都道府県・政令指定都市・中核市）のユニッ

ト型特養の整備基準（条例等）において、次のキーワードのあるものを収集し、その内容を

整理する。 

※ 平成 27 年度 老人保健事業推進費等補助金老人保健健康増進等事業 
「高齢者の尊厳の保持と制度の持続可能性確保を両立させる介護保険施設の整備の 
あり方に関する研究事業 報告書」（2016（平成 28）年 3月）（以下、同様） 

 

○調査対象 

  都道府県 政令指定都市 中核市 計 

整備基準（条例等）を 

収集した自治体数 
47 20 37 104 

 

○キーワード 

ユニット型準個室／ユニット型に準じる（準ずる）／個室／準個室／ユニットに属さない居

室／居室を改修 

 

・収集・整理の結果、ユニット型特養の改修に係る独自の基準を設定している自治体はなかっ

た。 

・また整備基準（条例等）における「ユニット型準個室」についての表現は、以下の A～D の

4 種類に整理することができ、その数は下表の通りである。C の「規則で定める」と表現し

ているものの内容は、A 又は B の内容であり、独自基準を設定している自治体はなかった。 

 

○「ユニット型準個室」に関する記述について、分類ごとの自治体数 

  都道府県 政令指定都市 中核市 計 

Ａ 国の省令を横引き若しくは同等の

表現としているもの 
18 10 27 55 

Ｂ 「省令に定めるところによる」と表

現しているもの 
10 9 6 25 

Ｃ 「規則で定める」と表現しているも

の 
19 0 4 23 

Ｄ 記載なし 0 1 0 1 

合計 47 20 37 104 
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（２）改修に係る補助金制度の整理 

①改修に係る国の基金制度（地域医療介護総合確保基金）の整理 

・広域型特養に関して、ユニット化改修・プライバシー確保改修に限り、交付金・基金を活用

できることとなっている。（2006（平成 18）年度までは、広域型特養の整備（創設等）に関

して国の補助制度があったが、2006（平成 18）年度以降に交付金・基金制度に変わってい

る。） 

・2015（平成 27）年度創設の地域医療介護総合確保基金のメニューと補助単価について下表

に示す。 

○地域医療介護総合確保基金で定める補助単価 

対象事業 配分基単価 

介護老人保健施設のユニット化 個室→ユニット化  ：1,130 千円／床 

多床室→ユニット化 ：2,270 千円／床 

介護療養型医療施設の老健への転換 創設   ：1,930 千円／床 

改築   ：2,390 千円／床 

改修   ：  964 千円／床 

資料：地域医療介護総合確保基金管理運営要領（2016（平成 28）年 2月 23 日通知） 

②改修に係る自治体の補助制度の整理 

・ここでは昨年度調査において、調査整理したユニット化改修等に関する補助金制度のある自

治体、ユニット化改修・プライバシー確保改修の補助額を再掲する。（調査時期：2015 年 9

月） 

・ユニット化改修及びプライバシー確保改修補助に関する記載がある自治体数は 32（調査回

答 104 自治体の 31％）にとどまり、創設・改築・増築等の補助に比べて、記載のある自治

体数が少ない。 

参考 昨年度報告書抜粋 

■改修（プライバシー確保のための改修、ユニット化改修等）に関する補助額 

○補助対象の区分の状況 

 都道府県（47）（*1） 政令指定都市（19）（*1） 中核市（31）（*1） 

プライバシー 

確保改修 
5 

東京都、大阪府、愛媛県、

福岡県、鹿児島 
1 川崎市 5 

柏市、長野市、枚方市、

豊中市、長崎市 

ユニット化改修 17 － 2 － 9 － 

 

居住形態の

表記なし 
5 

群馬県、岐阜県、福岡県、

大分県、沖縄県 
0 － 2 函館市、宮崎市 

準個室・従来

型個室・非ユ

ニット型個

室等から 

10 

岩手県、栃木県、東京都、

山梨県、長野県、静岡県、

大阪府、愛媛県、長崎県、

鹿児島県 

2 静岡市、大阪市 9 

盛岡市、船橋市、柏市、

八王子市、横須賀市、枚

方市、東大阪市、豊中市、

高松市 

多床室から 11 

岩手県、栃木県、東京都、

山梨県、静岡県、滋賀県、

大阪府、島根県、愛媛県、

長崎県、鹿児島県 

2 静岡市、大阪市 9 

盛岡市、船橋市、柏市、

八王子市、横須賀市、枚

方市、東大阪市、豊中市、

高松市 

その他の改修 5 
埼玉県、福井県、岐阜県、

長崎県、沖縄県 
2 さいたま市、広島市 1 宮崎市 

*1 重複あり 
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○一床（人）当たり補助額別一覧（都道府県） 

補助額 

（千円／床

(人)） 

都道府県（広域型） 

プライバシー確

保改修 

ユニット化改修 

その他 居住形態の表記

なし 

準個室・従来型個

室・非ユニット型

個室等から 

多床室から 

2,962     長崎県（*3） 

2,500    東京都  

2,300    滋賀県  

2,270    
大阪府、愛媛県、

鹿児島県 
 

2,185  大分県    

2,000    栃木県 福井県（*2） 

1,911    静岡県  

1,750    岩手県（*1）  

1,500  福岡県    

1,480    長崎県  

1,450  岐阜県（*6）    

1,293  沖縄県   沖縄県（*5） 

1,250   東京都   

1,160     岐阜県（*7） 

1,130   
大阪府、愛媛県、

鹿児島県 
  

1,125    島根県  

1,000   栃木県 山梨県 埼玉県（*4） 

956   静岡県   

875   岩手県（*1）   

750  群馬県    

739   長崎県   

700 
東京都、大阪府、

愛媛県、鹿児島県 
    

500 福岡県  山梨県   

*1 整備区分による調整率反映済 *2 耐震改修 *3 定員増を伴わない増築 *4 大規模修繕 

*5 地震防災対策上必要な補強改修工事等 *6 居住環境等の改善含む 

*7 従来型個室・準個室への転換や居住環境等の改善 

○一床（人）当たり補助額別一覧（政令指定都市） 

補助額 

（千円／床

（人）） 

政令指定都市（広域型） 

プライバシー 

確保改修 

ユニット化改修 

その他 居住形態の 

表記なし 

準個室・従来型 

個室・非ユニット 

型個室等から 

多床室から 

2,270    大阪市  

1,856    静岡市（*1） 広島市（*2） 

1,130   大阪市   

1,000     さいたま市（*3） 

928   静岡市（*1）   

700 川崎市     

*1 整備区分による調整率反映済 *2 増築に付随し躯体工事に及ばない屋内改修工事 *3 大規模修繕 
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○一床（人）当たり補助額別一覧（中核市） 

補助額 

（千円／床

(人)） 

中核市（広域型） 

プライバシー 

確保改修 

ユニット化改修 

その他 居住形態の 

表記なし 

準個室・従来型

個室・非ユニッ

ト型個室等から 

多床室から 

3,000  宮崎市   宮崎市（*2） 

2,962  長崎市    

2,500    八王子市  

2,270    枚方市、豊中市  

2,190    柏市  

2,000    
船橋市（*1）、横

須賀市、高松市 
 

1,856    東大阪市  

1,750    盛岡市（*1）  

1,500  函館市（*1）    

   八王子市   

1,130   枚方市、豊中市   

1,090   柏市   

1,000   
船橋市（*1）、横

須賀市、高松市 
  

928   東大阪市   

875   盛岡市（*1）   

700 
柏市、長野市、

枚方市、豊中市 
    

*1 整備区分による調整率反映済 *2 地震防災上必要な補強改修工事等 

○改修に係るその他の補助（施設又は整備面積当たり） 

・宮城県 グループケアユニット型増築 7,000 千円／施設（見直し予定） 

       グループケアユニット型改築 3,500 千円／施設（見直し予定） 

・群馬県 大規模修繕…40,000 千円／施設 

・東京都 大規模改修費・耐震化促進事業（耐震改修費）補助 

       （民間法人であること、創設・改築後の経過期間が 10 年以上であること等の要件） 

       …最大 50,000 千円／施設（補助基準額 1億円、補助率 1/2） 

・長野県 耐震化改修…48,700 円×㎡を上限 

・横浜市 大規模改修、災害復旧…第 6期介護保険事業計画の計画がないため額は未定 

・川崎市 防災補強改修等…7,110 千円／施設 

・函館市 大規模修繕…市長が認めた額 

       介護用リフト等特殊付帯工事…市長が認めた額 

       解体撤去工事費および仮設建物設置費…市長が認めた額 

       スプリンクラー設備等整備工事費…市長が認めた額 

・八王子市大規模改修（経年劣化による改修、付帯設備の改造等の要件） 

        …最大 50,000 千円／施設（補助率 1/2） 

  



Ⅰ-1-7 

１－２ 2015～2017 年度の高齢者保健福祉計画・介護保険事業支援計画等における、

特養の改築・改修に係る記述等の調査・整理 

 

ここでは都道府県の 2015～2017（平成 27～29）年度の高齢者保健福祉計画・介護保険事業支援

計画等における、特養の改築・改修に係る記述を調査・整理する。 

あわせてユニット型特養の床数割合に関する現状・目標に係る記述を調査・整理する。 

①特養の改築・改修に係る記述の調査結果 

・改築によるユニット型特養整備推進､支援等に係る記述がある都道府県は、8つあった。 

・改修、増築でのユニット型特養整備推進､支援等に係る記述がある都道府県は、10 あった。

具体的な内容として、「既存施設の定数内でサテライト型居住施設と整備する場合は補助対

象とする等、柔軟な対応」（青森県）「増築等の際に補助金を交付し支援」（広島県）「個室ユ

ニットケアへの改築・改修の整備を推進するため、施設管理者等に対し、個室・ユニットケ

ア化の有効性及び必要性に関する普及啓発に努める」（長崎県）があった。 

・改修でのプライバシー確保推進､支援等に係る記述がある都道府県は、3 つあった。具体的

な内容として、「ユニット型準個室を含めた個別ケアの推進」（京都府）があった。 

・その他改築・改修推進､支援等については、老朽施設の耐震化や改修推進等に関する記述等

がある都道府県が、7つあった。 

 

②ユニット型特養の床数割合に関する現状・目標に係る記述の調査結果 

・ユニット型特養の床数割合の現状に係る記述がある都道府県は、22 あった。 

・ユニット型特養の床数割合の目標については、国と同様の目標設定（2025（平成 37）年度：

70%）としている都道府県が 12 あったが、明確に都道府県の目標として割合を示している自

治体と、国の目標として割合を示している自治体に分かれた。 

・2017（平成 29）年度の目標等で独自の目標設定をしている都道府県が 7 つあり、これらの

自治体では 2017（平成 29）年度等の目標として、38～60%の割合を示している。また沖縄県

では、2025（平成 37）年度の目標を 44.9%としており、国のより低い目標を設定している。 
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○調査結果の概要 

  
都道府県 

改築でのユニット型特養整

備推進､支援等に係る記述 

有 

8 
山梨県、滋賀県、京都府、島根県、山口県、佐賀県、長崎県、

大分県 

改修・増築でのユニット型

特養整備推進､支援等に係

る記述 有 

10 
青森県、宮城県、秋田県、山梨県、京都府、広島県、山口県、

愛媛県、長崎県、大分県 

改修でのプライバシー確保

推進､支援等に係る記述 有 
3 青森県、秋田県、京都府 

その他改築・改修推進､支援

等に係る記述 有 
7 

東京都（老朽施設の耐震化、居住性確保）、神奈川県（老朽施

設の耐震化、計画的改修）、富山県（老朽施設の改修）、大阪

府（老朽施設の改築推進）、兵庫県（老朽施設の改修）、熊本

県（老朽施設の改築支援）、宮崎県（ユニット型個室への転換

を含めた施設の整備） 

ユニット型特養の床数割合

の現状に係る記述 有 
22 

北海道、秋田県、山形県、茨城県、東京都、富山県、石川県、

福井県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、

滋賀県、兵庫県、島根県、岡山県、広島県、山口県、佐賀県、

沖縄県 

ユ
ニ
ッ
ト
型
特
養
の
床
数

割
合
の
目
標
に
係
る
記
述 

国と同様の目標設

定 有（2025（平成

37）年度：70%） 

12 
東京都、宮城県、栃木県、山梨県、愛知県、京都府、大阪府、

岡山県、広島県、高知県、佐賀県、宮崎県 

独自の目標設定 有 8 

北海道（2017（平成 29）年度：47.5%）、山形県（2017（平成

29）年度：38.4%）、石川県（2017（平成 29）年度：46.5%）、

長野県（H29 年度：40%）、静岡県（2017（平成 29）年度：51.3%）、

鳥取県（2017（平成 29）年度：60%）、熊本県（2014（平成 26）

年度：60%）、沖縄県（2025（平成 37）年度：44.9%） 
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制

の
現

状
と

評
価

 
1
 

介
護

給
付

等
対

象
サ

ー
ビ

ス
（
3
）
施

設
サ

ー
ビ

ス
提

供
基

盤
（
p
.3

0
）
 

 
施

設
の

ユ
ニ

ッ
ト
化

に
つ

い
て

は
、

第
5

期
計

画
で

掲
げ

た
平

成
2
6

年
度

の
ユ

ニ
ッ

ト
型

施
設

定
員

割
合

の
目

標

値
27

％
（
う

ち
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

は
4
1
％

）
以

上
に

対
し

、
平

成
2
5

年
度

実
績

が
2
4
.9

％
（
う

ち
特

別
養

護

老
人

ホ
ー

ム
は

3
4
.8

％
）
と

な
っ

て
お

り
、

今
後

と
も

、
ユ

ニ
ッ

ト
型

を
原

則
と

す
る

施
設

整
備

を
促

進
し

ま
す

。
 

 第
4
 計

画
推

進
の

た
め

の
基

本
的

事
項

 
4
 

計
画

推
進

の
た

め
の

目
標

（
p
.4

2
）
 

 
平

成
3
7

年
度

に
お

け
る

ユ
ニ

ッ
ト
型

施
設

定
員

割
合

の
目

標
を

5
0
％

以
上

（
う

ち
介

護
老

人
福

祉
施

設
及

び
地

域
密

着
型

介
護

老
人

福
祉

施
設

に
つ

い
て

は
7
0
％

以
上

）
と

し
、

平
成

2
9

年
度

に
お

け
る

施
設

定
員

総
数

の
推

計
及

び
こ

の
計

画
期

間
中

の
老

朽
改

築
施

設
の

定
員

数
の

見
込

み
を

踏
ま

え
て

、
そ

れ
ら

の
施

設
整

備
に

お
い

て
は

ユ
ニ

ッ
ト
型

施
設

を
原

則
と

す
る

こ
と

と
し

て
、

平
成

2
9

年
度

に
お

け
る

ユ
ニ

ッ
ト
型

施
設

定
員

割
合

の
目

標

を
35

.5
％

以
上

（
う

ち
介

護
老

人
福

祉
施

設
及

び
地

域
密

着
型

介
護

老
人

福
祉

施
設

に
つ

い
て

は
47

.5
％

以

上
）
と

し
ま

す
。

 

2 
青

森
県
 

●
 

■
 

 

 
Ⅲ

 
あ

お
も

り
高

齢
者

す
こ

や
か

自
立

プ
ラ

ン
2
0
1
5

の
体

系
と

具
体

的
施

策
 

4
 

介
護

サ
ー

ビ
ス

の
充

実
と

質
の

確
保

 

（
3
）
施

設
・
居

住
系

サ
ー

ビ
ス

 
①

介
護

保
険

施
設

 
【
具

体
的

施
策

】
（
p
.5

5
）
 

 
既

存
の

多
床

室
に

お
け

る
利

用
者

の
プ

ラ
イ

バ
シ

ー
を

保
護

す
る

た
め

の
改

修
等

の
整

備
を

行
い

ま
す

。
 

 
地

域
密

着
型

介
護

老
人

福
祉

施
設

に
つ

い
て

は
、

個
室

ユ
ニ

ッ
ト
化

を
推

進
す

る
た

め
既

存
施

設
の

定
数

内
で

サ
テ

ラ
イ

ト
型

居
住

施
設

と
し

て
整

備
す

る
場

合
は

、
補

助
を

行
う

対
象

と
し

て
、

柔
軟

に
対

応
す

る
こ

と
と

し
ま

す
。

 

3 
岩

手
県
 

○
 

■
 

□
 

 
 

－
 

凡
例

 

多
床

室
整

備
可

能
か

 
●

 
 

：4
人

以
下

 

 
 

○
 

 
：地

域
の

実
情

や
プ

ラ
イ

バ
シ

ー
確

保
に

配
慮

さ
れ

て
い

る
 

 
 

 
 

 
 

場
合

等
に

（2
人

以
上

）
4

人
以

下
 

 
 

○
※

：知
事

が
特

に
認

め
る

場
合

に
4

人
以

下
 

改
修

補
助

 
 

■
 

 
：あ

り
（居

住
形

態
の

表
記

な
し

） 

 
 

■
※

 
：あ

り
（ユ

ニ
ッ

ト・
従

来
型

で
単

価
に

差
） 

 
 

□
 

 
：ユ

ニ
ッ

ト型
の

み
あ

り
 

ユ
ニ

ッ
ト
化

改
修

 
□

 
 

：あ
り
 



 

Ⅰ-1-10 

 
都
道
府
県
名
 

従
来
型
多

床
室
 

整
備
可
能

か
 

改
築
 

補
助
 

ﾕﾆ
ｯﾄ
化
 

改
修
補
助
 

 
2
0
1
5
～
2
0
1
7
（
平
成

2
7
～
2
9
）
年
度
の
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画
・
介
護
保
険
事
業
支
援
計
画
等
に
お
け
る
 

現
状
 

特
養
の
ユ
ニ
ッ
ト
化
の
現
状

・
目

標
、

特
養

の
改

築
・

改
修

に
係

る
記

述
 

4 
宮

城
県
 

○
 

 
 

 
第

3
章

 
安

心
で

き
る

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
 

第
1

項
 

サ
ー

ビ
ス

提
供

基
盤

の
整

備
 

2
 

施
設

サ
ー

ビ
ス

の
充

実
 

【
施

策
展

開
の

方
向

】
（
p
.7

7
）
 

 
国

の
交

付
金

の
活

用
に

よ
り

、
従

来
型

施
設

の
ユ

ニ
ッ

ト
型

へ
の

改
修

を
進

め
、

入
所

者
の

居
住

環
境

の
改

善
を

図
り

ま
す

。
 

 第
4

章
 

介
護

保
険

サ
ー

ビ
ス

の
基

盤
整

備
 

第
2

項
 

施
設

・
居

住
系

サ
ー

ビ
ス

の
見

込
量

 
5
 

介
護

保
険

施
設

の

生
活

環
境

の
改

善
（
p
.1

0
4
）
 

 
施

設
で

暮
ら

す
高

齢
者

一
人

ひ
と

り
の

個
性

を
尊

重
し

た
、

「
個

別
ケ

ア
」
に

よ
る

サ
ー

ビ
ス

提
供

を
行

う
の

に
適

し

た
「
個

室
・
ユ

ニ
ッ

ト
型

」
の

施
設

整
備

を
推

進
し

ま
す

。
国

に
お

い
て

も
参

酌
標

準
と

し
て

、
平

成
26

年
度

に
お

け

る
介

護
保

険
施

設
の

全
定

員
数

に
対

し
て

の
個

室
ユ

ニ
ッ

ト
型

施
設

の
定

員
数

の
割

合
を

5
0
％

以
上

（
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

は
7
0
％

以
上

）
と

す
る

こ
と

を
目

標
と

す
る

、
と

し
て

い
ま

す
。

 

 
宮

城
県

と
し

て
も

、
個

室
・
ユ

ニ
ッ

ト
型

で
の

整
備

を
基

本
と

し
ま

す
が

、
利

用
者

の
実

情
や

地
域

の
実

情
に

応
じ

て
、

多
床

室
等

従
来

型
で

の
整

備
に

つ
い

て
も

配
慮

し
ま

す
。

 

5 
秋

田
県
 

○
 

■
 

 

2
8.

1%
 

（
20

1
4（

平
成

2
6）

年
度

） 

第
7

章
 

介
護

保
険

サ
ー

ビ
ス

の
基

盤
強

化
と

質
の

向
上

の
推

進
 

2
節

 
個

人
の

尊
厳

と
プ

ラ
イ

バ
シ

ー
に

配
慮

し
た

施
設

整
備

 
3
 施

設
の

個
室

・
ユ

ニ
ッ

ト
化

の
推

進
（
p
.7

4
）
 

【
現

状
と

課
題

】
 

 
平

成
2
6

年
度

末
の

特
養

の
ユ

ニ
ッ

ト
化

進
捗

率
は

、
2
8
.1

%
 

【
今

後
の

取
組

】 

 
特

に
、

介
護

老
人

福
祉

施
設

の
創

設
、

増
床

に
つ

い
て

は
、

ユ
ニ

ッ
ト
型

に
よ

る
整

備
を

基
本

と
し

て
進

め
る

こ
と

と

し
、

既
存

施
設

に
つ

い
て

も
可

能
な

限
り

個
室

・
ユ

ニ
ッ

ト
化

を
推

進
す

る
と

と
も

に
、

地
域

の
実

情
に

応
じ

て
従

来

型
多

床
室

を
維

持
す

る
施

設
に

対
し

て
は

、
プ

ラ
イ

バ
シ

ー
保

護
の

た
め

の
改

修
を

支
援

し
ま

す
。

 

 
ま

た
、

介
護

老
人

保
健

施
設

の
創

設
に

あ
っ

て
は

、
ユ

ニ
ッ

ト
型

で
整

備
す

る
こ

と
を

基
本

と
し

、
既

存
施

設
に

つ

い
て

も
、

個
室

・
ユ

ニ
ッ

ト
化

の
改

修
を

支
援

し
ま

す
。

 



 

Ⅰ-1-11 

 
都
道
府
県
名
 

従
来
型
多

床
室
 

整
備
可
能

か
 

改
築
 

補
助
 

ﾕﾆ
ｯﾄ
化
 

改
修
補
助
 

 
2
0
1
5
～
2
0
1
7
（
平
成

2
7
～
2
9
）
年
度
の
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画
・
介
護
保
険
事
業
支
援
計
画
等
に
お
け
る
 

現
状
 

特
養
の
ユ
ニ
ッ
ト
化
の
現
状

・
目

標
、

特
養

の
改

築
・

改
修

に
係

る
記

述
 

6 
山

形
県
 

○
 

 
 

2
2.

2％
 

（
20

1
4（

平
成

2
6）

年
度

） 

第
4

章
 介

護
保

険
施

設
及

び
高

齢
者

の
住

ま
い

 
1
 
介

護
保

険
施

設
（
p
.1

0
0
）
 

（
1
）
 
全

体
的

な
状

況
 

《
現

状
》 

 
平

成
2
7

年
1

月
1

日
現

在
に

お
け

る
県

内
の

ユ
ニ

ッ
ト
ケ

ア
の

割
合

は
、

介
護

保
険

施
設

等
が

1
5
.0

％
、

う
ち

介

護
老

人
福

祉
施

設
が

2
2
.2

％
 

《
施

策
の

推
進

方
向

》 

 
県

は
、

介
護

保
険

施
設

サ
ー

ビ
ス

の
供

給
に

つ
い

て
は

、
基

本
的

に
は

施
設

整
備

に
係

る
国

指
針

の
方

向
性

に

沿
い

な
が

ら
も

、
豪

雪
地

帯
や

過
疎

地
を

抱
え

る
地

域
の

特
性

や
、

そ
れ

ぞ
れ

の
地

域
に

お
け

る
一

人
暮

ら
し

高

齢
者

や
高

齢
夫

婦
世

帯
な

ど
の

実
態

に
合

わ
せ

て
、

各
市

町
村

の
目

標
等

を
勘

案
し

な
が

ら
進

め
ま

す
。

一
方

、

地
域

に
お

け
る

今
後

の
高

齢
者

の
増

加
の

見
込

み
を

踏
ま

え
て

、
過

剰
な

保
険

料
の

負
担

に
繋

が
ら

な
い

よ
う

、

計
画

性
を

持
っ

た
施

設
整

備
と

な
る

よ
う

市
町

村
に

助
言

し
ま

す
。

 

2
 介

護
保

険
施

設
サ

ー
ビ

ス
の

定
員

 
（
3
）
 ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
の

割
合

（
定

員
数

割
合

）
（
p
.1

0
8
）
 

 
H

2
9

年
度

 
介

護
保

険
施

設
等

の
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
割

合
（
定

員
数

割
合

）
の

見
込

：2
6
.8

％
 

 
H

2
9

年
度

 
介

護
老

人
福

祉
施

設
（
地

域
密

着
型

介
護

老
人

福
祉

施
設

を
含

む
。

）
の

ユ
ニ

ッ
ト
ケ

ア
割

合
（
定

員

数
割

合
）
の

見
込

：3
8.

4％
 

7 
福

島
県
 

○
 

■
 

 
 

 
－

 

8 
茨

城
県
 

○
 

■
 

 

広
域

型
：

4
9％

 

地
域

密
着

型
：
9
0
％

 

（
20

1
4（

平
成

2
6）

年
度

） 

第
4

編
 

利
用

者
本

位
の

介
護

サ
ー

ビ
ス

の
充

実
 

第
1

章
 

住
み

慣
れ

た
地

域
で

暮
ら

し
続

け
ら

れ
る

環
境

づ
く

り
第

3
節

 
施

設
サ

ー
ビ

ス
等

の
充

実
 

4
 

施
設

内
の

居
住

環
境

の
向

上
 

現
状

・
課

題
（
p
.1

3
5
）
 

 
本

県
内

の
介

護
老

人
福

祉
施

設
（
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

）
に

占
め

る
ユ

ニ
ッ

ト
型

施
設

の
定

員
の

割
合

は
，

平

成
27

年
3

月
現

在
で

，
広

域
型

が
49

％
，

地
域

密
着

型
は

90
％

と
な

っ
て

い
ま

す
。

 

9 
栃

木
県
 

○
 

 
□

 

 
第

2
部

 
各

論
 

第
3

章
 

介
護

サ
ー

ビ
ス

の
充

実
・
強

化
 

1
 

介
護

サ
ー

ビ
ス

の
基

盤
整

備
 

（
3
）
 

施
設

・
居

住
系

サ

ー
ビ

ス
の

基
盤

整
備

 
②

 
サ

ー
ビ

ス
の

質
の

向
上

（
p
.5

3
）
 

 
「
個

別
ケ

ア
」
を

実
践

す
る

上
で

有
効

な
「
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
」
を

積
極

的
に

推
進

す
る

た
め

、
平

成
37

年
度

ま
で

に
、

介
護

保
険

施
設

（
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

、
介

護
老

人
保

健
施

設
、

介
護

療
養

型
医

療
施

設
）
の

居
室

の
5
0
％

以
上

、
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

に
つ

い
て

は
7
0
％

以
上

が
ユ

ニ
ッ

ト
型

と
な

る
よ

う
努

め
ま

す
。

 

1
0 

群
馬

県
 

●
 

■
 

□
 

 
 

－
 

1
1 

埼
玉

県
 

○
 

■
 

 
 

 
－

 



 

Ⅰ-1-12 

 
都
道
府
県
名
 

従
来
型
多

床
室
 

整
備
可
能

か
 

改
築
 

補
助
 

ﾕﾆ
ｯﾄ
化
 

改
修
補
助
 

 
2
0
1
5
～
2
0
1
7
（
平
成

2
7
～
2
9
）
年
度
の
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画
・
介
護
保
険
事
業
支
援
計
画
等
に
お
け
る
 

現
状
 

特
養
の
ユ
ニ
ッ
ト
化
の
現
状
・
目
標
、
特
養
の
改
築
・
改
修
に
係
る
記
述
 

1
2 

千
葉
県
 

●
 

□
 

 
 

 
－

 

1
3 

東
京
都
 

○
 

■
※

 
□

 

2
4.

8％
 

（
20

1
3（

平
成

2
5）

年
度

） 

第
2

部
 

計
画

の
具

体
的

な
展

開
 

第
1

章
 

介
護

サ
ー

ビ
ス

基
盤

の
整

備
と

円
滑

・
適

正
な

制
度

運
営

 
第

1
節

 
介

護
サ

ー
ビ

ス
基

盤
の

整
備

 
4
 

施
設

サ
ー

ビ
ス

の
充

実
 

⑴
 

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
の

整
備

 
現

状
と

課
題

（
p
.7

7
）
 

 
国

は
、

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
の

4
人

部
屋

主
体

の
居

住
環

境
を

抜
本

的
に

改
善

し
、

入
居

者
の

尊
厳

を
重

視

し
た

ケ
ア

を
実

現
す

る
た

め
、

平
成

3
7

年
度

ま
で

に
ユ

ニ
ッ

ト
化

率
を

7
0
％

以
上

と
す

る
こ

と
を

目
標

と
し

て
い

ま

す
。

こ
れ

に
対

し
て

、
東

京
都

の
ユ

ニ
ッ

ト
化

率
は

2
4.

8％
（平

成
2
5

年
度

）に
と

ど
ま

っ
て

い
る

た
め

、
都

の
施

設

整
備

は
ユ

ニ
ッ

ト
型

で
の

整
備

を
基

本
と

し
て

い
ま

す
。

 

 
開

設
後

3
0

年
以

上
経

過
し

て
い

る
施

設
が

、
平

成
2
6

年
1
0

月
1

日
現

在
77

か
所

あ
り

、
耐

震
性

や
居

住
性

の
観

点
か

ら
、

改
修

・
改

築
等

の
対

応
を

視
野

に
入

れ
る

必
要

が
あ

り
ま

す
。

 

       

1
4 

神
奈

川

県
 

 
■

 
 

 
第

2
章

 
施

策
の

展
開

 
Ⅲ

 介
護

保
険

サ
ー

ビ
ス

等
の

適
切

な
提

供
と

そ
の

基
盤

づ
く

り
 

3
 
サ

ー
ビ

ス
提

供
基

盤
の

整
備

 
＜

2
＞

 
施

設
に

お
け

る
サ

ー
ビ

ス
の

質
の

向
上

 
①

 
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

の
居

住
環

境
の

改
善

 
○

ユ
ニ

ッ
ト
化

へ
の

改
修

な
ど

居
住

環
境

の
改

善
に

向
け

た
取

組
み

等
（
p
.1

1
9
）
 

 
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

に
つ

い
て

、
市

町
村

や
施

設
に

対
し

、
ユ

ニ
ッ

ト
化

へ
の

支
援

を
す

る
ほ

か
、

老
朽

化
し

た
施

設
の

耐
震

化
と

計
画

的
な

改
修

な
ど

、
サ

ー
ビ

ス
の

向
上

と
居

住
環

境
の

改
善

に
向

け
た

取
組

み
を

進
め

ま

す
。

 

1
5 

新
潟
県
 

○
 

■
 

 
 

 
－

 

1
6 

富
山
県
 

○
 

 
 

3
3.

8%
 

（
20

1
4（

平
成

2
6）

年
度

見

込
み

）
 

第
3

章
 

介
護

サ
ー

ビ
ス

量
等

の
見

込
み

と
基

盤
整

備
目

標
 

3
 基

盤
整

備
目

標
 

（
2
）
個

室
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
型

施
設

の

整
備

目
標

（
p
.7

0
）
 

 
本

県
に

お
い

て
も

、
こ

の
目

標
に

向
け

、
施

設
の

生
活

環
境

の
改

善
を

図
る

た
め

、
個

室
ユ

ニ
ッ

ト
化

を
進

め
る

こ

と
と

し
ま

す
が

、
本

県
で

は
建

設
時

期
の

早
い

施
設

も
多

い
こ

と
か

ら
、

開
設

年
次

の
状

況
等

を
踏

ま
え

、
市

町
村

と
も

連
携

し
な

が
ら

、
既

存
施

設
の

改
修

を
進

め
る

こ
と

と
し

ま
す

。
 

 
〈
参

考
〉
富

山
県

の
ユ

ニ
ッ

ト
型

個
室

の
整

備
状

況
 

平
成

2
6

年
度

末
見

込
 

33
.8

%
 



 

Ⅰ-1-13 

 
都
道
府
県
名
 

従
来
型
多

床
室
 

整
備
可
能

か
 

改
築
 

補
助
 

ﾕﾆ
ｯﾄ
化
 

改
修
補
助
 

 
2
0
1
5
～
2
0
1
7
（
平
成

2
7
～
2
9
）
年
度
の
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画
・
介
護
保
険
事
業
支
援
計
画
等
に
お
け
る
 

現
状
 

特
養
の
ユ
ニ
ッ
ト
化
の
現
状
・
目
標
、
特
養
の
改
築
・
改
修
に
係
る
記
述
 

1
7 

石
川
県
 

○
 

■
 

 

4
1.

4%
 

（
20

1
4（

平
成

2
6）

年
度

見

込
み

）
 

第
4

部
 計

画
の

目
標

と
推

進
方

策
 

第
2

章
 

施
策

の
推

進
方

策
 

2
医

療
と

介
護

を

一
体

的
に

提
供

す
る

体
制

づ
く

り
と

質
の

充

実
（
1
）
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

体
制

の
充

実
利

用

者
の

立
場

に
立

っ
た

サ
ー

ビ
ス

の
拡

充
と

介

護
保

険
施

設
等

の
整

備
 

エ
 
施

設
の

個
室

ユ
ニ

ッ
ト
化

の
推

進
 

1
8 

福
井
県
 

○
 

■
※

 
 

3
8.

7％
 

（
20

1
4（

平
成

2
6）

年
度

） 

第
4

章
 重

点
項

目
と

具
体

的
施

策
重

点
項

目
 

Ⅲ
 

医
療

・
介

護
サ

ー
ビ

ス
の

レ
ベ

ル
ア

ッ
プ

 
具

体
的

施
策

4
 
地

域
に

密
着

し
た

施
設

ケ
ア

 
（
3
）
ユ

ニ
ッ

ト
型

施
設

の
整

備
と

多
床

室
整

備
へ

の
配

慮
（
p
.7

1
）
 

 
平

成
2
6

年
度

末
 

ユ
ニ

ッ
ト
型

施
設

の
割

合
：
2
2
.8

％
（
う

ち
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

3
8
.7

％
） 

1
9 

山
梨
県
 

○
 

□
 

□
 

4
8.

9％
 

（
20

1
4（

平
成

2
6）

年
度

見

込
み

） 

第
3

章
 基

本
目

標
と

施
策

の
展

開
 

3
 高

齢
者

施
策

の
展

開
 

Ⅰ
 
高

齢
者

が
安

心
し

て
暮

ら
せ

る
地

域
づ

く
り

 
＜

地
域

包
括

ケ
ア

シ
ス

テ
ム

の
構

築
＞

【
3
】
 
施

設
・
住

ま
い

の
整

備
と

在
宅

系
サ

ー
ビ

ス
の

普
及

 
【
施

設
整

備
の

計
画

等
】
 

②
 施

設
改

築
及

び
改

修
の

目
標

（
p
.4

0
）
 

 

 
従

来
型

の
既

存
施

設
に

つ
い

て
は

、
公

的
な

助
成

措
置

等
を

行
い

、
個

室
ユ

ニ
ッ

ト
化

を
基

本
と

し
た

プ
ラ

イ
バ

シ

ー
に

配
慮

し
た

施
設

整
備

へ
の

改
築

及
び

改
修

を
促

進
す

る
た

め
、

次
の

と
お

り
目

標
を

定
め

ま
す

。
 

 
介

護
保

険
法

の
規

定
に

基
づ

き
厚

生
労

働

大
臣

が
定

め
る

指
針

に
お

い
て

、
平

成
3
7

年
度

に
お

け
る

介
護

保
険

施
設

及
び

地
域

密
着

型
介

護
老

人
福

祉
施

設
の

総
定

員

数
に

占
め

る
個

室
ユ

ニ
ッ

ト
型

施
設

の
定

員
数

の
割

合
を

5
0
％

以
上

（
介

護
老

人
福

祉
施

設
及

び
地

域
密

着
型

介
護

老
人

福

祉
施

設
に

つ
い

て
は

、
合

わ
せ

て
7
0
％

以

上
）
と

し
て

い
る

た
め

、
こ

れ
を

目
標

と
す

る

も
の

で
す

。
 



 

Ⅰ-1-14 

 
都
道
府
県
名
 

従
来
型
多

床
室
 

整
備
可
能

か
 

改
築
 

補
助
 

ﾕﾆ
ｯﾄ
化
 

改
修
補
助
 

 
2
0
1
5
～
2
0
1
7
（
平
成

2
7
～
2
9
）
年
度
の
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画
・
介
護
保
険
事
業
支
援
計
画
等
に
お
け
る
 

現
状
 

特
養
の
ユ
ニ
ッ
ト
化
の
現
状
・
目
標
、
特
養
の
改
築
・
改
修
に
係
る
記
述
 

2
0 

長
野
県
 

○
 

□
 

□
 

3
6.

2％
 

（
20

1
4（

平
成

2
6）

年
度

見

込
み

） 

第
3

章
 

一
人

ひ
と

り
の

ニ
ー

ズ
に

応
じ

た
多

様
な

施
設

・
住

ま
い

の
創

出
 

第
1

節
 

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
等

施
設

の
整

備
 

目
標

（
p
.6

9
）
 

    

2
1 

岐
阜
県
 

○
 

■
※

 
□

 

5
0.

3%
 

（
20

1
4（

平
成

2
6）

年
度

見

込
み

） 

第
4

章
 

高
齢

者
施

策
の

推
進

 
6
 

施
設

サ
ー

ビ
ス

及
び

高
齢

者
の

居
住

安
定

の
促

進
に

関
す

る
施

策
 

（
1
）
 

施
設

の
整

備
 

①
施

設
整

備
の

基
本

的
な

方
針

（
高

齢
福

祉
課

）
 

【
課

題
・
施

策
】
（
p
.1

6
0
）
 

 
平

成
2
6

年
度

末
見

込
み

 
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

の
従

来
型

個
室

＝
1
4
.8

％
、

ユ
ニ

ッ
ト
型

個
室

＝
5
0
.3

％
、

多
床

室
＝

3
4
.9

％
 

2
2 

静
岡
県
 

○
 

■
 

□
 

4
4.

4%
 

（
20

1
3（

平
成

2
5）

年
度

） 

第
2

部
施

策
の

推
進

 
第

4
 

地
域

に
根

ざ
し

た
質

の

高
い

介
護

サ
ー

ビ
ス

等
が

提
供

で
き

る
長

寿
社

会
づ

く

り
 

2
 

介
護

サ
ー

ビ
ス

の
充

実
・
強

化
 

 
（
3
）
施

設
サ

ー
ビ

ス
の

整
備

推
進

（
p
.5

4
）
 

    

2
3 

愛
知
県
 

 
□

 
 

4
7.

3%
 

（
20

1
3（

平
成

2
5）

年
度

） 

（
6
）
施

設
サ

ー
ビ

ス
 

現
状

・
第

5
期

計
画

の
評

価
（
p
.5

3
）
 

 
介

護
老

人
福

祉
施

設
及

び
地

域
密

着
型

介
護

老
人

福
祉

施
設

入
所

者
生

活
介

護
の

整
備

は
、

ユ
ニ

ッ
ト

型
で

の
整

備
を

原
則

と
し

て
お

り
、

平
成

26
年

4
月

1
日

現
在

の
ユ

ニ
ッ

ト
化

率
は

4
7
.3

%
で

す
。

ま
た

、
介

護
保

険
施

設
及

び
地

域
密

着
型

介
護

老
人

福
祉

施
設

入
所

者
生

活
介

護
の

ユ
ニ

ッ
ト
化

率
は

2
5
.2

％
で

す
。

 

 基
本

方
針

（
p
.5

8
）
 

 
平

成
3
7

年
度

の
介

護
保

険
施

設
及

び
地

域
密

着
型

介
護

老
人

福
祉

施
設

入
所

者
生

活
介

護
の

入
所

定
員

の

合
計

数
う

ち
、

ユ
ニ

ッ
ト
型

施
設

の
入

所
定

員
の

合
計

数
の

割
合

を
5
0
％

以
上

（
介

護
老

人
福

祉
施

設
及

び
地

域
密

着
型

介
護

老
人

福
祉

施
設

入
所

者
生

活
介

護
は

7
0
％

以
上

）
を

目
標

に
ユ

ニ
ッ

ト
型

施
設

の
整

備
を

進
め

ま
す

。
 



 

Ⅰ-1-15 

 
都
道
府
県
名
 

従
来
型
多

床
室
 

整
備
可
能

か
 

改
築
 

補
助
 

ﾕﾆ
ｯﾄ
化
 

改
修
補
助
 

 
2
0
1
5
～
2
0
1
7
（
平
成

2
7
～
2
9
）
年
度
の
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画
・
介
護
保
険
事
業
支
援
計
画
等
に
お
け
る
 

現
状
 

特
養
の
ユ
ニ
ッ
ト
化
の
現
状

・
目

標
、

特
養

の
改

築
・

改
修

に
係

る
記

述
 

2
4 

三
重

県
 

●
 

■
※

 
 

4
7.

3%
 

第
3

章
･

具
体

的
な

取
組

･
1
･

介
護

サ
ー

ビ
ス

基
盤

の
整

備
 

（
7
）
個

室
ユ

ニ
ッ

ト
化

の
推

進
･

（
現

状
と

課
題

）

（
p
.4

7
）
 

 
県

内
の

介
護

保
険

施
設

（
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

、
介

護
老

人
保

健
施

設
）
に

お
け

る
ユ

ニ
ッ

ト
型

施
設

の
割

合

は
3
7
.0

％
（
こ

の
う

ち
、

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
（
地

域
密

着
型

を
含

む
。

）
に

お
け

る
ユ

ニ
ッ

ト
型

施
設

の
割

合
は

4
7
.3

％
）
と

な
っ

て
い

ま
す

。
 

2
5 

滋
賀

県
 

 
□

 
□

 

4
8.

3%
 

（
20

1
3（

平
成

2
5）

年
度

） 

第
4

章
 重

点
課

題
と

施
策

 
第

5
節

 サ
ー

ビ
ス

基
盤

の
整

備
と

介
護

保
険

制
度

の
安

定
的

運
営

 
3
 介

護
保

険
サ

ー
ビ

ス
 

2
 
施

設
サ

ー
ビ

ス
（
地

域
密

着
型

介
護

老
人

福
祉

施
設

を
含

む
。

）
 

（
1
）
介

護
老

人
福

祉
施

設
（
定

員
3
0
 

人
以

上
の

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
）
お

よ
び

地
域

密
着

型
介

護
老

人
福

祉
施

設
（
定

員
3
0
 
人

未
満

の
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

）
（
p
.7

6
）
 

 
現

状
：
介

護
老

人
福

祉
施

設
お

よ
び

地
域

密
着

型
介

護
老

人
福

祉
施

設
の

個
室

ユ
ニ

ッ
ト
化

を
進

め
た

結
果

、

個
室

ユ
ニ

ッ
ト
ケ

ア
型

施
設

の
割

合
は

、
定

員
数

ベ
ー

ス
で

、
平

成
22

年
度

4
1
.8

％
か

ら
平

成
2
5

年
度

4
8
.3

％

ま
で

拡
大

し
て

い
ま

す
。

 

 
施

策
の

方
向

と
取

組
：
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

の
新

設
お

よ
び

改
築

に
あ

た
っ

て
は

、
高

齢
者

の
尊

厳
の

保
持

、

プ
ラ

イ
バ

シ
ー

の
確

保
の

観
点

か
ら

、
個

室
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
施

設
の

整
備

を
推

進
し

ま
す

。
 

2
6 

京
都

府
 

○
 

□
 

 

 
第

1
2

章
 
高

齢
者

が
安

心
し

て
暮

ら
せ

る
住

ま
い

（
施

設
・
住

宅
）
の

整
備

 
2
 
高

齢
者

の
住

ま
い

の
全

体
像

、
供

給
の

目
標

及
び

方
策

 
（
2
）
高

齢
者

の
住

ま
い

の
供

給
目

標
と

そ
の

達
成

の
た

め
の

方
策

（
p
.1

3
4
）
 

 
地

域
密

着
型

介
護

老
人

福
祉

施
設

（
地

域
密

着
型

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
）
及

び
介

護
保

険
施

設
の

整
備

に

お
い

て
は

、
国

が
参

基
準

と
し

て
示

す
ユ

ニ
ッ

ト
型

施
設

の
目

標
達

成
に

向
け

て
、

創
設

や
改

修
に

当
た

っ
て

は
、

ユ
ニ

ッ
ト
型

を
基

本
と

し
て

進
め

る
こ

と
と

し
ま

す
が

、
高

齢
者

健
康

福
祉

圏
域

や
サ

ー
ビ

ス
の

種
類

ご
と

の
整

備
状

況
等

に
相

違
が

あ
る

こ
と

か
ら

、
市

町
村

や
関

係
機

関
と

の
連

携
に

配
慮

し
な

が
ら

、
地

域
の

実
情

に
応

じ

た
対

応
等

を
図

っ
て

い
く

こ
と

と
し

ま
す

。
 

 ア
 介

護
老

人
福

祉
施

設
（
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

）
 

方
策

（
p
.1

3
6
）
 

 
既

存
の

特
養

ホ
ー

ム
に

つ
い

て
も

、
改

築
や

大
規

模
改

修
の

際
に

ユ
ニ

ッ
ト

型
施

設
へ

の
改

修
等

を
進

め
る

と
と

も
に

、
地

域
の

実
情

等
を

踏
ま

え
、

ユ
ニ

ッ
ト
型

準
個

室
な

ど
へ

の
改

修
も

含
め

、
個

別
ケ

ア
の

実
践

に
よ

る
サ

ー

ビ
ス

の
質

の
向

上
が

図
ら

れ
る

よ
う

ユ
ニ

ッ
ト
ケ

ア
の

導
入

を
推

進
し

ま
す

。
ま

た
、

看
取

り
環

境
の

向
上

に
向

け
た

設
備

面
や

、
研

修
や

人
員

等
の

ソ
フ

ト
面

の
体

制
整

備
を

支
援

し
ま

す
。

 



 

Ⅰ-1-16 

 
都
道
府
県
名
 

従
来
型
多

床
室
 

整
備
可
能

か
 

改
築
 

補
助
 

ﾕﾆ
ｯﾄ
化
 

改
修
補
助
 

 
2
0
1
5
～
2
0
1
7
（
平
成

2
7
～
2
9
）
年
度
の
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画
・
介
護
保
険
事
業
支
援
計
画
等
に
お
け
る
 

現
状
 

特
養
の
ユ
ニ
ッ
ト
化
の
現
状

・
目

標
、

特
養

の
改

築
・

改
修

に
係

る
記

述
 

2
7 

大
阪

府
 

○
 

■
 

□
 

 
第

7
節

 
福

祉
・
介

護
サ

ー
ビ

ス
基

盤
の

充
実

 
第

3
項

 
施

設
基

盤
の

充
実

 
【
施

策
の

方
向

】
（
p
.1

0
2
）
 

 
既

設
の

老
朽

化
し

た
施

設
に

つ
い

て
、

入
居

者
の

生
活

に
及

ぼ
す

影
響

を
考

慮
し

、
計

画
的

に
必

要
な

建
替

え

を
推

進
し

ま
す

。
特

に
昭

和
5
6

年
以

前
の

旧
耐

震
基

準
に

基
づ

き
建

設
さ

れ
た

も
の

に
つ

い
て

は
、

優
先

し
て

建

替
え

を
推

進
し

ま
す

。
 

  第
2

節
 

介
護

サ
ー

ビ
ス

量
の

見
込

み
 

第
1

項
 本

計
画

に
お

け
る

介
護

サ
ー

ビ
ス

量
の

見
込

み
方

 

 
平

成
3
7

年
度

に
お

け
る

介
護

保
険

施
設

の
個

室
・
ユ

ニ
ッ

ト
型

の
割

合
を

50
％

以
上

に
高

め
る

こ
と

、
と

り
わ

け
、

地
域

密
着

型
介

護
老

人
福

祉
施

設
及

び
介

護
老

人
福

祉
施

設
に

お
い

て
は

7
0
％

以
上

を
目

指
す

こ
と

を
標

準

と
し

ま
し

た
。

 

 
ま

た
、

特
に

昭
和

56
年

以
前

の
旧

耐
震

基
準

に
基

づ
き

建
設

さ
れ

た
施

設
に

つ
い

て
は

、
優

先
し

て
改

築
を

推

進
す

る
こ

と
と

し
ま

し
た

。
 

2
8 

兵
庫

県
 

●
 

□
 

 
3
3.

2％
 

第
2

部
 

推
進

方
策

（
第

1
章

 地
域

包
括

ケ
ア

シ
ス

テ
ム

の
構

築
）
 

Ⅰ
 介

護
サ

ー
ビ

ス
の

充
実

強
化

 
第

1
節

 
介

護
サ

ー
ビ

ス
の

基
盤

整
備

3
 介

護
保

険
施

設
の

整
備

促
進

 
現

状
と

課
題

 
（
1
）
 

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
（
介

護
老

人
福

祉
施

設
及

び
地

域
密

着
型

介
護

老
人

福
祉

施
設

）
（
p
.2

6
）
 

 
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

に
お

け
る

ユ
ニ

ッ
ト
型

施
設

の
普

及
に

つ
い

て
は

､一
定

の
進

捗
は

あ
る

も
の

の
整

備
率

は
全

ベ
ッ

ド
数

の
33

.2
％

に
と

ど
ま

っ
て

お
り

､さ
ら

に
推

進
す

る
必

要
が

あ
り

ま
す

｡一
方

、
多

床
室

の
利

用
希

望

も
あ

る
こ

と
か

ら
、

ユ
ニ

ッ
ト
型

又
は

多
床

室
の

選
択

が
で

き
る

よ
う

、
事

業
者

の
意

向
も

踏
ま

え
な

が
ら

施
設

整
備

を
進

め
て

い
く

必
要

が
あ

り
ま

す
。

 

 施
策

の
方

向
 

（
1
）
 特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

（
p
.2

7
）
 

 
特

養
設

置
後

、
3
0

年
以

上
経

過
し

た
施

設
に

つ
い

て
、

計
画

的
に

改
修

を
行

っ
て

い
き

ま
す

。
 

2
9 

奈
良

県
 

○
 

 
 

 
 

－
 

3
0 

和
歌
山
県
 

 
□

 
 

 
 

－
 



 

Ⅰ-1-17 

 
都
道
府
県
名
 

従
来
型
多

床
室
 

整
備
可
能

か
 

改
築
 

補
助
 

ﾕﾆ
ｯﾄ
化
 

改
修
補
助
 

 
2
0
1
5
～
2
0
1
7
（
平
成

2
7
～
2
9
）
年
度
の
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画
・
介
護
保
険
事
業
支
援
計
画
等
に
お
け
る
 

現
状
 

特
養
の
ユ
ニ
ッ
ト
化
の
現
状
・
目
標
、
特
養
の
改
築
・
改
修
に
係
る
記
述
 

3
1 

鳥
取
県
 

 
 

 

 
第

四
章

 
具

体
施

策
の

推
進

 
6
 
介

護
サ

ー
ビ

ス
の

確
保

と
施

設
・
住

宅
の

整
備

 
（
4
）
施

設
・
居

住
系

サ
ー

ビ
ス

 
ア

 

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
・
地

域
密

着
型

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
 

【
第

6
期

に
お

け
る

方
向

及
び

対
応

】
（
p
.1

0
6
）
 

 
第

6
期

に
お

い
て

、
新

た
な

広
域

型
特

養
の

整
備

計
画

は
あ

り
ま

せ
ん

。
 

 
個

室
ユ

ニ
ッ

ト
化

の
割

合
に

つ
い

て
は

、
第

4
期

計
画

策
定

時
に

お
い

て
、

所
得

の
低

い
要

介
護

者
が

施
設

サ
ー

ビ
ス

等
を

利
用

す
る

割
合

が
高

い
こ

と
、

ま
た

、
居

住
費

の
関

係
で

ユ
ニ

ッ
ト
型

個
室

よ
り

多
床

室
を

希
望

す
る

こ
と

が
多

い
、

と
い

っ
た

意
見

を
踏

ま
え

、
平

成
2
6
（
2
0
1
4
）
年

度
の

個
室

ユ
ニ

ッ
ト
化

の
割

合
を

、
介

護
保

険
3

施
設

の
合

計
で

40
％

（
国

指
針

5
0％

）
、

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
に

つ
い

て
は

6
0
％

（
国

指
針

7
0％

）に
設

定
し

ま
し

た
。

平
成

2
7
（
2
0
1
5
）
年

度
末

段
階

で
い

ず
れ

も
目

標
未

達
成

で
あ

る
こ

と
か

ら
、

引
き

続
き

第
6

期
計

画
期

間
に

お
い

て
も

同
様

の
目

標
の

も
と

に
設

備
整

備
を

行
う

こ
と

と
し

ま
す

。
 

 

3
2 

島
根
県
 

○
 

□
 

□
 

2
7.

6%
 

（
20

1
4（

平
成

2
6）

年
度

） 

第
4

章
 

地
域

包
括

ケ
ア

の
推

進
 

基
本

目
標

3
 

介
護

サ
ー

ビ
ス

の
充

実
 

施
設

サ
ー

ビ
ス

の
向

上
（
2
）
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア

の
推

進
（
p
.8

3
）
 

 
平

成
2
6

年
5

月
1

日
現

在
、

県
内

の
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

（
地

域
密

着
型

を
含

む
）に

お
け

る
ユ

ニ
ッ

ト
型

個

室
の

整
備

割
合

は
2
7
.6

%
で

あ
る

。
 

 
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

等
の

整
備

・
改

築
に

際
し

て
は

、
引

き
続

き
、

ユ
ニ

ッ
ト
化

を
促

進
し

て
い

く
。

 

3
3 

岡
山
県
 

 
□

 
 

3
7.

5%
 

（
20

1
4（

平
成

2
6）

年
度

） 

第
4

章
 

介
護

給
付

等
対

象
サ

ー
ビ

ス
の

種
類

ご
と

の
量

の
見

込
み

等
 

Ⅱ
 

介
護

保
険

施
設

等
の

必
要

入
所

（
利

用
）
定

員
総

数
等

 
3
 

個

室
・
ユ

ニ
ッ

ト
型

施
設

の
整

備
 

 

         



 

Ⅰ-1-18 

 
都
道
府
県
名
 

従
来
型
多

床
室
 

整
備
可
能

か
 

改
築
 

補
助
 

ﾕﾆ
ｯﾄ
化
 

改
修
補
助
 

 
2
0
1
5
～
2
0
1
7
（
平
成

2
7
～
2
9
）
年
度
の
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画
・
介
護
保
険
事
業
支
援
計
画
等
に
お
け
る
 

現
状
 

特
養
の
ユ
ニ
ッ
ト
化
の
現
状
・
目
標
、
特
養
の
改
築
・
改
修
に
係
る
記
述
 

3
4 

広
島
県
 

○
 

□
 

 

2
5.

9%
 

（
20

1
4（

平
成

2
6）

年
度

） 

第
4

章
安

全
に

暮
ら

す
た

め
の

「
基

盤
づ

く
り

」
 

3
 

介
護

サ
ー

ビ
ス

の
質

向
上

・
適

正
化

 
3
－

（
2
）
介

護
保

険
施

設
の

居
住

環
境

の
向

上
 

＜
現

状
＞

（
p
.1

4
2
）
 

 
国

に
お

い
て

は
、

平
成

3
7
（
2
0
2
5
）
年

度
末

に
お

い
て

、
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

の
7
0
%
以

上
を

目
標

に
、

ユ
ニ

ッ

ト
型

の
整

備
を

進
め

る
こ

と
と

さ
れ

て
い

ま
す

が
、

県
内

で
は

平
成

27
（
20

1
5）

年
2

月
現

在
で

25
.9

%
と

い
う

状
況

で
す

。
 

    ＜
今

後
の

取
組

＞
 

 
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

の
創

設
、

増
築

及
び

既
存

施
設

の
老

朽
化

移
築

に
お

い
て

、
ユ

ニ
ッ

ト
型

の
整

備
を

行
う

施
設

設
置

者
に

対
し

、
施

設
整

備
費

補
助

金
を

交
付

し
、

支
援

を
行

い
ま

す
。

 

3
5 

山
口
県
 

○
 

□
 

 

3
6.

2%
 

（
20

1
4（

平
成

2
6）

年
度

） 

第
3

章
 

施
策

の
具

体
的

な
展

開
 

Ⅰ
 

地
域

包
括

ケ
ア

シ
ス

テ
ム

の
構

築
 

第
2
 

介
護

サ
ー

ビ
ス

の
充

実
 

1
 

介
護

サ
ー

ビ
ス

の
見

込
み

量
と

提
供

体
制

の
整

備
（
5
）
 

個
室

ユ
ニ

ッ
ト
型

施
設

の
整

備
の

促
進

（
p
.6

4
）
 

 
平

成
2
6

年
度

末
の

介
護

老
人

福
祉

施
設

（
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

）
及

び
地

域
密

着
型

介
護

老
人

福
祉

施
設

の
個

室
ユ

ニ
ッ

ト
型

施
設

の
定

員
数

の
全

定
員

数
に

占
め

る
割

合
は

3
6
.2

%
と

な
る

見
込

み
と

な
っ

て
お

り
、

今
後

も
、

介
護

老
人

福
祉

施
設

及
び

地
域

密
着

型
介

護
老

人
福

祉
施

設
の

新
規

整
備

や
増

築
に

当
た

っ
て

は
、

個

室
ユ

ニ
ッ

ト
型

施
設

と
す

る
こ

と
を

原
則

と
し

、
他

の
介

護
保

険
施

設
に

つ
い

て
も

、
個

室
ユ

ニ
ッ

ト
型

施
設

の
整

備

を
促

進
し

ま
す

。
 

 
既

存
従

来
型

施
設

か
ら

、
個

室
ユ

ニ
ッ

ト
型

施
設

へ
の

移
行

に
つ

い
て

は
、

老
朽

化
に

伴
う

全
面

改
築

や
改

修
の

際
に

整
備

を
進

め
、

長
期

的
な

視
点

に
立

っ
て

促
進

し
ま

す
。

 

3
6 

徳
島
県
 

○
 

 
 

 
 

－
 

3
7 

香
川
県
 

●
 

□
 

 
 

 
－

 

3
8 

愛
媛
県
 

○
 

□
 

□
 

 
第

4
章

 施
策

の
目

指
す

方
向

と
具

体
的

な
取

組
み

 
3
 高

齢
者

が
安

心
・
安

全
に

暮
ら

せ
る

社
会

づ
く

り
 

3
－

3
 高

齢
者

の
権

利
擁

護
の

取
組

み
 

（
4
）
 介

護
保

険
施

設
等

に
お

け
る

環
境

整
備

 
①

 
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
の

推
進

 

 
生

活
環

境
の

改
善

に
向

け
て

、
ま

た
、

既
存

の
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

全
体

で
従

来
型

多
床

室
が

約
7

割
を

占

め
る

中
、

入
所

者
の

選
択

肢
を

確
保

す
る

観
点

か
ら

も
ユ

ニ
ッ

ト
型

施
設

の
整

備
の

推
進

を
図

る
こ

と
が

必
要

で
あ

り
、

既
存

施
設

の
ユ

ニ
ッ

ト
型

施
設

へ
の

改
修

等
を

促
進

し
ま

す
。

 



 

Ⅰ-1-19 

 
都
道
府
県
名
 

従
来
型
多

床
室
 

整
備
可
能

か
 

改
築
 

補
助
 

ﾕﾆ
ｯﾄ
化
 

改
修
補
助
 

 
2
0
1
5
～
2
0
1
7
（
平
成

2
7
～
2
9
）
年
度
の
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画
・
介
護
保
険
事
業
支
援
計
画
等
に
お
け
る
 

現
状
 

特
養
の
ユ
ニ
ッ
ト
化
の
現
状
・
目
標
、
特
養
の
改
築
・
改
修
に
係
る
記
述
 

3
9 

高
知
県
 

 
□

 
 

 
第

2
章

 高
齢

者
等

の
現

状
と

将
来

推
計

 
第

2
節

 介
護

保
険

等
の

現
状

と
将

来
推

計
 

3
－

3
 施

設
介

護
サ

ー
ビ

ス
 

（
2
）
施

設
介

護
サ

ー
ビ

ス
の

課
題

と
今

後
の

方
向

 
③

 
個

室
・
ユ

ニ
ッ

ト
型

施
設

の
整

備
に

つ
い

て
 

③
 
個

室
・
ユ

ニ

ッ
ト
型

施
設

の
整

備
に

つ
い

て
（
p
.4

5
）
 

 
介

護
保

険
施

設
及

び
地

域
密

着
型

介
護

老
人

福
祉

施
設

に
お

け
る

個
室

・
ユ

ニ
ッ

ト
型

施
設

の
整

備
に

つ
い

て

は
、

介
護

サ
ー

ビ
ス

の
質

の
向

上
や

入
所

者
の

尊
厳

保
持

の
た

め
、

国
の

参
酌

基
準

を
踏

ま
え

た
整

備
を

進
め

る
こ

と
と

し
ま

す
。

 

 
た

だ
、

本
県

で
は

低
所

得
の

入
所

者
が

多
い

こ
と

な
ど

も
あ

り
、

広
域

型
の

介
護

保
険

施
設

に
つ

い
て

は
、

一
律

に

個
室

・
ユ

ニ
ッ

ト
型

と
い

う
こ

と
で

は
な

く
、

一
部

多
床

室
を

確
保

す
る

な
ど

、
地

域
の

実
情

に
応

じ
た

整
備

を
進

め
ま

す
。

 

4
0 

福
岡
県
 

 
■

 
□

 
 

 
－

 

4
1 

佐
賀
県
 

○
 

□
 

 

3
6.

5%
 

（
20

1
4（

平
成

2
6）

年
度

） 

第
5

章
 

安
心

し
て

生
活

で
き

る
サ

ー
ビ

ス
の

確
保

 
1
 介

護
保

険
サ

ー
ビ

ス
の

充
実

 
（
5
）
介

護
サ

ー
ビ

ス
の

質
の

確

保
 

②
 ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
の

推
進

（
p
.4

0
）
 

 
国

で
は

、
平

成
2
9

年
度

の
介

護
保

険
施

設
（
指

定
介

護
老

人
福

祉
施

設
、

介
護

老
人

保
健

施
設

及
び

指
定

介

護
療

養
型

医
療

施
設

）
及

び
地

域
密

着
型

介
護

老
人

福
祉

施
設

に
係

る
個

室
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
型

施
設

の
定

員
数

の
割

合
が

50
％

以
上

（
指

定
介

護
老

人
福

祉
施

設
及

び
地

域
密

着
型

介
護

老
人

福
祉

施
設

に
つ

い
て

は
、

合

わ
せ

て
70

%以
上

）
と

す
る

目
標

が
設

定
さ

れ
て

い
ま

す
 

 
県

で
は

、
国

の
目

標
を

達
成

で
き

る
よ

う
、

既
存

施
設

の
個

室
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
施

設
へ

の
改

築
等

を
図

っ
て

い
き

ま

す
。

 

   

4
2 

長
崎
県
 

○
 

■
※

 
□

 

 
第

5
章

 高
齢

者
の

状
況

（ス
テ

ー
ジ

）に
応

じ
た

施
策

の
取

り
組

み
 

3 
要

支
援

・要
介

護
・要

治
療

期
の

高
齢

者
 

（1
）

介
護

サ
ー

ビ
ス

基
盤

の
充

実
・
支

援
（
長

寿
社

会
課

）
 

④
 

施
設

等
に

お
け

る
生

活
環

境
の

改
善

 
（
推

進
方

策
）

（p
.7

5）
 

 
こ

れ
ま

で
同

様
に

個
室

・
ユ

ニ
ッ

ト
型

の
施

設
整

備
を

推
進

す
る

と
と

も
に

、
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

の
老

朽
化

に

伴
う

利
用

者
の

安
全

・
安

心
の

確
保

の
観

点
及

び
低

所
得

高
齢

者
等

の
ニ

ー
ズ

も
踏

ま
え

、
平

成
2
5

年
4

月
1

日
施

行
の

「
長

崎
県

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
の

設
備

及
び

運
営

基
準

」
条

例
」
に

基
づ

き
、

多
床

室
の

改
築

等
の

整
備

に
つ

い
て

も
補

助
を

行
い

施
設

生
活

環
境

改
善

の
整

備
を

推
進

し
ま

す
。

 

 
個

室
・
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
へ

の
改

築
・
改

修
の

整
備

を
推

進
す

る
た

め
、

施
設

管
理

者
等

に
対

し
、

個
室

・
ユ

ニ
ッ

ト
ケ



 

Ⅰ-1-20 

 
都
道
府
県
名
 

従
来
型
多

床
室
 

整
備
可
能

か
 

改
築
 

補
助
 

ﾕﾆ
ｯﾄ
化
 

改
修
補
助
 

 
2
0
1
5
～
2
0
1
7
（
平
成

2
7
～
2
9
）
年
度
の
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画
・
介
護
保
険
事
業
支
援
計
画
等
に
お
け
る
 

現
状
 

特
養
の
ユ
ニ
ッ
ト
化
の
現
状
・
目
標
、
特
養
の
改
築
・
改
修
に
係
る
記
述
 

ア
化

の
有

効
性

及
び

必
要

性
に

関
す

る
普

及
・
啓

発
に

努
め

ま
す

。
 

4
3 

熊
本
県
 

○
 

□
 

 

38
%

 

（
20

13
（
平

成
25

）
年

度
） 

Ⅱ
 
重

点
目

標
と

重
点

分
野

・
主

要
施

策
 

2
 
重

点
分

野
・
主

要
施

策
 

（
4
）
住

民
の

希
望

、
地

域
の

実
情

に
応

じ
た

多

様
な

住
ま

い
・
サ

ー
ビ

ス
基

盤
の

整
備

・
活

用
 

①
多

様
な

サ
ー

ビ
ス

の
整

備
促

進
 

〈
目

指
す

べ
き

方
向

〉
（
p
.6

4
）
 

 
施

設
・
居

住
系

サ
ー

ビ
ス

の
整

備
に

あ
た

っ
て

も
、

今
後

の
市

町
村

や
高

齢
者

福
祉

圏
域

に
お

け
る

高
齢

者
人

口

の
動

向
等

を
踏

ま
え

、
急

激
に

高
齢

者
人

口
が

増
加

す
る

地
域

を
中

心
に

、
高

齢
者

が
住

み
慣

れ
た

地
域

で
、

状
況

に
応

じ
て

必
要

な
サ

ー
ビ

ス
が

受
け

ら
れ

る
よ

う
、

地
域

密
着

型
サ

ー
ビ

ス
を

中
心

と
し

て
整

備
を

進
め

る
と

と

も
に

、
身

近
な

地
域

へ
の

展
開

（
サ

テ
ラ

イ
ト
化

等
）
に

取
り

組
み

ま
す

。
 

 
こ

れ
ら

の
基

盤
整

備
を

進
め

る
こ

と
で

、
入

居
施

設
に

お
け

る
個

室
ユ

ニ
ッ

ト
型

の
割

合
を

高
め

て
い

く
と

と
も

に
、

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
へ

の
入

所
申

込
者

数
の

減
少

を
図

り
ま

す
。

 

 
な

お
、

老
朽

化
し

た
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

や
養

護
老

人
ホ

ー
ム

等
の

老
人

福
祉

施
設

に
つ

い
て

は
、

改
築

を

支
援

し
、

入
所

者
の

生
活

環
境

の
向

上
を

推
進

し
ま

す
。

 

  3
 数

値
目

標
（
p
.8

5
）
 

      資
料

編
 

4
 第

5
期

熊
本

県
高

齢
者

福
祉

計
画

・
介

護
保

険
事

業
支

援
計

画
（
長

寿
・
安

心
・
く

ま
も

と
プ

ラ
ン

）
」
の

数

値
目

標
を

中
心

と
し

た
評

価
の

概
要

（
平

成
2
4
～

2
5

年
度

実
績

 
ベ

ー
ス

）
 

（
5
）
必

要
な

サ
ー

ビ
ス

が
速

や
か

に
利

用

で
き

る
基

盤
の

整
備

（
p
.1

5
6
）
 

①
総

括
 

 
社

会
福

祉
法

人
の

低
所

得
者

負
担

割
合

軽
減

制
度

の
申

出
法

人
割

合
は

、
ほ

ぼ
計

画
目

標
に

近
い

数
値

と
な

る
見

込
み

だ
が

、
定

員
数

に
占

め
る

個
室

ユ
ニ

ッ
ト
型

の
割

合
及

び
サ

ー
ビ

ス
付

き
高

齢
者

向
け

住
宅

等
の

供
給

数
は

計
画

目
標

を
下

回
る

見
込

み
。
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都
道
府
県
名
 

従
来
型
多

床
室
 

整
備
可
能

か
 

改
築
 

補
助
 

ﾕﾆ
ｯﾄ
化
 

改
修
補
助
 

 
2
0
1
5
～
2
0
1
7
（
平
成

2
7
～
2
9
）
年
度
の
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画
・
介
護
保
険
事
業
支
援
計
画
等
に
お
け
る
 

現
状
 

特
養
の
ユ
ニ
ッ
ト
化
の
現
状
・
目
標
、
特
養
の
改
築
・
改
修
に
係
る
記
述
 

 
 

 
 

 

 
③

数
値

目
標

の
推

移
等

 

         

4
4 

大
分
県
 

○
 

□
 

□
 

4
1.

0%
 

（
20

1
4（

平
成

2
6）

年
度

） 

第
3

章
 

安
心

し
て

暮
ら

せ
る

基
盤

づ
く

り
の

推
進

 
2
. 

介
護

サ
ー

ビ
ス

の
充

実
（
3
）
 

施
設

（
系

）
サ

ー
ビ

ス
の

充
実

 

現
状

と
課

題
（
p
.5

7
）
 

     

 
国

の
目

標
も

踏
ま

え
、

施
設

の
新

設
、

増
改

築
に

あ
た

っ
て

は
、

多
床

室
に

対
す

る
地

域
ニ

ー
ズ

等
も

勘
案

し
な

が
ら

個
室

ユ
ニ

ッ
ト
化

を
促

進
し

ま
す

。
 

4
5 

宮
崎
県
 

○
※

 
 

 

2
6.

4%
 

（
20

1
4（

平
成

2
6）

年
度

） 

オ
 

施
設

サ
ー

ビ
ス

 
［
現

況
］
 

○
介

護
保

険
施

設
 

（
ｱ

）
 介

護
老

人
福

祉
施

設
（
p
.6

0
）
 

 
介

護
老

人
福

祉
施

設
（
定

員
3
0

人
以

上
の

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
）
は

、
施

設
サ

ー
ビ

ス
計

画
に

基
づ

い
て

、

入
浴

、
排

せ
つ

、
食

事
等

の
介

護
そ

の
他

の
日

常
生

活
上

の
世

話
、

機
能

訓
練

、
健

康
管

理
及

び
療

養
上

の
世

話
を

行
う

こ
と

を
目

的
と

す
る

施
設

で
、

平
成

2
7

年
3

月
現

在
（
見

込
み

）
で

9
3

施
設

、
定

員
5
,4

7
3

人
（
う

ち
ユ

ニ
ッ

ト
型

個
室

1
,3

2
2

人
）
（
地

域
密

着
型

を
含

め
る

と
1
0
1

施
設

、
5
,6

7
2

人
）
と

な
っ

て
い

ま
す

。
 

［
基

本
的

方
向

］
（
p
.6

1
）
 

 
国

の
示

す
参

酌
標

準
を

踏
ま

え
な

が

ら
、

ユ
ニ

ッ
ト

型
個

室
へ

の
転

換
を

含

め
た

施
設

の
整

備
や

利
用

者
の

重
度



 

Ⅰ-1-22 

 
都
道
府
県
名
 

従
来
型
多

床
室
 

整
備
可
能

か
 

改
築
 

補
助
 

ﾕﾆ
ｯﾄ
化
 

改
修
補
助
 

 
2
0
1
5
～
2
0
1
7
（
平
成

2
7
～
2
9
）
年
度
の
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画
・
介
護
保
険
事
業
支
援
計
画
等
に
お
け
る
 

現
状
 

特
養
の
ユ
ニ
ッ
ト
化
の
現
状
・
目
標
、
特
養
の
改
築
・
改
修
に
係
る
記
述
 

化
へ

の
対

応
に

努
め

ま
す

。
 

4
6 

鹿
児

島

県
 

○
 

■
 

□
 

 
各

論
 

第
5

章
 

第
2

節
 

介
護

サ
ー

ビ
ス

の
種

類
と

サ
ー

ビ
ス

量
の

見
込

み
 

2
 

参
酌

標
準

（
p
.2

0
6
）
 

 
第

5
期

介
護

保
険

事
業

計
画

策
定

に
係

る
「
介

護
保

険
事

業
に

係
る

保
険

給
付

の
円

滑
菜

実
施

を
確

保
刷

る
た

め
の

基
本

的
な

指
針

に
お

い
て

示
さ

れ
て

い
た

、
市

町
村

に
お

い
て

は
「
地

域
密

着
型

介
護

老
人

福
祉

施
設

入

所
生

活
介

護
及

び
指

定
施

設
サ

ー
ビ

ス
の

利
用

者
数

の
合

計
数

の
う

ち
、

要
介

護
4

及
び

要
介

護
5

野
認

定
者

数
の

合
計

数
が

占
め

る
割

合
を

、
7
0%

以
上

」
、

県
に

お
い

て
は

、
「
地

域
密

着
型

介
護

老
人

福
祉

施
設

及
び

介

護
保

険
施

設
の

入
所

定
員

の
合

計
数

の
う

ち
ユ

ニ
ッ

ト
型

施
設

の
入

所
定

員
の

合
計

数
が

占
め

る
割

合
を

、
50

%

以
上

（
そ

の
う

ち
地

域
密

着
型

介
護

老
人

福
祉

施
設

及
び

指
定

介
護

老
人

福
祉

施
設

の
入

所
定

員
の

合
計

数

の
う

ち
ユ

ニ
ッ

ト
型

施
設

の
入

所
定

員
の

合
計

数
が

締
め

る
割

合
に

つ
い

て
は

70
%以

上
）
」の

記
載

は
削

除
さ

れ

ま
し

た
が

、
介

護
保

険
法

の
改

正
に

伴
い

、
平

成
2
7

年
4

月
1

日
以

降
、

指
定

介
護

老
人

福
祉

施
設

及
び

指
定

地
域

密
着

型
介

護
老

人
福

祉
施

設
に

つ
い

て
は

、
居

宅
で

の
生

活
が

困
難

な
中

重
度

の
要

介
護

高
齢

者
を

支

え
る

施
設

と
し

て
の

機
能

に
重

点
化

を
図

る
こ

と
と

な
っ

て
お

り
、

県
と

し
て

は
、

今
後

の
介

護
保

険
施

設
な

ど
サ

ー

ビ
ス

の
利

用
動

向
を

適
切

に
見

据
え

、
市

町
村

に
対

し
て

適
宜

、
的

確
な

助
言

を
行

っ
て

い
き

ま
す

。
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住

系
サ

ー
ビ

ス
整

備
の

た
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の
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p
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 
居

住
系

施
設

に
つ

い
て

は
、

個
人

の
自

立
的

生
活

を
支

援
す

る
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
型

施
設

の
整

備
を

促
進

す
る

必
要

が
あ

る
た

め
、

そ
の

定
員

数
の

割
合

が
、

現
行

の
水

準
を

上
回

る
よ

う
目

標
値

を
設

定
し

ま
す

。
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１－３ 改修に関する既往論文等の調査・整理 

ここでは、特別養護老人ホームの個室化改修等に関する、主要な既往論文等の調査・整理を行

う。 

（１）特別養護老人ホームの個室化改修等に関連する既往論文等の調査・整理 

・日本建築学会計画系論文集等を用いて、特別養護老人ホームの個室化改修等に関連する主要

な論文を調査し、概要を整理する。（特別養護老人ホーム／改修をキーワードに CiNii 検索） 

・また、近年の老人保健健康増進等事業における特別養護老人ホームの個室化改修等に関連す

る報告書についても調査し、その概要を整理する。 

①「介護保険施設等の整備のあり方研究委員会」※委員による論文 

No タイトル 著者 出典 発行時期 

1 

5158 既存特別養護老人ホームの居住環境改

善のあり方に関する研究 その 1(ユニットケア,

建築計画 I) 

佐 藤  友 彦 , 井 上 

由起子, 三浦 研, 

高田 光雄 

学術講演梗概集. E-1, 建

築計画 I, 各種建物・地域

施設, 設計方法, 構法計

画, 人間工学, 計画基礎 

2004, 315-316 

2004-07-31 

2 

5159 既存特別養護老人ホームの居住環境改

善のあり方に関する研究 その 2(ユニットケア,

建築計画 I) 

井上 由起子, 佐藤 

友彦, 三浦 研, 高

田 光雄 

学術講演梗概集. E-1, 建

築計画 I, 各種建物・地域

施設, 設計方法, 構法計

画, 人間工学, 計画基礎 

2004, 317-318 

2004-07-31 

3 

5122 既存特別養護老人ホームの改修とサテ

ライト居住に関する考察 : 特別養護老人ホー

ムにおけるサテライト居住と本体改修に関する

研究(その 1)(特養・環境改善,建築計画 I) 

井上 由起子, 山口 

健太郎 

学術講演梗概集. E-1, 建

築計画 I, 各種建物・地域

施設, 設計方法, 構法計

画, 人間工学, 計画基礎 

2007, 243-244 

2007-07-31 

4 

5123 サテライト型特別養護老人ホームの空間

構成と運営状況に関する考察 : 特別養護老

人ホームにおけるサテライト居住と本体改修に

関する研究(その 2)(特養・環境改善,建築計画

I) 

山口 健太郎, 井上 

由起子 

学術講演梗概集. E-1, 建

築計画 I, 各種建物・地域

施設, 設計方法, 構法計

画, 人間工学, 計画基礎 

2007, 245-246 

2007-07-31 

5 

5111 特別養護老人ホームにおける浴室の分

散化が入居者に対するケアに及ぼす効果に関

する研究(特別養護老人ホーム,建築計画 I) 

森 勇樹, 三浦 研, 

山口 健太郎, 斉藤 

芳徳 

学術講演梗概集. E-1, 建

築計画 I, 各種建物・地域

施設, 設計方法, 構法計

画, 人間工学, 計画基礎 

2007, 221-222 

2007-07-31 

6 

5181 従来型個室への改修工事における空間

利用の変化 : 既存特別養護老人ホームの空

間整備に関する一考察(特別養護老人ホーム

のユニット化,建築計画 I) 

三 宮  基 裕 , 鈴 木 

義弘, 井上 由起子 

学術講演梗概集. E-1, 建

築計画 I, 各種建物・地域

施設, 設計方法, 構法計

画, 人間工学, 計画基礎 

2008, 387-388 

2008-07-20 

7 

5182 サテライト化およびユニット型が家族の訪

問に与える影響 : 特別養護老人ホームにお

けるサテライト居住と本体改修に関する研究

(その 3)(特別養護老人ホームのユニット化,建

築計画 I) 

山口 健太郎, 井上 

由起子 

学術講演梗概集. E-1, 建

築計画 I, 各種建物・地域

施設, 設計方法, 構法計

画, 人間工学, 計画基礎 

2008, 389-390 

2008-07-20 

8 

5183 既存特別養護老人ホームの改修と施設

運営に関する考察 : 特別養護老人ホームに

おけるサテライト居住と本体改修に関する研究

(その 4)(特別養護老人ホームのユニット化,建

築計画 I) 

井上 由起子, 山口 

健太郎 

学術講演梗概集. E-1, 建

築計画 I, 各種建物・地域

施設, 設計方法, 構法計

画, 人間工学, 計画基礎 

2008, 391-392 

2008-07-20 

※「介護保険施設等の整備のあり方研究委員会」については、巻末資料参照 
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②その他の論文 

No タイトル 著者 出典 発行時期 

9 

5168 改修によるユニットケア導入の効果 : 高

齢者居住施設におけるユニットケア導入による

主体的生活形成に関する研究(その 1)(ユニット

ケア化のプロセス・効果,建築計画 I) 

鎌田 智絵, 高橋 

里沙, 橘 弘志, 藤

井 夏江 

学術講演梗概集. E-1, 建

築計画 I, 各種建物・地域

施設, 設計方法, 構法計

画, 人間工学, 計画基礎 

2005, 369-370 

2005-07-31 

10 

5169 改修型ユニットと新築型ユニットの比較 : 

高齢者居住施設におけるユニットケア導入と主

体的生活形成に関する研究(その 2)(ユニットケ

ア化のプロセス・効果,建築計画 I) 

高橋 里沙, 鎌田 

智絵, 橘 弘志, 藤

井 夏江 

学術講演梗概集. E-1, 建

築計画 I, 各種建物・地域

施設, 設計方法, 構法計

画, 人間工学, 計画基礎 

2005, 371-372 

2005-07-31 

11 

662 特別養護老人ホームにおける居住環境の

改善に関する研究 その 1 : ユニットケアへの

移行に伴う改善ならびに改修の現状(建築計

画) 

古田 浩一, 新谷 

肇一 

日本建築学会研究報告. 

九州支部. 3, 計画系 (44), 

245-248 

2005-03-01 

12 

663 特別養護老人ホームにおける居住環境の

改善に関する研究 その 2 : ユニットケアへの

移行に伴う改善ならびに改修の効果(建築計

画)  

新谷 肇一, 古田 

浩一 

日本建築学会研究報告. 

九州支部. 3, 計画系 (44), 

249-252 

2005-03-01 

13 
特別養護老人ホームの環境改修プロセスにお

ける高齢者の行動変化 

森 一彦, 加藤 悠

介, 今井 朗 [他] 

生 活 科 学 研 究 誌  4, 

111-128, 2005 
2005 

14 

5094 施設における入居者の居場所の形成と

ユニットの役割 : 高齢者居住施設におけるユ

ニットケア導入と主体的生活形成に関する研究

(その 3)(ユニットケアと生活, 建築計画 I) 

橘 弘志 

学術講演梗概集. E-1, 建

築計画 I, 各種建物・地域

施設, 設計方法, 構法計

画, 人間工学, 計画基礎 

2006, 199-200, 

2006-07-31 

15 

635 特別養護老人ホームにおける居住環境の

改善に関する研究 その 3 : ユニットケアへの

移行に伴う改善ならびに改修の事例(建築計

画) 

古田 浩一, 新谷 

肇一 

日本建築学会研究報告. 

九州支部. 3, 計画系 (45), 

137-140, 

2006-03-01 

16 

29.既存特別養護老人ホームのユニットケア導

入に伴う改修工事例に関する考察 : 既存特

別養護老人ホームへのユニットケア導入に伴う

建築計画的研究 その 1 

岡村 尚人, 宮城 

干城 

工学院大学研究報告 100, 

161-165, 
2006-04-30 

17 

高齢者介護施設改修計画における職員参加と

意識に関する考察 : 職員による設計提案から

読み取る"ユニットケアのイメージ""空間の考え

方"の分析 

佐藤 哲, 大原 一

興 

日本建築学会計画系論文

集 (619), 41-48, 
2007-09-30 

18 

既存特別養護老人ホームにおけるユニット改

修の効果と課題 : 改修によるユニットケア型高

齢者居住施設に関する研究 その 1  

橘 弘志 
日本建築学会計画系論文

集 (616), 63-69, 
2007-06-30 

19 
高齢者介護施設の改修プロセスにおける職員

参加に関する考察(建築計画)  

佐藤 哲, 大原 一

興 

日本建築学会技術報告集 

13(25), 237-242, 
2007-06-20 

20 

40061 特別養護老人ホーム改修における環境

心理的調査の活用(環境心理研究の実践(2),

オーガナイズドセッション,環境工学 I) 

児玉 桂子, 古賀 

誉章, 沼田 恭子, 

秋田 剛 

学術講演梗概集. D-1, 環

境工学 I, 室内音響・音環

境, 騒音・固体音, 環境振

動, 光・色, 給排水・水環

境, 都市設備・環境管理, 

環境心理生理, 環境設計, 

電磁環境 2009, 133-136, 

2009-07-20 

21 

502 改修事例における従来型特養のユニット

状況 : 高齢者の居住環境改善に関する研

究・その 48(建築計画) 

島田 美和子, 無漏

田 芳信 

日本建築学会中国支部研

究 報 告 集  32, 

"502-1"-"502-4", 2009-03 

2009-03 

22 

従来型施設のユニット化改修に伴う特養職員

のストレス反応の変化--改修前と改修 3 ヶ月後

の比較 

杉山 匡, 児玉 桂

子 

日本社会事業大学研究紀

要 57, 99-109, 2011-02 
2011-02 
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No タイトル 著者 出典 発行時期 

23 
特別養護老人ホームを含む複合施設の居なが

ら大規模改修工事 

藤原 幸太郎, 園田 

悦子 

関東地整 HP 

平成 26 年度スキルアップ

セミナー関東一般（くらし・

活力）部門 

2014 

  

③昨年度調査で得た論文のうち、本調査に関連する論文 

No タイトル 著者 出典 発行時期 

24 

個別入浴を想定したケアと空間が高齢者に与

える影響：特別養護老人ホームにおける入浴

に関する研究(その 1) 

山中直, 山口健太

郎,三浦研, 高田光

雄,齊藤芳徳 

日本建築学会計画系論文

集 巻 号 ： （ 599), ペ ー ジ ：

49-56, 

2006 

25 
全国悉皆アンケート調査による従来型特別養

護老人ホームのユニットケア実施状況と効果 

足立啓, 安岡真由, 

品川靖幸, 林悦子 

日本建築学会計画系論文

集巻号：73（623), 

ページ：31-37 

2008 

26 

従来型特別養護老人ホームにおけるユニット

整備に関する研究−先駆的にユニットケアに取

り組んだ従来型特別養護老人ホームへのアン

ケート調査より− 

島田美和子, 無漏

田芳信 

日本建築学会計画系論文

集巻号：640,ページ：1331 
2009 

 

④近年の老人保健健康増進等事業における調査・研究の概要 

No タイトル 著者 出典 発行時期 

 
良質な特別養護老人ホームの建設コスト低減

手法に関する調査研究報告書 

一般社団法人日本

医療福祉建築協会 
 2012 

 
特別養護老人ホームにおける利用者のプライ

バシー確保の実態に関する調査研究事業報

告書 

一般社団法人日本

医療福祉建築協会 
 2013 

 
効果的なユニットケアと施設の整備規模に関す

る調査研究事業報告書 

みずほ情報総研株

式会社 
 2013 

 
介護保険施設等の効果的な施設整備の実施

に関する調査研究事業報告書 

明治安田生活福祉

研究所 
 2014 
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前

か
ら

ユ
ニ

ッ
ト
ケ

ア
を

実
施

し
て

い
る

施
設

へ
の

ア
ン

ケ
ー

ト
結

果
と

先
進

事
例

視
察

に
基

づ
き

、

新
型

転
換

不
可

能
と

さ
れ

た
既

存
特

養
の

居
住

環
境

改
善

に
向

け
た

改
修

の
あ

り
方

を
提

案
す

る
。

 

○
方

法
：
1
9
9
5

年
度

以
降

に
整

備
さ

れ
た

既
存

特
養

1
,5

6
8

施
設

の
図

面
を

収
集

し
、

う
ち

6
1
5

施
設

を
無

作
為

抽
出

、

2
0
0
3

年
8

月
よ

り
厚

労
省

で
開

か
れ

た
『
既

存
特

養
で

の
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
導

入
の

た
め

の
改

修
モ

デ
ル

に
関

す
る

調
査

研
究

委
員

会
』
で

つ
く

ら
れ

た
、

既
存

特
養

の
新

型
転

換
を

前
提

と
し

た
改

修
基

準
に

照
ら

し
て

検
証

す
る

。
検

証
に

お
い

て
は

、
敷

地
内

で
の

拡
張

可
能

性
（
敷

地
条

件
）
に

つ
い

て
は

5
つ

に
類

型
、

ま
た

居
室

の
開

口
に

配
慮

し
て

検

証
す

る
。

（
コ

ス
ト
・
設

備
・
工

法
・
構

造
等

は
勘

案
し

な
い

。
）
 

○
結

論
：
厚

労
省

の
新

型
特

養
改

修
基

準
に

照
ら

し
て

、
新

型
転

換
不

可
能

に
該

当
す

る
施

設
が

全
体

の
約

4
割

を
占

め
る

。
ま

た
新

型
転

換
が

可
能

な
施

設
は

全
体

の
半

数
弱

で
あ

る
が

、
そ

の
な

か
で

敷
地

拡
張

を
要

す
る

も
の

が
約

7

割
を

占
め

て
い

る
。

 

さ
ら

に
新

型
転

換
を

困
難

に
し

て
い

る
平

面
計

画
上

の
要

因
を

分
析

し
た

結
果

、
新

型
転

換
を

行
う

に
は

個
室

化

が
予

め
で

き
て

い
る

こ
と

が
必

要
で

、
既

存
特

養
の

多
床

室
を

主
体

と
す

る
居

室
構

成
が

新
型

転
換

を
困

難
に

し
て

い
る

こ
と

が
わ

か
っ

た
。

 

○2
 

既
存

特
別

養
護

老

人
ホ

ー
ム

の
居

住

環
境

改
善

の
あ

り

方
に

関
す

る
研

究

そ
の

2
 

井
上

由
起

子
, 

佐
藤

友
彦

, 

三
浦

研
, 

高
田

光
雄

 

学
術

講
演

梗
概

集
.E

-
1
,建

築
計

画
I,

各
種

建
物

・
地

域
施

設
,設

計
方

法
,構

法

計
画

,人
間

工
学

,計

画
基

礎
2
0
0
4
, 

3
1
7
-
3
1
8
 

2
0
0
4
-
 

0
7
-
3
1
 

○
目

的
：
前

編
に

引
き

続
き

、
制

度
化

以
前

か
ら

ユ
ニ

ッ
ト
ケ

ア
を

実
施

し
て

い
る

施
設

へ
の

ア
ン

ケ
ー

ト
結

果
と

先
進

事

例
視

察
に

基
づ

き
、

新
型

転
換

不
可

能
と

さ
れ

た
既

存
特

養
の

居
住

環
境

改
善

に
向

け
た

改
修

の
あ

り
方

を
提

案
す

る
。

 

○
方

法
：
個

別
ケ

ア
に

基
づ

く
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
を

実
施

し
て

い
る

と
思

わ
れ

る
3
2
7

の
既

存
特

養
に

ア
ン

ケ
ー

ト
を

配
布

。

1
8
7

施
設

か
ら

回
答

を
得

て
（
回

収
率

5
7
.2

%
）
、

実
際

に
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
を

導
入

し
て

い
る

と
回

答
し

た
1
6
9

施
設

に
つ

い
て

分
析

を
実

施
す

る
。

そ
の

他
に

先
進

事
例

視
察

を
実

施
す

る
。

ま
た

新
型

特
養

転
換

が
不

可
能

と
さ

れ
た

特
養

の
食

堂
分

散
と

個
室

的
多

床
室

の
実

現
性

に
つ

い
て

検
証

を
実

施
す

る
。

 

○
結

論
：
ア

ン
ケ

ー
ト
で

は
、

9
割

が
食

堂
分

散
を

実
現

し
、

居
住

環
境

の
改

善
を

目
的

と
し

た
改

修
履

歴
内

容
の

う
ち

、

半
数

近
く

が
食

堂
の

分
散

化
を

実
施

し
て

い
た

。
事

例
視

察
で

得
ら

れ
た

知
見

と
し

て
、

①
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
の

実
施

に
あ

た
っ

て
は

個
室

化
よ

り
食

堂
分

散
が

優
先

さ
れ

る
。

②
典

型
的

4
床

室
は

二
分

割
し

て
個

室
化

せ
ざ

る
を

得
ず

、
大

幅

な
拡

張
を

余
儀

な
く

さ
れ

る
。

③
居

住
継

続
を

前
提

と
す

る
が

故
の

課
題

（
給

排
水

、
騒

音
対

策
、

代
替

機
能

の
確

保
）

な
ど

が
多

い
。

ま
た

平
面

図
検

証
の

結
果

、
新

型
特

養
転

換
が

不
可

能
な

施
設

で
あ

っ
て

も
9

割
の

施
設

で
は

食
堂

分
散

が
可

能
、

一
方

個
室

的
多

床
室

化
は

7
割

を
超

え
る

施
設

で
不

可
能

で
あ

っ
た

。
 

○
ま

と
め

：
既

存
特

養
に

お
け

る
居

住
環

境
改

善
の

た
め

に
は

、
新

型
に

適
合

し
た

改
修

実
施

だ
け

を
検

討
す

る
の

で
は

な
く

、
比

較
的

達
成

し
や

す
い

食
堂

分
散

の
実

現
可

能
性

を
検

討
す

る
こ

と
が

ユ
ニ

ッ
ト
ケ

ア
の

導
入

と
い

う
観

点
か

ら

見
て

も
望

ま
し

い
。

居
室

の
個

室
化

や
個

室
的

多
床

室
化

は
次

の
段

階
と

し
て

検
討

す
べ

き
で

あ
る

。
ま

た
個

室
化

を

検
討

す
る

場
合

は
、

施
設

定
員

の
削

減
を

前
提

と
し

た
計

画
を

許
容

す
る

政
策

が
求

め
ら

れ
て

い
る

。
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N
o
.
 

タ
イ
ト
ル

 
著
者

 
出
典

 
発
行
年

 
概
要

 
3
 

既
存

特
別

養
護

老

人
ホ

ー
ム

の
改

修
と

サ
テ

ラ
イ

ト
居

住
に

関
す

る
考

察
：
特

別

養
護

老
人

ホ
ー

ム

に
お

け
る

サ
テ

ラ
イ

ト
居

住
と

本
体

改
修

に
関

す
る

研
究

(そ

の
1
) 

井
上

由
起

子
, 

山
口

健
太

郎
 

学
術

講
演

梗
概

集
.E

-
1
,建

築
計

画
I,

各
種

建
物

・
地

域
施

設
,設

計
方

法
,構

法

計
画

,人
間

工
学

,計

画
基

礎
2
0
0
7
, 

2
4
3
-
2
4
4
 

2
0
0
7
-
 

0
7
-
3
1
 

○
目

的
：
2
0
0
6

年
か

ら
施

策
化

さ
れ

た
サ

テ
ラ

イ
ト
型

特
養

に
つ

い
て

、
①

規
制

緩
和

策
の

活
用

状
況

の
把

握
、

②
個

室

ユ
ニ

ッ
ト
化

の
推

進
状

況
、

③
住

み
慣

れ
た

地
域

で
の

生
活

の
保

障
と

利
用

者
に

与
え

る
効

果
に

つ
い

て
検

証
す

る
。

 

○
方

法
：
5

施
設

に
対

す
る

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
及

び
現

地
ヒ

ア
リ

ン
グ

調
査

、
全

利
用

者
の

従
前

居
住

地
に

つ
い

て
の

住

所
デ

ー
タ

の
収

集
を

実
施

す
る

。
 

○
結

論
：
土

地
な

ら
び

に
建

物
の

所
有

を
必

要
と

し
な

い
制

度
を

活
用

し
た

例
が

2
カ

所
の

ほ
か

、
独

身
寮

を
転

用
（
改

修
費

4
5
0
0

万
円

）
し

た
例

が
あ

っ
た

。
サ

テ
ラ

イ
ト
の

構
造

は
平

屋
（
準

耐
火

構
造

）
が

2
カ

所
、

2
階

建
て

（
R
C

造
）

が
3

カ
所

で
あ

っ
た

。
 

 
 

本
体

施
設

の
改

修
計

画
が

進
ん

で
い

る
の

は
1

施
設

の
み

。
各

施
設

と
も

利
用

者
の

居
住

環
境

改
善

と
ホ

テ
ル

コ
ス

ト
の

負
担

能
力

、
本

体
建

物
の

竣
工

年
・
ハ

ー
ド

の
状

況
・
立

地
・
法

人
と

し
て

の
事

業
展

開
な

ど
を

考
慮

し
て

検
討

を

重
ね

て
い

る
も

の
と

推
察

さ
れ

る
。

 

 
 

サ
テ

ラ
イ

ト
型

特
養

と
本

体
施

設
の

距
離

は
、

直
線

距
離

で
1
.6

～
9.

5
km

、
測

定
距

離
で

3
.1

～
1
4
.4

km
、

時
間

距

離
（
車

）
で

5
～

3
0

分
で

あ
る

。
 

 
 

サ
テ

ラ
イ

ト
の

利
用

者
は

、
サ

テ
ラ

イ
ト
周

辺
に

自
宅

が
あ

る
人

や
子

世
帯

な
ど

主
た

る
訪

問
者

が
周

辺
に

住
ん

で
い

る
人

を
優

先
的

に
選

定
し

て
い

る
。

 

4
 

サ
テ

ラ
イ

ト
型

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム

の
空

間
構

成
と

運

営
状

況
に

関
す

る

考
察

：
特

別
養

護

老
人

ホ
ー

ム
に

お

け
る

サ
テ

ラ
イ

ト
居

住
と

本
体

改
修

に

関
す

る
研

究
(そ

の

2
) 

山
口

健
太

郎
, 

井
上

由
起

子
 

学
術

講
演

梗
概

集
.E

-
1
,建

築
計

画
I,

各
種

建
物

・
地

域
施

設
,設

計
方

法
,構

法

計
画

,人
間

工
学

,計

画
基

礎
2
0
0
7
, 

2
4
5
-
2
4
6
 

2
0
0
7
-
 

0
7
-
3
1
 

 
 

サ
テ

ラ
イ

ト
型

特
養

単
体

の
整

備
例

は
な

く
、

併
設

機
能

と
し

て
、

小
規

模
多

機
能

型
居

宅
介

護
（
2

施
設

）
、

グ
ル

ー

プ
ホ

ー
ム

や
ケ

ア
ハ

ウ
ス

等
の

居
住

施
設

（
2

施
設

）
、

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

（
1

カ
所

）
で

あ
る

。
 

 
 

サ
テ

ラ
イ

ト
型

特
養

単
体

の
夜

勤
者

が
1

名
で

あ
っ

て
も

、
併

設
機

能
と

あ
わ

せ
る

こ
と

に
よ

り
、

実
質

的
に

建
物

内
で

は
2

人
夜

勤
が

確
保

さ
れ

、
1

人
夜

勤
の

不
安

が
解

消
さ

れ
て

い
る

。
 

 
 

サ
テ

ラ
イ

ト
型

特
養

は
全

て
個

室
ユ

ニ
ッ

ト
型

で
あ

る
。

本
体

施
設

で
一

次
調

理
（
炊

飯
、

盛
り

つ
け

、
簡

単
な

副
菜

は

ユ
ニ

ッ
ト
で

調
理

）
を

し
て

い
る

の
が

2
施

設
、

サ
テ

ラ
イ

ト
で

全
工

程
を

行
う

の
が

3
施

設
で

あ
る

。
 

5
 

特
別

養
護

老
人

ホ

ー
ム

に
お

け
る

浴

室
の

分
散

化
が

入

居
者

に
対

す
る

ケ

ア
に

及
ぼ

す
効

果

に
関

す
る

研
究

 

森
勇

樹
, 

三
浦

研
, 

山
口

健
太

郎
, 

斉
藤

芳
徳

 

学
術

講
演

梗
概

集
.E

-
1
,建

築
計

画
I,

各
種

建
物

・
地

域
施

設
,設

計
方

法
,構

法

計
画

,人
間

工
学

,計

画
基

礎
2
0
0
7
, 

2
2
1
-
2
2
2
 

2
0
0
7
-
 

0
7
-
3
1
 

○
目

的
：
開

設
当

初
（
1
9
9
7

年
）
か

ら
ケ

ア
へ

の
意

識
が

高
く

、
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
に

取
り

組
ん

で
き

た
が

「
多

床
室

＋
大

食

堂
」
と

い
う

従
来

型
ハ

ー
ド

の
た

め
に

ユ
ニ

ッ
ト
ケ

ア
の

定
着

が
困

難
で

あ
っ

た
施

設
に

お
い

て
、

集
中

型
の

空
間

配
置

を
各

ユ
ニ

ッ
ト
に

分
散

す
る

第
1

段
階

と
し

て
、

2
階

に
集

中
し

て
い

た
浴

室
を

3
階

に
分

散
す

る
改

修
を

実
施

す
る

。
 

○
方

法
：
改

修
前

と
改

修
1

ヵ
月

後
の

各
3

日
間

、
調

査
時

間
は

9
-
1
9

時
、

1
人

の
職

員
を

1
人

の
調

査
員

が
追

跡
し

、

こ
れ

ら
の

デ
ー

タ
を

1
分

間
に

区
切

り
、

分
析

を
実

施
す

る
。

職
員

に
は

小
型

運
動

記
録

器
(L

.C
)を

装
着

し
て

も
ら

い
、

歩
数

な
ど

を
記

録
す

る
。

 

○
結

論
：
2

階
で

は
浴

室
の

分
散

化
、

介
護

単
位

が
小

規
模

化
・
フ

ロ
ア

担
当

職
員

が
増

え
た

こ
と

に
よ

り
フ

ロ
ア

で
の

業

務
の

慌
た

だ
し

さ
の

軽
減

に
つ

な
が

っ
て

い
る

。
 

 
 

3
階

で
は

介
助

動
線

が
短

縮
化

さ
れ

、
移

動
の

負
担

が
軽

減
化

さ
れ

て
い

る
。

ま
た

浴
室

の
分

散
化

に
よ

り
、

入
浴

介

助
職

員
の

ユ
ニ

ッ
ト
で

の
滞

在
率

が
上

が
り

、
入

浴
介

助
中

の
フ

ロ
ア

と
の

関
係

性
が

改
善

さ
れ

て
き

た
様

子
が

捉
え

ら
れ

た
。

 

 
 

改
修

後
の

入
浴

介
助

に
お

い
て

、
①

入
浴

介
助

シ
ス

テ
ム

の
変

更
、

②
誘

導
を

担
う

の
が

非
常

勤
職

員
か

ら
正

職
員

に
変

わ
っ

た
こ

と
に

着
目

、
考

察
し

た
こ

と
で

、
入

居
者

に
対

し
、

よ
り

個
別

な
ケ

ア
を

実
施

で
き

る
よ

う
に

な
っ

た
、

と
い

う
ケ

ア
の

変
化

を
明

ら
か

に
し

、
浴

室
の

分
散

化
と

介
助

シ
ス

テ
ム

の
変

更
が

も
た

ら
す

効
果

を
示

し
た

。
 



  

Ⅰ-1-28 

N
o
.
 

タ
イ
ト
ル

 
著
者

 
出
典

 
発
行
年

 
概
要

 

○6
 

従
来

型
個

室
へ

の

改
修

工
事

に
お

け

る
空

間
利

用
の

変

化
：

既
存

特
別

養

護
老

人
ホ

ー
ム

の

空
間

整
備

に
関

す

る
一

考
察

 

三
宮

基
裕

, 

鈴
木

義
弘

, 

井
上

由
起

子
 

学
術

講
演

梗
概

集
.E

-
1
,建

築
計

画
I,

各
種

建
物

・
地

域
施

設
,設

計
方

法
,構

法

計
画

,人
間

工
学

,計

画
基

礎
2
0
0
8
, 

3
8
7
-
3
8
8
 

2
0
0
8
-
 

0
7
-
2
0
 

○
目

的
：
従

来
型

個
室

へ
の

改
修

を
行

う
1

施
設

を
事

例
と

し
て

、
改

修
工

事
期

間
に

お
け

る
施

設
空

間
の

利
用

の
変

化
を

工
事

工
程

毎
に

捉
え

る
こ

と
で

、
改

修
期

間
中

の
生

活
上

の
問

題
を

明
ら

か
に

し
、

改
修

計
画

に
お

け
る

基
礎

的

知
見

を
得

る
。

 

○
方

法
：
改

修
工

事
期

間
に

、
随

時
、

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

と
し

て
訪

問
し

、
入

居
者

の
生

活
や

職
員

の
業

務
の

観
察

、
な

ら
び

に
入

居
者

の
属

性
に

つ
い

て
職

員
へ

の
ヒ

ア
リ
ン

グ
を

行
う

。
（
調

査
は

概
ね

毎
月

1
回

、
計

1
1

回
訪

問
）
 

○
結

論
：
改

修
に

あ
た

っ
て

生
活

空
間

を
移

動
す

る
場

合
で

、
そ

れ
ま

で
の

ケ
ア

の
形

態
の

継
続

が
空

間
条

件
に

よ
っ

て

難
し

い
場

合
に

は
、

空
間

条
件

に
あ

わ
せ

た
ケ

ア
の

形
態

が
検

討
さ

れ
る

べ
き

で
あ

る
。

（
本

ケ
ー

ス
で

は
、

工
事

当
初

は
4

ユ
ニ

ッ
ト
だ

っ
た

が
、

途
中

か
ら

2
ユ

ニ
ッ

ト
の

ケ
ア

シ
ス

テ
ム

に
変

更
）
 

 
 

本
ケ

ー
ス

の
よ

う
に

2
段

階
で

進
め

る
場

合
、

特
に

工
期

に
お

い
て

本
来

居
住

す
る

人
数

以
上

で
の

空
間

利
用

と
な

る
た

め
、

調
査

で
も

居
室

の
荷

物
保

管
場

所
の

問
題

や
食

事
時

間
体

の
リ
ビ

ン
グ

の
過

密
利

用
も

観
察

さ
れ

た
。

代
替

と
な

り
得

る
場

所
を

想
定

し
て

お
く

こ
と

や
、

生
活

時
間

を
ず

ら
す

等
、

ケ
ア

の
工

夫
が

必
要

で
あ

る
。

 

 
 

本
ケ

ー
ス

で
は

現
場

職
員

ま
で

工
事

計
画

が
十

分
伝

わ
っ

て
お

ら
ず

、
工

事
工

程
を

急
遽

変
更

せ
ざ

る
を

得
な

い
状

況
が

あ
っ

た
。

工
事

工
程

毎
に

、
ど

の
よ

う
な

生
活

・
援

助
を

行
う

か
現

場
職

員
も

含
め

て
、

工
事

関
係

者
、

施
設

管
理

者
と

の
綿

密
な

打
合

せ
が

必
要

で
あ

る
。

 

7
 

サ
テ

ラ
イ

ト
化

お
よ

び
ユ

ニ
ッ

ト
型

が
家

族
の

訪
問

に
与

え

る
影

響
：
特

別
養

護

老
人

ホ
ー

ム
に

お

け
る

サ
テ

ラ
イ

ト
居

住
と

本
体

改
修

に

関
す

る
研

究
(そ

の

3
) 

山
口

健
太

郎
, 

井
上

由
起

子
 

学
術

講
演

梗
概

集
.E

-
1
,建

築
計

画
I,

各
種

建
物

・
地

域
施

設
,設

計
方

法
,構

法

計
画

,人
間

工
学

,計

画
基

礎
2
0
0
8
, 

3
8
9
-
3
9
0
 

2
0
0
8
-
 

0
7
-
2
0
 

○
目

的
：
サ

テ
ラ

イ
ト

化
に

伴
う

立
地

特
性

と
空

間
構

成
の

変
化

が
、

家
族

の
訪

問
に

与
え

る
影

響
に

つ
い

て
検

証
す

る
。

 

○
方

法
：
本

体
と

サ
テ

ラ
イ

ト
が

い
ず

れ
も

山
間

部
に

あ
る

A
施

設
と

、
本

体
：
市

街
化

調
整

区
域

、
サ

テ
ラ

イ
ト
：
タ

ー
ミ
ナ

ル
駅

か
ら

徒
歩

1
5

分
の

市
街

化
地

域
に

あ
る

B
施

設
の

2
つ

に
つ

い
て

、
面

会
表

調
査

、
ア

ン
ケ

ー
ト
調

査
、

ヒ
ア

リ

ン
グ

調
査

を
実

施
す

る
。

（
い

ず
れ

も
本

体
：
4

床
室

、
サ

テ
ラ

イ
ト
：
個

室
）
 

○
結

論
：
平

均
訪

問
頻

度
は

、
い

ず
れ

も
サ

テ
ラ

イ
ト
の

方
が

多
い

。
施

設
と

家
族

の
自

宅
の

距
離

が
近

く
な

る
こ

と
に

よ

り
、

平
均

的
な

訪
問

回
数

の
増

加
、

極
端

に
少

な
い

人
の

割
合

の
減

少
、

及
び

頻
繁

な
訪

問
の

増
加

と
い

う
効

果
が

得
ら

れ
た

。
 

 
 

い
ず

れ
の

施
設

も
本

体
施

設
へ

の
ア

ク
セ

ス
は

自
動

車
・
バ

ス
が

大
半

で
あ

る
。

サ
テ

ラ
イ

ト
で

も
、

自
動

車
が

多
い

が
、

徒
歩

の
割

合
は

本
体

施
設

よ
り

高
い

。
 

 
 

滞
在

時
間

は
、

A
施

設
本

体
で

1
時

間
未

満
が

7
9
.4

%
で

あ
る

の
に

対
し

、
サ

テ
ラ

イ
ト
で

は
1

時
間

以
上

3
時

間
未

満
が

4
7
.1

%
で

あ
る

。
B

施
設

で
は

本
体

で
の

滞
在

時
間

も
多

く
、

A
施

設
と

は
逆

の
結

果
と

な
っ

た
。

B
施

設
で

の
3

時
間

以
上

の
長

時
間

滞
在

に
は

、
子

ど
も

に
よ

る
送

迎
な

ど
交

通
事

業
の

影
響

も
あ

る
と

考
え

ら
れ

る
。
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概
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既
存

特
別

養
護

老

人
ホ

ー
ム

の
改

修
と

施
設

運
営

に
関

す

る
考

察
：
特

別
養

護

老
人

ホ
ー

ム
に

お

け
る

サ
テ

ラ
イ

ト
居

住
と

本
体

改
修

に

関
す

る
研

究
(そ

の

4
) 

井
上

由
起

子
, 

山
口

健
太

郎
 

学
術

講
演

梗
概

集
.E

-
1
,建

築
計

画
I,

各
種

建
物

・
地

域
施

設
,設

計
方

法
,構

法

計
画

,人
間

工
学

,計

画
基

礎
2
0
0
8
, 

3
9
1
-
3
9
2
 

2
0
0
8
-
 

0
7
-
2
0
 

○
目

的
：
既

存
特

養
の

改
修

計
画

の
概

要
を

把
握

し
た

上
で

、
各

種
法

規
上

の
留

意
点

、
施

工
上

の
留

意
点

、
施

設
運

営
上

の
留

意
点

な
ど

を
明

ら
か

に
す

る
。

 

○
方

法
：
サ

テ
ラ

イ
ト
整

備
の

有
無

に
か

か
わ

ら
ず

改
修

に
よ

っ
て

個
室

化
な

ら
び

に
ユ

ニ
ッ

ト
化

を
推

進
し

た
7

施
設

を

対
象

に
、

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
及

び
現

地
ヒ

ア
リ
ン

グ
調

査
（
設

計
者

ヒ
ア

リ
ン

グ
を

含
む

）
を

実
施

す
る

。
 

○
結

論
：
定

員
全

て
を

ユ
ニ

ッ
ト
型

個
室

と
す

る
の

は
3

事
例

で
あ

る
が

、
う

ち
2

事
例

は
法

人
内

に
多

床
室

主
体

の
施

設

を
保

有
し

て
い

る
。

残
り

4
事

例
は

居
住

費
負

担
を

考
慮

し
、

多
様

な
個

人
空

間
を

用
意

し
、

利
用

者
の

選
択

肢
の

幅

を
広

げ
る

と
い

う
方

向
性

を
掲

げ
て

い
る

。
 

 
 

同
一

敷
地

内
で

拡
張

整
備

し
た

の
は

5
事

例
（
別

棟
型

：
3
、

拡
張

型
：
2
）
、

別
敷

地
で

拡
張

整
備

が
2

事
例

（
サ

テ
ラ

イ
ト
と

分
苑

）
で

あ
る

。
拡

張
面

積
は

3
0
.7

～
7
4
.5

㎡
/
床

に
分

布
す

る
が

、
拡

張
型

（
同

一
敷

地
内

）
は

、
別

棟
型

（
同

一
敷

地
内

）
や

別
敷

地
型

に
比

べ
て

少
な

い
面

積
で

済
む

。
 

  
 

1
床

あ
た

り
の

改
修

費
用

は
3
0
0
～

7
7
2

万
円

ま
で

幅
広

く
分

布
す

る
。

一
床

あ
た

り
の

改
修

費
用

と
ユ

ニ
ッ

ト
化

率
や

個
室

率
と

の
相

関
関

係
は

認
め

ら
れ

な
い

。
拡

張
部

分
の

整
備

床
数

、
整

備
手

法
、

本
体

施
設

の
工

事
範

囲
、

改
修

後
の

予
定

使
用

年
数

、
改

修
に

充
て

ら
れ

る
内

部
留

保
額

な
ど

、
様

々
な

亜
要

因
が

絡
み

合
っ

て
い

る
こ

と
を

ヒ
ア

リ
ン

グ
で

確
認

し
た

。
 

 
 

旧
耐

震
の

3
施

設
は

、
既

存
部

分
の

確
認

申
請

不
要

な
改

修
（
拡

張
部

分
は

別
棟

、
既

存
部

分
は

増
築

1
0

㎡
未

満
）
と

し
て

い
る

。
 

 
 

工
期

は
5
～

16
ヵ

月
ま

で
幅

が
あ

る
。

別
敷

地
・
別

棟
整

備
後

に
、

定
員

の
一

部
を

移
し

、
本

体
を

改
修

す
る

事
例

が

大
半

で
あ

る
。

一
時

的
な

室
定

員
超

過
居

住
の

判
断

や
避

難
計

画
の

詳
細

に
つ

い
て

は
、

福
祉

課
な

ら
び

に
消

防
に

確
認

が
必

要
と

な
る

。
 

 
 

建
築

工
事

よ
り

設
備

工
事

に
多

く
の

困
難

が
伴

っ
て

い
る

。
設

備
の

改
修

は
、

各
種

設
備

の
集

中
配

置
か

ら
分

散
配

置
、

セ
ン

ト
ラ

ル
管

理
か

ら
個

別
管

理
の

流
れ

を
伴

う
。

洗
面

設
備

は
居

室
単

位
で

分
散

配
置

さ
れ

て
い

る
が

、
浴

室

と
ト
イ

レ
は

分
散

化
が

図
ら

れ
て

い
な

い
。

浴
室

は
施

設
に

お
け

る
入

浴
シ

ス
テ

ム
と

の
関

連
性

、
ト
イ

レ
は

汚
水

管
な

ど
の

工
事

内
容

と
コ

ス
ト
と

の
関

連
性

が
深

い
こ

と
が

ヒ
ア

リ
ン

グ
か

ら
推

察
さ

れ
る

。
 

 
 

改
修

の
目

的
は

個
室

化
と

ユ
ニ

ッ
ト
化

を
通

じ
て

利
用

者
の

居
住

環
境

改
善

を
図

る
こ

と
で

あ
る

。
職

員
配

置
の

増
加

は
必

須
事

項
で

あ
り

、
こ

の
点

を
踏

ま
え

た
施

設
運

営
と

資
金

計
画

が
必

要
と

さ
れ

て
い

る
。
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改
修

に
よ

る
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
導

入
の

効

果
：

高
齢

者
居

住

施
設

に
お

け
る

ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
導

入
に

よ
る

主
体

的
生

活

形
成

に
関

す
る

研

究
(そ

の
1
) 

鎌
田

智
絵

, 

高
橋

里
沙

, 

橘
弘

志
, 

藤
井

夏
江

 

学
術

講
演

梗
概

集
.E

-
1
,建

築
計

画
I,

各
種

建
物

・
地

域
施

設
,設

計
方

法
,構

法

計
画

,人
間

工
学

,計

画
基

礎
2
0
0
5
, 

3
6
9
-
3
7
0
 

2
0
0
5
-
 

0
7
-
3
1
 

○
目

的
：
改

修
に

よ
り

部
分

的
に

ユ
ニ

ッ
ト
化

を
図

っ
た

施
設

を
対

象
に

、
対

象
施

設
の

ユ
ニ

ッ
ト
化

し
た

部
分

と
従

来
通

り
の

ケ
ア

を
行

っ
て

い
る

部
分

を
比

較
す

る
。

 

○
方

法
：
1
5

分
お

き
に

入
居

者
2
7

人
の

滞
在

場
所

・
行

為
の

プ
ロ

ッ
ト
（
7
～

1
9

時
）
、

ケ
ア

ス
タ

ッ
フ

の
追

跡
調

査
（
介

護

行
為

を
1

分
ご

と
に

記
録

）
を

行
う

。
 

○
結

論
：
改

修
は

行
っ

た
も

の
の

、
ユ

ニ
ッ

ト
型

の
ス

タ
ッ

フ
の

介
護

行
為

・
ケ

ア
の

方
針

や
内

容
に

つ
い

て
は

、
こ

れ
ま

で

の
一

斉
介

護
か

ら
特

に
変

化
し

て
い

な
い

。
 

 
 

入
居

者
の

生
活

行
為

で
は

、
ユ

ニ
ッ

ト
・
従

来
型

に
大

き
な

差
は

見
ら

れ
ず

、
い

ず
れ

の
場

合
も

決
め

ら
れ

た
プ

ロ
グ

ラ
ム

行
為

と
無

為
の

ま
ま

に
一

日
を

費
や

し
て

い
る

入
居

者
が

少
な

く
な

い
。

 

 
 

入
居

者
全

体
の

生
活

パ
タ

ー
ン

は
、

ユ
ニ

ッ
ト
・
従

来
型

に
ほ

と
ん

ど
変

化
は

な
く

、
い

ず
れ

の
場

合
も

、
施

設
側

の
タ

イ
ム

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

に
強

く
影

響
さ

れ
て

い
る

。
 

 
 

個
別

の
入

居
者

の
生

活
パ

タ
ー

ン
は

、
従

来
型

・
ユ

ニ
ッ

ト
型

と
も

に
リ
ビ

ン
グ

滞
在

型
と

二
拠

点
滞

在
型

を
あ

わ
せ

て

7
割

以
上

に
な

る
。

大
半

の
入

居
者

は
ス

タ
ッ

フ
の

誘
導

に
よ

り
、

一
定

の
場

所
に

長
時

間
滞

在
す

る
場

合
が

多
く

、
自

ら
の

滞
在

場
所

と
時

間
を

自
分

以
外

に
委

ね
て

し
ま

い
が

ち
で

あ
る

。
 

1
0
 

改
修

型
ユ

ニ
ッ

ト
と

新
築

型
ユ

ニ
ッ

ト
の

比
較

：
高

齢
者

居

住
施

設
に

お
け

る

ユ
ニ

ッ
ト

ケ
ア

導
入

と
主

体
的

生
活

形

成
に

関
す

る
研

究

(そ
の

2
) 

高
橋

里
沙

, 

鎌
田

智
絵

, 

橘
弘

志
, 

藤
井

夏
江

 

学
術

講
演

梗
概

集
.E

-
1
,建

築
計

画
I,

各
種

建
物

・
地

域
施

設
,設

計
方

法
,構

法

計
画

,人
間

工
学

,計

画
基

礎
2
0
0
5
, 

3
7
1
-
3
7
2
 

2
0
0
5
-
 

0
7
-
3
1
 

○
目

的
：
前

稿
で

対
象

と
し

た
N

特
養

（
改

修
）
の

ユ
ニ

ッ
ト
ケ

ア
化

部
分

（
2

ユ
ニ

ッ
ト
・
2
1

人
）
と

、
先

駆
的

な
施

設
で

あ
る

K
施

設
（
新

築
、

4
ユ

ニ
ッ

ト
2
5

人
）
を

比
較

す
る

。
 

○
結

論
：
K

特
養

で
は

、
6
～

8
人

の
ユ

ニ
ッ

ト
毎

に
1
～

2
人

の
ス

タ
ッ

フ
が

配
置

さ
れ

て
お

り
、

2
1

人
の

入
居

者
に

2
～

3

人
の

ス
タ

ッ
フ

が
配

置
さ

れ
て

い
る

N
施

設
に

比
べ

て
、

倍
近

い
ス

タ
ッ

フ
が

配
置

さ
れ

て
い

る
。

介
護

行
為

の
総

度
数

は
K

施
設

が
N

施
設

の
2

倍
、

特
に

生
活

援
助

の
度

数
に

大
き

な
差

が
現

れ
た

。
 

 
 

入
居

者
の

生
活

場
所

は
、

い
ず

れ
も

居
室

が
4

割
前

後
、

リ
ビ

ン
グ

が
5

割
程

度
で

大
き

な
差

は
な

い
。

居
室

外
の

行

為
を

見
る

と
、

N
特

養
は

「
無

為
」
が

多
く

、
K

特
養

は
「
主

体
的

行
為

が
多

い
」
と

い
う

明
確

な
差

が
あ

る
。

 

 
 

生
活

パ
タ

ー
ン

を
4

つ
に

分
類

す
る

と
、

N
特

養
で

は
「
リ
ビ

ン
グ

滞
在

型
」
が

多
く

、
そ

の
多

く
は

中
～

軽
度

の
入

居

者
で

あ
る

。
自

ら
移

動
で

き
る

入
居

者
で

あ
っ

て
も

多
く

が
リ

ビ
ン

グ
に

無
為

に
滞

在
し

て
い

る
様

子
が

う
か

が
え

る
。

K

特
養

で
は

、
重

度
の

入
居

者
は

二
拠

点
滞

在
型

が
多

い
傾

向
が

あ
る

が
、

全
体

と
し

て
は

4
パ

タ
ー

ン
に

比
較

的
均

等
に

分
布

し
て

お
り

、
自

分
に

あ
っ

た
生

活
の

パ
タ

ー
ン

を
自

ら
形

成
し

て
い

る
こ

と
が

う
か

が
え

る
。

 

○
ま

と
め

：
前

項
の

結
論

と
あ

わ
せ

る
と

、
入

居
者

が
よ

り
自

分
ら

し
い

ラ
イ

フ
ス

タ
イ

ル
を

送
る

た
め

に
は

、
ハ

ー
ド

面
を

整

え
る

と
同

時
に

、
入

居
者

と
ス

タ
ッ

フ
の

信
頼

関
係

を
築

く
こ

と
や

入
居

者
の

精
神

的
な

支
え

に
な

る
こ

と
な

ど
、

ソ
フ

ト

面
を

サ
ポ

ー
ト
で

き
る

環
境

づ
く

り
が

重
要

で
あ

る
。

 

1
1
 

特
別

養
護

老
人

ホ

ー
ム

に
お

け
る

居

住
環

境
の

改
善

に

関
す

る
研

究
そ

の

1
：
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
へ

の
移

行
に

伴
う

改

善
な

ら
び

に
改

修

の
現

状
 

古
田

浩
一

, 

新
谷

肇
一

 

日
本

建
築

学
会

研
究

報
告

. 

九
州

支
部

.3
,計

画
系

(4
4
),
 

2
4
5
-
2
4
8
 

2
0
0
5
-
 

0
3
-
0
1
 

○
目

的
：
従

来
型

の
ケ

ア
か

ら
ど

の
よ

う
な

方
法

で
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
に

移
行

し
て

い
く

の
か

を
明

ら
か

に
す

る
と

と
も

に
、

前

後
を

比
較

す
る

こ
と

で
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
の

効
果

、
現

状
の

課
題

点
を

明
ら

か
に

す
る

。
 

○
方

法
：
全

国
の

特
養

の
う

ち
、

従
来

型
の

建
物

を
工

夫
し

て
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
を

実
施

し
て

い
る

施
設

：
1
2
6

と
、

ユ
ニ

ッ
ト
ケ

ア
を

想
定

し
て

増
改

築
し

た
施

設
：
1
1

を
対

象
と

し
た

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
を

実
施

す
る

。
集

計
・
分

析
は

回
答

の
あ

っ
た

7
7

施
設

に
対

し
て

実
施

す
る

。
 

○
結

論
：
1

ユ
ニ

ッ
ト
の

人
数

が
概

ね
1
0

人
以

下
の

も
の

は
2
7
.5

%
と

な
っ

て
い

る
。

介
護

職
員

の
配

置
で

は
、

日
勤

で
の

ユ
ニ

ッ
ト
毎

の
専

属
介

護
職

員
が

い
る

も
の

が
8
8
.3

%
で

あ
る

が
、

夜
勤

に
つ

い
て

は
全

ユ
ニ

ッ
ト
ま

と
め

て
配

置
し

て

い
る

も
の

が
3
7
.7

%
と

な
っ

て
い

る
。

 



  

Ⅰ-1-31 

N
o
.
 

タ
イ
ト
ル

 
著
者

 
出
典

 
発
行
年

 
概
要

 
 

 
建

物
は

、
既

存
建

物
を

工
夫

し
て

ユ
ニ

ッ
ト
ケ

ア
を

実
施

（
ほ

と
ん

ど
の

施
設

が
家

具
や

市
販

の
パ

ー
テ

ィ
シ

ョ
ン

で
区

切
っ

て
ユ

ニ
ッ

ト
毎

の
空

間
を

設
け

て
い

る
。

）
が

6
1
%
、

既
存

建
物

を
改

修
し

て
実

施
が

2
7
.3

%
、

建
て

替
え

・増
築

を

実
施

が
1
1
.7

%
と

な
っ

て
い

る
。

 

 
 

4
床

室
が

5
6%

と
な

っ
て

い
る

。
居

室
で

の
プ

ラ
イ

バ
シ

ー
確

保
で

は
、

カ
ー

テ
ン

で
の

仕
切

り
が

7
1
.4

%
と

な
っ

て
い

る
。

居
室

の
設

備
の

な
か

で
ト
イ

レ
設

置
は

1
9
.5

%
と

少
な

い
。

 

 
 

各
ユ

ニ
ッ

ト
諸

室
と

し
て

、
食

堂
・
リ
ビ

ン
グ

が
6
0
%
に

設
置

さ
れ

て
い

る
。

浴
室

は
1
0
.4

%
と

少
な

い
。

 

1
2
 

特
別

養
護

老
人

ホ

ー
ム

に
お

け
る

居

住
環

境
の

改
善

に

関
す

る
研

究
そ

の

2
：
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
へ

の
移

行
に

伴
う

改

善
な

ら
び

に
改

修

の
効

果
 

新
谷

肇
一

, 

古
田

浩
一

 

日
本

建
築

学
会

研
究

報
告

. 

九
州

支
部

.3
,計

画
系

(4
4
),
 

2
4
9
-
2
5
2
 

2
0
0
5
-
 

0
3
-
0
1
 

 
 

ユ
ニ

ッ
ト
ケ

ア
導

入
前

は
食

事
を

中
央

食
堂

で
と

っ
て

い
た

施
設

が
7
6
.8

%
だ

っ
た

が
、

導
入

後
は

ユ
ニ

ッ
ト
毎

に
食

事
を

と
る

施
設

が
8
6
.5

%
と

な
っ

て
い

る
。

導
入

前
の

排
泄

介
助

は
、

定
時

交
換

の
た

め
オ

ム
ツ

使
用

者
が

多
か

っ
た

が
、

導
入

後
は

個
人

の
状

態
に

あ
っ

た
排

泄
介

助
が

7
6
.6

%
と

な
っ

て
い

る
。

導
入

前
の

浴
室

位
置

は
中

央
も

し
く

は

階
毎

が
9
1
.8

%
だ

っ
た

が
、

導
入

後
は

7
0
.3

%
に

減
っ

て
い

る
。

ま
た

入
居

者
の

居
場

所
と

し
て

、
廊

下
や

ホ
ー

ル
に

ソ

フ
ァ

・
い

す
等

の
家

具
を

置
い

て
い

る
。

 

 
 

入
居

者
の

行
動

範
囲

・
活

動
の

変
化

と
し

て
、

し
つ

ら
え

た
居

場
所

で
の

会
話

が
増

え
て

い
る

。
面

会
者

と
入

居
者

が

会
話

を
行

う
主

な
場

所
は

、
ユ

ニ
ッ

ト
毎

の
リ
ビ

ン
グ

等
と

な
っ

て
い

る
。

 

 
 

行
政

へ
の

要
望

と
し

て
は

、
介

護
職

配
置

基
準

の
見

直
し

が
圧

倒
的

に
多

く
、

他
に

改
修

の
し

に
く

さ
や

、
従

来
型

で

工
夫

す
る

場
合

の
消

防
法

と
の

関
連

改
善

に
係

る
意

見
、

補
助

金
等

が
な

い
と

施
設

単
独

で
改

修
は

難
し

い
等

の
問

題
が

あ
る

こ
と

が
わ

か
っ

た
。

 

1
3
 

特
別

養
護

老
人

ホ

ー
ム

の
環

境
改

修

プ
ロ

セ
ス

に
お

け
る

高
齢

者
の

行
動

変

化
 

森
一

彦
, 

加
藤

悠
介

, 

今
井

朗
 

[他
] 

生
活

科
学

研
究

誌
4
, 

1
1
1
-
1
2
8
 

2
0
0
5
 

○
目

的
：
ア

ク
シ

ョ
ン

リ
サ

ー
チ

を
適

用
し

て
環

境
改

修
が

行
わ

れ
た

2
つ

の
特

養
を

対
象

と
し

て
、

環
境

改
修

プ
ロ

セ
ス

に
お

け
る

高
齢

者
の

行
動

変
化

と
環

境
改

修
項

目
の

関
係

性
を

考
察

す
る

こ
と

で
、

環
境

改
修

項
目

が
行

動
に

ど
の

よ
う

に
影

響
し

て
い

る
の

か
を

捉
え

、
そ

の
有

効
性

を
検

討
す

る
。

 

○
方

法
：
改

修
前

（
ま

た
は

改
修

中
）
と

改
修

後
に

、
共

用
空

間
を

対
象

と
す

る
ビ

デ
オ

録
画

に
よ

る
行

動
観

察
調

査
を

行

う
。

デ
ー

タ
と

し
て

、
平

面
図

に
高

齢
者

の
選

択
場

所
・
滞

留
時

間
・
移

動
を

連
続

的
に

記
入

、
5

分
毎

の
行

動
内

容
を

記
録

す
る

。
高

齢
者

の
属

性
や

特
有

の
行

動
を

詳
細

に
把

握
す

る
た

め
、

ス
タ

ッ
フ

に
対

す
る

ヒ
ア

リ
ン

グ
調

査
を

行

い
補

足
的

に
活

用
す

る
。

 

○
結

論
：
特

に
会

話
行

動
、

無
為

状
態

、
自

発
的

移
動

、
徘

徊
行

動
の

4
つ

の
行

動
変

化
に

着
目

し
、

以
下

の
知

見
を

得
た

。
①

畳
ス

ペ
ー

ス
と

特
徴

的
な

形
状

を
も

つ
テ

ー
ブ

ル
に

お
い

て
グ

ル
ー

プ
が

形
成

さ
れ

る
こ

と
は

、
会

話
行

動

の
増

加
と

無
為

状
態

の
減

少
に

有
効

で
あ

っ
た

。
②

畳
ス

ペ
ー

ス
は

靴
を

脱
ぐ

こ
と

や
床

座
で

あ
る

こ
と

、
這

っ
て

移
動

で
き

る
こ

と
か

ら
、

自
発

的
移

動
の

増
加

と
徘

徊
行

動
の

減
少

に
有

効
で

あ
っ

た
。

③
格

子
で

つ
く

ら
れ

た
デ

イ
ル

ー
ム

入
口

は
、

高
齢

者
が

容
易

に
他

の
フ

ロ
ア

へ
移

動
で

き
る

こ
と

か
ら

、
自

発
的

移
動

の
増

加
と

と
も

に
徘

徊
行

動
の

増

加
も

見
ら

れ
た

。
 

1
4
 

施
設

に
お

け
る

入

居
者

の
居

場
所

の

形
成

と
ユ

ニ
ッ

ト
の

役
割

：
高

齢
者

居

住
施

設
に

お
け

る

ユ
ニ

ッ
ト

ケ
ア

導
入

と
主

体
的

生
活

形

成
に

関
す

る
研

究

(そ
の

3
) 

橘
弘

志
 

学
術

講
演

梗
概

集
.E

-
1
,建

築
計

画
I,

各
種

建
物

・
地

域
施

設
,設

計
方

法
,構

法

計
画

,人
間

工
学

,計

画
基

礎
2
0
0
6
, 

1
9
9
-
2
0
0
 

2
0
0
6
-
 

0
7
-
3
1
 

○
目

的
：
ユ

ニ
ッ

ト
化

改
修

を
行

っ
た

施
設

に
お

い
て

、
入

居
高

齢
者

の
日

常
生

活
に

お
け

る
居

場
所

に
着

目
す

る
こ

と

か
ら

、
ユ

ニ
ッ

ト
の

役
割

・
意

味
を

考
察

す
る

。
 

○
方

法
：
1
9
8
9

設
立

・
2
0
0
4

に
ユ

ニ
ッ

ト
化

改
修

を
行

っ
た

特
養

（
4

ユ
ニ

ッ
ト
、

各
ユ

ニ
ッ

ト
に

キ
ッ

チ
ン

の
あ

る
小

規
模

リ

ビ
ン

グ
を

設
置

）
に

お
い

て
、

入
居

者
5
0

人
の

滞
在

場
所

・
行

為
を

1
5

分
毎

に
プ

ロ
ッ

ト
し

（
7
～

1
9

時
）
、

ケ
ア

ス
タ

ッ

フ
の

追
跡

調
査

を
実

施
す

る
。

分
析

は
4

名
の

入
居

者
に

着
目

し
て

実
施

す
る

。
 

○
結

論
：
4

名
4

様
の

居
場

所
が

見
ら

れ
、

そ
れ

ぞ
れ

が
居

室
・
ユ

ニ
ッ

ト
リ
ビ

ン
グ

・
他

ユ
ニ

ッ
ト
の

空
間

を
選

択
し

な
が

ら

自
分

な
り

の
方

法
で

居
場

所
を

獲
得

し
て

い
る

。
入

居
者

A
は

リ
ビ

ン
グ

に
居

続
け

る
が

、
他

ユ
ニ

ッ
ト
の

人
も

受
け

入

れ
、

他
者

を
排

除
す

る
の

で
は

な
く

、
他

の
入

居
者

の
居

場
所

を
も

形
成

し
て

い
る

。
一

方
で

入
居

者
C

の
よ

う
に

、
リ

ビ
ン

グ
に

背
を

向
け

た
生

活
を

す
る

入
居

者
も

お
り

、
ユ

ニ
ッ

ト
が

全
て

の
人

を
受

け
入

れ
る

許
容

性
を

持
ち

得
て

い
な
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N
o
.
 

タ
イ
ト
ル

 
著
者

 
出
典

 
発
行
年

 
概
要

 
い

状
況

も
見

ら
れ

た
。

 

1
5
 

特
別

養
護

老
人

ホ

ー
ム

に
お

け
る

居

住
環

境
の

改
善

に

関
す

る
研

究
そ

の

3
：
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
へ

の
移

行
に

伴
う

改

善
な

ら
び

に
改

修

の
事

例
 

古
田

浩
一

, 

新
谷

肇
一

 

日
本

建
築

学
会

研
究

報
告

. 

九
州

支
部

.3
,計

画
系

(4
5
),
 

1
3
7
-
1
4
0
 

2
0
0
6
-
 

0
3
-
0
1
 

○
目

的
：
部

分
的

な
改

善
・
改

修
に

よ
っ

て
、

ユ
ニ

ッ
ト

ケ
ア

へ
の

取
組

を
行

っ
て

い
る

4
つ

の
施

設
（
1
9
6
9
、

1
9
7
6
、

1
9
8
0
、

1
9
9
8

創
立

）
を

対
象

に
、

ユ
ニ

ッ
ト
ケ

ア
に

よ
る

変
化

と
今

後
の

課
題

を
探

る
。

 

○
方

法
：
施

設
調

査
及

び
介

護
業

務
に

関
わ

る
方

へ
の

ヒ
ア

リ
ン

グ
調

査
を

実
施

す
る

。
 

○
結

論
：
 

施
設

①
（
ユ

ニ
ッ

ト
数

5
）
：
既

存
施

設
利

用
の

た
め

、
リ

ビ
ン

グ
・
居

室
と

も
狭

い
の

が
欠

点
で

あ
る

。
担

当
介

護
職

員

主
体

で
独

自
の

環
境

作
り

が
さ

れ
、

ユ
ニ

ッ
ト
間

で
の

格
差

が
生

ま
れ

て
い

る
。

海
が

見
え

景
観

の
よ

い
ユ

ニ
ッ

ト
の

リ

ビ
ン

グ
は

活
用

さ
れ

て
い

た
が

、
逆

側
の

リ
ビ

ン
グ

は
暗

く
、

全
く

活
用

さ
れ

て
い

な
か

っ
た

。
 

施
設

②
（
ユ

ニ
ッ

ト
数

8
）
：
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
が

広
ま

る
前

か
ら

グ
ル

ー
プ

分
け

な
ど

を
実

施
し

て
お

り
、

食
事

・
排

泄
・
入

浴

で
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
の

効
果

が
現

れ
て

い
る

。
4

床
室

が
狭

く
、

今
後

個
室

化
を

目
指

す
ほ

か
、

浴
室

が
4

カ
所

に
あ

る
こ

と
を

有
効

利
用

し
た

い
と

考
え

て
い

る
。

 

施
設

③
（
ユ

ニ
ッ

ト
数

4
）
：
ユ

ニ
ッ

ト
毎

の
定

員
は

1
6
～

1
8

人
と

大
き

い
が

、
実

際
の

入
居

者
は

か
な

り
抑

え
て

あ
り

、

ど
の

リ
ビ

ン
グ

も
よ

く
活

用
さ

れ
て

い
る

。
従

来
は

中
央

食
堂

型
だ

っ
た

が
、

現
在

は
各

ユ
ニ

ッ
ト
に

キ
ッ

チ
ン

を
設

置
・

週
1

回
は

簡
単

な
調

理
を

実
施

し
て

い
る

。
今

後
は

各
ユ

ニ
ッ

ト
へ

の
浴

室
設

置
、

ユ
ニ

ッ
ト
毎

に
行

え
る

窓
の

開
閉

機
能

・
温

度
調

整
等

と
す

る
こ

と
等

を
考

え
て

い
る

。
 

施
設

④
（
ユ

ニ
ッ

ト
数

6
）
：
談

話
ス

ペ
ー

ス
を

各
所

に
設

け
て

い
る

が
面

積
が

足
ら

ず
、

廊
下

等
を

利
用

し
て

い
る

。
4
・

2
床

室
に

は
間

仕
切

り
の

障
子

を
入

れ
る

等
の

工
夫

が
見

ら
れ

る
。

今
後

は
中

央
食

堂
を

ユ
ニ

ッ
ト
毎

あ
る

い
は

、
地

域
の

人
々

と
の

交
流

の
場

と
し

て
利

用
す

る
こ

と
を

考
え

て
い

る
。

 

○1
6
 

既
存

特
別

養
護

老

人
ホ

ー
ム

の
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
導

入
に

伴
う

改
修

工
事

例
に

関

す
る

考
察

：
既

存
特

別
養

護
老

人
ホ

ー

ム
へ

の
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
導

入
に

伴
う

建
築

計
画

的
研

究
そ

の

1
 

岡
村

尚
人

, 

宮
城

干
城

 

工
学

院
大

学
研

究
報

告
1
0
0
, 

1
6
1
-
1
6
5
 

2
0
0
6
-
 

0
4
-
3
0
 

○
目

的
：
建

替
で

は
な

く
改

修
、

改
築

、
模

様
替

え
を

行
っ

た
施

設
の

事
例

か
ら

、
設

計
図

書
を

用
い

て
改

修
項

目
を

明

ら
か

に
し

、
既

存
特

養
で

ユ
ニ

ッ
ト
ケ

ア
導

入
を

図
る

た
め

の
建

築
計

画
的

な
基

礎
資

料
を

得
る

。
 

○
方

法
：
関

東
近

郊
に

あ
り

、
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
導

入
を

目
的

と
し

て
改

修
工

事
を

行
っ

た
1
1

施
設

の
設

計
図

書
を

収
集

し
、

改
修

項
目

を
ヒ

ア
リ
ン

グ
す

る
。

 

○
結

論
：
2

床
室

→
個

室
：
1

事
例

、
4

床
室

→
2

床
室

に
改

修
し

共
用

空
間

整
備

：
2

事
例

、
居

室
一

部
を

共
用

空
間

に

改
修

：
3

事
例

、
完

全
な

個
室

化
が

な
さ

れ
た

の
は

1
施

設
の

み
で

あ
る

。
 

 
 

食
堂

へ
の

改
修

及
び

食
堂

の
分

散
は

全
て

の
施

設
で

行
わ

れ
て

い
る

。
キ

ッ
チ

ン
整

備
は

7
施

設
で

あ
っ

た
。

浴
室

改
修

は
2

施
設

と
少

な
い

。
増

築
工

事
は

1
0

施
設

で
実

施
、

う
ち

新
型

特
養

棟
の

増
築

は
7

施
設

で
実

施
さ

れ
て

い

る
。

 

 
 

中
廊

下
型

施
設

で
は

、
廊

下
ス

ペ
ー

ス
を

活
か

し
て

ソ
フ

ァ
や

テ
ー

ブ
ル

な
ど

を
設

置
し

、
リ
ビ

ン
グ

空
間

と
す

る
事

例

が
多

く
見

ら
れ

た
。

回
廊

型
施

設
の

改
修

で
は

、
回

廊
の

中
心

に
あ

た
る

中
庭

部
分

を
狭

め
て

増
築

す
る

ケ
ー

ス
が

見

ら
れ

た
。

中
廊

下
＋

回
廊

型
で

は
、

廊
下

へ
の

共
用

空
間

の
設

置
、

寮
母

室
等

の
共

用
空

間
へ

の
変

更
、

ま
た

中
庭

を
増

築
し

て
共

用
空

間
を

設
置

す
る

事
例

が
見

ら
れ

た
。

 

 
 

調
査

対
象

全
て

に
お

い
て

食
堂

分
散

及
び

廊
下

の
利

用
方

法
に

共
通

の
特

徴
が

見
ら

れ
た

。
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
導

入
の

初
期

段
階

に
お

い
て

、
改

修
コ

ス
ト
の

低
い

上
記

の
方

法
か

ら
段

階
的

に
改

修
を

進
め

る
こ

と
が

有
効

と
言

え
よ

う
。
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o
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タ
イ
ト
ル

 
著
者

 
出
典

 
発
行
年

 
概
要

 
1
7
 

高
齢

者
介

護
施

設

改
修

計
画

に
お

け

る
職

員
参

加
と

意

識
に

関
す

る
考

察
：

職
員

に
よ

る
設

計

提
案

か
ら

読
み

取

る
"
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
の

イ
メ

ー
ジ

""
空

間
の

考
え

方
"の

分
析

 

佐
藤

哲
, 

大
原

一
興

 

日
本

建
築

学
会

計
画

系
論

文
集

(6
1
9
),

4
1
-
4
8 

2
0
0
7
-
 

0
9
-
3
0
 

○
目

的
：
新

し
い

施
設

介
護

方
式

の
動

き
に

伴
う

望
ま

し
い

施
設

空
間

を
、

施
設

現
場

の
職

員
が

ど
の

よ
う

な
イ

メ
ー

ジ
で

捉
え

て
い

る
か

を
明

ら
か

に
し

、
ハ

ー
ド

と
ソ

フ
ト
が

一
体

的
に

新
し

い
施

設
介

護
の

あ
り

方
に

円
滑

に
移

行
す

る
た

め

の
参

考
と

な
る

知
見

を
得

る
。

 

○
方

法
：
1

年
間

の
ユ

ニ
ッ

ト
研

究
会

に
お

け
る

、
特

養
職

員
（
1
0

名
）
自

身
に

よ
る

『
ユ

ニ
ッ

ト
型

』
を

テ
ー

マ
と

し
た

設
計

提
案

の
図

面
と

、
そ

こ
に

記
述

さ
れ

た
コ

ン
セ

プ
ト
の

分
析

。
西

棟
で

仮
設

的
に

ユ
ニ

ッ
ト
分

割
を

し
て

運
営

を
試

み
る

『
ユ

ニ
ッ

ト
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ
ン

』
を

実
施

す
る

。
 

○
結

論
：
全

室
個

室
・
一

定
の

個
室

面
積

確
保

の
認

識
は

定
着

し
て

い
る

が
、

共
同

生
活

室
の

仕
様

や
面

積
に

ば
ら

つ

き
が

あ
り

、
多

く
の

職
員

が
現

行
基

準
よ

り
も

広
い

空
間

を
漠

然
と

提
案

す
る

傾
向

が
あ

り
、

一
般

に
ス

ケ
ー

ル
感

や
具

体
性

が
乏

し
い

。
共

同
生

活
の

場
に

お
い

て
職

員
提

案
を

活
か

す
た

め
に

は
、

設
計

者
に

は
職

員
の

提
案

の
真

の

意
図

を
読

み
取

る
能

力
が

、
職

員
に

は
施

設
で

の
利

用
者

の
生

活
を

具
体

的
に

イ
メ

ー
ジ

す
る

能
力

が
必

要
で

あ

る
。

 『
集

団
生

活
』
『
管

理
・
リ

ス
ク

回
避

』
『
個

の
尊

重
』
の

い
ず

れ
か

を
尊

重
す

る
か

で
、

提
案

す
る

空
間

構
成

は
異

な

る
も

の
と

な
っ

て
い

る
。

 

ユ
ニ

ッ
ト
研

究
会

職
員

・
西

棟
職

員
に

は
、

利
用

者
の

主
体

的
な

姿
勢

を
望

む
『
主

体
的

な
個

』
の

尊
重

が
見

ら
れ

た
。

ユ
ニ

ッ
ト
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ
ン

の
経

験
が

職
員

の
意

識
形

成
に

与
え

た
影

響
は

大
き

く
、

自
施

設
で

の
実

践
的

な
取

組
が

、
職

員
参

加
の

施
設

計
画

に
有

効
で

あ
る

。
 

1
8
 

既
存

特
別

養
護

老

人
ホ

ー
ム

に
お

け
る

ユ
ニ

ッ
ト

改
修

の
効

果
と

課
題

：
改

修
に

よ
る

ユ
ニ

ッ
ト

ケ
ア

型
高

齢
者

居
住

施

設
に

関
す

る
研

究

そ
の

1
 

橘
弘

志
 

日
本

建
築

学
会

計
画

系
論

文
集

(6
1
6
),

6
3
-
6
9 

2
0
0
7
-
 

0
6
-
3
0
 

○
目

的
：
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
導

入
の

た
め

小
規

模
生

活
単

位
化

を
目

指
し

た
改

修
を

行
っ

た
施

設
を

対
象

に
、

改
修

直
後

と

そ
の

1
年

後
の

ケ
ア

の
実

態
と

入
居

者
の

生
活

を
捉

え
る

調
査

を
行

い
、

変
化

を
捉

え
る

こ
と

で
、

既
存

施
設

の
改

修

に
於

け
る

ユ
ニ

ッ
ト
導

入
の

効
果

を
捉

え
る

。
 

○
調

査
方

法
：
1
9
9
5

年
開

設
・
定

員
6
6

人
（
4

床
室

主
体

）
に

1
2

人
×

2
ユ

ニ
ッ

ト
を

増
築

（
既

存
部

は
従

来
型

の
ま

ま
）

し
た

施
設

に
お

い
て

、
改

修
後

約
1

ヵ
月

の
3

日
間

、
改

修
後

約
1

年
の

3
日

間
に

お
い

て
、

施
設

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

・
7

～
1
9

時
ま

で
の

1
5

分
お

き
に

入
居

者
の

居
場

所
と

行
為

を
記

録
・
7
-
1
9

時
ま

で
ス

タ
ッ

フ
追

跡
調

査
を

行
う

。
 

○
結

論
：
1

回
目

調
査

の
ユ

ニ
ッ

ト
部

・
従

来
部

、
2

回
目

調
査

の
ユ

ニ
ッ

ト
部

に
お

い
て

、
ス

タ
ッ

フ
介

護
の

内
容

は
大

き

な
変

化
は

な
い

。
ユ

ニ
ッ

ト
部

で
の

入
居

者
の

居
場

所
や

行
為

・
各

空
間

の
使

わ
れ

方
で

は
、

第
1

回
目

よ
り

第
2

回

目
の

リ
ビ

ン
グ

滞
在

が
減

少
し

、
主

体
的

行
為

や
会

話
の

頻
度

が
増

加
し

た
。

 

ま
た

施
設

主
導

の
空

間
と

し
て

の
リ

ビ
ン

グ
の

意
味

が
強

く
な

る
な

か
、

廊
下

空
間

が
主

体
的

行
為

を
行

う
空

間
に

変
化

し
て

い
る

。
ユ

ニ
ッ

ト
部

で
は

、
1

回
目

の
調

査
で

は
自

立
度

の
高

低
に

か
か

わ
ら

ず
、

リ
ビ

ン
グ

中
心

の
主

体
的

行
動

に
乏

し
い

生
活

を
行

っ
て

い
た

が
、

2
回

目
の

調
査

で
は

要
介

護
度

5
の

入
居

者
を

除
き

、
廊

下
空

間
を

活
用

し

た
主

体
的

行
為

の
割

合
が

増
加

し
て

い
る

。
（
要

介
護

度
4

の
入

居
者

の
生

活
変

化
は

、
小

規
模

化
の

効
果

の
現

れ

と
言

え
る

か
も

し
れ

な
い

。
）
 

要
介

護
度

5
の

入
居

者
は

、
居

室
で

の
滞

在
が

顕
著

に
増

加
し

て
お

り
、

居
室

で
一

日
中

寝
た

き
り

状
態

に
近

い

入
居

者
も

少
な

く
な

い
。

 



  

Ⅰ-1-34 

N
o
.
 

タ
イ
ト
ル

 
著
者

 
出
典

 
発
行
年

 
概
要

 
1
9
 

高
齢

者
介

護
施

設

の
改

修
プ

ロ
セ

ス
に

お
け

る
職

員
参

加

に
関

す
る

考
察

 

佐
藤

哲
, 

大
原

一
興

 

日
本

建
築

学
会

技
術

報
告

集
 

1
3
(2

5
),

2
3
7
-
2
4
2 

2
0
0
7
-
 

0
6
-
2
0
 

○
目

的
：
将

来
ユ

ニ
ッ

ト
型

へ
の

改
修

を
予

定
し

て
い

る
従

来
型

特
養

の
職

員
に

改
修

に
向

け
た

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
（
改

修
準

備
委

員
会

の
設

立
、

施
設

見
学

会
、

改
修

検
討

会
、

自
施

設
で

の
実

践
的

な
取

組
）
を

行
い

、
そ

れ
ら

を
経

験
し

た
職

員
か

ら
改

修
図

面
、

方
針

を
考

え
る

場
で

ど
の

よ
う

な
意

見
、

要
望

が
出

る
か

、
ま

た
そ

の
内

容
を

考
察

す
る

こ
と

で
、

改
修

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
が

職
員

に
与

え
た

影
響

を
明

ら
か

に
す

る
。

 

○
調

査
方

法
：
初

め
に

施
設

全
職

員
へ

の
ア

ン
ケ

ー
ト
調

査
（
N

=
5
7
）
を

実
施

し
、

改
修

準
備

委
員

会
を

設
立

す
る

。
他

施
設

へ
の

見
学

会
、

改
修

検
討

委
員

会
を

行
い

、
西

棟
で

の
3

ヵ
月

の
ユ

ニ
ッ

ト
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ
ン

を
行

い
、

そ
れ

ら
を

基
に

本
改

修
に

向
け

て
の

意
見

・
要

望
を

出
し

て
も

ら
う

。
 

○
結

論
：
 

①
改

修
準

備
委

員
会

の
設

立
は

、
改

修
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

お
け

る
重

要
な

位
置

を
占

め
て

お
り

、
改

修
方

針
を

職
員

が

決
定

す
る

た
め

、
自

分
達

が
目

指
す

も
の

を
理

解
し

て
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を

実
施

す
る

こ
と

が
で

き
た

。
設

立
当

初
の

方

針
は

「
施

設
の

ユ
ニ

ッ
ト
化

」
と

い
う

漠
然

と
し

た
も

の
で

あ
っ

た
が

、
ユ

ニ
ッ

ト
化

の
メ

リ
ッ

ト
・
デ

メ
リ

ッ
ト
を

話
し

合
う

こ

と
で

「
従

来
型

を
一

部
残

す
」
と

い
う

方
針

に
変

化
し

、
低

所
得

者
へ

の
配

慮
、

重
度

化
、

タ
ー

ミ
ナ

ル
対

応
な

ど
へ

議
論

を
発

展
で

き
た

こ
と

は
大

き
な

効
果

と
言

え
る

。
 

②
職

員
が

ユ
ニ

ッ
ト
の

具
体

的
な

効
果

と
課

題
を

把
握

す
る

上
で

、
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
の

果
た

し
た

役
割

は
大

き
い

。

本
改

修
プ

ラ
ン

に
対

す
る

意
見

、
要

望
も

具
体

的
な

も
の

、
ハ

ー
ド

の
み

の
提

案
で

は
な

く
、

ユ
ニ

ッ
ト
空

間
で

の
利

用
者

の
生

活
、

職
員

の
役

割
を

理
解

し
た

提
案

と
言

え
る

。
ま

た
「
死

角
」
と

「
個

室
化

の
意

味
」
に

対
す

る
考

え
方

に
変

化
が

見
ら

れ
た

こ
と

も
、

シ
ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ
ン

の
効

果
と

言
え

る
。

 

③
実

際
の

ユ
ニ

ッ
ト
と

同
じ

職
員

配
置

で
検

証
し

た
こ

と
で

、
職

員
は

小
規

模
グ

ル
ー

プ
の

効
果

を
認

識
で

き
た

が
、

逆
に

職
員

の
人

数
が

そ
ろ

わ
な

け
れ

ば
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
は

行
え

な
い

と
い

う
認

識
を

与
え

て
し

ま
っ

た
感

が
あ

る
。

シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
は

本
改

修
に

向
け

た
検

証
と

い
う

位
置

づ
け

で
実

施
し

た
が

、
効

果
が

あ
れ

ば
継

続
し

て
実

施
し

た
い

と
い

う
筆

者
ら

の
要

望
と

具
体

的
な

対
策

案
を

、
早

い
段

階
で

明
確

に
提

案
す

る
必

要
が

あ
っ

た
と

言
え

る
。

 

2
0
 

特
別

養
護

老
人

ホ

ー
ム

改
修

に
お

け

る
環

境
心

理
的

調

査
の

活
用

 

児
玉

桂
子

, 

古
賀

誉
章

, 

沼
田

恭
子

, 

秋
田

剛
 

学
術

講
演

梗
概

集
.D

-
1
, 

環
境

工
学

I,
室

内
音

響
・

音
環

境
,騒

音
・

固
体

音
,環

境
振

動
,

光
・

色
,給

排
水

・
水

環
境

,都
市

設
備

・
環

境
管

理
,環

境
心

理

生
理

,環
境

設
計

,電

磁
環

境
2
0
0
9
, 

1
3
3
-
1
3
6
 

2
0
0
9
-
 

0
7
-
2
0
 

○
目

的
：
1
,2

階
そ

れ
ぞ

れ
4
5

名
の

集
団

処
遇

型
の

平
面

構
成

か
ら

、
各

階
3

ユ
ニ

ッ
ト
に

分
割

し
、

リ
ビ

ン
グ

を
設

置
（
6

工
期

、
施

設
管

理
・
介

護
職

員
、

設
計

者
・
施

工
者

、
評

価
ア

ド
バ

イ
ス

チ
ー

ム
で

検
討

体
制

を
組

み
、

全
体

検
討

会
、

す
み

こ
な

し
相

談
会

等
を

実
施

）
す

る
改

修
に

お
い

て
、

環
境

心
理

調
査

を
実

施
す

る
。

 

○
調

査
方

法
：
 
施

設
職

員
へ

の
ア

ン
ケ

ー
ト
調

査
（
工

事
前

、
工

事
中

）
、

全
体

検
討

会
（
５

回
）
・
住

み
こ

な
し

相
談

（
8

回
）
で

の
や

り
と

り
、

職
員

へ
の

ヒ
ア

リ
ン

グ
、

施
設

内
で

の
見

聞
き

を
実

施
す

る
。

 

○
結

論
：
ユ

ニ
ッ

ト
化

改
修

に
よ

り
、

工
事

中
の

過
渡

的
で

不
自

由
な

状
況

下
で

も
予

想
外

に
早

く
・
顕

著
な

影
響

が
見

ら

れ
た

。
 

改
修

工
事

中
に

は
想

定
内

・
不

注
意

の
ほ

か
、

想
定

外
（
塗

料
の

悪
臭

、
壁

紙
の

選
択

、
洗

面
台

高
さ

、
要

望
が

聞
き

入
れ

ら
れ

な
い

不
満

）
の

ア
ク

シ
デ

ン
ト
が

あ
っ

た
。

工
事

前
の

予
想

と
比

べ
た

工
事

の
印

象
に

つ
い

て
は

、
工

事
終

盤
の

調
査

で
は

「
思

っ
た

よ
り

大
変

」
が

4
割

、
「
ト
ラ

ブ
ル

の
発

生
は

予
想

以
上

」
が

6
割

と
な

っ
て

い
る

。
工

事

中
の

音
に

つ
い

て
は

、
着

工
前

か
ら

不
安

が
強

か
っ

た
が

、
3

回
目

調
査

で
は

不
安

最
上

位
に

な
っ

た
。

 



  

Ⅰ-1-35 

N
o
.
 

タ
イ
ト
ル

 
著
者

 
出
典

 
発
行
年

 
概
要

 
2
1
 

改
修

事
例

に
お

け

る
従

来
型

特
養

の

ユ
ニ

ッ
ト

状
況

：
高

齢
者

の
居

住
環

境

改
善

に
関

す
る

研

究
・
そ

の
4
8
 

島
田

美
和

子
, 

無
漏

田
芳

信
 

日
本

建
築

学
会

中
国

支
部

 

研
究

報
告

集
3
2
, 

"5
0
2
-
1
"-

"5
0
2
-
4
" 

2
0
0
9
-
 

0
3
 

○
目

的
：
改

修
に

よ
っ

て
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
の

た
め

の
ハ

ー
ド

整
備

を
行

っ
た

事
例

（
1
3

事
例

）
を

も
と

に
、

従
来

型
特

養
に

お

け
る

ユ
ニ

ッ
ト
整

備
手

法
に

つ
い

て
検

討
す

る
。

 

○
調

査
方

法
：
訪

問
調

査
を

実
施

す
る

。
 

○
結

論
：
以

下
の

4
つ

の
ユ

ニ
ッ

ト
整

備
手

法
が

見
ら

れ
た

。
①

居
室

は
そ

の
ま

ま
で

、
廊

下
や

空
き

ス
ペ

ー
ス

を
活

用
し

て
リ

ビ
ン

グ
を

設
け

た
も

の
（
準

ユ
ニ

ッ
ト
ケ

ア
加

算
を

前
提

と
し

な
い

も
の

）
、

②
従

来
型

多
床

室
で

準
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
加

算
を

満
た

す
改

修
を

実
施

す
る

が
、

加
算

を
申

請
し

て
い

な
い

も
の

、
③

従
来

型
多

床
室

で
準

ユ
ニ

ッ
ト
ケ

ア
加

算
を

満
た

す
改

修
を

実
施

す
る

も
の

、
④

全
面

的
に

ユ
ニ

ッ
ト
型

個
室

に
改

修
す

る
も

の
。

 

2
2
 

従
来

型
施

設
の

ユ

ニ
ッ

ト
化

改
修

に
伴

う
特

養
職

員
の

ス
ト

レ
ス

反
応

の
変

化

-
-
改

修
前

と
改

修
3

ヶ
月

後
の

比
較

 

杉
山

匡
, 

児
玉

桂
子

 

日
本

社
会

事
業

大
学

研
究

紀
要

5
7
,9

9
-
1
0
9
 

2
0
1
1
-
 

0
2
 

○
目

的
：
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
導

入
が

、
職

員
の

ス
ト
レ

ス
反

応
に

与
え

る
影

響
に

つ
い

て
検

討
す

る
。

ま
た

職
員

の
ス

ト
レ

ス
反

応
を

他
種

職
業

労
働

者
等

の
他

属
性

と
比

較
す

る
。

 

○
調

査
方

法
：
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
導

入
の

た
め

の
改

修
前

、
及

び
改

修
3

ヵ
月

後
に

、
2
6

名
の

職
員

の
ス

ト
レ

ス
反

応
を

測
定

す
る

。
 

○
結

論
：
施

設
改

修
に

伴
い

、
特

養
職

員
の

ス
ト
レ

ス
反

応
は

低
下

し
て

い
な

い
、

が
部

分
的

に
は

上
昇

し
て

い
た

。
先

行
研

究
の

結
果

を
考

慮
す

る
と

、
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
導

入
か

ら
3

ヵ
月

と
い

う
時

期
は

、
特

養
職

員
の

ス
ト
レ

ス
反

応
に

大
き

な
変

化
を

生
じ

さ
せ

る
時

期
で

は
な

い
と

考
え

ら
れ

た
。

 

 
 

特
養

職
員

の
ス

ト
レ

ス
反

応
を

他
属

性
の

標
準

得
点

と
比

較
し

た
結

果
、

身
体

的
ス

ト
レ

ス
反

応
の

一
部

で
職

員
の

ス

ト
レ

ス
反

応
が

有
意

に
高

く
、

適
切

な
対

処
を

迅
速

に
行

う
必

要
が

あ
る

と
考

え
ら

れ
る

。
 

○2
3
 

特
別

養
護

老
人

ホ

ー
ム

を
含

む
複

合

施
設

の
居

な
が

ら

大
規

模
改

修
工

事
 

藤
原

幸
太

郎
, 

園
田

悦
子

 

関
東

地
整

H
P
 

平
成

2
6

年
度

ス
キ

ル

ア
ッ

プ
セ

ミ
ナ

ー
関

東

一
般

（
く

ら
し

・
活

力
）

部
門

 

2
0
1
4
 

○
目

的
：
特

養
・
中

学
校

・
保

育
園

か
ら

な
る

複
合

施
設

（
築

2
3

年
経

過
）
に

お
い

て
、

居
つ

き
の

ま
ま

で
の

大
規

模
改

修

工
事

を
実

施
す

る
。

改
修

工
事

で
は

、
増

床
や

特
養

内
の

機
能

見
直

し
等

の
新

た
な

ニ
ー

ズ
へ

の
対

応
の

ほ
か

、
既

存
不

適
格

部
分

の
適

法
化

改
修

、
環

境
へ

の
取

組
に

関
す

る
改

修
な

ど
も

実
施

す
る

。
 

○
経

緯
：
改

修
設

計
は

約
2

カ
年

、
当

初
は

区
営

グ
ラ

ウ
ン

ド
に

仮
施

設
を

設
け

入
居

者
に

移
動

し
て

も
ら

い
な

が
ら

の

工
事

を
検

討
し

て
い

た
が

、
高

齢
者

の
健

康
な

ど
の

管
理

面
で

の
懸

念
が

あ
る

こ
と

か
ら

、
居

つ
き

で
の

検
討

に
変

更

し
た

。
要

望
を

踏
ま

え
、

食
堂

を
各

階
に

設
置

、
4

階
の

デ
イ

ル
ー

ム
を

1
階

の
食

堂
に

移
設

、
4

階
デ

イ
ル

ー
ム

に
は

改
修

工
事

の
た

め
の

仮
居

室
を

設
置

す
る

等
を

立
案

し
た

。
工

事
は

3
3

ヵ
月

の
長

期
間

と
な

っ
た

。
 

○
ポ

イ
ン

ト
：
ス

テ
ッ

プ
0
～

7
の

8
つ

に
工

程
を

区
切

り
、

段
階

的
な

整
備

を
立

案
し

、
改

修
図

面
に

加
え

て
ス

テ
ッ

プ
図

を
作

成
し

た
。

視
覚

的
に

理
解

し
や

す
い

ス
テ

ッ
プ

図
を

作
成

し
た

こ
と

で
、

設
計

協
議

が
ス

ム
ー

ズ
に

行
わ

れ
た

ほ

か
、

施
設

管
理

者
も

工
事

の
進

め
方

が
理

解
し

や
す

く
な

り
、

工
事

の
進

捗
に

あ
わ

せ
て

入
居

者
や

家
族

の
方

へ
の

周
知

、
部

屋
の

移
動

を
ス

ム
ー

ズ
に

行
う

こ
と

が
で

き
て

い
る

。
 

 
 

複
合

施
設

で
あ

る
こ

と
が

工
事

計
画

を
よ

り
難

し
く

複
雑

に
し

て
い

る
反

面
、

施
設

間
で

相
互

利
用

で
き

る
ス

ペ
ー

ス
を

利
用

す
る

な
ど

、
複

合
施

設
の

利
点

を
活

か
し

た
工

事
計

画
（
例

：
夏

休
み

期
間

の
中

学
校

の
調

理
室

を
利

用
し

な
が

ら
、

特
養

の
調

理
室

を
改

修
す

る
計

画
）
を

立
案

し
た

。
 

 
 

施
設

形
状

を
活

か
し

四
周

に
設

置
さ

れ
た

バ
ル

コ
ニ

ー
を

搬
入

等
の

動
線

と
す

る
こ

と
で

、
利

用
者

動
線

と
工

事
動

線
を

明
確

に
分

離
し

、
利

用
者

の
安

全
を

考
え

た
工

事
計

画
と

し
た

。
 

 
 

騒
音

・
振

動
を

伴
う

工
事

は
時

間
を

区
切

り
、

同
じ

場
所

で
継

続
し

て
行

わ
な

い
よ

う
、

ス
テ

ッ
プ

図
を

さ
ら

に
細

分
化

す
る

な
ど

、
細

や
か

な
配

慮
を

行
っ

て
い

る
。

ま
た

特
養

へ
の

粉
塵

・
騒

音
対

策
と

し
て

、
工

事
エ

リ
ア

に
設

置
し

た
軽

鉄
下

地
・
両

面
ボ

ー
ド

張
り

の
仮

設
間

仕
切

り
の

ボ
ー

ド
継

ぎ
目

に
は

、
テ

ー
プ

で
目

張
り

を
行

っ
た

。
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③
昨
年
度
調

査
の
う
ち
、
本
調
査
に
関
連
す
る
論
文

 
N
o
.
 

タ
イ
ト
ル
 

著
者
 

出
典
 

発
行
年
 

概
要
 

2
4
 

個
別

入
浴

を
想

定

し
た

ケ
ア

と
空

間
が

高
齢

者
に

与
え

る

影
響

：
特

別
養

護

老
人

ホ
ー

ム
に

お

け
る

入
浴

に
関

す
る

研
究

(そ
の

1
) 

山
中

直
 

山
口

健
太

郎
 

三
浦

研
 

高
田

光
雄

 

齊
藤

芳
徳

 

日
本

建
築

学
会

計
画

系
論

文
集

巻
号

：

（
5
9
9
),

ペ
ー

ジ
：

4
9
-
5
6
 

2
0
0
6
-
 

0
1
-
3
0
 

○
目

的
：
個

別
ケ

ア
を

想
定

し
て

浴
室

を
改

修
し

た
事

例
を

通
し

、
空

間
や

ケ
ア

が
高

齢
者

に
与

え
る

影
響

に
つ

い
て

検

討
す

る
。

事
例

は
、

段
階

①
集

中
型

浴
場

・
集

団
ケ

ア
シ

ス
テ

ム
（
2
0
0
3
.0

3
）
、

段
階

②
分

散
型

浴
場

・
集

団
ケ

ア
シ

ス

テ
ム

（
2
0
0
3
.0

7
）
、

段
階

③
分

散
型

浴
場

・
小

規
模

ケ
ア

シ
ス

テ
ム

（
2
0
03

.1
0
）
、

段
階

④
分

散
型

浴
場

・
個

別
ケ

ア
シ

ス
テ

ム
（
2
0
0
4
.0

3
）
へ

と
変

化
・
移

行
し

た
。

 

○
調

査
方

法
：
入

居
者

・
介

護
職

員
に

対
す

る
行

動
観

察
調

査
（
3

日
間

）
、

介
護

職
員

に
対

す
る

ヒ
ア

リ
ン

グ
調

査
を

実

施
す

る
。

 

○
結

論
：
①

入
居

者
の

浴
場

内
動

線
は

浴
場

改
修

に
よ

っ
て

大
き

く
変

化
し

、
動

線
の

集
中

が
軽

減
さ

れ
た

。
ケ

ア
シ

ス

テ
ム

変
更

時
に

は
動

線
の

変
化

は
見

ら
れ

な
い

。
②

浴
室

内
在

室
人

数
は

、
改

修
に

よ
り

大
き

く
減

少
し

た
も

の
の

小

規
模

ケ
ア

シ
ス

テ
ム

時
で

も
2

人
以

上
滞

在
が

あ
っ

た
が

、
個

別
ケ

ア
シ

ス
テ

ム
導

入
に

よ
り

1
人

滞
在

が
徹

底
さ

れ

た
。

③
待

機
は

浴
場

改
修

で
は

改
善

さ
れ

な
か

っ
た

が
、

ケ
ア

シ
ス

テ
ム

改
善

に
よ

り
減

少
。

④
全

段
階

を
経

て
介

護

職
員

が
1

人
の

入
居

者
に

連
続

ケ
ア

が
可

能
と

な
っ

た
。

⑤
入

湯
時

間
の

ピ
ー

ク
の

考
察

か
ら

、
個

別
ケ

ア
シ

ス
テ

ム

導
入

後
、

個
々

の
高

齢
者

の
個

別
性

を
考

慮
し

た
入

湯
が

可
能

に
な

っ
た

と
考

え
ら

れ
る

。
 

○
備

考
：
個

別
入

浴
に

適
し

た
浴

場
計

画
に

つ
い

て
の

提
案

①
複

数
の

浴
槽

（
浴

室
）
が

あ
る

場
合

、
動

線
の

煩
雑

化
や

プ
ラ

イ
バ

シ
ー

の
問

題
を

解
決

す
る

必
要

が
あ

り
、

そ
の

た
め

に
は

、
1

つ
の

浴
槽

（
浴

室
）
に

対
し

て
1

つ
の

脱
衣

室

を
1

対
1

の
関

係
で

設
け

る
。

②
1

対
の

浴
室

・
脱

衣
室

（
ブ

ー
ス

）
に

お
い

て
は

、
1

人
の

入
居

者
の

滞
在

に
限

ら
れ

、

か
つ

1
人

の
介

護
職

員
が

ケ
ア

を
担

当
す

る
の

で
、

そ
の

各
室

の
規

模
は

、
必

要
以

上
に

大
き

く
せ

ず
小

規
模

な
も

の

と
す

る
。

 

2
5
 

全
国

悉
皆

ア
ン

ケ

ー
ト

調
査

に
よ

る
従

来
型

特
別

養
護

老

人
ホ

ー
ム

の
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
実

施
状

況
と

効
果

 

足
立

啓
, 

安
岡

真
由

, 

品
川

靖
幸

, 

林
悦

子
 

日
本

建
築

学
会

計
画

系
論

文
集

巻
号

：
7
3

（
6
2
3
),
 

ペ
ー

ジ
：
3
1
-
3
7
 

2
0
0
8
-
 

0
1
-
3
0
 

○
目

的
：
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
の

全
国

規
模

で
の

実
態

と
効

果
に

対
す

る
職

員
の

意
識

を
把

握
、

分
析

す
る

こ
と

で
、

ユ
ニ

ッ
ト

ケ
ア

未
実

施
施

設
に

対
す

る
示

唆
を

与
え

ら
れ

る
と

考
え

、
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
の

実
態

と
効

果
、

竣
工

年
、

延
べ

床
面

積
、

階
数

、
定

員
な

ど
と

の
関

係
に

つ
い

て
分

析
す

る
。

 

○
調

査
方

法
：
小

規
模

生
活

単
位

型
特

養
を

除
く

、
全

て
の

従
来

型
特

養
5
,2

1
6

施
設

に
対

す
る

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
を

実

施
す

る
。

（
1
,5

7
5

施
設

回
答

、
回

収
率

3
0
.2

%
）
 

○
結

論
：
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
実

施
施

設
は

4
2
9
（
全

体
の

2
7
.2

%
）
の

う
ち

2
2
3
（
5
2
.0

%
）
が

、
『
今

後
も

従
来

型
特

養
で

ユ
ニ

ッ
ト

ケ
ア

を
続

け
る

意
向

』
。

さ
ら

に
実

施
施

設
の

う
ち

1
1
9
（
2
7
.2

%
）
は

『
改

修
等

を
行

う
方

針
』
。

 

ユ
ニ

ッ
ト
ケ

ア
未

実
施

施
設

1
1
4
6
（
全

体
の

7
2
.8

%
）
の

う
ち

、
『
導

入
計

画
中

』
：
3
7
9
（
3
3
.1

%
）
、

『
導

入
し

た
い

が
未

計
画

』
：
3
5
2
（
3
0
.7

%
）
。

合
計

し
た

73
1

施
設

の
う

ち
、

『
一

部
ユ

ニ
ッ

ト
改

修
し

て
導

入
』
：
2
4
3
（
3
3
.2

%
）
、

『
従

来
型

特

養
の

ま
ま

改
修

し
て

導
入

』
：
2
3
7
（
3
2
.4

%
）
 

＜
以

降
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
実

施
施

設
4
2
9

施
設

が
回

答
＞

 

ユ
ニ

ッ
ト
間

の
分

節
方

法
は

、
『
そ

の
他

（
ガ

ー
デ

ニ
ン

グ
用

ラ
テ

ィ
ス

、
カ

ー
テ

ン
、

ス
ク

リ
ー

ン
、

グ
リ
ー

ン
な

ど
）
』
が

最
も

多
く

、
1
1
0
（
2
5
.4

%
）
。

ユ
ニ

ッ
ト
数

は
『
3
』
（
2
4
.9

%
）
、

『
4
』
（
2
4
/
7
%
）
。

居
室

の
分

節
方

法
は

、
『
カ

ー
テ

ン
』
が

最
も

多
く

、
2
5
2
（
5
8
.7

%）
、

全
室

個
室

は
4
5
（
1
0
.5

%
）
に

過
ぎ

な
い

。
 

職
員

体
制

は
『
昼

間
の

み
ユ

ニ
ッ

ト
を

固
定

し
、

夜
間

は
固

定
し

な
い

』
が

最
も

多
く

、
2
2
2

施
設

（
5
1
.7

%
）
。

 

ユ
ニ

ッ
ト

毎
に

、
『
リ

ビ
ン

グ
設

置
』
：
6
2
.5

%
、

『
ダ

イ
ニ

ン
グ

設
置

』
：
7
1
.8

%
、

『
キ

ッ
チ

ン
設

置
』
：
4
1
.3

%
、

『
浴

室
設

置
』
：
1
0
%
。

『
ト
イ

レ
を

ほ
ぼ

居
室

毎
に

設
置

』
：
3
5
%
 

ユ
ニ

ッ
ト
ケ

ア
に

つ
い

て
、

入
居

者
と

職
員

に
対

す
る

効
果

は
、

全
体

的
に

『
良

く
な

っ
た

』
と

評
価

が
高

い
。

入
居

者

に
つ

い
て

『
入

居
者

の
周

辺
症

状
』
『
入

居
者

同
士

の
一

体
感

』
『
入

居
者

の
健

康
状

態
』
効

果
の

評
価

が
見

ら
れ

、
職

員
に

つ
い

て
『
入

居
者

の
変

化
に

気
づ

い
た

時
の

早
期

対
応

』
効

果
の

評
価

が
見

ら
れ

た
。
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N
o
.
 

タ
イ
ト
ル
 

著
者
 

出
典
 

発
行
年
 

概
要
 

2
6
 

従
来

型
特

別
養

護

老
人

ホ
ー

ム
に

お

け
る

ユ
ニ

ッ
ト

整
備

に
関

す
る

研
究

−
先

駆
的

に
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
に

取
り

組
ん

だ
従

来
型

特
別

養
護

老

人
ホ

ー
ム

へ
の

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
よ

り
−

 

島
田

美
和

子
 

無
漏

田
芳

信
 

日
本

建
築

学
会

計
画

系
論

文
集

巻
号

：

6
4
0
,ペ

ー
ジ

：
1
3
3
1
 

2
0
0
9
-
 

0
6
-
0
0
 

○
目

的
：
従

来
型

特
養

に
お

け
る

ユ
ニ

ッ
ト
ケ

ア
の

導
入

状
況

を
把

握
し

、
ユ

ニ
ッ

ト
の

ハ
ー

ド
整

備
状

況
や

ユ
ニ

ッ
ト
構

成
に

つ
い

て
検

討
す

る
こ

と
で

、
ユ

ニ
ッ

ト
整

備
の

課
題

を
考

察
す

る
。

 

○
調

査
方

法
：
従

来
型

特
養

を
改

修
し

た
事

例
4
5

例
と

、
増

築
し

た
事

例
3
9

例
に

対
し

て
、

ユ
ニ

ッ
ト
ケ

ア
導

入
の

取
組

順
と

そ
の

理
由

、
ハ

ー
ド

整
備

内
容

、
ユ

ニ
ッ

ト
定

員
・
構

成
に

つ
い

て
郵

送
ア

ン
ケ

ー
ト
調

査
を

実
施

す
る

。
改

修
：
回

収
率

6
1
%
、

増
築

：
回

収
率

（
7
1
%
）
。

各
フ

ロ
ア

の
ユ

ニ
ッ

ト
構

成
や

整
備

状
況

を
図

面
で

把
握

で
き

た
改

修
：
2
5

例
、

増
築

：
2
4

例
を

分
析

対
象

と
す

る
 

○
結

論
：
『
部

分
増

築
』
は

主
に

平
屋

建
て

で
採

用
（
建

物
階

数
が

高
く

な
る

と
『
部

分
増

築
』
は

減
少

）
。

2
階

建
て

で
は

『
新

館
増

築
』
『
改

修
』
が

多
く

用
い

ら
れ

て
い

る
。

3
階

以
上

で
は

『
改

修
』
が

7
割

を
占

め
る

。
 

ユ
ニ

ッ
ト
分

け
に

際
し

て
『
身

体
状

況
』
を

重
視

し
て

い
る

施
設

が
多

い
が

、
改

修
で

は
『
建

物
構

造
・
平

面
形

状
』
と

『
供

用
ス

ペ
ー

ス
と

居
室

の
位

置
』
、

部
分

増
築

で
は

『
生

活
環

境
の

保
持

』
が

重
視

さ
れ

て
お

り
、

改
修

と
部

分
増

築

で
は

ユ
ニ

ッ
ト
構

成
に

違
い

が
あ

る
。

 

『
改

修
』
『
部

分
増

築
』
『
新

館
増

築
』
と

も
、

浴
室

や
ト
イ

レ
を

複
数

ユ
ニ

ッ
ト
で

共
有

す
る

事
例

が
多

い
。

（
水

廻
り

は

既
存

部
分

の
設

備
配

置
に

よ
る

影
響

を
強

く
受

け
る

部
位

で
あ

り
、

今
後

の
課

題
。

）
 

『
部

分
増

築
』
は

建
物

周
辺

に
ス

ペ
ー

ス
が

あ
る

場
合

に
適

し
て

い
る

。
中

庭
を

廊
下

が
取

り
囲

む
平

面
形

状
に

は
共

用
ス

ペ
ー

ス
が

配
置

し
や

す
い

。
 



  

Ⅰ-1-38 

④
近
年
の
老

人
保
健
健
康
増
進
等
事
業
に
お
け
る
調
査
・
研
究
の
概
要
 

タ
イ
ト
ル

 
著
者

 
発
行
年

 
概
要

 
良

質
な

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
の

建
設

コ
ス

ト
低

減
手

法
に

関
す

る
調

査
研

究
報

告
書

 

一
般

社
団

法
人

日
本

医
療

福
祉

建
築

協
会

 

2
0
1
2
（
平

成

2
4
）
年

度
 

○
目

的
：
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

の
建

設
費

を
明

ら
か

に
す

る
と

と
も

に
、

居
住

性
と

事
業

性
の

双
方

を
備

え
た

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
の

事
例

調
査

を
行

う
。

こ
れ

ら
の

結
果

を
踏

ま
え

た
上

で
、

適
正

コ
ス

ト
で

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
を

整
備

す
る

た
め

の
留

意
点

を
イ

ニ
シ

ャ

ル
コ

ス
ト
と

ラ
ン

ニ
ン

グ
コ

ス
ト
の

双
方

か
ら

と
り

ま
と

め
る

。
 

○
調

査
方

法
：
全

国
の

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
に

対
す

る
悉

皆
ア

ン
ケ

ー
ト
調

査
（
調

査
対

象
6
,5

26
件

、
回

収
数

1
,8

25
件

、
回

収
率

2
7
.9

％
）
を

実
施

す
る

。
ま

た
事

業
者

な
ら

び
に

設
計

者
に

対
す

る
ヒ

ア
リ

ン
グ

調
査

を
実

施
す

る
（
建

物
整

備
費

を
コ

ン
ト
ロ

ー
ル

し
な

が

ら
、

良
質

な
空

間
を

実
現

し
て

い
る

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
。

全
国

７
カ

所
を

対
象

）
 

○
結

論
：
①

㎡
単

価
 

      

②
一

床
あ

た
り

延
床

面
積

 

      

③
一

床
あ

た
り

建
設

単
価

 

      

そ
の

他
、

④
建

設
費

の
資

金
調

達
方

法
、

⑤
大

規
模

修
繕

費
、

⑥
地

域
別

土
地

取
得

費
、

⑦
地

域
別

の
建

物
整

備
費

用
（
建

物

＋
土

地
）
に

つ
い

て
集

計
・
分

析
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タ
イ
ト
ル

 
著
者

 
発
行
年

 
概
要

 
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

に
お

け
る

利
用

者
の

プ
ラ

イ
バ

シ
ー

確
保

の

実
態

に
関

す
る

調
査

研
究

事
業

報

告
書

 

一
般

社
団

法
人

日
本

医
療

福
祉

建
築

協
会

 

2
0
1
3
（
平

成

2
5
）
年

度
 

○
目

的
：
個

室
的

多
床

室
あ

る
い

は
ユ

ニ
ッ

ト
型

準
個

室
に

お
い

て
、

高
齢

者
の

プ
ラ

イ
バ

シ
ー

が
ど

の
よ

う
に

守
ら

れ
て

い
る

の
か

、
そ

の
実

態
を

明
ら

か
に

す
る

。
 

○
調

査
方

法
：
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

の
居

室
計

画
に

関
す

る
ア

ン
ケ

ー
ト
調

査
を

実
施

す
る

。
ま

た
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

入
居

者
の

プ

ラ
イ

バ
シ

ー
確

保
の

実
態

調
査

。
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

の
諸

室
面

積
調

査
を

実
施

す
る

。
 

○
結

論
（
今

後
に

向
け

た
対

策
）
：
①

今
後

新
築

す
る

施
設

で
は

、
個

室
（
す

な
わ

ち
外

気
を

取
り

入
れ

ら
れ

る
窓

と
、

天
井

に
配

置
さ

れ
る

設

備
の

専
有

化
が

図
ら

れ
た

室
）
を

前
提

と
し

て
考

え
る

べ
き

で
あ

り
、

室
料

な
ど

へ
の

対
応

を
考

慮
し

て
多

床
室

と
す

る
場

合
は

、
こ

の
個

室

を
「
統

合
」
し

て
繋

ぐ
計

画
と

す
べ

き
で

あ
る

こ
と

。
そ

の
際

、
個

室
を

繋
ぐ

廊
下

は
、

統
合

さ
れ

た
居

室
内

に
設

け
る

べ
き

で
は

な
い

。
 

②
多

床
室

の
改

修
に

あ
た

っ
て

は
、

専
有

の
窓

や
天

井
設

備
が

設
け

ら
れ

る
よ

う
、

ま
た

専
有

領
域

面
積

が
個

室
並

み
と

な
る

よ
う

「
分

割
」

す
る

。
そ

う
す

る
こ

と
に

よ
り

、
多

床
室

内
部

に
発

生
す

る
内

部
廊

下
の

面
積

を
専

有
領

域
に

配
分

で
き

、
ま

た
領

域
を

形
成

す
る

壁
面

な

ど
が

、
よ

り
プ

ラ
イ

バ
シ

ー
確

保
に

寄
与

す
る

構
造

に
な

り
得

る
。

そ
の

際
、

改
修

時
以

前
の

床
数

を
そ

の
ま

ま
継

続
す

る
こ

と
が

難
し

い
場

合
、

床
数

の
減

少
も

考
慮

す
る

必
要

が
出

て
く

る
（
勿

論
、

待
機

者
を

受
け

入
れ

る
配

慮
が

同
時

に
必

要
で

あ
る

）
。

し
か

し
、

こ
う

し
た

対
応

が
難

し
い

場
合

、
専

有
領

域
面

積
が

縮
小

さ
れ

る
こ

と
も

あ
り

得
る

が
、

諸
々

の
環

境
要

素
を

コ
ン

ト
ロ

ー
ル

で
き

る
建

築
的

領
域

設
定

に

意
を

配
す

べ
き

で
あ

る
。

 

効
果

的
な

ユ
ニ

ッ
ト

ケ
ア

と
施

設
の

整
備

規
模

に
関

す
る

調
査

研
究

事

業
報

告
書

 

み
ず

ほ
情

報
総

研
株

式
会

社
 

2
0
1
3
（
平

成

2
5
）
年

度
 

○
目

的
：
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
実

践
に

適
し

た
施

設
規

模
の

検
討

に
役

立
つ

基
礎

資
料

を
提

供
し

、
生

活
空

間
、

職
員

配
置

、
定

員
数

な
ど

ユ
ニ

ッ

ト
構

成
に

つ
い

て
提

言
す

る
。

 

○
調

査
方

法
：
ユ

ニ
ッ

ト
型

施
設

を
有

す
る

全
て

の
介

護
老

人
福

祉
施

設
（
特

養
）
の

2
,3

9
6

施
設

と
し

た
ア

ン
ケ

ー
ト
調

査
を

実
施

す
る

（
回

収
数

1
,2

4
3

施
設

、
回

収
率

5
2
％

）
。

ま
た

グ
ル

ー
プ

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

（特
定

テ
ー

マ
に

つ
い

て
の

発
表

と
フ

リ
ー

デ
ィ

ス
カ

ッ
シ

ョ
ン

形
式

で

２
グ

ル
ー

プ
実

施
）
、

訪
問

ヒ
ア

リ
ン

グ
（
「
共

同
生

活
室

は
コ

ン
パ

ク
ト
な

方
が

よ
い

」
と

回
答

し
た

３
施

設
）
を

実
施

す
る

。
 

○
結

論
：
①

共
同

生
活

室
の

実
際

の
広

さ
：
一

人
あ

た
り

9
.1

㎡
。

 

②
共

同
生

活
室

の
広

さ
に

つ
い

て
の

考
え

方
：
コ

ン
パ

ク
ト
な

方
が

良
い

と
す

る
施

設
が

7
割

以
上

。
 

       

③
広

い
共

同
生

活
室

の
背

景
に

あ
る

要
因

：
自

治
体

の
指

導
あ

る
い

は
公

募
の

際
の

評
価

基
準

が
要

因
の

一
つ

。
「
当

該
ユ

ニ
ッ

ト
の

共

同
生

活
室

に
近

接
し

て
一

体
的

に
設

け
ら

れ
る

居
室

」
に

関
す

る
基

準
を

厳
格

に
守

る
こ

と
に

よ
り

画
一

的
で

広
い

リ
ビ

ン
グ

設
置

が
誘

導
さ

れ
る

。
 

④
共

同
生

活
室

を
コ

ン
パ

ク
ト
に

し
た

場
合

の
メ

リ
ッ

ト
：
共

同
生

活
室

の
広

さ
の

違
い

は
建

設
費

に
大

き
な

影
響

を
与

え
な

い
。

共
同

生

活
室

が
狭

い
ほ

ど
、

廊
下

等
の

そ
の

他
共

用
部

の
面

積
が

広
く

な
る

傾
向

が
あ

り
、

事
業

費
の

低
減

化
に

つ
な

が
っ

て
い

な
い

。
た

だ

し
、

運
営

費
用

の
水

道
・
光

熱
費

に
つ

い
て

は
、

低
減

効
果

が
見

ら
れ

る
。
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タ
イ
ト
ル

 
著
者

 
発
行
年

 
概
要

 
⑤

家
庭

的
雰

囲
気

が
も

た
ら

す
も

の
：
共

同
生

活
室

が
コ

ン
パ

ク
ト
で

あ
れ

ば
、

家
庭

的
な

雰
囲

気
が

つ
く

り
や

す
く

な
る

と
い

う
意

見
が

多

い
。

コ
ン

パ
ク

ト
な

ほ
ど

、
ユ

ニ
ッ

ト
内

で
食

事
を

つ
く

る
割

合
が

高
く

な
る

。
 

⑥
共

同
生

活
室

を
コ

ン
パ

ク
ト
に

す
る

場
合

の
留

意
点

：
コ

ン
パ

ク
ト
な

ほ
ど

、
「
居

室
内

に
も

ト
イ

レ
が

あ
っ

た
方

が
良

い
」
と

考
え

る
割

合

が
高

い
。

 

⑦
ユ

ニ
ッ

ト
の

入
居

定
員

：
1
2

人
を

推
す

意
見

が
、

施
設

の
管

理
者

や
設

計
者

か
ら

多
く

出
た

。
 

⑧
医

療
ニ

ー
ズ

の
現

状
：
要

介
護

度
4
～

5
で

該
当

割
合

が
高

く
な

る
。

 

介
護

保
険

施
設

等
の

効
果

的
な

施

設
整

備
の

実
施

に
関

す
る

調
査

研

究
事

業
報

告
書

 

明
治

安
田

生
活

福
祉

研
究

所
 

2
0
1
4
（
平

成

2
6
）
年

度
 

○
目

的
：
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

の
よ

り
効

果
的

な
整

備
の

促
進

及
び

経
営

の
あ

り
方

に
関

す
る

議
論

の
一

助
と

す
る

。
 

○
調

査
方

法
：
①

全
国

の
都

道
府

県
、

政
令

指
定

都
市

・
中

核
市

、
及

び
都

市
部

に
お

け
る

人
口

1
0

万
人

以
上

の
市

・
区

を
対

象
に

、
特

養
の

設
備

基
準

に
関

す
る

条
例

等
に

よ
る

自
治

体
独

自
の

策
定

状
況

、
過

去
２

年
間

に
整

備
さ

れ
た

特
養

の
整

備
状

況
等

に
関

す
る

実

態
調

査
を

実
施

す
る

。
②

コ
ン

パ
ク

ト
で

低
廉

、
良

質
な

特
養

建
設

の
モ

デ
ル

と
な

る
設

計
図

を
作

成
す

る
。

③
建

替
等

に
必

要
な

修
繕

積
立

金
を

は
じ

め
と

し
た

内
部

留
保

の
具

体
的

計
算

方
法

に
関

す
る

理
論

研
究

と
多

寡
に

関
す

る
実

証
研

究
を

実
施

す
る

。
④

内
部

留

保
の

多
寡

と
そ

の
要

因
分

析
を

実
施

す
る

。
（
デ

ー
タ

分
析

及
び

一
部

事
例

調
査

）
 

○
結

論
：
 

①
条

例
に

よ
る

独
自

設
定

基
準

の
策

定
状

況
つ

い
て

は
緩

和
が

９
割

で
、

国
の

基
準

に
上

乗
せ

を
し

て
い

る
自

治
体

は
全

体
の

１
割

。
緩

和
の

内
容

は
、

従
来

型
特

養
で

は
居

室
の

定
員

を
４

人
以

下
ま

で
認

め
て

い
る

も
の

、
ユ

ニ
ッ

ト
型

特
養

の
場

合
は

定
員

を
1
0

人
か

ら

1
2

人
以

下
に

し
て

い
る

も
の

が
中

心
。

そ
の

他
、

廊
下

幅
や

特
別

避
難

階
段

、
介

護
職

員
室

等
に

お
け

る
規

定
の

緩
和

が
一

部
見

ら

れ
た

。
条

例
に

よ
る

上
乗

せ
要

求
は

、
耐

火
建

築
物

限
定

、
国

が
定

め
る

例
外

規
定

を
条

例
で

削
除

し
て

い
る

も
の

、
ス

プ
リ

ン
ク

ラ
ー

設
備

の
設

置
の

義
務

付
け

な
ど

、
利

用
者

の
安

全
に

関
す

る
内

容
が

中
心

。
ま

た
、

条
例

で
定

め
る

基
準

面
積

以
上

で
居

室
や

共
同

生
活

等
を

事
業

者
が

整
備

す
る

場
合

、
補

助
金

等
の

優
遇

を
行

っ
て

い
る

自
治

体
は

ほ
と

ん
ど

な
か

っ
た

。
 

②
公

募
要

項
で

は
、

多
く

の
自

治
体

が
様

々
な

整
備

要
件

を
国

の
基

準
に

上
乗

せ
し

て
要

求
し

て
い

た
。

上
乗

せ
要

求
の

内
容

は
、

耐

火
建

築
物

に
限

定
、

内
装

等
の

木
造

化
の

推
奨

、
ユ

ニ
ッ

ト
の

定
員

を
1
0

人
に

限
定

し
て

い
る

も
の

が
多

く
、

条
例

と
同

じ
傾

向
。

一
方

で
、

条
例

で
は

見
ら

れ
な

か
っ

た
居

室
と

共
同

生
活

に
係

る
隣

接
・
近

接
の

規
定

等
、

設
備

基
準

に
つ

い
て

詳
細

な
基

準
を

設
定

し
て

い
る

自
治

体
が

少
な

か
ら

ず
見

ら
れ

る
な

ど
、

公
募

要
項

に
お

い
て

は
各

自
治

体
の

実
情

、
特

色
を

よ
り

反
映

し
た

整
備

要
件

が
多

数

盛
り

込
ま

れ
て

い
る

様
子

が
う

か
が

え
た

。
 

③
過

去
２

年
間

に
創

設
さ

れ
た

特
養

の
状

況
を

見
る

と
、

特
養

の
建

設
費

は
一

床
当

り
1
,1

0
0

万
円

程
度

。
 

④
内

部
留

保
の

多
寡

の
考

え
方

、
必

要
内

部
留

保
の

算
定

式
を

明
ら

か
に

し
た

上
で

、
内

部
留

保
多

寡
の

判
定

を
行

っ
て

い
る

。
実

在

内
部

留
保

額
が

必
要

内
部

留
保

額
に

達
し

て
い

な
い

（
以

下
、

少
な

い
）
施

設
は

判
定

対
象

施
設

の
5
7
.8

％
（
前

回
研

究
事

業

5
2
.5

％
）
、

必
要

内
部

留
保

額
の

レ
ベ

ル
に

あ
る

（
以

下
、

中
間

レ
ベ

ル
）
施

設
は

1
5
.8

％
（
前

回
研

究
事

業
1
4
.6

％
）
、

必
要

内
部

留

保
額

以
上

に
蓄

積
さ

れ
て

い
る

（
以

下
、

多
い

）
施

設
は

2
6
.5

％
（
前

回
研

究
事

業
3
2
.8

％
）
と

、
多

く
の

施
設

で
は

内
部

留
保

を
貯

め

こ
み

過
ぎ

て
い

な
か

っ
た

。
施

設
の

建
設

年
代

別
に

見
る

と
、

1
9
8
0

年
代

以
前

に
建

設
さ

れ
た

グ
ル

ー
プ

に
お

い
て

、
少

な
い

施
設

の

比
率

が
高

い
。

 

⑤
内

部
留

保
が

多
い

施
設

に
お

い
て

、
社

会
還

元
度

合
（
サ

ー
ビ

ス
内

容
）
や

職
員

の
処

遇
状

況
が

低
い

な
ど

の
傾

向
は

全
く

認
め

ら
れ

ず
、

不
適

切
な

経
営

に
よ

っ
て

内
部

留
保

を
貯

め
こ

ん
で

い
る

わ
け

で
は

な
い

こ
と

が
わ

か
っ

た
。
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１－４ 既往文献等における改修事例の調査・整理 

ここでは、改修の進め方の類型化、及び改修事例実態調査の対象候補施設に関する情報を得る

ため、既往調査・文献等における改修事例の調査を行う。 

（１）既往文献等における改修事例の調査・整理 

・次の２つの既往調査・文献等から、６つの改修事例に係る情報を収集・整理した。 

①高齢者施設のユニット化改修計画ガイドライン（2008 年 4 月 一般社団法人日本医療

福祉建築協会）：７件 

②良質な特別養護老人ホームの建設コスト低減手法に関する調査研究報告書（2013 年 3

月 一般社団法人日本医療福祉建築協会）：１件 

 

○改修事例の概要 （事例名称の分かるもののみ整理） 

施設名称 運営主体 所在地 竣工年 改修年 改修の概要 出典 

晃
ひかり

の園 

社会福祉

法人 

駿河会 

静岡県 

静岡市 

1 号館 

1988 
2002 

・同一敷地内での増築 

・改修前定員 120 名（従来型特養）、

改修後定員 170 名（従来型特養 108

名、ユニット型特養 62 名） 

・1 号棟改修：改修前定員 48 名（従来

型特養）、改修後定員 48 名（従来型

特養：準ユニットケア加算に改修） 

・2 号棟改修：改修前定員 72 名（従来

型特養）、改修後定員 60 名（従来型

特養：一部準ユニットケア加算に改

修。ショートステイ 20 名含） 

・3 号棟建設：2 号棟から 12 名移し、

定員 62 名（ユニット型特養） 

① 
2 号館 

1991 
2005 

3 号館 

2004 
- 

清流苑 

社会福祉

法人 

永生会 

大分県 

大分市 

1980 2008 

・別敷地に分苑施設を整備し、定員

の半数を移した上で、既存施設を改

修 

・改修前定員 100 名（従来型特養）、

改修後定員 110 名（従来型特養 50

名、サテライトユニット型特養 60 名） 

・本体施設は、居住者負担の異なる

ユニット型個室・従来型個室・従来

型多床室を整備することで、利用者

の選択の幅を広げた 

① 

2006（分

苑施設） 
- 

龍生園 

社会福祉

法人 

天雲会 

熊本県 

人吉市 

東棟 

1976 

2006 

・同一敷地内での増築 

・改修前定員 133 名（従来型特養）、

改修後定員 133 名（従来型特養 93

名、ユニット型特養 40 名、ショートス

テイ 16 名含） 

・東棟改修：改修前定員 50 名（従来

型特養）、改修後定員 38 名（従来型

特養） 

・西棟改修：改修前定員 37 名（従来

型特養）、改修後定員 24 名（従来型

特養） 

・南棟改修：改修前定員 30 名（従来

型特養）、改修後定員 31 名（従来型

特養：準ユニットケア加算に改修） 

・個室ユニット棟建設。定員 40 名（ユ

ニット型特養） 

① 
西棟 

1979 

南棟 

1987 
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施設名称 運営主体 所在地 竣工年 改修年 改修の概要 出典 

・居住者の自己負担を考慮し、ユニッ

ト型個室・従来型個室・個室的しつ

ら え の 多 床室・ 一 般 の 多 床室 等

様々な選択肢を用意 

鹿屋
かのや

 

長寿園 

社会福祉

法人 

恵仁会 

鹿児島県

鹿屋市 
2002 2006 

・同一敷地内での増築 

・改修前定員 125 名（従来型特養）、

改修後定員 125 名（ユニット型特養

110 名、ショートステイ 15 名含） 

・既存部分は、改修前定員 125 名（従

来型特養）から、改修後定員 100 名

（ユニット型特養） 

・増築部分は、定員 25 名（ユニット型

特養） 

① 

有吉病院 

F 病棟 

社会福祉

法人 

笠松会 

福岡県 

宮若市 
2002 2006 

・同一敷地内での増築 

・改修前定員 39 床、改修後定員 60

床 

・ユニット型の介護療養型医療施設 

・既存部分は改修なし 

① 

アザレア

ン大畑 

社会福祉

法人 

恵仁福祉

協会 

長野県 

上田市 
2005 － 

・別敷地での地域密着型サテライト特

養整備 

・本体施設の個室化促進と、大畑地

区における拠点整備の両面から整

備 

・本体施設とサテライトは車で 5 分（約

2km）の距離にある 

・定員 12 名（ユニット型特養 8 名、ショ

ートステイ 4 名） 

・小規模多機能型居宅介護事業所を

併設 

① 

サンビレ

ッジ大垣 

社会福祉

法人 

新生会 

岐阜県 

大垣市 
2006 － 

・別敷地での地域密着型サテライト特

養整備 

・本体施設の個室化促進と、施設機

能の地域展開の両面から整備 

・本体施設とサテライトは車で 15 分の

距離にある 

・定員 21 名（ユニット型特養 21 名） 

・グループホーム 6 名、認知症デイサ

ービス 12 名、訪問看護ステーショ

ン、地域交流スペースを併設 

① 

第二 

万寿園 

社会福祉

法人 

東京蒼生

会 

東京都 

東村山市 

東棟 

1977 

2009～

2012 

・同一敷地内での建替え、定員の約

半数を移したうえで、既存施設を改

修 

・改修前定員 110 名（従来型特養）、

改修後定員 110 名（従来型特養 50

名、ユニット型特養 60 名） 

・東棟建替え：改修前定員 50 名（従

来型特養）、改修後定員 60 名（ユニ

ット型特養） 

・西棟改修：改修前定員 60 名（従来

型特養）、改修後定員 50 名（従来型

特養） 

② 

西棟 

1980 
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（２）改修事例の類型化 

・ここでは、改修後の施設類型（ユニット型特養/従来型特養）及び、改修プロセスにより、

収集した事例を整理する。 

・改修プロセスについては、以下の 3つを設定した。 

・改修後の施設類型については、「ユニット型特養（個室）」及び「従来型特養（個室、準ユニ

ットケア加算を受けた多床室）」はあったが、「ユニット型特養（準個室）」及び「従来型特

養（プライバシー確保）」の事例はなかった。 

・改修プロセスについては、「別敷地のサテライト型特養整備・増床あり（リロケーション）」、

「同一敷地内の増築・増床あり（増築）」の事例はあったが、「サテライトなし・増築なし（ロ

ーリング）」に該当する事例はなかった。 

 

○施設類型・改修プロセスごとの施設事例の整理 

  改修プロセス 

  

サテライト型特養整

備なし・ 
増築なし 

（ローリング） 

別敷地のサテライト型

特養整備・増床あり 
（リロケーション） 

同一敷地内の増築・ 
増床あり（増築） 

概要  

既存施設内の空きス

ペースを活用する等

し、個室化改修等を

行ったもの 

サテライト整備により、既

存施設の一部の床数を

移行した上で、個室化改

修等を行ったもの 

敷地内に増築し、定員

の一部の床数を移行し

た上で、既存施設の個

室化改修等を行ったも

の 

ユニッ

ト型特

養 

個室 

- 

・清流苑 

（従来型特養併用） 

・アザレアンさなだ 

・サンビレッジ大垣 

・晃の園（従来型特養

併用） 

・龍生園（従来型特養

併用 ） 

・鹿屋長寿園 

・有吉病院 F 病棟 

・第二万寿園（従来型

特養併用） 

準個室 
- - - 

従来型 
特養 

個室 
- ・清流苑 

（従来型特養併用） 

・龍生園（従来型特養

併用） 

間仕切等を設置

した多床室 

- - ・晃の園（準ユニットケ

ア加算） 

・龍生園（準ユニットケ

ア加算） 

家具、カーテン

等によるプライ

バシー確保がな

された多床室 

- - - 
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１－５ まとめ 

（１）改修等に関する基準、補助制度等 

 主要な自治体の整備基準では、ユニット型特養について、国の整備基準での改修における取

り扱い（改修であれば「入居定員が 10 人を超えるユニットの数は、当該施設の総ユニット数

の半数以下であること。」を満たす必要がないこと、ユニットに属さない居室を改修してユニ

ットを造る場合には、ユニット型個室のほかに、ユニット型準個室を認めること）以外に、

改修に特化した独自の（緩和）基準を設けている自治体はなかった。 

 ユニット化改修及びプライバシー確保改修補助に関する記載がある自治体数は 32（調査回答

104 自治体の 31％）にとどまり、創設・改築・増築等の補助に比べて、記載のある自治体数

が少ない。またユニット化改修に対する補助金額は自治体によって異なり、50～250 万円程

度と、幅広く設定されている。 

（２）都道府県計画における改修等に関する記述、ユニット型特養整備の目標等 

 2015～2017（平成 27～29）年度の第６期高齢者保健福祉計画・介護保険事業支援計画等にお

いて、改修、増築でのユニット型特養整備推進､支援等に係る記述がある都道府県は、10 あ

った。具体的な内容として、「既存施設の定数内でサテライト型居住施設と整備する場合は補

助対象とする等、柔軟な対応」（青森県）、「増築等の際に補助金を交付し支援」（広島県）、「個

室ユニットケアへの改築・改修の整備を推進するため、施設管理者等に対し、個室・ユニッ

トケア化の有効性及び必要性に関する普及啓発に努める」（長崎県）があった。 

 2015～2017（平成 27～29）年度の第６期高齢者保健福祉計画・介護保険事業支援計画等では、

ユニット型特養の床数割合の目標について、国と同様の目標設定（平成 37 年度：70%）とし

ている都道府県が 12（約 26%）あったが、目標について、明確に都道府県の目標としている

自治体と、国の目標としての割合を参考として示している自治体に分かれた。また 2017（平

成 29）年度の目標等で独自の目標設定をしている都道府県が 8 つ（約 17%）あり、これらの

自治体では 2017（平成 29）年度等の目標として、38～60%の割合を示していた。それ以外の

27 都道府県（約 57%）では目標設定に関する記述がなかった。 

（３）個室化改修等に関する既往研究・文献等 

 論文調査では、1995 年以降（～2003 年）に整備された従来型特養のうちユニット型特養への

転換不可能なものが約 4 割、転換可能なものは約半数であるが、うち 7 割は敷地拡張が必要

といった内容のほか、改修ではまず食堂・浴室分散等による小規模化がユニットケア導入の

点から望ましく、個室化等は次の段階とすべき等の指摘があった。（2004） 

 従来型特養でユニットケアを実施している施設等に対するアンケート調査（論文）では、行

政への要望として職員配置の見直し、消防法との関連改善、補助金がないと単独での改修は

困難との意見等を得ていた。（2005） 

 改修によりユニットケアのためのハード整備を行った事例の調査（論文）では、ユニット型

特養や準ユニットケア加算の基準を満たす事例のほか、準ユニットケア加算が申請可能なハ

ードを整備しても加算を申請していない改修、準ユニットケア加算を受けられないレベルの

共用部のみの改修があることがわかった。（2009） 
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 さらに職員参加型の改修プロセスの職員への影響や、ユニット化によるストレス等に関する

論文もあった。 

 既往文献における改修事例調査では、改修プロセスについて、「サテライト型特養整備なし・

増築なし（ローリング）」の類型に該当する事例はなく、「別敷地のサテライト型特養整備・

増床あり（リロケーション）」、又は「同一敷地内の増築・増床あり（増築）」の 2種類のプロ

セスの事例があった。また、改修後の施設類型は、ユニット型特養（個室）及び従来型特養

（個室、準ユニットケア加算を受けた多床室）であり、ユニット型特養（準個室）及び従来

型特養（プライバシー確保）の事例はなかった。 
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２ 特別養護老人ホームの改修事例実態調査 

２－１ 調査の目的と概要 

（１）調査の目的 

・ここでは、特別養護老人ホームの個室化改修等を促進するための課題や方策検討の基礎資料

とするために、個室化改修等を行った特別養護老人ホーム事例の実態調査を行う。 

・実態調査では、施設運営者及び設計者に対するヒアリング調査、及び施設視察調査を行う。 

・加えて、改修実績や、基準等の緩和・改修中の特例的な対応の有無、改修促進に向けた課題

等について、自治体に対するヒアリング調査を行う。 

（２）改修事例実態調査対象の選定 

①自治体に対するプレヒアリングによる候補の抽出 

・ユニット化改修等に関する補助金の活用状況（実績）、及び調査対象となり得る活用事例の

有無を、下表の延 16 府県（東京都を除く）に電話ヒアリングにより確認した。 

・確認の結果、ユニット化改修等に関する補助金の活用状況（第 5期、第 6期介護保険事業計

画期間中の実績）は、6府県（8事例，255 床）であった。 

・ユニット化改修補助実績 有        ：6 府県、8事例 

・プライバシー確保のための改修補助実績 有 ：4県 

・また大阪府・鹿児島県等から、改修事例実態調査の候補施設の紹介があった。 

 

参考 昨年度報告書抜粋 

■改修（プライバシー確保のための改修、ユニット化改修等）に関する補助額 

 ○補助対象の区分の状況 

 
都道府県（47） 政令指定都市（19） 中核市（31） 

ユニット化改修 17 － 2 － 9 － 

 

居住形態の表

記なし 
5 

群馬県、岐阜県、福

岡県、大分県、沖縄

県 

0 － 2 函館市、宮崎市 

準個室・従来

型個室・非ユ

ニット型個室

等から 

10 

岩手県、栃木県、東

京都、山梨県、長野

県、静岡県、大阪府、

愛媛県、長崎県、鹿

児島県 

2 静岡市、大阪市 9 

盛岡市、船橋

市、柏市、八王

子市、横須賀

市、枚方市、東

大阪市、豊中

市、高松市 

多床室から 11 

岩手県、栃木県、東

京都、山梨県、静岡

県、滋賀県、大阪府、

島根県、愛媛県、長

崎県、鹿児島県 

2 静岡市、大阪市 9 

盛岡市、船橋

市、柏市、八王

子市、横須賀

市、枚方市、東

大阪市、豊中

市、高松市 

  



Ⅰ-2-2 

 ○ユニット化改修補助等の実績、改修の概要 

府県 
ユニット化改修 

補助実績 
（事例数,床数） 

プライバシー確
保のための改修

補助実績 

電話ヒアリング内容 及び 
調査対象選定にあたっての検討事項 

岩手県 無 無 ・建替えによるユニット化事例はある 

栃木県 有（1,20） 無 
・2014（平成 26）年度、20 床を切り出して地
域密着型の別施設とした事例 

群馬県 有（1,10） 無 
・2013（平成 25）年度、1ユニット 10 床の改
修 

山梨県 有（1,28） 無 
・2012～2013（平成 24～25）年度、28床を 3
ユニットに改修 

長野県 無 有 ・ユニット化改修の実績なし 

岐阜県 無 無 － 

静岡県 不明 無 － 

滋賀県 無 無 ・建替えによるユニット化事例はある 

大阪府 有（2,133） 無 
・2012～2013（平成 24～25）年度に 2事例 
（1事例は聴覚障害者専用特養と謳われており
特殊事例） 

島根県 有（2,34） 無 

・2013（平成 25）年度 1事例、10 床のユニッ
ト化改修 

・2016（平成 28）年度 1事例（現在改修工事
中） 

愛媛県 無 有 （・2011（平成 23）年度に 1事例） 

福岡県 無 無 ・建替えによるユニット化事例はある 

長崎県 不明 無 － 

大分県 無 有 ・ユニット化改修の実績なし 

鹿児島県 有（1,30） 有 

・2016（平成 28）年度 1事例（現在補助協議
中） 

（・2010～2011（平成 22～23）年度に旧講堂
を仮設的に利用して 80 床をユニット化改修
（全体で 120 床）） 

沖縄県 無 無 － 

 

②「介護保険施設等の整備のあり方研究委員会」委員等からの紹介による候補の抽出 

・本研究委員会委員等から、5つの改修事例について、改修事例実態調査の候補施設の紹介が

あった。 

・はぎの里（社会福祉法人 日吉たには会、京都府南丹市） 

・サンビレッジ新生苑（社会福祉法人 新生会、岐阜県揖斐郡池田町） 

・アザレアンさなだ（社会福祉法人 恵仁福祉協会、長野県上田市） 

・同和園 壱番館（社会福祉法人 同和園、京都府京都市） 

・至誠ホームキートス（社会福祉法人 至誠学舎立川、東京都立川市） 
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③改修事例実態調査対象の選定 

・（２）（３）の候補から選定し、個室化改修等を実施した 7 事例について、改修事例実態調査

を行った。 

・やすらぎの里は建替え事例であるが、取り組みや実施プロセス等は改修実施の際にも参考に

なるものであったため、他と同様に整理を行った。 

○改修事例実態調査対象施設 

施設名称 運営主体 所在地 

はぎの里 社会福祉法人 日吉たには会 京都府南丹市 

サンビレッジ新生苑 社会福祉法人 新生会 岐阜県揖斐郡池田町 

アザレアンさなだ 社会福祉法人 恵仁福祉協会 長野県上田市 

同和園 壱番館 社会福祉法人 同和園 京都府京都市 

至誠ホームキートス 社会福祉法人 至誠学舎立川 東京都立川市 

古江台ホール 社会福祉法人 のぞみ 大阪府池田市 

やすらぎの里 社会福祉法人 希望会 鹿児島県姶良市 

（３）自治体ヒアリング調査対象の選定 

・改修実績や改修における課題、今後のユニット型個室特養整備の考え方や課題について、2

つの自治体へのヒアリング調査を実施した。 

○ヒアリング調査対象自治体の概要 

 自治体 A 自治体 B 

人口※1 

 
13,515 千人 1,648 千人 

65 歳以上の高齢者数※

1、高齢化率 

3,065 千人 

（23%） 

486 千人 

（29%） 

75 歳以上の高齢者数※

1、高齢化率 

1,468 千人 

（11%） 

266 千人 

（16%） 

可住地面積に対する 

人口密度※１、※2 
9,528 人／km2 497 人／km2 

第１号被保険者（65 歳

以上）のうち要介護度 3

～5認定者数※3 

190,236 人 

（6%） 

36,587 人 

（8%） 

特別養護老人ホーム定

員数（地域密着型含む）

※4 

42,933 床 

（23%） 

10457 床 

（29%） 

要介護度３～５認定者

数の増加率（2015→

2025）※5 

28% 10% 

要介護度３～５認定者

数の増加率（2015→

2040）※5 

43% 15% 

※1 2015 年国勢調査       ※4 2015 年介護サービス施設・事業所調査 

※2 地域統計概観（e-stat） 可住地面積は 2015 年データ ※5 推計 

※3 介護保険事業状況報告 2015 年 10 月分 
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２－２ 改修事例実態調査の結果 

（１）ヒアリング結果一覧 

①基礎情報 
 はぎの里 サンビレッジ新生苑 アザレアンさなだ 同和園 壱番館 至誠ホームキートス 古江台ホール やすらぎの里（建替え） 

運営主体 社会福祉法人 日吉たには会 社会福祉法人 新生会 社会福祉法人 恵仁福祉協会 社会福祉法人 同和園 社会福祉法人 至誠学舎立川 社会福祉法人 のぞみ 社会福祉法人 希望会 

所在地 京都府南丹市 岐阜県揖斐郡池田町 長野県上田市 京都府京都市 東京都立川市 大阪府池田市 鹿児島県姶良市 

開設年 
・1995 年 3 月 ・1976 年 4 月 15 日：当初開設 

・1993 年：自由契約制特養開設 

・1993 年 4 月 

・1997 年：新館増築 

・2000 年 ・2000 年 ・本館：1996 年 

・北館：2005 年 

・1980 年 9 月：当初開設 

・1984 年 4 月：新館増築 

改修時期 

（改修部分

等の 

開設時期） 

・2009 年 ・2006 年 4 月：サテライト型特養開設 

・2006 年 12 月：同一敷地内にユニッ

ト型個室特養を増築 

・2007 年 4 月：本体の準個室化改修 

・2005 年：サテライト建設 

・2006 年：本館共用部等の改修 

・2011 年 ・2011 年 ・2013 年 ・2006 年 7 月：ユニット型個室特養増

築 

・2012 年 4 月：ユニット型特養個室化

（改築） 

・2014 年 6 月：ユニット型個室特養増

築 

改修工期 
・2008年3月～2009年3月（12ヶ月） ・2006年10月～2007年3月(6ヶ月、

増築含む) 

－ ・2010年11月～2011年2月（4ヶ月） ・2011 年 2～3 月 ・2013 年 2 月 15 日～11 月 20 日（約

9 ヶ月） 

・2010 年 4 月～2014 年 9 月 

敷地面積 ・9,749 ㎡ ・9,383.00 ㎡ ・15,240.88 ㎡ － ・2,765.50 ㎡ ・6,758.63 ㎡ ・14,272.01 ㎡ 

建築面積 ・3,935 ㎡（全体） ・4,002.87 ㎡ － － ・1,310.69 ㎡ ・本館：1,440 ㎡、北館：814 ㎡ － 

延床面積 
・4,680 ㎡（うち改修部分：1,866 ㎡、

増築部分：727 ㎡） 

・6,883.08 ㎡ ・3,181.03 ㎡ ・6,932.85 ㎡ ・5,427.28 ㎡ ・本館：2,859 ㎡、北館：2,216 ㎡ ・5,518.44 ㎡ 

階数・構造 
・地上 2 階 ・地上 2 階（一部 3 階） ・地上 1 階 ・地上 4 階 ・地上 4 階地下 1 階 ・本館：地上 3 階地下 1 階、北館：地

上 3 階 

・地上 3 階 

構造 
・既存部分：RC 造 

・増築部分：Ｓ造、ＳＢ造 

・RC 造 ・木造（準耐火） ・RC 造 ・RC 造 ・RC 造 ・RC 造 

定員等 

（改修前） 

・従来型特養（特養 60 名（多床室：

50 名、従来型個室：10 名）） 

・ユニット型特養：15 名 

・従来型特養：141 名（特養 135 名＋

短期入所 6 名）（従来型個室：29

名、3 床室：6 名、4 床室：116 名） 

・計 166 名 

・ユニット型特養 10 名 

・従来型特養 60 名（特養 40 名＋短

期入所 20 名）（従来型個室：10 名、

２床室：22 名、４床室：28 名） 

・計 70 名 

・従来型特養 100 名 

（多床室：96 名、従来型個室：4 名） 

・従来型特養 90 名（特養 70 名＋短

期入所 20 名）（従来型個室：27 名、

２床室：36 名、3 床室：27 名） 

・本館：従来型特養 69 名（特養 53 名

＋短期入所 16 名）（多床室：51 名、

従来型個室：18 名） 

・北館：ユニット型特養 31 名 

・計 100 名 

・従来型特養（特養 80 名（多床室：

80 名）・短期入所 6 名） 

・ユニット型個室特養（2 ユニット、特

養 20 名） 

定員等 

（改修後） 

・ユニット型個室特養（6 ユニット、特

養 50 名・短期入所 10 名） 

・ユニット型特養：15 名、21 名（地域

密着型サテライト）、18 名（増築）、

12 名（ユニット型準個室） 

・従来型特養 113 名（特養 94 名＋短

期入所 19 名）（従来型個室：45 名、

2 床室：4 名、4 床室：64 名） 

・計 179 名 

・ユニット型特養：10 名、12 名（地域

密着型サテライト：特養 10 名、短期

入所 2 名） 

・従来型特養：52 名（特養 30 名＋短

期入所 22 名）（従来型個室：18 名、

２床室：6 名、４床室：28 名） 

・計 74 名 

・従来型特養 100 名（準ユニットケア

加算） 

（多床室：96 名、従来型個室：4 名） 

・ユニット型特養 90 名（特養 70 名＋

短期入所 20 名）（ユニット型個室：

90 名） 

・本館：ユニット型特養 44 名、短期入

所 16 名（多床室：11 名、個室：5名） 

・北館：ユニット型特養 40 名 

・計 100 名 

・ユニット型個室特養（14 ユニット、特

養 120 名・短期入所 20 名） 

改修 

プロセス 

・同一敷地内に増築し、入居者を移

転させて、段階的に、本体をユニッ

ト型個室特養に改修 

・サテライト型特養開設＋同一敷地

内にユニット型個室を増築、一部入

居者を移転させて本体を準個室化

改修 

・サテライトを開設し、一部の入居者

を移転させて本体を改修 

・将来の個室化に対する配慮のされ

た多床室に間仕切り（上部開放）を

設置し、準ユニットケア加算を受け

ることができる個室的しつらえの多

床室に改修 

・将来の個室化に対する配慮のなさ

れた多床室に間仕切り壁を設置

し、ユニット型特養に改修 

・本館（従来型特養）・北館（ユニット

型特養）の共用部等に居室を増設

し、一部の入居者を移転させて、本

館特養を順次改修 

・講堂を仮設居室として整備し、入居

者を移転させて、段階的に、ユニッ

ト型個室特養に改築 

ヒアリング 

実施日 

2016 年 9 月 26 日（月） 2016 年 12 月 1 日（木） 2016 年 12 月 14 日（水） 2016 年 11 月 21 日（月） 2016 年 11 月 16 日（水） 2017 年 1 月 26 日（木） 2017 年 1 月 17 日（火） 

②調査結果 

１）改修の動機 

 はぎの里 サンビレッジ新生苑 アザレアンさなだ 同和園 壱番館 至誠ホームキートス 古江台ホール やすらぎの里（建替え） 

個室化改修

に取り組ん

だ動機 

＜・本施設のケアハウス（2 階・個室）

から、経済的な理由で 1 階の特養

（4 床室）に移ることになった方が

おり、終の棲家が 4 床室となること

に矛盾を感じた当時の施設長が

中心となり、試行錯誤した結果、

ユニットケアの考え方を知り、従来

型の既存施設での数年のグルー

プケア 

・平成 5 年に当時の厚生省のモデル

事業として「自由契約制特養」に取

り組んだ。その経験から、“介護の

質”とは“人的な質”に加えて、“物

的な質（住環境）”も重要であること

を認識し、個室化を進めることとし

た 

・入所者も時代とともに、個室化を希 

・改修前は、現在デイサービスとして

利用している大空間が食堂として使

われ、決まった時間に入居者を並

ばせて食事に連れて行くケアをして

いた 

・特養を「住まい」と考えると、集団的

なケアは適切でないと感じ、ケアの

ユニット化、グループ化が必要と考 

・建設当時からいずれは個室化する

予定があり、個室化改修の検討をし

ていた中で、京都市より先進的施設

整備費補助金（補助率 10 割、上限

3 千万円）の情報提供があったこと

が契機となり、改修工事を実施した 

 

 

・当時のホーム長（現理事長）が、北

欧のグループリビングケアを学び、

ケアの効果が高いと考え、介護保

険制度施行前に別施設で試行して

いた。 

・全室個室ユニット型特養の建設を

発意した 1996 年当時は、全室個室

では東京都の補助金を得られな 

①今後の世代（団塊世代）への対応 

・自らが高齢者になる中で、プライバ

シーが確保された場所、人としての

尊厳がある状況で職員の支援を受

けて暮らしたいと考えたことが始まり

である 

・厚生労働省の個室化推進、改修補

助金が交付されることは大きな後押 

・1980 年に開設した特養が建設後

30 年を経過して、雨漏り等の補修

に相当の費用がかかっていたこと

や、旧耐震基準の建物であったこ

とから、改築に踏み切る機運があっ

た。ユニット型個室特養・従来型特

養ということ以前に、建物が老朽化

していた 

＜ ＞は設計者から伺った内容 
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 はぎの里 サンビレッジ新生苑 アザレアンさなだ 同和園 壱番館 至誠ホームキートス 古江台ホール やすらぎの里（建替え） 

 の実践を経て、全室個室ユニット

化改修を実施した＞ 

望する方が増えていると感じてお

り、この先より増えると考えられる。

本施設では、時代のニーズにあわ

せることも必要であるとの方針から

個室化を行った 

え、大畑サテライトの建設と共用部

の改修による共同生活室（食堂）の

増設、2 人室の個室利用を進めケ

アのグループ化を行った 

【開設の経緯と配慮点】 

・開設時（2000 年）には、100 床の特

養の整備計画が条件とされ、公募

以前の計画から個室の一部を 4 床

室とし、増床する設計変更をした。

しかし、個室化は必須と考えていた

ため、一定の床数を他の場所に移

す等により、建物としての定員減に

よる個室化が可能な計画とし、居室

の間仕切りは石膏ボード等の簡易

なものとした 

い状況であったため、将来個室化

できるような設計として建設された。 

・開設当初よりグループリビングケア

を実施しており、多床室をアコーデ

ィオンカーテン・衝立で仕切り、個

室のように使用していた 

・経営的側面及び職員のモチベー

ションの側面から、全室個室化し、

ユニット型特養への改修を実施し

た 

しとなった 

②衛生管理面の改善 

・ユニット化し小集団とすることで感

染症が発生した場合でもユニット内

で感染を止められる等、衛生管理

が行いやすいと考えた 

③ケアの質と職員の意欲の向上 

・小集団として相互に相手を深く知る

ことでサービスの質が上がる。 

・個別ケアは職員の働く意欲の向上

につながる 

・先代の理事長の時代に、従来型多

床室 80 床にユニット型個室 20 床を

増床して、あわせて 100 床の整備

がなされていた 

・平成 17 年頃社会的にもユニット型

への移行の傾向にあった。国の示

しているユニット型の理念を知れば

知るほど取り組む意義があると思

い、平成 18 年１月理事長の交代を

機に、従来型多床室 80 床を改築

する計画を進めることとなった 

２）改修内容について 

 はぎの里 サンビレッジ新生苑 アザレアンさなだ 同和園 壱番館 至誠ホームキートス 古江台ホール やすらぎの里（建替え） 

居室・共用

部分（共同

生活室、食

堂、浴室、

職員室等）

の改修内容

について 

＜・多床室を個室に改修、個室に専

用便所及び洗面台を設置＞ 

＜・既存の居室を共同生活室に改

修、ユニット単位の個浴を設置、

いくつかに機械浴を導入（入居者

の 3 割が機械浴）＞ 

＜・ユニットの境界（廊下）に建具（引

戸）を設置＞ 

＜・もとの食堂を、家族の面会やイベ

ント等に活用するスペースに変更

＞ 

＜・もとの浴室があったところに、談

話スペースに変更＞ 

＜・多床室（4 床室）を上部が解放さ

れた間仕切り壁の設置により準個

室×2 室に改修＞ 

＜・扉新設、あわせて内装仕上げ改

修、アルミサッシ取替＞ 

＜・エアコン・換気扇は 1 箇所／室

＞ 

＜・居室を共同生活室に改修(2 階)

＞ 

＜・共同居間を改修しホールと一体

化（2 階）＞ 

＜・医務室、看護婦室を個室に改修

（2 階）＞ 

＜・トイレ改修（各階 3 箇所）＞ 

＜・個室化を行わなかった多床室

に、簡易な間仕切り（個室的な設

え）を設置＞ 

・2 床室を改修しないまま個室として

利用 

・廊下の一部を短期入所用の共同

生活室（キッチンの増設）に改修 

・寮母室を共同生活室（キッチンの

増設）に改修 

・理美容室・霊安室を共同生活室に

改修 

・家族等とのたまり場を共同生活室

に改修 

・大浴場を機械浴室に改修 

・機械浴室を従業員休憩室に改修 

・長期入所と短期入所の居室分けの

実施 

・横並びの4床室に上部が一部開放

された間仕切り設置と扉の設置によ

り、個室的２床室に改修 

・田の字型 4 床室を、廊下側の明か

り取りの障子窓設置と、居室出入口

扉の設置により個室的 4 床室に改

修 

・ユニット間の玄関扉と壁面の設置 

・事務スペースの一部を利用者スペ

ースに改修 

・共用トイレの増設 

・多床室のアコーディオンカーテン

や衝立を間仕切り壁に変更し個室

化 

・角の 2 床室は面積調整のため廊下

と居室の境界位置変更。洗面台の

増設、位置変更。出入口扉増設 

・リビングのステンレス製流しを、昇

降式洗面台とスロップシンクに改修 

（・個室化改修とは別に、継続的に

浴室改修を実施） 

○北館（すずらん） 

・共用部に居室を 9 室増設（31 室⇒

40 室） 

・共用トイレ増設 

・浴室、キッチン改修 

○本館 

・本館3階南側イベント利用スペース

＋3居室を10居室に改修（7室増設） 

・従来型多床室（4 人）⇒ユニット型

個室×2 室に改修 

・従来型多床室（2 人）⇒ユニット型

個室×2 室に改修 

・食堂の一部を個室×2 室、共用トイ

レに改修 

・共用トイレを居室、共用トイレに改

修 

・寮母室を改修しフロア単位の浴室、

キッチン、職員休憩室を設置 

・ユニット間の扉、アコーディオンカ

ーテンを設置 

・居室内トイレの設置と改修 

・個室化を行わなかった 1 階のショー

トステイの従来型多床室について

個人のスペース毎に木製の仕切り

壁を設置 

・改築のコンセプトは、長屋をイメー

ジして計画した。１ユニットを１つの

家族の生活として捉えている。 

・間取りや照明器具、壁紙等はユニ

ット毎に変えており、12 ユニットで

間取り、内装は異なる 

実施したか

ったが、実

施できなか

った改修内

容・理由 

・特になし ・特になし ・今後の長期計画として、サテライト

の建設、多床室の個室化、動線とな

る廊下と水周りを含めた共用部の中

庭への増設の計画がある 

・共同トイレをユニット毎に設置した

かったが面積的に取ることができな

かった 

・トイレは共用だが、各居室にある方

がより良かった 

・ユニットを超えて交流できるセミパ

ブリックスペースがあればより良かっ

た 

・全室個室化（ショートステイに多床

室が残った）ができなかった 

・全室への個室トイレの設置ができな

かった 

・配管、重量等から床を上げた浴室

となり、階段・リフトで昇降する形とな

った 

・共同生活室の窓が外部ではなく中

庭側となった 

・（コスト面から）外壁の断熱改修が

行えず、窓の断熱のみとなった。二

重床のフローリングとできず、カー

ペット・フローリングの直張りとなった 

・本館 2・3 階にハモニカ状の居室配

置が残った 

・低所得者対応として従来型多床室

を一部残す検討をしたが、床数が

少ないため、地域密着型となり、設

置主体の池田市に計画がなく、実

現できなかった 

・特になし 
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３）費用について 

 はぎの里 サンビレッジ新生苑 アザレアンさなだ 同和園 壱番館 至誠ホームキートス 古江台ホール やすらぎの里（建替え） 

改修に係る

費用 

・補助金：当時、特養の改修を対象と

した補助金はなかった 

・一部に南丹市の交付金を活用した 

・総工事費：約 21,737 万円（増築＋

改修） 

・補助金：約 6,700 万円（県単費） 

（＠約 160 万円×42 床） 

・廊下・職員室部分をリビングとして

改修した費用：約 800 万円 

・工事費：3,250 万円（税抜き） 

・設計料：250 万円（税抜き） 

・補助金：3,000 万円（先進的施設整

備費補助金（補助率 10 割、上限

3,000 万円）） 

・総事業費 3,000 千万円（全額自己

資金、一室あたり 33.3 万円） 

・補助金利用なし 

・総事業費：約 27,500 万円（ユニット

化改修＋ショートステイ改修、設計

監理費、アドバイザー委託料、什器

備品設備費、電機設計協力費含

む） 

・ユニット化改修総工事費：約 21,600

万円 

・ショートステイ改修総工事費：約

5,100 万円 

・大阪府介護基盤緊急整備等臨時

特例基金特別対策事業費補助金

大阪府補助金：9 千万円（従来型個

室⇒ユニット型個室：100 万円／

床、従来型多床室⇒ユニット型個

室：200 万円／床） 

・総事業費：約 12,4000 万円（補助金

約 28,000 万円（350 万円×80 床）

（既存２ユニットの改修、既存デイサ

ービスの改修等含む） 

・120 床のうち、補助対象は既存特

養分の 80 床のみであった。 

・改築 100 床のうち 20 床と、ピロティ

に増床した 20 床の合計 40 床は自

己資金で負担した 

・ピロティへの増床は約１億 5 千万円

かかった。そのうち、約 6 千万円は

自己資金で残りは借入 

・仮設居室 30 床の改修費用約 6 千

万円、新しい講堂の建設費用約 6

千万円も自己資金で負担した。 

・補助対象事業は２ヶ年事業であり、

補助の要件として、2010 年 9 月に

着工して 2011 年 3 月末までに、全

体事業の半分以上の出来高を達成

する必要があった。県監査事務局

からの指摘への対応に苦慮した。 

・工事の進捗は全体事業の1/4程度

であったため、事前に鉄骨やコンク

リート、建具等資材を発注すること

で対応したが、施工業者は相当苦

労したと思う 

改修前・改

修中・改修

後 の 居 住

費・介護報

酬について 

・改修工事中、4 期（3 ヶ月）毎に介

護保険の申請があったが、全ての

工事が終わってから、ユニット型個

室特養の居住費、介護報酬に切り

替えた（工事中は、従来型個室・多

床室特養として取り扱い） 

・職員配置の面からも、工事中に、

部分的にユニット型個室特養として

居住費及び介護報酬を得るメリット

はない 

・改修前：従来型多床室 

・改修中：該当なし 

・改修後：従来型個室の居住費、介

護報酬。一部、ユニット型準個室の

介護報酬、住居費は従来型個室 

・本体特養で、従来型多床室（2 床

室）をサテライトへの入居者の移転

により従来型個室として利用してい

る 

・改修前・改修中は、従来型多床室

の居住費・介護報酬だったが、改修

後は従来型個室となった 

・ユニット型個室の地域密着型特養

「大畑サテライト」へ移動した際はユ

ニット型個室の居住費・介護報酬と

なった 

・改修中：従来型多床室 

・改修後：介護報酬の準ユニットケア

加算 12 単位が増収。個室的しつら

えの多床室にしたことによる居住費

の増額部分は、移行期として法人

負担している。入居者負担は従来

型多床室の時と同様に据え置きとし

ている 

・改修工事実施中、入居者は日中の

み敷地内の他施設（講堂）に移動し

たが、工事中の介護報酬の変更は

なし 

・改修中は変更なし 

・改修後にユニット型個室の居住費・

介護報酬の適用を受けた。 

・ただし、改修完了時点で入所して

いた入居者は、ユニット型準個室の

居住費としている（現在も継続） 

・改修前：（本館）従来型多床室、従

来型個室、（北館）ユニット型個室 

・改修中：工事中は移動後の居室が

ユニット型個室であっても従前の居

室と同額、一時的に従来型多床室

に移転する場合等は低い方の金額 

・改修後：ユニット型個室 

・改修前：従来型多床室特養、ユニ

ット型個室特養 

・改修中：該当なし 

・改修後：ユニット型個室特養 

 

多床室から

個室への転

換に伴う居

住費の上昇

について、

利用者・家

族に対する

説 明 の 仕

方、同意の

得方等 

・改修前からグループケアを実践し

ており、職員の配置も基準より多か

った。こうした取り組みを入居者や

家族の方は知っていたので、ユニッ

ト化・個室化への反対や、改修に

伴う費用負担の増加に対する抵抗

は、ほとんどなかった 

・また、サービスが良くなること（排泄

のケアが変わること、入浴の待ち時

間解消、スタッフも増える）を説明し

て理解を得た 

・居住費等について、9 割以上が認

知症の方なので、主に家族に対し

て、類型別の概ねの金額を説明

し、希望を確認。空床が発生した場

合は、将来の移室候補者のバラン

スを見ながら順次入所を進めた 

・従来型多床室、従来型個室、ユニ

ット型準個室、ユニット型個室等、

同一施設内に選択肢を設けたた

め、施設を退所する方はいなかっ

た 

・改修以前から、大規模修繕の補助

金を活用して様々な改修を行い、

より良い住環境を目指してきた。ま

た一部で個室化＋グループケアも

行っていた。これらの実績があった

ため、改修に伴う費用負担の増加

に対する抵抗はなかった 

・ユニット型個室の地域密着型特養

「大畑サテライト」へは、費用負担が

できる人が移動した 

・大畑サテライトは、「高齢者の住ま

い」を意識して計画しており、設計

者が家族に設計意図を含めて計画

を説明し理解を得た 

・介護費用の利用者負担が上昇す

る数名には個別でトータル費用の

増額について説明した 

・大半の入居者は、高額介護費用の

負担限度額の上限にあたっており

利用者負担の上昇はなかった 

・費用負担が可能な入居者の一部

は、弐番館（新館）のユニット型個

室特養に移動した 

・改修により同和園から他の施設等

に移転した入居者はない 

・改修工事の 5 か月前から、家族懇

談会、個別、電話、資料送付等で

説明 

・入居者及び家族に対し、従前から

グループケアを実施してきたこと、

ユニット型施設に移行すると料金が

変更となることを説明した 

・負担が厳しい場合は、同法人の別

施設（従来型特養）に移転可能な

選択肢を提示した。法人のケアの

考え方は共通しており、同じ法人だ

からできたことである 

・居住費負担増により、結果的に7名

（うち5名は生活保護、2名は第3段

階）が同法人の別施設に移転した 

・当時、生活保護受給者はユニット

型への入居が認められていなかっ

たため移転となった。（現在は生活

保護受給者でもユニット型入居可） 

・改修当時、第 4 段階は 14～15 人程

度だった。第 1～3 段階の費用負担

は大きく変わらないと説明し、入居

者と家族に了承を得た 

・第 3 段階で費用負担が上がること

が苦しい 10 人程度には社会福祉

法人の減免を適用し費用負担を軽

減した 

・当時の説明会で、利用者・家族か

らは、個人の尊厳が保たれた、きち

んとしたケアをしてもらえるのか、と

いう声はあったが、金額に対する反

対意見はなかった 

・本施設では、多床室から完全にユ

ニット型個室に転換したため、利用

者は選択の余地がなかった。特に

反対意見がなかっただけで、利用

者としては、金額は少しでも安い方

がよいと思っているだろう 

・年間数人ではあるが、ユニット型個

室の費用が払えないため、多床室

に移りたいという要望はあり、その

際は多床室を案内している 

・またグループホームの費用が高く、

特養に移転してくる方もおられる。

セーフティネットとして特養は必要と

されている 
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４）各種法規等に関わる留意点 

 はぎの里 サンビレッジ新生苑 アザレアンさなだ 同和園 壱番館 至誠ホームキートス 古江台ホール やすらぎの里（建替え） 

建築基準法

における建

築確認申請

の有無 

＜・増築の確認申請手続きを実施＞ 

＜・既存建築物への遡及適用が生じ

ないよう配慮した＞ 

＜・増築部分は確認申請手続きを実

施＞ 

＜・改修部分の申請手続きはなかっ

た＞ 

・不要 ・不要 ・確認申請不要な改修（模様替え）

のため、立川市との協議は特にな

かった 

・不要 ＜・建築確認申請は、全体計画を１

度の申請で行った＞ 

＜・工事段階毎順次完成した施設を

利用していくため、仮使用承認申

請で対応した＞ 

＜・工期を分けて工事したため、１期

工事での改善点や要望等を２期

工事に反映することができた点が

よかった＞ 

＜・講堂の仮設居室は、建築基準法

上も利用期限を定めた「仮設」とし

て扱われたため、設備等の緩和を

受けることができた＞ 

改修中の避

難計画への

対応 

（建築基準

法及び消防

法） 

＜・行政、消防と協議した結果、仮

使用承認ではなく、工事中の安全

計画届出（建基法第 90 条の 3）を

行った＞ 

＜・入居者と工事業者の動線が交差

しないよう、安全計画を作成した。

工事部分と仮使用部分を明確に

区画した（共用廊下をボードで塞

いだ）＞ 

＜・消防法上の指導はなかったが、

工事期間中においても、非常時の

対応措置として避難ルートの確保

及び現状の消防設備の継続がな

されるよう配慮した＞ 

・特になし ・特になし ・住みながら改修（日中はリビングで

過ごす等の対応）のため、避難計

画等の対応は求められていなかっ

た 

・特になし ・既存施設を利用しながらの工事の

ため、入居者の居場所の確保を優

先して、試行錯誤しながら、理想的

なローリング計画を作成するのに苦

慮した 

・また、既存建物に近接して新しい

棟を建設したため、施工業者は相

当苦労したと思う 

施設の設置

基準上、改

修中でも確

保しておく

必要がある

と指導され

た事項 

・特になし ・特になし ・特になし ・特になし ・特になし ・特になし ・特になし 

＜講堂を利用した仮設居室は、仮

設扱いとなっており、工事期間中に

おいても特養の施設整備基準を満

たすようにという指導はなかった＞ 

その他、改

修にあたっ

て法規等に

関わる留意

点 

＜・福祉のまちづくり条例に対応す

るよう、改修予定エリア以外にある

デイサービスセンターの特に問題

のない便所を改修するよう（トイレ

内のパーティション撤去）、指導が

あった＞ 

（建設当時に同条例がなかったた

め） 

・事前に県と改修に係る協議を行っ

ていたため、対応が難しい行政指

導等はなく、問題はなかった 

＜・工期が 1 年以上など長期にわた

る工事であれば指導があるが、1～

2 週間程度の改修工事であったた

め、特別な指導はなかった＞ 

＜・耐震性は問題ない。（阪神大震

災後、耐震診断を実施したが、問

題なかった。）＞ 

・特になし ・消防から内玄関を設置しても既存

の誘導灯が見えるようにとの指導が

あり、ユニット玄関の上部を空ける

設計とした（今考えると、新しい誘導

灯を設置する方法もあったと思う） 

・開設当初（2000 年）と消防署の指

導方針が変わり、空間を区切るた

めのパーティションやラティス等が

倒れると危険と判断され、構造物に

変更するよう指導された 

・消防法の改正により、エレベーター

の竪穴区画が既存不適格の扱いと

なった。次の大規模修繕で対応す

ることとなっている 

・煙感知器を増設した 

・全体計画及び各フロアの改修計画

については、都度、大阪府より、全う

すべき制約についての指導及び確

認を受けた 

＜・「居室は、当該ユニットの共同生

活室に近接して一体的に設けるこ

と」の基準については、廊下の端に

ベンチ等を置いた入所者のための

スペースを、共同生活室の一部とし

て認めてもらうことで、基準を満たし

ていると思われる＞ 

○ピロティへの増床について 

＜・将来の増床にあたり、上部に増

築する案も考えたが、増床の許可

が下りる時期が未定の中で、構造

基準への適合を考えて、建物の

下（ピロティ）に予めスペースを確

保しておく計画とした＞ 

・姶良市の第 5 期介護保険事業計

画の中で認められていたため、増

床することは可能であった。また特

養の待機者リストがあり、地域の需

要はあったため、許可が下りる時期

は未定であったが、将来の増床を

見越して計画することができた 

・コスト的にも、一番費用がかかる柱

や屋根等躯体は既にあるので、予

め外壁・床、設備等の工事費の試

算をすることができた 
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５）工事中等に苦労した点、配慮した点 

 はぎの里 サンビレッジ新生苑 アザレアンさなだ 同和園 壱番館 至誠ホームキートス 古江台ホール やすらぎの里（建替え） 

改修にあた

っての、注

意点・配慮

点・苦労し

た点 

＜・既存建物に制約がある中で、個

室便所の配管の取り回し等、ユニ

ット型個室への改修に必要な内容

を盛り込むことに苦慮した＞ 

＜・既存建物（旧耐震）と増築建物

（新耐震）を EXP－J でつなぐこと

に関して、建築指導部局との協議

に苦慮した＞ 

・特になし ・田の字型の 4 床室のカーテンを扉

とすることは構造上できず、パネル

ドアに替えた（当時の京都府の担

当者がパネルドアをドアとして認め

た） 

・工事手順と工事期間中の入居者の

居場所の確保 

・電気配線等の工事中に、エアコン

が使用できなくなるため、室温管理

に配慮し、7～8 月の工事期間は臨

時のエアコンを設置した 

・食堂スペースの確保のため、一時

期、廊下部分にテーブルと椅子を

置いて食事スペースを確保した 

・2011年は東日本大震災の影響で、

エレベーターやエアコン等電気関

係の設備機器が納入されない時期

があった。2012 年の夏は本設のエ

アコンが間にあわず、仮設のものを

取り付けてしのいだ 

工事期間中

の入居者配

慮・効果 

＜・上階にケアハウス（居つき）があ

るため、騒音・振動が発生する工

事は、できる限りまとめて実施し

た。日時を決めて、予め周知を行

った＞ 

＜・居つき工事のため、できる限り金

属切断等音の出る工事を少なく

し、ボード・クロス貼りで対応する

計画とした＞ 

＜・日常の運営ルートを確保するた

め、工事は入居者が部屋にいな

いことが多い朝・日中に限定して

行った。施工者と運営者間で十分

な工事スケジュールの調整が必要

だった＞ 

・特になし － ・間仕切り壁設置のみの部屋（居室

1,2,3,9,10）は、入居者が日中リビン

グで過ごしている間に工事を行っ

た（騒音振動が少なく、短時間で施

工可能だった） 

・角の 2 床室（居室 7,8）は、工事期

間が 10 日程度かかり、同施設内の

短期入所用ベッドを活用した。 

・給排水管の関係から、各階の同位

置のユニット毎に工事を実施した 

・入居者の食事の前後は騒音と噴煙

の規制をした 

・講堂を仮設居室として改修し、工

事期間中の入居者の居場所として

確保した 

・仮設居室には、風呂・食堂は整備

しておらず、仮設居室と同時に整

備した渡り廊下で、デイサービス棟

及び本館棟へ入居者を移動しなが

ら、居つきで工事を行った 

・冬場の寒い時期、渡り廊下で入居

者を移動する際は、入居者を毛布

で包んで移動した 

・渡り廊下の設置により、施設を稼動

しつつ、入居者を移転させることな

く、改築（建替え）を行うことが可能

となった 

６）改修による効果 

 はぎの里 サンビレッジ新生苑 アザレアンさなだ 同和園 壱番館 至誠ホームキートス 古江台ホール やすらぎの里（建替え） 

入居者・ 

家族による

評価 

・風呂、トイレの待ち時間等の課題が

改善された 

・家族が長く滞在できるようになった

また訪問回数も増えた 

・職員が入居者との関係を築くことが

できており、認知症の方の症状が

安定した 

・ユニット化したことにより、認知症の

ある入居者の方は自分の室認識が

しやすくなった 

・多床室では、入所者同士気があわ

ないなどもあったが、個室では気兼

ねなく過ごすことができているようだ 

・ユニット型特養「大畑サテライト」で

は、家族の面会が増えた 

・大畑サテライトは、居室面積が広い

こともあり、毎週泊まりに来る家族も

いた。前庭にパラソルを立て外で昼

食を取る等生活を楽しむ家族の姿

もあった 

・ユニットに玄関扉を設置したこと

で、ユニット内の空間が落ち着いた

と家族に言われた 

・以前から居室間の空いている場所

には双方からたんすを置き居室間

の移動はできないようにしていたた

め、住まい方そのものは変化がな

いが、居室が壁で区切られたこと、

扉ができたことで入居者の安心感

が増した 

・入居者・家族からの評価は特に聞

いていない 

（・改修前のアコーディオンカーテン

の仕切りは光漏れがあったが、入

居者・家族からのクレームはなかっ

た） 

・角部屋の人で一部「気兼ねなく過

ごせるようになった」という意見あり

があった 

・看取りの際、付き添いの家族にとっ

て、光や話し声の漏れがなくなった

のが良かった（職員の意見） 

・全室個室となり、家族が他の入居

者に気兼ねなく過ごせるようになっ

た。家族の滞在時間が長くなり、家

族の施設行事の参加も増えた 

・看取りに付き添う際も、居室内に家

族用のベッドを用意し、家族が過ご

す環境を整えられる。逝去後のお

別れ会やお見送りまで居室で行

え、看取りの内容が向上し、家族が

喜んでいる 

・限りなく家庭に近い環境で暮らすこ

とができ、個人の尊厳が守られる 

施設側とし

ての期待、

評価 

・ユニットで仕切られていること、また

個室に洗面台と便所があることによ

り、感染症予防の効果はある 

 

・改修計画立案の段階から職員が関

ったことから、ケアのしやすさ等職

員からの評価はよい 

・改修前は、1 箇所の食堂へ入所者

を移動させることが大変だったが、

ラウンジの増築や共同生活室への

改修により、グループケアが可能と

なり、職員の負担軽減が図られた 

・グループケアを実施することによ

り、以前の入居者を並ばせて食事

に行くような集団ケアからの脱却が

できた 

・床の改修により職員の移動時の音

の響きがなくなり落ち着いた様子と

なった。また、床材が柔らかくなっ

たことで職員の膝への負担が軽減

した 

・軽微な改修であり居室内での動き

は変わらないため、職員にとって、

変わったという意識がなかったよう

だ 

・改修後には、夏場の脱水、冬場の

インフルエンザ・肺炎・風邪が大幅

に減少した。インフルエンザが発生

した場合であっても感染ルートの把

握が容易でユニット内に感染を留

めることができている 

・ユニット型としたことで入居者と職員

の距離が近くなり、入居者の変化に

職員が気づきやすくなった。双方の

表情が良くなった。入居者との距離

が近いことで双方の関わりが持ちや

くなった 

・マンツーマンで個浴を利用する技

術を取得し、徐々に個浴利用を増

やした。1 人の介護職員が衣類の

着脱から入浴介助まで全てをする

ことで職員と入居者の距離が近くな

った。介護技術の向上により職員の

腰痛が減少した 

・一人一人に必要な介護を、まわり

に気兼ねすることなく実施でき、個

人の尊厳を最大限お守りすることが

できる 
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７）個室化改修を普及するために必要な点・他施設が個室化改修を実施する場合の注意点・配慮点 

 はぎの里 サンビレッジ新生苑 アザレアンさなだ 同和園 壱番館 至誠ホームキートス 古江台ホール やすらぎの里 

本施設での

改修の取り

組みにおい

て、参考と

なると考え

られる点 

＜・事業主がユニットケアの思想に

共感していることが大切である＞ 

＜・改修前の取り組み・段階的な取

り組みが重要である＞ 

＜・従来型多床室の時代に、基準を

上回る手厚い職員配置やグループ

ケアの取り組み等を行う段階を経

て、ユニット型個室特養への改修を

行っている。こうした段階を経ること

により、ユニット化・個室化改修に対

する入居者・家族の理解を得やす

かった＞ 

＜・また職員もユニットケアに対する

理解が進んだ状態で、ユニット型

個室特養への移行を図ることがで

きた＞ 

・入所者にとって生活しやすい場所

は、職員にとってもケアがしやす

い。本施設では、改修計画立案の

際、職員にも参加してもらい、現場

の声を改修に反映できるようにし

て、喜びも責任も職員と共有するこ

とにしている 

 

・複数の食堂（共同生活室と呼称）を

整備し、おおまかなくくりで利用す

る食堂を決めることでグループケア

を実施している 

・食堂の利用は、入居者間の相性、

本人の希望等により他の場所を利

用することもできるようフレキシブル

に運用している 

・改修前からグループケアを実施し

ていたことから、準ユニットケア加算

の多床室への改修が入居者（家

族）及び職員にスムーズに受け入

れられた 

 

・施設建設時に、将来の完全個室化

を見越したプラン・設備であったこ

と 

・改修前からグループケアを実施し

ていたこと 

・ユニット型への移行により居住費負

担増が厳しい場合は、同法人の別

施設（従来型特養）に移転可能な

選択肢を用意できたこと。（ケアの

考え方は共通しており、同じ法人だ

から可能であった） 

・ユニット化改修を何のためにするの

かを法人の幹部がきちんと理解して

おくことが重要である 

・ユニット化することでよくなることを

現場職員にきちんと伝えること、現

場職員ができそう、より良くなると感

じられることが重要である 

・職員の教育を入れ物ができる前の

早い時期から系統立てて行うことが

必要である 

・そのため、開設予定の 1 年前からユ

ニットケアを勉強するプロジェクトを

立ち上げ検討を進めた。プロジェク

トは以下の 6 つ。①ケア内容（食事・

排泄・生活支援、家族への説明

等）、②入居者がいる中での改修を

進めるための居室移動の手順・説

明方法、③ケア情報の取り扱い方

法、④全体の集まりのあり方（全体・

個別、細分化方法等）、⑤職員への

教育方法、⑥物品管理の方法。 

・ユニットケアに精通した建築士に設

計を依頼することが重要である 

・当法人では個人の尊厳を最も大切

にしており、一番こだわった点とし

ては、排泄である。この点におい

て、尊厳が確保されていないため、

おむつやカーテンで仕切ること等

が行われていると思う 

・本施設では、個人の尊厳を確保す

るため、各個室にトイレを設置した 

・自らトイレで排泄するために、座位

を保てるよう機能訓練等を行ってい

る。入居者はおむつを外すだけで

表情が変わる 

・また各ユニットの７割強は、座位が

保てることにより特浴を利用せず入

浴することが可能である 

・特養の入所基準が要介護３以上に

なったが、個室のトイレを利用しな

い方が３割弱であり、設置したこと

による効果はあったと考えている 

改修等のた

めの資金、

居住費・ 

介護報酬に

係る課題 

＜・既存の従来型多床室特養は借

入金の返済が終了しているものが

多い。改修や建替えを行えば、イ

ニシャルコストの負担、定員減少

（収入減）、利用者負担の増加等

があり、収益が減少することから、

こうした施設が改修・建替えに取り

組むことはないと考えられる＞ 

＜・例えば、利用者負担（居住費、

介護報酬）が上昇しない、施設の

収益が下がらない（定員減や職員

増の分のお金が出る等）、財産処

分の制限期間中であっても建替

えを前倒しできる、等があればもし

かしたら普及は進むかもしれない

＞ 

＜・一方で、資金面での補助さえあ

れば普及が進むとは考えられな

い。介護に対する思いや理念を

入居者・家族、事業主・職員等全

ての方々が共有することが重要で

ある＞ 

・160 床・多床室のままの方が、経営

は安定していたかもしれないが、増

築やサテライト施設の整備費を賄う

ことはできなかっただろう 

・増築やサテライト型特養の整備によ

って、建設コストや人件費は掛かる

ことになるが、一方で、サテライト型

特養に他施設を併設して整備する

ことで、より多くの方に利用して頂

き、当法人のファンを増やしていく

等、多様な取り組みは、長期的に

見れば経営の安定につながると考

えている 

・増築やサテライト型特養の整備に

あたっての、インセンティブが働くよ

うメリットを打ち出していくことが必要

である。例えば、サテライト型特養

に併設施設を整備することで、法

人全体として利益を得られている

事例等を紹介するなど 

－ ・横並びの 4 人室は居室間をきちん

と天井まで壁で閉じると従来型個室

になるが、（当時の介護報酬では）

従来型個室は従来型多床室より介

護報酬が低いため、スピーカーが

居室間の壁の上部にあること等か

ら従来型 2 床室とした 

・壱番館では、個室ユニット型とほぼ

同様の設えで、個別ケアが行わ

れ、（居住費が減免されており）費

用負担が低く人気がある 

・改修した壱番館は単体では赤字で

ある。従来型の介護報酬＋準ユニ

ットケア加算の 12 単位ではグルー

プケアを行うための人件費は賄え

ない 

・ユニット型改修のネックは、居住費

負担を入居者からどのように取るか

である。実際には払える人がいない

ため改修は進まない 

・介護報酬は人員配置にあわせて

欲しい 

－ ＜・暮らす側からは 4 床室よりも個室

が良いというのは共通の思い＞ 

＜・改修が進まないのは土地、費用

等の問題もあるが、個室に転換する

経営的メリットがないことが最も大き

な理由と思われる。施設間競争が

あればより良い施設とする競争も発

生するが、入りたい人の方が多い中

では競争もない＞ 

 

・姶良市では、平成 17 年度以降、増

床に対する支援はなくなっていた

ため、平成 26 年にピロティ部分に

20 床増床した費用は自己資金で

負担した。市からは、補助金は交

付できないが、増床の許可を下ろ

すことでよいかという条件だった 

・本体の改築（建替え）費用は、約 10

億弱で想定より安く抑えることがで

きたため、既存の２ユニットの改修

や、デイサービスの改修等を行うこ

とができた。デイサービスはきれい

になったことで、利用者も多く効果

はあった 

・社会福祉法人を運営したい方々も

いるかもしれないが、どの程度補助

金が交付されるかを考えた場合、

特に地方では財源がなく厳しい状

況にある 

・このような中、いきなり100床規模の

大きい施設を整備することは難しい

だろう。かといって30床程度の小規

模では採算があわない。50 床程度

の施設を２回に分けて整備するくら

いかもしれない 

・さらに、現在は人手不足が最大の

課題である。これはお金で解決で

きない問題であるため、難しい。意

欲的な事業主はいるが、人手とコス

ト面が課題である 
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 はぎの里 サンビレッジ新生苑 アザレアンさなだ 同和園 壱番館 至誠ホームキートス 古江台ホール やすらぎの里 

整備基準等

に係る課題 

＜・基準では『居室は、当該ユニット

の共同生活室に近接して一体的

に設けること』とされているが、特

養を住まいと捉えれば、多様な配

置があってよいはずである＞ 

＜・現状の居室配置で、何も問題は

起こっておらず、また、居室の位

置を入居者は把握できている状

況。現在は共同生活室まで3室以

内のルールが厳しくなりすぎてい

て、自由度がない＞ 

＜・基準にあわせると決まったユニッ

ト構成となってしまう。ケアに対す

る考え方など施設の事情に応じた

配置ができるよう、柔軟性のある

基準であるとよい＞ 

＜・多床室であっても、入居者・家族

にとって十分なユニットケア（幾つ

かの留保が伴うが）がなされている

ことが必須で、ユニットケアの思想

なしに、個室化だけを進めること

は、非常に危険である＞ 

・施設の事情にあわせて、また実態

に即して取り組めるような基準であ

るべきである 

・現状では、例えば、特養の入居者

が、同一建物内にあるデイサービ

スを利用する場合、特養側から直

接出入することは不可とされてお

り、デイサービス側の玄関から出入

するよう指導されている 

・またユニット単位、介護施設毎に、

事務室としての必要スペースを求

められ、兼用できない。職員の働き

やすさが考慮されていない 

・ユニットの独立性の捉え方が都道

府県で異なっていることは問題で

はないか 

・夜間は 2 つのユニットを 1 グループ

として介護しているのならば、完全

な独立性を求めるのではなく一定

のつながりはあるべきではないか 

・ユニットケアを定型の形でしか捉え

られない行政が多い。がんじがらめ

のハードに費用をかけるのではな

く、グループケアのソフト面を学ぶ

ことが必要である 

 

・既存の特養の有効利用を考えた場

合は、制度を大きく変えると時代に

よって違うものが作られることになる

ため、現在の特養の基準を大きく

変えることはしない方が良いと思う 

・ユニット内の入居者の通り抜けを認

めることは、入居者の暮らしを乱す

ことになるため賛成できない 

・職員の燃え尽きを防ぐための工夫

として正規職員は 1 フロア（3 ユニッ

ト）全体を見ることとしているため、

生活単位（10 人）と介護単位（30

人）が国の考えとあわない 

・北欧は職員数が多い中での個室

であるが、日本は職員数が少ない

ことから、何か問題がないと（ナース

コールで呼ばないと）声掛けの頻度

が少なくなりがちである。完全個室

は入居者にとって刺激が少なくなる

側面があるので注意が必要である 

＜・外山先生が提唱したユニットと現

在の制度上のユニットが違ってきて

いると感じる。制度上のユニットは独

立性を強く求めすぎており、ユニット

内で完結させることで、外に出て行

くことを阻害している面もある＞ 

＜・ユニットの 10 人の単位もフレキシ

ブルに変えられると良い＞ 

－ 

その他 ＜・ユニット型個室特養への改修で

は、増築する敷地の確保が重要。

特に都市部においては敷地を確

保することが難しいため、例えば、

居つきのままでの上部増築が可

能となれば、改修手法の選択肢

が増えることになるのではないか

＞ 

・特養への入所可能な介護度が要

介護 3 以上に上がったことで、不

要・あるいは見直しが必要となる基

準等は具体的には思いつかない。

ただ、施設の事情にあわせて取り

組めるよう、今より自由度のある基

準である方がよいとは思う 

－ － － ・（個室化改修以外の事項）浴室改

修のため補助金を利用したが、申

請関係書類を揃えるのが大変であ

る。もっと簡略化してほしい 

－ ○配置計画について 

＜・各ユニットの間取りは、住環境を

考慮してあえて雁行させている

が、経済性を考えれば、整形して

いる方がよかったかもしれない＞ 

＜・設計側としては苦労したが、出来

上がってみると、整然と並んでい

るユニットより、よかったと思う＞ 

・室内の空間は、それぞれのユニット

が見渡せないよう計画されている。 

・介護の面からは見渡せた方がよい

が、ユニットを「住まい」と捉えれ

ば、家らしいといえる 
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８）その他 
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 ・見学時の入居者の要介護度：平均

4.2 

・ユニット間の扉は、日常時は閉めて

ある 

・看取りに対するニーズは高く、ほと

んどの方が施設で看取りを行って

いる 

・生活単位・介護単位は、施設毎の

事情やケアに対する方針、入所者

の介護度等にあわせて変えることも

必要 

・日中は鍵をかけず、自由に出入り

できるようにしている。地域の方と一

緒に入居者の方もアクティビティを

楽しんでいる 

・多床室でもユニット型個室でも、入

居者の過ごし方は変わらないため、

ケアそのものは同じ。住まいとケア

の費用を分離して、ケアの質を評

価する制度としていくべき 

・多床室は居住費を支払えない方へ

の対応として、一定程度は必要。一

方で、低所得者の方にも、個室は

必要という考えから、「リハビリセンタ

ー白鳥」を開設している 

・長期入所は平均要介護度 4.5 

・新規入居者は、それぞれの事情

で、大畑サテライト、横尾サテライト

（新館）、アザレアンさなだ（本館、

従来型個室、多床室）を選択してい

る 

・家族により、費用負担の低さを選ぶ

のか、その人の生活を選ぶのかが

2 分している。苦労して生きてきた

高齢者が最後に多床室で暮らすの

はよくないことと思っており、将来的

には全てを個室にしたいと考えて

いる 

・居室面積が 10.65 ㎡程度の新館で

は、看取り時等に簡易ベッドにいる

家族に対し、職員がお尻を向けて

夜間のおむつ交換を行うことになり

少々狭いと感じた 

 

・ユニット人数としては、12 人が最も

ケアをしやすい。職員配置が 2：1

程度であっても16人のユニットでの

ケアは大変である 

・当法人は北欧から学び、職員の燃

え尽きを防ぐためにも、「1 フロアで

生活する」、「囲わない」という思想

のため、ユニット入口ドアは常時開

放している 

・入居者の平均要介護度：4.14 － 

  ○各居室へのトイレの設置について 

・トイレは各居室になくてもよい。人

手不足の状況にある中、掃除にも

手間がかかる。またトイレを設けるこ

とで、左麻痺・右麻痺への対応や

ベッドの配置等居室の使い方が固

定化されてしまう問題もあるだろう 

○各居室へのトイレの設置について 

・要介護 4・5 の場合は、ほぼポータ

ブルトイレを使用するため、トイレは

ポータブルトイレ置き場になってい

る 

○福祉用具の利用について 

・インカムを 130 台導入した。全員が

持つことにより導入のとまどいより便

利さが勝った 

・今後、ナースコールをコールがアイ

フォン等に転送され、画面をタッチ

すると室内の状況が画像で見られ

るものとすることを考えたい。職員

が不足する部分をインカムやカメラ

等で補うことで職員の不要な移動

が減る一方で、共有できる情報が

増えることになる 

・今の主流はノーリフト運動であり、

介護技術が進歩し、人を持ち上げ

るケアではなくなっている 

○福祉機器の利用について 

・ロボットやセンサー等は使いこなせ

ないため、導入していない 

・居室内のリフト導入を検討したが、

職員の「使い勝手が悪い」という意

見により導入を見送った。また、職

員の腰痛対策にスライディングシー

ト・スライディングボード等を用意し

たが使われず、結局、人手による移

乗を行っている 

・日中、ユニットに職員が1人となるこ

とがあり、人手が足りなくて応援依

頼をする場合に、ＰＨＳを活用して

いる 

・介護請求やケアプラン作成はソフト

を利用しているが、記録作成が手

書きとなっており、機械化できれば

良いと思う 

  

  ○ショートステイの混在 

・ショートステイのユニットでは、入居

者の入れ替わりが激しく、“少人数

の家庭的な雰囲気の中で生活でき

るなじみの関係構築”を実現するこ

とは難しいし、職員の負担も大きい 

・改修の場合、長期入所床の一定程

度はショートステイでの利用が可能

となれば、職員もケアがしやすく、

なじみの関係構築にも有効である。

まずは改修の場合に長期入所床を

ショートステイで活用するというイン

センティブを付加して、何年後かに

は一般の場合においてもそれが可

能となると事業者としてはありがた

い 

   ○ショートステイの減収 

・ショートステイを減少させる（最も減

少した時期は 16 床⇒2 床）ことで工

事中の入居者の居場所を確保し

た。そのため、長期利用、特養待機

の人を除き、他の施設を利用しても

らった。他の施設に移った人はすぐ

には戻ってこないため、改修前に 8

～9 割あった稼働率が改修直後は

6～7 割となり大きな減収だった。以

前の稼働率に戻るまでに 2 年程度

かかった 
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■ 建物概要                                          ■ 改修前・改修後の概要 

 改修前 改修後 
  ユニット型 従来型 

定員 
従来型特養 60 名（特養 60 名） 60 名 

（特養 50 名、短期入所 10 名） 
－ 

ユニット数 ４（グルーピング） ６ユニット（短期入所１ユニットを含む） － 
ユニット定員 15 名 8～12 名 － 
介護単位 （グルーピング） 8～12 名 － 

部屋数 
25 室 
（４床室：10 室、２床室：５室、個室：10 室） 

60 室 
（個室：60 室） 

－ 

改修のプロセス 従来型特養→同一敷地内に２ユニット分を増築（１期工事）→本体施設を３期に分けて個室・ユニット化改修 

改修のプロセスの
具体的な手順 

① 全体を４つに分けてグループケアを実践（食堂での食事もグループ単位） 
② 2006 年：全室個室ユニット化改修のプロジェクトを立ち上げ 
③ 2008 年３月：着工、工事は４期に分けて実施（各工期：約３ヶ月） 
④ 2009 年：竣工引渡し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開設年 1995 年３月 改修年 2008 年３月 

運営主体 社会福祉法人 日吉たには会 

所在地 京都府南丹市 

敷地面積 9,749 ㎡ 

建築面積・延床面積 3,935 ㎡（全体）・4,680 ㎡（うち改修部分：1,866 ㎡、増築部分：727 ㎡） 

建物階数・構造 
地上２階 
既存部分：RC 造、増築部分：S 造、SB 造 

改修の工期（増築含む） 2008 年３月～2009 年３月（12 ヶ月） 

改修の設計者 永野建築設計事務所 

手順上、最終工事時の約
１ヶ月間は６名分を２床室
として利用 

・１期工事では、中庭と外庭
に２ユニットを既存建物に連
結するように増築 

・増築部分に入居者を移室 
・ユニットごと３箇所、デイサ
ービス１箇所、合計４箇所
浴室を増築 

・既設建物の空いたスペースを順次、個室ユニット化（入居者は玉突き移動） 
・工事期間を通じて、入居者数 60 名は増減なしとなるよう計画 
・最終的には、６ユニット・各ユニット定員は８～12 名 

（２）個室化改修事例等の概要 

①はぎの里 
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■ 平面図（改修前） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改修前  

従来型多床室（４床室：10 室） 40 名 

従来型多床室（２床室：5 室） 10 名 

従来型個室（10 室） 10 名 

合計 60 名 

 

12 人グループ 

18 人グループ 

12 人グループ 

18 人グループ 

凡例 
従来型多床室（４床室） 
従来型多床室（２床室） 
従来型個室 
介護単位 
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■ 平面図（改修後） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ユニットごと３箇所、デイサ
ービス１箇所、合計４箇所
浴室を増築 

改修前：浴室→改修後：医務室・看護師室、
談話コーナーに改修 

改修前：食堂→改修後：面会やイベント
スペースに改修 

短期入所 10 名 

 

 
楓共同生活室 

 

 

 
ユニット境界（共用廊下）の建具 

中庭から増築棟を望む 

改修後  

ユニット型個室（60 室） 60 名 

合計 60 名 

 

 
花水木共同生活室  

 
共用廊下 

凡例 
浴室を増築 
その他主な改修 
介護単位 
未改修部分 
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建物概要                                     ■ 改修前・改修後の概要 
 改修前 改修後 
  ユニット型 従来型 

定員 
ユニット型特養 15 名（特養 15 名） 
従来型特養１51 名（特養 145 名、短期入所
6 名） 

ユニット型特養 66 名 
（地域密着型サテライト、ユニッ
ト型準個室含む） 

従来型特養 113 名 
（特養94名、短期入所19名） 

ユニット数 2（ばら棟 3 階のみ） 
7（ばら棟 3 階、増築棟、地域密着型サテライト、チューリップ棟の
一部） 

ユニット定員 7～8 名 7～12 名 

生活単位 4～40 名 4～20 名 

介護単位 9～20 名 9～20 名 

部屋数 
75 室 
（4 床室：29 室、3 床室：2 室、個室：44 室） 

129 室 
（4 床室：16 室、2 床室：2 室、個室 111 室） 

改修のプロセス 従来型特養→自由契約制特養開設→サテライト型特養開設→ユニット型特養増設、多床室の一部を個室化 

改修のプロセスの
具体的な手順 

① 1993 年：地域密着型サテライト特養開設（21 床） 
② 2007 年：ユニット型個室 18 床増築 
③ 2007 年：既存棟の一部の 4 床室を個室 2 部屋に改修 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開設年 

1976（昭和 51）年 4 月： 
当初開設 
1993（平成 5）年 12 月： 
自由契約制特養開設 

改修年 

2006（平成 18）年 4 月： 
地域密着型サテライト特養開設 
2006（平成 18）年 12 月： 
同一敷地内にユニット型特養増築 
2007（平成 19）年 4 月： 
本体の準個室化改修 

運営主体 社会福祉法人 新生会 

所在地 岐阜県揖斐郡池田町 

敷地面積 9,383 ㎡ 

建築面積・延床面積 建築面積：4,002.87 ㎡、延床面積：6,883.08 ㎡ 

建物階数・構造 地上 2 階建一部 3 階建、RC 造 

改修の工期（増築含む） 2007（平成 18）年 10 月～2008（平成 19）年３月（6 ヶ月増築含む） 

改修の設計者 西井都市建築設計事務所 

増築棟 
コスモス棟 

1993（平成 5）年 12 月開設 
当初は自由契約制特養 
現在は従来型個室 15 室（2F）、 
ユニット型個室 15 室(3Ｆ)、計 30 室 

1987（昭和 62）年 4月新築（増築） 
2003（平成 15）年 4月改修 
1F：デイサービス 
2F：特養・短期入所 
（従来型多床室 4室、従来型個室 14 室） 

1976（昭和 51）年 4月開設 
2007（平成 19）年 4月改修 
チューリップ棟(1 階部分）：従来型多床室 2 室、
従来型個室 8室、ユニット型準個室 12 室 

1976（昭和 51）年 4月開設 
2007（平成 19）年 4月改修 
カトレア棟(2 階部分）： 
従来型多床室 12 室、従来型個室 8室 

2007（平成 19）年 4月新築（増築） 
ユニット型個室 18 室(9 名×2) 

サンビレッジ大垣（地域密着型サテライト） 
2006（平成 18）年 4月開設 
ユニット型個室 21 室（9名+12 名） 

コスモス棟とカトレア棟をつなぐ廊下 

②サンビレッジ新生苑 
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チューリップ棟（1階）改修後 

チューリップ棟（1階）改修前 

共用居間（改修前：従来型多床室（4床室）） 

ラウンジ（増築） 

ユニット玄関 

ユニット（ユニット型準個室 12 名） 

ラウンジ（増築） 

改修個室 

入口を広げ、 
ドアを 2枚に 

間仕切り壁上部は 
隙間がある 
空調は2部屋に1つ 

ケアの単位＝生活の単位 

凡例 
従来型個室 
ユニット型準個室 

従来型個室 8名 
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カトレア棟（2階）改修前 

カトレア棟（２階）改修後 

外 観 

ラウンジ（増築） 

共用居間（改修） 

ケアの単位 

4 床室入口 

4 床室（パーティションあり） 

凡例 
従来型多床室（4 床室） 
従来型個室 

ケアの単位 
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■ 建物概要                                         ■ 改修前・改修後の概要 

 改修前 改修後 
  ユニット型 従来型 

定員 

ユニット型特養 10 名 
従来型特養 60 名（特養 40 名＋短期入所 20
名） 

ユニット型特養：10 名、12 名
（地域密着型サテライト：特養
10 名、短期入所 2 名） 

従来型特養：52 名（特養 30
名＋短期入所 22 名） 

ユニット数・定員 10 名×1、29 名×1、31 名×1 10 名×4、12 名×1、22 名×1（短期入所） 

生活単位・ 
介護単位 

10 名、29 名、31 名 
10 名×4、12 名×1（地域密着型サテライト）、22 名（短期入
所） 

部屋数 40 室（4 床室：5 室、2 床室：15 室、個室：20 室） 50 室（4 床室：7 室、2 床室：3 室、個室：40 室） 

改修のプロセス 
従来型特養→新館（短期入所棟）増築→地域密着型サテライト特養を開設し、一部の入居者が移転 
→本館改修・従来型多床室（２床室）の１名利用 

改修のプロセスの
具体的な手順 

① 1997 年：新館増築 
② 2005 年：地域密着型サテライト特養（12 名のうち短期入所 2 名）を開設⇒希望者は地域密着型サテライト特

養への移転 
③ 2006 年：本館の改修工事実施（廊下・職員室部分のリビングへの改修、食堂分散とキッチン増設） 

従来型多床室（２床室）8 室を１名利用（従来型個室）へ変更（居室の改修工事はなし） 
④ 2014 年：厨房等の増築 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

従来型多床室（4 床室：5 室） 20 名 

従来型多床室（2 床室：15 室） 30 名 

従来型個室（10 室） 10 名 

合計 60 名 

従来型多床室（4 床室：7 室） 28 名 

従来型多床室（2 床室：3 室） 6 名 

従来型個室（18 室） 18 名 

ユニット型個室(10 室) 10 名 

ユニット型個室 

(地域密着型サテライト)(12 室) 
12 名 

合計 74 名 

従来型多床室（4 床室：7 室） 28 名 

従来型多床室（2 床室：11 室） 22 名 

従来型個室（10 室） 10 名 

ユニット型個室(短期入所棟) 10 名 

合計 70 名 

開設年 
1993（平成 5）年 4 月 
1997（平成 9）年：新館増築 

改修年 

2005（平成 17）年： 
地域密着型サテライト特養開設 
2006（平成 18）年： 
本館共用部等の改修 

2014（平成 26）年：厨房の増設等 

運営主体 社会福祉法人 恵仁福祉協会 

所在地 長野県上田市 

敷地面積 15,240.88 ㎡ 

建築面積、延床面積 ―、3,181.03 ㎡ 

建物階数、構造 地上１階、木造（準耐火） 

改修の工期（増築含む） － 

改修の設計者 良建築設計事務所 

開設時（1993 年） 改修前（2005 年時点） 改修後（2006 年時点） 

従来型多床室（２床室）→個室利用（改修なし） 廊下→短期入所用食堂 理美容室等→食堂 

寮母室→食堂 

浴室廻り改修 

特養の食堂をデイサービスの食堂、
機能回復訓練室等として利用 

1997 年短期入所棟（ユニット
型個室 10 室）として増築 

たまり場→
食堂 

  

 

食堂 新館：ユニット型特養 
（ユニット型個室）10 室 

凡例 

 生活・介護単位 

 増築・改修部分 

 食堂 

従来型多床室（４床室） 
従来型多床室（２床室） 
従来型個室 

ユニット型個室 

③アザレアンさなだ 
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寮母室を食堂に 

改修 
従来型多床室（２床室）の１名利用による個室化 

従来型多床室（４床室） 

新館共同生活室 新館ユニット型個室 

食堂として改修 

（現在は介護職員の不足

により閉鎖） 
理美容室と霊安室を 

食堂に改修 

廊下を短期入所用食堂へ改修 

デイサービス 
・改修前の特養の食堂を

デイサービスの食堂機能

回復訓練室等として利用 

 

外観 

新館を短期入所棟として増築（1997 年） 

改修時にユニット型個室 10 室に変更 

間仕切り壁のある 

従来型多床室（４床室） 

食堂 

食堂 

食堂 

2014 年厨房の増設及び旧厨
房のデイサービス事務所へ
の改修 

浴室の改修 

食堂 

凡例 

     生活・介護単位 

     増築・改修部分 

     食堂 

 
従来型多床室（４床室） 
従来型多床室（２床室） 
従来型個室 
ユニット型個室 
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■ 建物概要                                           ■ 改修前・改修後の概要 

 改修前 改修後 

  ユニット型 従来型 

定員 
従来型特養 100 名 
（多床室：96 名、個室：4 名） 

－ 従来型特養 100 名（準ユニットケア加算） 
（多床室：96 名、個室：4 名） 

ユニット数 8（グルーピング） － 8 ユニット 
ユニット定員 16 名×2、14 名×2、12 名×2、8 名×2 

日中の介護単位は同上 
夜勤（16名＋14名）×2、（12名＋8名）×2 

－ 
16 名×2、14 名×2、12 名×2、8 名×2 
日中の介護単位は同上 
夜勤（16名＋14名）×2、（12名＋8名）×2 

介護単位 

部屋数 
28 室 
（４床室：24 室、個室：4 室） 

－ 44 室 
（４床室：8 室、２床室：32 室、個室：４室） 

改修のプロセス 
増築等はなし 
日中のみ工事を実施（入居者は日中のみ敷地内の他施設（講堂）に移動） 

改修のプロセス
の具体的な手順 

① 2009 年 7 月計画・設計⇒2010 年 10 月入居者（家族）への説明⇒同年 11 月～工事 
② 家族には、工事手順等について文書を出し、面会時等に順次説明を実施。説明は入居者が不安にならないよ

うにするための工事期間中の対応方法が中心。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開設年 2000（平成 12）年 改修年 2010（平成 22）年 11 月 

運営主体 社会福祉法人 同和園 

所在地 京都府京都市 

敷地面積 19,922.57 ㎡（施設全体） 

建築面積・延床面積 延べ床面積 6,932.85 ㎡ 

建物階数・構造 地上 3 階、地下 1 階（特養 1.2 階、養護 3 階）、RC 造 

改修の工期（増築含む） 2010（平成 22）年 11 月～2011（平成 23）年 2 月（4 ヶ月） 

改修の設計者 株式会社中村設計 

田の字型の従来型多床室(４床室）の 
中廊下部分（既存） 

出入口部に扉をつけるための 
柱の設置（工事中） 

出入口部に扉をつけるため

の壁の設置（工事中） 

明かり取りの障子窓をつける窓枠 
の設置（工事中） 

従来型多床室(４床室)の 

出入口部分（既存） 

田の字型の従来型多床室(４床室） 

の並ぶ廊下（既存） 

改修前（1,2 階） 

凡例 
従来型多床室（４床室） 
従来型多床室（２床室） 
従来型個室 

改修前の 
従来型多床室
(４床室） 

出入口扉の設置 

 居室間に間仕切壁を
設置 

個人スペースの出入口部に 
パネルドアを設置 

改修前の田の字型の従来型
多床室(４床室） 

④同和園 壱番館 
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ユニット内に事務スペースを設置 

事務スペースを縮小し利用者スペースを創設 

壁面の増設及びユニット玄関の設置、食堂の改修により共同生活室を創設 
 
改修前：カーテン→間仕切り（上部開放）を設置 

田の字型従来型多床室(４床室）に明かり取りとなる障子窓の設置 

 

改修前：カーテン→間仕切り（上部開放）を設置 
田の字型の従来型多床室(４床室） 

ユニットを区切る壁面とユニット玄関を設置 

光庭 光庭 光庭 

弐番館へ 

便所を増設 

ユニット玄関の設置 
・ユニット内の床の貼替え(既存床材を撤去する 
ことなく新たな床材に貼替） 
（手前は既存の状況） 

 

改修後（1,2 階） 

凡例 
 生活・介護単位 
従来型多床室（４床室） 
従来型多床室（２床室） 
従来型個室 

 ユニットを区切る壁面と 

ユニット玄関設置 

２室間に間仕切壁を設置 
（４床室→２床室） 



 

 



Ⅰ-2-41～42 

■ 建物概要                                          ■ 改修前・改修後の概要 

 改修前 改修後 
  ユニット型 従来型 

定員 
従来型特養 90 名 
（特養 70 名、短期入所 20 名） 

90 名 
（特養 70 名、短期入所 20 名） 

－ 

ユニット数 9（グループ） 9 ユニット（短期入所は専用ユニット） － 
ユニット定員 10 名 10 名 － 
介護単位 （グループ） 30 名（１フロア） － 

部屋数 
54 室 
（3 床室：9 室、2 床室：18 室、個室：27 室） 

90 室 
（個室 90 室） 

－ 

改修のプロセス 
・増築等はなし 
・住みながら改修（日中はリビング等で過ごす等の対応）を実施 

改修のプロセスの
具体的な手順 

① 当初設計より、将来の完全個室化を見越した仕様となっていた 
② 2000 年開設当初からグループリビングケアを実施 
③ 2010 年 9 月、家族懇談会にて多床室から個室への転換に伴う居住費の上昇について説明 
④ 2010 年 11 月、入札 
⑤ 2011 年 2～3 月、工事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グループＡ ユニットＡ

改修前（２～４階同プラン） 

 
・１グループ 10 名のグループリビ
ングケアを実施 

・１フロア３グループ、２～４階
の３フロアで計９グループ 

・生活単位は 10 名、 
介護単位は 30 名 

・夜勤は１フロアに職員１名 

グループＣ グループＢ 
ユニットＣ 

ユニットＢ 

開設年 2000 年 改修年 2011 年 

運営主体 社会福祉法人 至誠学舎立川 

所在地 東京都立川市 

敷地面積 2,765.50 ㎡ 

建築面積・延床面積 1,310.69 ㎡・5,427.28 ㎡（改修による面積増減なし） 

建物階数・構造 地上４階地下１階・RC 造 

改修の工期（増築含む） 2011 年 2～3 月の 2 ヶ月 

改修の設計者 ― 

 

改修前  

従来型多床室（３床室：9 室） 27 名 

従来型多床室（２床室：18 室） 36 名 

従来型個室（27 室） 27 名 

合計 90 名 

 

凡例 
従来型多床室（３床室） 
従来型多床室（２床室） 
従来型個室 改修後  

ユニット型個室（90 室） 90 名 

合計 90 名 

 

凡例 
ユニット型個室 

改修後（２～４階同プラン） 

 
・１フロア３ユニット、２～４階

の３フロアで計９ユニット 
・生活単位は１ユニット 10 名、 

介護単位は１フロア 30 名 
・夜勤は１フロアに職員２名 

介護単位 

⑤至誠ホームキートス 
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■ 平面図（改修後） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改修後の間仕切り壁 

・入居者が日中リビングで 

過ごす間に設置 

昇降式洗面台 

・従前のステンレス流しを昇降式洗面台とスロップシンクに改修 

凡例 
個室化改修（間仕切り変更） 
個室化改修（その他の改修） 
継続的に行っている浴室改修 

共同生活室（写真は施設ＨＰより） 

個室入口 

・改修時に面積調整を行った 

個室入口 

・改修により扉増設 個室 

共用トイレ 

共用トイレ入り口下部（３枚引き戸） 
浴室 

・個室化改修とは別時期にリフター設置 

ユニット玄関 

・通常開放している 

改修前のアコーディオン 

カーテンによる間仕切りの

様子 

（共用部に残っていたもの） 

ユニット玄関前の 

セミパブリックスペース 

個室内洗面 

・改修により１ヶ所増設、１ヶ所位置変更 

（改修前） 

角の２床室の従前プラン（全ユニット共通） 

・間仕切り位置の変更により、2個室となるよう

面積調整 

・この 2床室のみ、扉と洗面が共用だった 

・給排水管の切り回しのため工事は 10 日程度か

かった 
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■ 建物概要 ■ 改修前・改修後の概要 

 
改修前 

改修後 
ユニット型 従来型 

定員 
本館：従来型特養 53 名＋ショート 16 名 
北館：ユニット型特養 31 名 
計 100 名（特養 84 名、ショート 16 名） 

本館：44 名、北館：40 名 
計 100 名（特養 84 名、ショート 16 名） 

ショート 16 名 

ユニット数 本館：―（従来型）、北館：4 ユニット 本館：4 ユニット、北館：4 ユニット ショート 16 名 
ユニット定員 本館：―（従来型）、北館：7 名、8 名 本館：12 名、10 名、北館：10 名 ショート 16 名 

介護単位 
本館：20～29 名、夜間 20～29 名 
北館：7 名、8 名、夜間 15 名 

本館：12 名、10 名、夜間 22 名、20 名 
北館：10 名、夜間 20 名 

ショート 16 名 

部屋数 
本館：従来型個室 18 室、多床室 14 室（２

床室２室、３床室 1 室、４床室 11 室） 
北館：ユニット型個室 31 室、計 63 室 

本館：ユニット型個室 44 室 
北館：ユニット型個室 40 室、計 84 室 

多床室４室（２床室１
室、３床室３室、ショー
トステイ）、個室５室 

改修のプロセス 
従来型特養（本館）・ユニット型特養（北館）→共用部に居室を増設（北館 9 室、本館 8 室）→2 期に分けて北館の
共用部を改修（2 期）、4 期に分けて本館の個室・ユニット化改修及び共用部改修 

改修のプロセスの
具体的な手順 

① 改修工事の設計を 2012（Ｈ24）年 4 月より開始。 
② 家族への説明は、2012（Ｈ24）年 7 月 15 日（着工前）、2013（Ｈ25）年 10 月 26 日（全館リニューアル前）、

2014（Ｈ26）年 2 月 16・23 日（リニューアル後）に実施 
③ 改修工事開始の 1 年前からユニットケアを勉強するプロジェクトを開始 
④ 2013（Ｈ25）年 2 月 25 日着工、工事は北館 3 期、本館 5 期に分けて実施（合計：約 9 ヶ月） 
⑤ 2013（Ｈ25）年 11 月 20 日竣工引渡し 

 

施設構成図              
 

開設年 
本館：1996（Ｈ8）年 
北館：2005（Ｈ17）年 

改修年 
本館：2013（Ｈ25）年 
北館：2013（Ｈ25）年 

運営主体 社会福祉法人 のぞみ 

所在地 大阪府池田市 

敷地面積 6,758.63 ㎡ 

建築面積・延床面積 
本館：建築面積 1,440 ㎡、延床面積 2,859 ㎡ 
北館：建築面積 814 ㎡、延床面積 2,216 ㎡ 

建物階数・構造 
本館：地上 3 階地下 1 階・ＲＣ造 
北館：地上 3 階・ＲＣ造 

改修の工期（増築含む） 2013 年 2 月 15 日～2013 年 11 月 20 日（約 9 ヶ月） 

改修の設計者 設計者：Ｔ2243 アトリエ、アドバイザー：ケアスタディ株式会社 

本館 

北館 

■ 航空写真 
北館 

本館 

本館 

北館 

本館エントランス 

本館外観 

■ １階平面図（改修後） ■ ２階平面図（改修後） 

短期入所 

改修無し 

２階：従来型→ユニット型 

３階：従来型＋空きスペース（旧

デイサービスセンター）→ユニッ

ト型 

２、３階：ユニット型→ユニ

ット型（増床、共用部改修等） 

デイサービスセンター 

＜事業内容＞ 

・特別養護老人ホーム 

・ショートステイ 

・診療所 

・ケアハウス 

・池田市立養護老人ホーム 

・居宅介護支援事業所 

・デイサービスセンター 

・ヘルパーステーション 

⑥古江台ホール 
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■ 工程表 
 

第 0 期工事（2013.2.25～4.8） 

第 2 期工事（2013.5.15～6.13） 

第 1 期工事（2013.4.18～5.10） 

第１期工事（2013.4.18～5.28） 

第 2 期工事（2013.5.30～7.5） 

第 3 期工事（2013.7.8～8.16） 

第 4 期工事（2013.8.19～9.30） 

第 5 期工事（2013.10.1～11.20） 

(北館) 
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１．本館（工事未開始）、北館第０期工事（2013.2.25～4.8）     ２．本館第 1 期工事（2013.4.18～5.28）、北館第 1 期工事（2013.4.18～5.10） 
  

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
３．本館第 2 期工事（2013.5.30～7.5）、北館第 2 期工事（2013.5.15～6.13）   ４．本館第 3期工事（2013.7.8～8.16）  ５．本館第 4 期工事（2013.8.19～9.30） ６．本館第 5 期工事（2013.10.1～11.20） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本館１階 

本館 2階 

北館 2階 

北館 3階 

本館 3階 

本館 3階及び北館工事終了 本館 3階及び北館工事終了 

本館 2階 

本館１階 

本館 2階 

本館１階 

本館 2階 

本館１階 

本館 3階及び北館工事終了 

本館１階 

北館 2階 

北館 3階 

本館 3階 

本館 2階 

本館１階 

本館 2階 

北館 3階 

本館 3階 

北館 2階 
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■ 北館２・３階平面図（改修前）（北館１階は改修なし）   ■ 北館２・３階平面図（改修後） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

共同生活室（奥の 2室を増床）

共同生活室（キッチン） 

もともとユニット型特養ではあったが、
ゆとりのあった共用部分に個室を設置、
ユニット玄関の設置や水廻りの位置変
更等を実施 

 

改修前    改修後  

 ２F ユニット型個室 15 室   ２F ユニット型個室 20 室 

 ３F ユニット型個室 16 室   ３F ユニット型個室 20 室 

合計 31 室  合計 40 室（9 室増室） 

 

 

7 室のユニット 

8 室のユニット 

10 室・10 室の 2ユニット 

第 0期工事 
（2013.2.25～4.8） 
・共用部への居室の

増設 
（2・3階各 3室） 

第 2期工事 
（2013.5.15～6.13） 
・共用トイレの改修と汚物
処理室、面談室の設置 

・キッチンの改修 

第 1期工事（2013.4.18～5.10） 
・共用トイレ増設・浴室改修・

談話コーナー設置 
・共用トイレ増設 

北館へ 

改修により談話コーナー

（畳の小上がり）を設け

た共同生活室 

ユニット玄関 

汚物処理室 

女子便所と裏で繋がっている

居室 

居室内トイレ 

居室内トイレの洗面台 

改修後、家族室を 
居室として利用 
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■本館３階平面図（改修前）        ■ 本館３階平面図（改修後） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

10 室・10 室の 2ユニット 

第 2期工事（2013.5.30～7.5） 
4 床室を個室 2室、3床室を個室
2室に改修 
共用トイレを共同生活室と共用
トイレに改修 
個室にトイレを増設 

第１期工事（2013.4.18～5.28） 
・寮母室等を浴室、職員休憩室、
キッチンに改修 

第１期工事（2013.4.18～5.28） 
・個室 2 室と共用部を個室 3 室
に改修 

・共用部に個室を 6室増設 

 

改修前 
（特養 4 床、ショートステイ 16 床） 

  
改修後（特養） 

 従来型個室 5 室  ユニット型個室 20 室 

 3 床室 1 室（3 床）    

 4 床室 3 室（12 床）    

合計 9 室（20 床）  合計 20 室（20 床） 

 

2床 

4床 

4床 

個室 

食堂 

個室 

寮母室 

個室 個室 個室 

4床 

3床 4床 
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■ 本館１階平面図（改修前）（本館地下は改修なし）     ■ 本館１階平面図（改修後） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5 期工事 
（2013.10.1～11.20） 
・4床室を個室 2室に改修 
・共用トイレを居室と共用ト

イレに改修 
・居室内トイレの設置 

第 4期工事（2013.8.19～9.30） 
・4床室を 3床室に改修 
・アコーディオンカーテンの設置 
・共用トイレの増設 

第 3期工事（2013.7.8～8.16） 
・4 床室を 3 床室に改修（アコ
ーディオンカーテンの設置） 

第 3期工事（2013.7.8～8.16） 
・寮母室・リネン室を浴室、介
護職員室、キッチンに改修 

・共用トイレの増設 

ショートステイ 16 床 

4床 

4床 

4床 
4床 

個室 

2床 

食堂 

個室 

寮母室 

改修前（特養）    改修後（ショートステイ） 

 従来型個室 2 室   従来型個室 5 室 

 ２床室 1 室（2 床）   ２床室 1 室（2 床） 

 4 床室 4 室（16 床）   4 床室 3 室（9 床） 

合計 7 室（20 床）  合計 9 室（16 床） 
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■本館２階平面図（改修前） ■ 本館２階平面図（改修後） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2床 2床 

2床 

4床 

4床 

4床 4床 

個室 

2床 

食堂 

2床 

個室 

個室 

寮母室 

12 室・12 室の 2ユニット 

居室 居室 

ユニット玄関を兼ねるＥＶ 

男性用小便器を設置した共用トイレ 

ユニット間の扉（奥） 

改修で２重サッシ化した開口部（手前）

キッチンカウンター

共同生活室 

第 4期工事 
（2013.8.19～9.30） 
・2床室を個室に改修 
・トイレの改修 

第 5期工事（2013.10.1～11.20） 
・4床室を個室に改修 
・共用トイレを居室と共用トイレに改修 
・居室内トイレの設置 

第 3期工事（2013.7.8～8.16） 
・寮母室等を浴室、職員休憩室、

キッチンに改修 

・ユニット間の扉の設置 

第 3期工事（2013.7.8～8.16） 
・４床室を個室 2室、2床室を個室 2

室に改修 
・共用部への個室 2室の増設 
・共用トイレの増設 

車いすでの利用を考慮し、 

高さを変えた洗面台 

浴室 

（木製の浴槽） 

浴室設置でできた 

段差対応の階段とリフト 
ユニット間を閉じる 

アコーディオンカーテン 

北館へ 

 

改修前（特養）    改修後（特養） 

 従来型個室 11 室  ユニット型個室 24 室 

 ２床室 1 室（2 床）    

 4 床室 4 室（16 床）    

合計 15 室（29 床）  合計 24 室（24 床） 
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■ 建物概要                                         ■ 改修前・改修後の概要 

 改修前 改修後 
  ユニット型 従来型 

定員 
106 名（特養：100 名（ 従来型：80 名 ユニット
型：20 名 ＋短期入所：6 名）） 

140 名（特養：120 名、短期入所：20 名） － 

ユニット数 2（10 名×２） 14 ユニット（短期入所：2 ユニットを含む） － 
ユニット定員 10 名 10 名 － 
介護単位 10 名 10 名 － 

部屋数 
49 室 
（4 床室：18 室、2 床室：3 室、個室：28 室） 

140 室 
（個室：140 室） 

－ 

改修のプロセス 講堂を仮設居室として整備し、入居者を移転させて、段階的に、ユニット型個室特養に改築 

改修のプロセスの
具体的な手順 

① 2010 年：講堂の居室化改修と渡り廊下の新設、別館棟解体    ② 2010 年：本館棟新設 
③ 2011 年：本館棟部分解体       ④ 2012 年：本館棟新築＋本館棟の残りと講堂等の解体 
⑤ 2013 年：本館棟の増築         ⑥ 2014 年：本館棟１階部での増築；ピロティ部 
 

■ 改修のプロセスの具体的な手順 

①Ⅰ期 改修工事＋解体工事（講堂の改修と渡り廊下の新設、別館棟等解体） ②Ⅰ期 新築工事（別館棟新築） ③Ⅱ期 解体工事（本館棟部分解体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

④Ⅱ期 新築工事＋解体工事（本館棟新築＋本館棟の残りと講堂等の解体） ⑤Ⅲ期 新築工事（別館棟の増築） ⑥Ⅳ期新築工事（本館棟１階部での増築；ピロティ部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

開設年 1980(S55)年 9 月 改修年 2010(H22)年～2014(H26)年 

運営主体 社会福祉法人 希望会 

所在地 鹿児島県姶良市 

敷地面積 14,272.01 ㎡ 

建築面積・延床面積 7,419.3 ㎡（全体  うち改築部分：6,603 ㎡） 

建物階数・構造 
地上３階、耐火構造 
既存部分：鉄筋コンクリート造、改築部分：鉄筋コンクリート造 

改修の工期（増築含む） 

2010(H22)年 9 月～2012(H24)年 3 月（19.5 ヶ月） 別館棟、本館棟改築 

2012(H24)年 4 月～2012(H24)年 9 月（6 ヶ月）仮設居室解体、講堂改築 

2013(H25)年 11 月～2014(H26)年 5 月（7 ヶ月）本館棟増築 

改修の設計者 株式会社東条設計 

別館棟の解体 

庇の解体 

別館棟の新築 

仮設渡り廊下新設 

講堂の居室化改修 

本館棟の解体 

本館棟の新築 
講堂,渡り廊下解体 

本館棟 
残り解体 1 階ピロティ 

別館棟の講堂増築 

本館棟の新築 本館棟 1 階部での増築 

仮設 30 床 30 床移転 

30 床移転 

別館棟から
30 床移転 

20 床移転 
仮設 20 床 

＜改修前＞ 
・本館棟 50 床 
・別館棟 30 床 
・短期入所 6 床 

別館棟新築 60 床 

本館棟新築 40 床 

20 床移転 

20 床移転 

本館棟増築 20 床 

⑦やすらぎの里 
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■ 平面図（改修後） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●講堂の仮設居室化改修 

           〔改修前〕                          〔仮設改修後〕 

講堂を従前の多床室とほぼ同面積の仮設居室
30 床に改修し、建替えのリロケーションに活用 

 

 
共同生活室が面する中庭空間 

 

 
各個室に設けられたトイレ 

 

 
各個室前のネーム PL と飾り棚 

 

 
各個室のつくり、レイアウト 

ショートステイ棟（既存） 

Ⅲ期で講堂を新築 

１階平面図 

改修後  

ユニット型個室（10 室） 120 名 

短期入所ユニット型個室（10 室） 20 名 

合計 140 名 

  

凡例 

 生活・介護単位 

Ⅳ期で増築：ピロティ部 

増築前：ピロティ部 

キッチンと共同生活室のつくり 

各ユニットの玄関部分 
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２－３ 自治体ヒアリング調査の結果 

（１）個室化改修等について 

 
自治体 A 福祉保健局高齢社会対策部施設支

援課（2016 年 11 月 15 日ヒアリング） 

自治体 B 保健福祉部介護福祉課 

（2017 年 1月 17 日ヒアリング） 

ユニット

型個室化

改修やプ

ライバシ

ー確保改

修等の実

績、予定 

・ユニット化改修補助実績は 6件 

・6件の中には①補助なしで改修を行った施

設、②大規模改修補助を利用した施設、が

含まれている。また、グループケアに先駆

的に取り組んでいた施設なども含まれる。 

・ユニット化改修の補助単価を適用した施設

はあるが、国が目指した改修内容ではなか

った（注）ため、国の財源を使用していな

い。（注：別棟としてユニット型個室の棟

を増築し、本体施設の入居者の一部を移転

した後、本体を改修（居住環境改善）した。

この場合は従前従後の定員増とならない

ため、増築補助の 500 万円を適用せず、ユ

ニット化改修補助の 250 万円を適用し

た。） 

・ユニット化改修実績は、2017 年 2 月に申

請予定のものが 1件（2016 年度予算） 

・1974 年設立、RC 造 4階建て、90床の施設

で、従来型特養（多床室、個室）からユニ

ット型特養に改修する予定である。（改修

工期は 2017 年 9 月頃を予定） 

・改修にあたり、適合させることが難しかっ

た基準はなし。 

・プライバシー確保改修は、今年度 2件実施。 

ユニット

型個室化

改修につ

いて、上

位計画、

関連計画

等との関

係、手続

き 

・都道府県の介護保険事業支援計画には、区

市町村のサービス見込み量を合計して「サ

ービス見込み量」として示すのが一般的で

ある。 

・自治体が増築、改築、改修の整備区分毎に

計画をたてることはないと考えられる。 

・改修の場合、床数の増減に関わりがあるた

め、広域型であっても、事業者は、まずは

地元自治体に相談することになる。自治体

Aには、地元自治体が承認済の計画が上が

ってくる。 

・改修の場合、基本的には床数の増減がない

ので、上位計画等との整合等の調整は不要

である。今年度申請を予定している施設に

ついても特に調整は必要なかった。必要な

手続きとしては、介護報酬の変更届出くら

いである。 

・これまで、本体施設（広域型特養）のユニ

ット型個室化改修のために、サテライトで

地域密着型特養を整備した事例はない。 

事業者が

ユニット

型個室に

改修した

いが、改

修できな

い理由 

・既存施設を増築等せずに、利用者がいる中

で大改修は難しいからではないか。 

・必要に迫られた場合（建物の老朽化や設備

の更新など、緊急性や安全性に関わる場

合）には、建替えや大規模改修を行うこと

になると思う。しかしながら、ユニット化

やプライバシー確保といった、より良い環

境を目指すために利用者がいる中で改修

をするということになると、事業者側に相

当な強い思いが必要となるのではないだ

ろうか。 

・従来型多床室の施設で、定員を減らさずに

ユニット化できるプランの施設はあるの

だろうか。 

・事業者からプライバシー確保改修（従来型

多床室に間仕切りを設置する計画）の相談

を受けたが、施設職員から介護がし難いと

いった声が上がり、改修工事実施には至ら

なかったと聞いている事例がある。 

・施設上層部では、将来的なグループケア・

個別ケアを想定して改修を検討していた

のかもしれないが、職員には、その意識は

薄かったと思う。ハードを改修する前に、

職員に対するグループケア・個別ケアの教

育が必要なのだろう。 

・ユニット型個室特養は、新築（改築）の際

に整備するものと認識している。改修に関

して、県への相談は、ユニット型個室化改

修より、プライバシー保護改修の方が多

い。 

・改修が進まない要因の一つとして考えられ

るのは（事業者から相談を受けた）、「居室

は、いずれかのユニットに属するものと

し、当該ユニットの共同生活室に近接して
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自治体 A 福祉保健局高齢社会対策部施設支

援課（2016 年 11 月 15 日ヒアリング） 

自治体 B 保健福祉部介護福祉課 

（2017 年 1月 17 日ヒアリング） 

一体的に設けること」の基準である。新築

でも適合が難しい場合もあるだろう。改修

においては、より困難な場合があると思わ

れる。 

・建物の配置は、敷地形状によるところが大

きい。何故ここまで厳密に共同生活室に近

接して居室を設けることを求めるのか疑

問である。この基準が、ユニット型個室化

改修を難しくしていることもあるかもし

れない。 

改修によ

る個室化

を促進す

るために

必要な施

策、対応

について 

 ・上記のように「居室は、いずれかのユニッ

トに属するものとし、当該ユニットの共同

生活室に近接して一体的に設けること」の

基準については、疑問を感じている。改修

の場合に限定した施設整備基準や解釈通

知の緩和について、国に検討してほしい。 

・新たな補助金メニューの創設、用地や仮移

転先の確保等の支援について、現在のとこ

ろ予定はない。 

（２）今後の特養整備について 

 
自治体 A 福祉保健局高齢社会対策部施設支

援課（2016 年 11 月 15 日ヒアリング） 

自治体 B 保健福祉部介護福祉課 

（2017 年 1月 17 日ヒアリング） 

整備床数

の見込み

等 

・区市町村が地域の介護ニーズを踏まえ

て算定した入所者数見込みの合計値

に基づき、平成 29 年度末の必要入所

定員総数、約 5 万人分の確保に努め

る。（平成27年3月1日時点42,006 人

分） 

・また、特別養護老人ホームの定員を平

成 37 年度末までに 6 万人分確保する

ことを目標とする。 

（以上：自治体 A 高齢者保健福祉計画

（平成 27 年度～平成 29 年度）より） 

・必要入所（利用）定員総数は、市町村

が見込んだ介護保険施設・居住系サー

ビスの見込み量に各施設の利用率等

を勘案して、年度毎、高齢者保険福祉

圏域毎に設定する。 

 

 

 

 

（以上：自治体 B すこやか長寿プラン

2015（平成 27 年度～平成 29 年度）よ

り） 

・第 6期介護保険事業支援計画（2015～2017

年度）では、利用見込み者数の増加に伴い、

特養を 510 床整備（増床）する予定である。 

・概ね計画通りに整備できる予定である。 

新築や改

築（建替

え）での

多床室整

備につい

て 

・現在、多床室整備も認めているが、将来的

にユニット化できるような多床室という

条件を付しているため、将来的には、個室

化改修が行われることを期待している。 

・（昨年度のシミュレーションにもあったよ

うに）多床室の整備は事業者にとってメリ

ットがないが、低所得者を理由として自治

体の側が多床室を整備しようとしている

実態がある。 

・条例では、改築（建替え）においても、地

域の事情やプライバシーの確保に配慮さ

れている場合等に従来型居室の定員を４

人以下とする独自基準を設けている。 

・多床室整備にあたっては、事前に必然性を

問うており、施設の考え方を聞いている。

入居者の費用負担に関するものが多く、経

済的な理由が大きい。（国民年金受給者の

割合が高いため。） 

 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

定員 30 人

以上 
9,518 9,723 9,883 

定員 29 人

以下 
989 1,018 1,076 
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援課（2016 年 11 月 15 日ヒアリング） 

自治体 B 保健福祉部介護福祉課 

（2017 年 1月 17 日ヒアリング） 

・改築（建替え）の多くではユニット型個室

特養を整備しているが、所得の問題等の理

由から、多床室の従来型特養整備のニーズ

もある。特に離島で多い。また、入居者に

よっては、これまでの生活環境から、個室

での生活を寂しいと感じる方もいるだろ

う。 

・入居者の費用負担を考えると、今後も一定

数の多床室は必要だと考えている。 

2025 （平

成 37）年

度のユニ

ット型個

室特養 7

割の目標

設定につ

いての考

え 

・国は、特別養護老人ホームの 4人部屋

主体の居住環境を抜本的に改善し、入

居者の尊厳を重視したケアを実現す

るため、平成 37 年度までにユニット

化率を 70％以上とすることを目標と

している。これに対して、自治体 A

のユニット化率は 24.8％（平成 25 年

度）にとどまっているため、自治体 A

の施設整備はユニット型での整備を

基本としている。（以上：自治体 A 高

齢者保健福祉計画（平成 27 年度～平

成 29 年度）より） 

 

・自治体 Aの介護保険事業支援計画ではＨ37

年度の特養 6万人と見込んでいる。 

・6万床まで増やすにあたり、たとえ全床が

ユニット型個室で整備されたとしても、ユ

ニット型個室化率 70％に届かない。 

・他の自治体には、ユニット化の目標を設定

しているか、国の目標値である７割につい

てどう思うかを聞いてみてはどうか。 

・自治体 B においては、「地域密着型介

護老人福祉施設及び介護保険施設の

入所定員の合計数のうちユニット型

施設の入所定員の合計数が占める割

合を、50%以上（そのうち地域密着型

介護老人福祉施設及び指定介護老人

福祉施設の入所定員の合計数のうち

ユニット型施設の入所定員の合計数

が締める割合については 70%以上）」

の記載は削除されましたが、介護保険

法の改正に伴い、平成 27 年 4 月 1 日

以降、指定介護老人福祉施設及び指定

地域密着型介護老人福祉施設につい

ては、居宅での生活が困難な中重度の

要介護高齢者を支える施設としての

機能に重点化を図ることとなってお

り、自治体 Bとしては、今後の介護保

険施設などサービスの利用動向を適

切に見据え、市町村に対して適宜、的

確な助言を行っていきます。（以上：

自治体Bすこやか長寿プラン2015（平

成 27 年度～平成 29 年度）より） 

・当初国がユニット化・個室化の目標値を打

ち出した時は、県でも意識して同様に考え

ていたようだが、徐々に意識は薄くなった

と思う。今は国もそこまで強調しなくなっ

た印象である。 

・ユニット型個室化は理想としてはあるが、

現在、県では、多床室の整備を認めており、

一律にユニット化・個室化を推進する方向

にはない。 

・改築ではユニット型個室・従来型多床室と

も、同額の補助金を設定している。（改築：

360 万円／床） 

・国はユニット化個室特養化を推進するため

に、ユニット型個室特養の介護費を高めに

設定しているが、県では、ユニット型個室

と従来型多床室で、介護費に大幅な差をつ

けないよう（従来型多床室の介護費の下げ

幅を大きくしないよう）、国に対して要望
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自治体 A 福祉保健局高齢社会対策部施設支

援課（2016 年 11 月 15 日ヒアリング） 

自治体 B 保健福祉部介護福祉課 

（2017 年 1月 17 日ヒアリング） 

を出している。多床室ニーズがあるとのこ

とで、社協老人福祉施設協議会からも、同

様の要望がある。 

改築（建

替え）に

ついて 

・現在、建替え時の仮移転用特養の実施設計

を行っている。 

・定員規模は 100 床程度。２年後にオープン

予定。 

・従来型特養でもユニット型特養でもどちら

の形態でも対応できるような仕様として

いる。 

・多床室を整備する場合でも「プライバシー

への配慮」や「容易にユニット型への転換

が可能」であることを条件としているの

で、この仮移転用施設を利用する事業者

は、建替え後がたとえ従来型施設であると

しても同じような環境となるであろうし、

また、建替え後にユニット型特養となる施

設であれば、ユニットケアの練習になるか

らである。 

・いくつかの事業者から問い合わせを受けて

いる。 

・改築（建替え）は、２年くらい要望がない。 

・建設後 30 年を経過した老朽化した特養の

改築（建替え）のピークは過ぎたと考えて

いる。建設後 30 年を経過した特養で、改

築（建替え）が進んでいないものは、資金

面での課題が大きいと考えられる。 

・施設職員においては、改修より改築（建替

え）の方が、職場環境としてもよいだろう。

改修によるユニット型個室特養化は、中途

半端な印象である。さらに、改修で完全な

ユニット型個室特養として整備できない

のに、介護費が高くなるのは、入居者や家

族に納得して頂くことが難しいのではな

いか。 

・自治体 Bでは、敷地に余裕がある。自治体

Aの仮移転特養の整備は、興味深い取り組

みではあるが、今のところ必要ないと思

う。 

今後のユ

ニット型

個室特養

の整備を

促進する

ために必

要 な 施

策、対応

について 

 ・2013 年に、ユニット型特養と従来型特養

の混在は認められなくなったが、混在する

ことも必要ではないか。施設の事情や介護

に対する方針、入居者のニーズにあわせて、

ユニット型特養と従来型特養の両方の選択

ができるとよいだろう。 

・仮にユニット型特養と従来型特養が半々だ

った場合、施設の半分はユニット化される

ことになり、結果的にユニット化を推進す

ることにもなる。 

・国が一律に決めるのではなく、地域の事情

を踏まえた、柔軟性が必要なのではないか。 
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２－４ まとめ 

（１）改修等の実施状況 

 改修に対する補助金を明示している 16 府県を対象とした、第 5・6期介護保険事業計画（2012

～2017（平成 24～29）年度）における改修実績調査では、ユニット化改修実施：6 府県・8

事例（255 床）、プライバシー確保改修実施：4県であり、非常に少なかった。 

 上記から、全国的にも改修によるユニット化（ユニット化に伴う個室化）床数は、少ないこ

とが予想される。 

 

（２）改修事例実態調査（7事例） 

①個室化改修等の進め方 

 調査した 7 事例の個室化改修等の進め方は、以下の 5 つに分類される。将来の個室化をしや

すい工夫がなされていたもの以外は、増築やサテライト型特養整備により定員の一部を移行

して、個室化改修を行っている。 

 敷地内に増築して定員の一部を移行し、個室化改修を行った事例：1事例 

 敷地内の増築及びサテライト型特養を開設により定員の一部を移行し、個室化改修を

行った事例が 2事例 

 同一棟内の空きスペース（旧デイサービス空間）にユニットを設置し、さらに別棟で

の定員増（個室の増化）を行って定員の一部を移行し、個室化改修を行った事例：1

事例 

 将来の個室化をしやすい多床室として整備してあったものに、間仕切り壁や扉を設置

し、個室化改修を行った事例（住みながら改修）：2事例 

 改修ではないものの、施設内の講堂を仮移転特養（従前特養と同程度の室面積、食堂

等は別棟デイサービスを活用）として活用して建替え（個室化）を行い、さらに建替

え時に設けたピロティに増築を行っている事例：1事例 

 改修後の施設類型は、以下のとおりである。 

 施設全体がユニット型個室特養となったもの：4事例（建替え含む） 

 改修部分の棟・階により、ユニット型準個室特養と従来型特養があり、これに別棟の

ユニット型個室特養が組み合わせられているもの：1事例 

 改修部分は準ユニットケア加算を受ける従来型特養であり、これに別棟のユニット型

個室特養が組み合わされているもの：1事例 

 改修部分は従来型特養（個室含む）であり、これに別棟のユニット型個室特養が組み

合わせられているもの：1事例 

 低所得者対応として従来型特養を少数残すことを検討したが、地域密着型特養の計画が当該

市になく、実現できなかったものが 1事例あった。 
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②個室化の動機 

 各施設とも、もともと、あるいは入居者の言葉や団塊世代の高齢化等を契機に、ユニットケ

ア・グループケアや個室化に関心を持ち、個室化やユニット化（グルーピング）による住環

境の質の向上、ユニット化によるケアの質の向上、ユニット化による衛生管理面の改善等を

目的に、改修を行っている。 

③改修の概要（以下改修 6事例について） 

○個室化改修等 

 個室化改修等の方法は、以下の 5つに分類される。（重複含む） 

 4 床室に間仕切り壁・扉等を設置し、個室・準個室（2 室）に改修したもの：3 事例

（はぎの里、古江台ホール、サンビレッジ新生苑） 

 ゆとりのあった共用部分に個室を増設したもの：1事例（古江台ホール） 

 もともと個室化をしやすいつくりの 3 床室や 2 床室内に間仕切り壁・扉等を設置し、

個室に改修したもの、または個室的しつらえのある多床室としたもの：2事例（同和

園、至誠ホームキートス） 

 改修工事は行わず、2床室の定員を 1人とすることにより個室としたもの：1事例（ア

ザレアンさなだ） 

 4 床室に上部の開放された壁（パーティション）等を設置し、個室的しつらえのある

多床室としたもの：2事例（サンビレッジ新生苑、同和園） 

 個室化改修等とあわせて、全ての個室内にトイレを設置したのは 1 事例のみであった（はぎ

の里）。一方で実施したかったができなかった改修として、全ての個室内へのトイレ設置をあ

げたものが 2事例あった。 

○共用部分の改修等 

 共同生活室等の設置方法は、居室等からの変更が 3事例、もともとあった共用空間の転用（一

部改修を含む）が 3事例となっている。 

 その他に共用空間の改修としては、増築による共同生活室の設置・拡大、個室設置による共

同生活室の縮小、ユニット玄関の設置、水廻り室（トイレ・浴室等）の設置・改修等があっ

た。 

 改修 6 事例のうち 5 事例（改修後：ユニット型特養、準ユニットケア加算を受ける従来型特

養）では、ユニット玄関が設置され、他のユニットの入居者が当該共同生活室を通過するこ

となく、施設内の他の場所に移動することができるようになっており、ユニットの独立性が

確保されている。それ以外の 1 事例（改修後：従来型特養）では、個室化やケアのグルーピ

ングはなされたものの、グルーピングに対応した独立性のある空間は整備されていない。 

 一方でユニットの独立性確保のため、共用部分の廊下とユニット内の廊下的な空間を二重に

つくる、2 台あるエレベーターがそれぞれのユニット玄関に直接着床する等、一般的に新築

で採用することの少ないと考えられる手法により、基準への対応を図っている事例があった。 
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 改修 6 事例のうち 5 事例では、共同生活室と居室の間に廊下状の空間が生じている。うち、

ユニット型個室特養の指定を受けている 2 事例では、当時の行政協議（当時はよかったが、

その後は不可となった。）や廊下への共用スペース設置によって、「共同生活室に近接して一

体的に設けること」（基準）への対応を図っているとのことであったが、改修では基準への対

応が難しい状況があることがわかった。 

 また 1 事例では、浴室の床下配管スペースの確保や浴槽またぎ段差を適切にするため、共同

生活室等の一般部分と洗面脱衣室・浴室（個浴）との間に床段差が生じている（階段及び段

差解消機を設置）。階高や床の構造に制限がある改修では、浴室（個浴）の設置に技術的な課

題があることがわかった。 

 

④費用について 

○床あたりの費用 

 増築等を行わず施設内の空きスペース等を利用し、内装・設備等のみを改修した 1事例では、

約 370 万円／床でユニット化改修が行われていた。 

 また、もともと個室化しやすいようにつくられた 2事例では、約 33 万円／床でユニット化改

修が行われていた。 

○補助金等の活用 

 改修 6事例のうち、何らかの補助金や交付金を活用しているものが 4事例あった。 

 補助金については、要件として年度内の一定の工事出来高を求められ、期間内の工事実施や

監査対応に苦慮したと回答した事例が 1事例あった。 

○居住費・介護報酬について 

 居住費・介護報酬の変更状況については、以下のとおりである。 

 施設類型が従来型特養からユニット型特養に変更となり、介護報酬、居住費ともユニ

ット型個室特養に変更している施設：2事例（建替え含む） 

 ユニット型特養や準ユニットケア加算を受ける従来型特養に変更となったものの、居

住費の据え置き等により従前入居者の負担軽減策を講じている施設：4事例 

 改修後も従来型特養であり、特に変更のない施設：1事例 

 いずれの施設も、改修前に個室化・ユニット化の主旨（入居者にとってのメリット）、負担額

の変化等の情報を示し、入居者・家族の同意を得ている。また改修前から人員配置が手厚く、

グループケアの実績がある事例では、入居者・家族がそうした取り組みを知っていたため、

費用増について同意が得やすかったとしている。 

 退所者を出さないよう、同一法人あるいは同一施設内にユニット型個室～従来型多床室など

複数の選択肢を用意している施設もあった。 

 また短期入所を活用して、工事中の入居者の居室を確保したが、その間の短期入所を受け入

れられなかったことにより、その後の短期入所利用者が一時、減少し経営に影響が出たとの

意見もあった。 
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⑤各種法規に関わる留意点 

 大きな問題はなし 

 

⑥工事中に苦労した点、配慮した点等 

○改修にあたっての注意点・配慮点・苦労した点等 

 大きな問題はなし 

○工事中の入居者への配慮 

 騒音・振動の発生する工事はできるだけまとめて実施する、コンクリート床のはつりや金属

切断等の音の出る工事を少なくする、入居者が部屋にいないことの多い朝や日中に限定して

工事を実施する、食事の前後は騒音と噴煙を規制する等の工夫があった。 

 入居者の仮移転や本移転を伴わない改修 2 事例では、入居者の日中の居場所として、敷地内

の別施設やリビング、ショートステイを活用していた。建替え 1 事例では、講堂を仮設居室

（従前施設と同規模の室面積）として確保し、入浴や食事はデイサービス棟等に入居者を移

動させて行っていた。 

⑦改修による効果 

 入居者・家族の評価としては、個室で気兼ねなく過ごすことができている、家族の訪問・滞

在時間が増した、個室での看取りの質の向上（光や声が他室に漏れない、お別れ会やお見送

りができる）等の意見があった。またユニット内の空間が落ち着いた、入居者の安心感が増

した、認知症の方の症状が安定した・自室の認識がしやすくなった、入浴やトイレの待ち時

間等が改善された等の意見もあった。 

 職員の評価としては、ケアのしやすさの確保、グループケアの実践による職員負担の軽減、

入居者の様子に気づきやすくなった、職員と入居者の距離が縮まった、感染症予防効果（他

のユニットへ感染防止）等の意見があった。 

⑧他施設での個室化改修等の普及方策案 

○事前の準備等の必要性について 

 個室化やユニット化を何のためにするのか、何が変わるのか、事業主がきちんと理解するこ

とが重要との意見があった。またユニットケアの思想なしに、個室化のみを進めることは危

険であるとの意見もあった。 

 個室化やユニット化により何が変わるのか、ハードの個室化・ユニット化にあわせてケアも

変える必要があることを、職員に理解してもらうことも重要との意見があった。 

 ユニットケアに対する理解が進んだ状態での円滑な移行を図り、また入居者・家族の理解を

得るためには、改修前からのグループケアの実践が重要とした事例の他、改修前の早い段階

から職員が参加して考える研修を行うことが重要とした事例や、改修計画立案に職員が参加

しその意見を改修に反映することが重要とした事例もあった。 
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○費用等の課題について 

 改修が進まないのは土地、費用等の問題もあるが、個室に転換する経営的メリットがないこ

とが最も大きな理由との意見があった。また施設間競争があれば、より良い施設とする競争

も発生するが、入居希望者の方が多い中では競争もないとの意見もあった。 

 改修費用や介護報酬・居住費については、以下のような対策が必要との意見があった。 

 個室化・ユニット化改修による利用者負担の上昇抑制（ユニット型個室化による居住

費負担を払うことができる人がいないため。） 

 定員減による減収や人件費増による負担の軽減を図る制度の創設 

 増築やサテライト型特養整備の費用・人件費増を、サテライト型特養に併設する施設

の利用者増等で賄う等、長期的な経営安定のための施設側の取り組み 

 サテライト型特養＋併設施設等の整備により、法人全体として利益を得ている事例を

紹介する取り組み 

 人員配置にあった介護報酬の設定（従来型の介護報酬＋準ユニットケア加算では、ユ

ニットケアを行うための人件費を賄うことはできない）。住まいとケアの費用を分離

して、ケアの質を評価する制度とすべき 

 財産処分制限期間中の建替え前倒しを可能とする制度の創設 

○改修における整備基準等の課題 

 整備基準については、以下のような対策が必要との意見があった。 

 ほとんどの意見は改修の場合だけではなく、新築の場合にも共通した課題としてあげられた。 

 ケアに対する考え方等、施設の事情に応じた計画ができるよう、全体的に柔軟な基準

であるべき 

 共同生活室に近接して一体的に設けること：多様な配置があってよいはず、ルールが

厳格になりすぎている 

 ユニット単位（10 人）をフレキシブルに変えられると良い 

 夜間の介護を考慮すると、ユニットの完全な独立性を求めるのではなく、緩やかにつ

ながっていてもよい 

 外山先生が提唱したユニットと、現在の制度上のユニットが違うものになってきてい

ると感じる。制度上のユニットは独立性を強く求めすぎており、生活がユニット内で

完結しすぎている（ユニットの外との関係性が薄い） 

 ユニット単位・介護施設毎の事務室配置の基準には、職員の働きやすさが考慮されて

いない 

 厳格な基準に基づくハード整備に費用をかけるより、グループケアのソフトの方が重

要 

○その他 

 改修では、増築する敷地の確保が重要であり、特に都市部においては敷地を確保することが

難しいため、例えば入居者が生活している状態での上部増築が可能な技術があれば、改修手

法の選択肢が増えることになるのではないか、との意見があった。  
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（３） 自治体へのヒアリング調査 

 改修が進まない理由として考えられる項目として、以下の意見があった。 

 既存施設を増築等せずに、利用者がいる中での大改修が難しい 

 ユニット化やプライバシー確保といった、より良い環境を目指すために利用者がいる

中で改修をするということになると、事業者側に相当な強い思いが必要となる 

 従来型多床室の施設で、定員を減らさずにユニット化できるプランの施設がない 

 事業者からプライバシー確保改修（従来型多床室に間仕切りを設置する計画）の相談

を受けたが、施設職員から介護がし難いといった声が上がり、改修工事実施には至ら

なかったと聞いている事例がある。ハードを改修する前に、職員に対するグループケ

ア・個別ケアの教育が必要となる 

 「居室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニットの共同生活室に近接

して一体的に設けること」の基準への対応が、困難である 

 建替えや改修によるユニット化、個室化の促進については、建替え時の仮移転用特養の計画・

整備を進めている自治体がある一方で、土地に余裕のある自治体では、今のところそのよう

な対応は必要がないと考えられるとの意見があった。 

 老朽化した特養の改築（建替え）のピークは過ぎており、建設後 30 年を経過した特養で改築

（建替え）が進んでいないものは、資金面での課題が大きいと考えられるとの意見もあった。 

 また、居住費の安い従来型多床室ニーズが高いため、ユニット型個室と従来型多床室で、介

護費に大幅な差をつけないよう（従来型多床室の介護費の下げ幅を大きくしないよう）、国に

対して要望を出している自治体があった。 
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３ まとめ －改修や建て替えによる特別養護老人ホームの個室化 

促進のあり方の提案－ 
 

・平成 27 年度事業では、介護保険施設のうち特別養護老人ホームを取り上げ、現行法制

度上の課題の抽出・整理、都道府県・政令市等の特養整備基準や補助金に関する調査、

全国の施設に関する建築データ・事業データ等の収集・分析を行った。これらの情報を

もとに、個室化と個別ケアの推進に向けた課題を明らかにするとともに、主として新築

時における整備のあり方に関する提案を行った。 

・本年度事業のテーマ１では、改修や建て替えによる特別養護老人ホームの個室化促進の

あり方を提案するため、個室化・ユニット化改修に関わる基礎的情報の整理、改修事例

実態調査を実施するとともに、検討委員会を開催し専門家からの意見収集を行った。こ

れらの結果を踏まえ、改修（若しくは建て替え）による個室化を困難にしている主な要

因・課題を整理した上で、個室化改修等の促進に向けた提案を行った。 

３－１ 基準を満たすことについて 

（１）調査結果のまとめ（課題の整理） 

①共同生活室と居室の近接 

・改修事例調査では、「居室を共同生活室に近接して一体的に設けること」という基準に

対応するため、幅のある廊下状の空間を介して共同生活室に近接することや、廊下端部

に共用空間を配置することで基準を満たしたものがあった。 

・またヒアリングでは、新築・改修に関わらず「対応が困難」、「多様な配置があってよい

はず」、「ルールが厳格になりすぎている」等の意見も得られた。 

②ユニットの独立性確保 

・改修事例調査で、「他のユニットの入居者が当該共同生活室を通過することなく、施設

内の他の場所に移動すること」という基準に対応するため、共用廊下とユニット内廊下

等の二重化や、エレベーターからユニットへの直接アクセス等、一般的に新築では少な

いと考えられる手法により、基準への対応を図っているものがあった。 

・またヒアリングでは、「夜間の介護を考慮するとユニットは緩やかにつながっている方

がよい」、「完全な独立性を求めるあまり、入居者の生活がユニット内で完結しすぎてい

る（ユニットの外との関係性が希薄になっている）」との意見も得られた。 

③ユニット単位（10 人） 

・ヒアリングでは、新築・改修に関わらず「ユニット単位（10 人）を柔軟に設定できると

よい」との意見が得られた。 

④その他 

・主要な自治体のユニット型特養の整備基準では、国の参酌基準での改修における取り扱

い以外に、改修に特化した独自の（緩和）基準を設けている自治体はなかった。 
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・階高や床の構造に制約がある改修では、浴室（個浴）の設置の際に床段差が生じるとい

うことが多いという、技術的な課題があることがわかった。 

・論文調査では、改修においては、まず食堂・浴室分散等による生活単位の小規模化が個

別ケア導入の点から望ましく、個室化等は次の段階とすべき等の指摘があり、改修事例

調査においても、ユニット型特養化～単なる共用部分改修まで、個別ケアや生活単位の

小規模単位化導入のための様々なレベルの取り組みがあった。 

・またヒアリングでは、新築・改修に関わらず「施設の事情に応じた計画ができるよう、

全体的に柔軟な基準であるべき」、「基準に対応したハード整備に費用をかけるより、グ

ループケア実施の方が重要」との意見が得られた。 

（２）考察（提案） 

①ユニット形成に関する整備基準の見直し 

・ユニット型特養の基準においては、「居室を共同生活室に近接して一体的に設けること」「他

のユニットの入居者が当該共同生活室を通過することなく、施設内の他の場所に移動するこ

と」「ユニット単位（10 人）」という、ユニットの構成・プランニングに関する規定が、全

てのユニット型特養に厳格に適用されるあまり、新築・改修を問わず、施設運営のあり方に

対応した多様なプラン・室配置の提案を難しくしている。 

・「居室を共同生活室に近接して一体的に設けること」については、幅のある廊下状の空間を

介した共同生活室との近接や廊下端部に共用部分を設置する計画、これを容認する自治体の

取り扱いは、新築の場合でもみられることから、実態上、この基準は形骸化しつつある可能

性もある。 

・「他のユニットの入居者が当該共同生活室を通過することなく、施設内の他の場所に移動す

ること」については、特養の入居基準が要介護度 3以上になったことにより、以前より職員

同士の連携が求められること、職員のユニット間の往来や隣接するユニットの状況把握がし

やすい方がよいこと等、近年の入居者像や介護の変化も踏まえつつ、再検討すべきである。 

・「ユニット単位（10 人）」の基準については、定員が必ずしも 10 の倍数の計画とはならない

改修等の場合や、職員の負担軽減を考慮した施設運営のあり方に対応できるよう、12～15

人程度と幅を持たせる提案もある。 

・こうしたことを踏まえ、特に上記 3つの基準については、新築・改修にかかわらず、国や各

自治体が、その解釈・運用に一定の柔軟性を持たせることが必要である。またその他の基準

についても、施設の事情に応じた計画ができるよう全体的に柔軟な運用が可能な基準とすべ

きである。 

②ユニット型・従来型の中間的な位置づけのプラン類型の創出 

・また、少しでも個室化やグループケア・個別ケアを促進するためには、個室化＝ユニット型

特養化と捉えるのではなく、個室化改修と食堂・浴室分散（例えば 12～15 人程度）等の改

修の組み合わせ等に対応した、ユニット型・従来型の中間的な位置づけのプラン類型等を創

出すること（及び改修による居住性の向上や改修費用、費用の回収期間に見合った居住費を

設定できるようにする等、柔軟かつ適切な居住費のしくみの構築すること）等も考えられる。 
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３－２ 施設を運営（定員を維持）しながらの改修について 

（１）調査結果のまとめ（課題の整理） 

①仮移転先・本移転先の確保・整備の難しさ 

・個室化改修の主な手法として、既存の 4床室を個室 2室とすることや既存 2床室の定員を 1

人とすること等があるが、この場合、一般的に定員減が生じることから、従前入居者維持の

ための室や施設等を、別の方法（増築やサテライト型特養整備）によって補う必要がある。

また工事期間中には、仮移転先等を確保する必要がある。 

・論文調査から、従来型特養からユニット型特養に移行する際、多くの場合に敷地拡張（増築・

サテライト型特養整備）が必要であることがわかった。また改修事例調査においては、増築・

サテライト型特養整備を伴う改修が最も多く、同一施設内の空きスペースを利用した改修は

1事例のみであった。 

・さらに自治体からも「既存施設の増築等を伴わない改修が難しい」、「定員を減らさずにユニ

ット化できるプランの施設がない」、「利用者がいるなかでの改修が難しい」との意見が得ら

れた。 

・こうした敷地の不足が、改修の進まない要因の一つである可能性がある。 

・また建て替えや改修のための仮移転・本移転用地として、個別の施設運営者が活用できる適

切な広さや価格の土地がないため、複数の施設が利用することを想定した、仮移転用特養（建

て替え時の一時居住用）の計画・整備を進めている都市部の自治体があることがわかった。

ただし、この整備に対する国からの補助金等はなく、自治体自らが単費で整備を進めている

状況にある。 

・一方で土地に余裕のある地方部の自治体では、今のところ建て替え時の仮移転用特養の整備

等は、必要がないとの意見も得られた。 

・専門家からの意見収集では、仮移転用の仮設特養においても基準への適合が求められること

が、事業者に過大な負担を与え、これが改修等の進まない要因の一つであるとの意見があっ

た。一方で、行政の柔軟な対応により、施設内の講堂を仮移転特養（従前特養と同程度の居

室面積、食堂等は別棟デイサービスを活用）として活用し、建て替え（個室化）を行った事

例もあった。 

②サテライト型特養の整備の難しさ 

・事例調査では、広域型特養のユニット型特養への改修に際して、地域密着型特養を整備する

（サテライト型特養整備、又は同一施設内の一部を従来型特養として残す場合等）際には、

市町村の計画（上位計画）での増床等の位置づけが必要となるケースがあることがわかった。 

・専門家からの意見収集では、特養では夜勤の人員配置を考慮し 2ユニットを同一階に配置す

ることが一般的であるが、特に都市部でのサテライト型特養整備において、2ユニットを同

一階に並べて配置できるだけの土地面積を確保することが困難である可能性が指摘された。 

・また専門家からの意見収集では、本体の近隣にサテライト型特養があれば役職等の兼任が可

能であるが、本体から離れた位置に整備する場合には兼任が難しいこと、加算を受けるため

の常勤専従条件を満たすためには職員等を増やす必要があることなど、結果的にランニング

コストが増え、経営のメリットを見いだしにくい可能性があるとの意見があった。 
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（２）考察（提案） 

①仮移転先等の確保・整備に向けた支援 

・都市部での仮移転先の確保のためには、既に事例があるように、自治体と運営事業者の官民

連携等による仮移転用特養の整備・運営等が有効な手段であると考えられる。また、この方

式を他の自治体等に幅広く普及させるための国の支援策としては、自治体や運営事業者等が

整備する仮移転用特養に対する補助金制度の創設等が考えられる。 

・また仮移転先や本移転先の土地確保の観点からは、例えば公営住宅の建て替え・集約等によ

って生じる余剰地の活用も有効な手段であると考えられる。高齢者保健福祉計画・介護保険

事業支援計画等の計画期間が 3年であるのに対し、公営住宅ストック活用のための計画（公

営住宅等長寿命化計画）の計画期間は 10 年（前後期それぞれ 5 年）であり、自治体の関係

部署が、中期的な視点をもって調整・連携を図ることが重要となる。 

・さらに仮移転先整備のための施設運営者の負担を軽減するためには、仮移転先の整備水準（基

準）について、従前の従来型特養と同程度とする、仮移転期間中は同一敷地内の別施設の食

堂や浴室を使うことも可とする等、自治体の柔軟な運用・対応が求められる。 

②改修・建て替えの促進のためのサテライト型特養整備の普及 

・広域型特養のユニット型特養への改修とあわせて、地域密着型特養（サテライト型特養等）

を整備する場合に、広域型・地域密着型という類型や管理主体（都道府県と市町村）の違い

が、質の向上のための改修の妨げとならないよう、当該施設運営者としての床数や地域全体

としての床数等を勘案した、柔軟な対応や配慮が自治体には求められる。 

・またサテライト型特養については経営のメリットを見いだしにくいとの意見があったが、こ

うした不安を払拭するためには、併設施設に魅力を持たせること等により、法人全体として

事業運営、経営が十分に担保されている事例等を、国や自治体が紹介することも、有効な手

段の一つである。 

 

３－３ 職員や家族の理解について 

（１）調査結果のまとめ（課題の整理） 

・改修事例調査では、改修前から人員配置が手厚く、グループケアの実績がある事例では、入

居者・家族がグループケア等の取り組み・効果を知っていたため、入居者負担費用の増につ

いて同意が得やすかったとの意見があった。 

・また施設職員に対する事前研修等を行い、円滑に改修を進めた事例がある一方で、自治体ヒ

アリングでは、施設運営者が改修を検討したものの施設職員からの反対があり、改修工事実

施には至らなかったケースがあることがわかった。実際に現場で働く職員の理解を得られな

いことも、改修の進まない要因の一つである可能性がある。 

・また論文調査では、職員参加型の改修プロセスの職員への影響や、ユニット化によるストレ

ス等に関する研究もあった。 
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（２）考察（提案） 

・改修等による個室化やユニット型特養化を進めるためには、ハードの改修を行う前に、一定

の時間をかけて、個室化やユニット化により何が変わり、どのような効果が期待できるのか、

またハードの個室化・ユニット化にあわせてケアも変える必要があることを、実際に働く職

員に理解してもらうことが重要となる。 

・またケアや空間に対する職員の理解が進んだ状態で、円滑にユニット型特養での個別ケアに

移行するためには、既存施設での段階的な取り組みが重要となる。具体的には、既存施設で

のグループケアの実践や、改修前の早い段階からの研修の実施、改修計画立案に職員が参加

するなどの取り組みが、施設運営者に求められる。 

・こうした段階的な取り組みは、グループケアや個室化に対して、入居者・家族の理解を得る

ためにも重要となる。 

 

３－４ 費用について 

（１）調査結果のまとめ（課題の整理） 

①改修費用（イニシャルコスト） 

・改修事例の多くは補助金や交付金を活用しており、改修促進に補助金制度は有効であると考

えられる。一方で補助金が年度単位の支給であり、工程管理等の対応に苦慮した事例があっ

た。 

・専門家からの意見収集では、補助金を複数年度活用できるよう、制度に柔軟性を持たせれば、

改修促進の助けになるのではないかとの指摘があった。 

・増築等を行わず施設内の空きスペース等を利用し、内装・設備等のみを改修した事例では約

370 万円／床と、新築に比べて低い整備費でのユニット型特養化改修が行われている。 

・また、もともと個室化しやすいようにつくられた事例では、約 33 万円／床でユニット型特

養化改修が行われている。 

・上記のように増築やサテライト特養整備を伴わない改修であれば、新築（1,100 万円程度／

床（介護保険施設等の効果的な施設整備の実施に関する調査研究事業報告書 明治安田生活

福祉研究所 平成 26 年度））と比較して、費用的なメリットも生まれると考えられる。 

・しかし前述の通り、増築やサテライト整備を伴わずに改修が可能なケースは少なく、定員維

持のために増築やサテライト整備を必要とする改修では、上記に加え、増築・サテライト整

備費等の費用（1,100 万円程度／床）が必要となることが予想されるが、多くの自治体の増

築に対する補助金は増床を伴うものに限定されており、改修前後で床数の変わらない（ある

いは減少する）改修では補助金が活用できないことが、改修の進まない要因の一つである可

能性がある。 
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②運営費用（ランニングコスト） 

・改修事例調査では、ユニット型特養への改修後も、居住費の据え置き等により従前入居者の

負担軽減策を講じている事例が数多くあり、特養の質向上のための改修が、施設運営者の収

入増に、必ずしもつながっていないことがわかった。 

・さらにヒアリングでは、「改修が進まないのは土地、費用等の問題もあるが、個室に転換す

る経営的メリットがないことが最も大きな理由」との意見があった。また「施設間競争があ

れば、より良い施設とする競争も発生するが、入居希望者の方が多いなかでは、競争もない」

との意見もあった。 

・専門家からの意見収集では、「イニシャルコスト（工事費）が必要なことだけでなく、ユニ

ット型特養や準ユニットケア加算申請の基準に対応した人員配置（介護職員の増加）が必要

であり、ランニングコスト（人件費）が増えること」や、「介護人材が不足しており職員確

保が困難なこと」、「従前居住者の居住費を上げることが、実体上は難しいこと」等が、改修

等が進まない要因の一つであるとの意見があった。 

・また専門家からの意見収集では、「従来型の介護報酬＋準ユニットケア加算のみでは、ユニ

ットケアを行うための人件費を賄うことは難しい」との意見もあった。 

（２）考察（提案） 

①より改修に使いやすい補助制度の創設とコスト縮減 

・改修促進に補助金制度は有効であるが、自治体には、例えば、補助金を複数年度活用できる

ようにする等、さらにその使いやすさの向上を図ることが求められる。 

・また多くの自治体の増築に対する補助金制度は、必要床数の確保等を目的とし増床を伴うも

のに限定されているが、今後は増床の不要な地域もでてくる可能性がある。特養の質の向上

（H37 年度：ユニット型特養 70%）という目標に少しでも近づけるためには、増床を伴わな

い（＝床数は現状維持、減少）ユニット型特養への改修のための増築や、個室化・生活単位

の小規模化等にも活用できる補助金制度の創設等も必要となってくる。 

・また施設運営者・設計者には、木造の採用、断熱性の確保や省エネルギー効果の高い設備の

導入等、イニシャル・ランニングコスト縮減につながる計画・設計上の工夫・配慮等が求め

られる。 

②改修費用に応じた居住費の設定、ケアに対応した介護報酬の設定 

・現在の居住費基準費用額の設定は、新築を想定したユニット型／従来型の 2種類であり、こ

の費用の差が大きいことが、結果的にユニット型特養への改修後も、施設運営者が従前入居

者の負担軽減策を講じなければならない原因の一つとなっている。 

・こうした状況を解消するためには、改修による居住性の向上や改修費用、費用の回収期間に

見合った居住費を設定できるようにする等、居住費のしくみをより柔軟な設定が可能なもの

とすることが考えられる。 

・また前述の通り、ユニット型特養への移行・導入に向けては、既存施設時点での 15～20 人

程度のグループケアの導入、個別ケアの実践等、事前の取り組みが重要である。 
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・こうした事前の取り組みを促進するためには、ハードの状況（従来型かユニット型か）にか

かわらず、人員配置やケアの内容を評価することができる介護報酬設定とする等、制度設計

の見直しについて検討することも必要と考えられる。 

 

３－５ 個室化・グループケアの実施、ユニット型特養化のモチベーションについて 

（１）調査結果のまとめ（課題の整理） 

①個室化等の必要性、重要性に関する施設運営者の認識不足 

・実態調査を行った施設では、各施設運営者とも、よりよい環境を目指し、強い意志を持って

改修を行っていることがわかった。また自治体ヒアリングからも、利用者がいるなかで行う

改修は、事業者側に相当の強い思いが必要となるとの意見があった。 

・逆に言えば、施設運営者にそうした思いがなく、また行政からの働きかけ等がなければ、改

修等による環境改善に至らない可能性がある。 

・また専門家からの意見収集では、入居者・家族の経済的な理由により、居住費の安い従来型

多床室のニーズが高いため、施設運営者にはユニット型特養に改修（若しくは建て替え）す

る動機づけがない可能性があるとの指摘があった。 

・さらに従来型多床室ニーズが高いことを理由に、ユニット型個室と従来型多床室で、介護費

に大幅な差をつけないよう（従来型多床室の介護費の下げ幅を大きくしないよう）、国に対

して要望を出している自治体もあった。 

②建て替え・改修等の必要性に関する自治体の認識不足、ハードの実態把握の不足 

・2015～2017（平成 27～29）年度の第６期高齢者保健福祉計画・介護保険事業支援計画等に

おいて、改修、増築でのユニット型特養整備推進、支援等に係る記述がある都道府県は 9つ

であり、手法としての改修等の必要性・重要性を示している都道府県は少ない状況にある。 

・2015～2017（平成 27～29）年度の第６期高齢者保健福祉計画・介護保険事業支援計画等に

おいて、ユニット型特養の床数割合の目標について、国と同様の目標設定（2025（平成 37）

年度：70%）としている都道府県が 12（約 26%）あり、2017（平成 29）年度の目標等で独自

の目標設定をしている都道府県が 7つ（約 17%）あった。一方で 27 都道府県（約 57%）では

目標設定に関する記述がなく、専門家からの意見収集では、国の目標が形骸化しているとこ

ろもあるのではないかとの指摘があった。 

・また昨年度調査で指摘した通り、今後の個室化改修やユニット型特養の整備を計画的に進め

るためには、国及び自治体等が特養の建設年や構造・階数、耐震性の有無等の建築に係る基

礎情報と、居室形態やケアの状況を一体的に把握することが不可欠であるが、現状ではこの

ような基礎情報は把握されていない状況にある。 

（２）考察（提案） 

①個室化・グループケアの普及・啓発 

・特養の個室化等を強力に促進するためには、個室化やグルーピングの必要性を知らない、又

は必要性を感じていない従来型特養の施設運営者が、個室化やグループケアの必要性等を理
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解し、改修や建て替えに取り組むことが必要となる。 

・そのため国や自治体には、老朽化した従来型特養等の施設運営者等に対し、個室やグループ

ケア、ユニットケア導入の有効性及び必要性に関する研修の実施等、普及啓発に努めること

が求められる。 

・また未だ事例は少ないが、改修や建て替え事例の紹介や手法の紹介等を行い、改修・建て替

えによる個室化等の一般化・普及を図ることも求められる。 

②地域特性に応じた目標値設定と計画的取り組みの推進 

・個室化等を促進するためには、全ての自治体が、特養の建設年や構造・階数、耐震性の有無

等の建築に関する基礎情報と、居室形態やケアの状況を一体的に把握し、個室やユニット型

特養の割合について、短期～中長期的な現実的な目標を定めること、及び目標実現のための

手段の検討や的確な支援の実施が求められる。 

・手段として、例えば今後も床数を大幅に増やす地域においては、新築時の個室整備・ユニッ

ト型特養整備を原則とし、建て替え促進とあわせて、個室やユニット型特養の割合を増やす

ことが考えられる。 

・床数を維持（あるいは縮減）する地域においては、個室化等の改修や建て替えを促し、支援

（補助金支給や仮移転先の確保支援）等を行うことが考えられる。 

・またどの地域においても、将来的には地域の高齢者の数が減り、特養のニーズが減少する可

能性がある。施設運営者には、他の施設との差別化の取り組みや、定期巡回・随時対応型訪

問介護看護の導入等、定員減による減収を補うための新たな事業への参入等の経営上の工夫

も求められる。 

③改修費用や居住性向上に見合った居住費の設定 

・現在の居住費の基準費用額の設定は、新築を想定したユニット型／従来型の 2 種類であり、

この費用の差が大きいことが、低所得者が従来型特養を希望する要因となり、これが施設運

営者の改修や建て替え時による個室化等の意欲を失わせる要因の一つとなっていることが

予想される。 

・既往調査※１）において、多床室と個室、従来型とユニット型の整備費用に大きな差はない

ことが示されており、整備費用の回収という目的に限ってみた場合には、新築では多床室と

個室の居住費は現在のように大きな差にはならない。 

・そのため居住費については、ハードの状況（従来型かユニット型か）によるのではなく、そ

れぞれの施設の整備費用に見合った居住費を設定可能とすることや、建物の築年数や設備の

老朽度、建設費の回収状況等を考慮した設定方法にすること、さらに改修の場合には、改修

による居住性の向上や改修費用に見合った居住費を設定できるようにすること等、制度設計

の見直しについて検討することも必要と考えられる。 

 
※１）平成 24 年度老人保健事業推進費等補助金 老人健康保健増進等事業「良質な特別養護老
人ホームの建設コスト低減手法に関する調査研究 報告書」（一般社団法人日本医療福祉建築協
会 平成 25 年 3 月） 
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本体施設の定員減を補完するための
仮移転先や本移転先の確保・整備（増
築等）が難しい 

都市部では仮移転施設整備や増築する
敷地のゆとりや、⼟地がない 

仮移転先も新規基準を満たすハード、⼈
員配置等である必要がある 

施設を運営しながら改修（⼜
は建て替え）することが難し
い（３－２） 

定員を維持でき、介護報酬や居住費
が増えても、⻑期的には⾚字が続く 

改修（⼜は建て替え）に経営
上のメリットがない、デメリ
ットがある（３－４） 

イニシャルコストが必要とな
る 

ランニングコストが増える 
 

ユニット型特養・準ユニッ
トケア加算基準に対応し、
⼈員配置を⼿厚くすること
により⼈件費が増加する 

定員が減少すれば、総収⼊が減る 
 

ユニット型特養・準ユニットケア加
算に必要な⼈員配置が難しい 

介護の担い⼿が不⾜している 

⼊居者がユニット型特養の居
住費を⽀払うことが難しい 

ユニット型特養と従
来型特養の居住費の
差が⼤きい 

個室化・ユニット型特養化改修
をしたいが、それが困難な理由
がある 

改修（⼜は建て替え）による個室化を困難
にしている主な要因・課題は何か 

ケアと空間の関連性に関する知識が
不⾜している 

なぜ個室化やグルーピング、ユ
ニット型個室特養化をしなけ
ればならないか、わからない、
必要性を感じない（３－５） 

⾃治体が、改修（⼜は建て替え）によって個室
化やグルーピング、ユニット型個室特養化をす
る必要性を感じていない 

個室化やユニット型個室特
養化の⽬標（数、時期）を
設定していない 

改修（⼜は建て替え）すべ
き既存ストックの築年、構
造等の実態がわからない 

ユニット型個室特養化
すると、従来型の時より
⾃治体の負担（補⾜給
付）も増える 

仮移転施設の整備に対する補助⾦等が
ない 

ユニット型特養の基準（プラ
ンニングルール）への対応が
難しい（３－１） 

回廊型等の既存の空間構成では、ユニットの独⽴性確保
が難しい 

回廊型等の既存の空間構成では、個室を共同⽣活室に近接し
て⼀体的に設けることが難しい 

階⾼や構造を理由に、浴室設置が難しい 

ユニット単位（10 ⼈）の基準を満たすことが難しい 

本体施設の定員減を補完するための
仮移転先や本移転先の確保・整備（サ
テライト特養の整備）が難しい 

都市部では 2 ユニットを同⼀
階に配置できる広さの敷地が
ない 

市町村の整備計画がないと、地
域密着型サテライト特養は整
備できない 

地域密着型のサテライト特養に
は、経営上のメリットが⾒いだし
にくい可能性がある 

本体との兼任が難し
い場合や、加算を受け
る場合には、ランニン
グコスト（⼈件費）が
増える 

施設整備のためのイ
ニシャルコストが必
要となる 

職員や家族の理解を得るこ
とが難しい（３－３） 

職員が慣れたケアの⽅法や、体制を
変えることに不安がある 

職員や家族に、個室化や個別ケアの
必要性、重要性がわからない 

改修⼯事費を下げる
⽅法がわからない 

執⾏期間が年度内で
ある等により、補助⾦
の適⽤が難しい 

改修⼯事費がどの程
度かわからない 

定員増が必要である
こと等により、増築の
補助⾦が適⽤されな
い 

ユニット型特養の居住費を従
前居住者から徴収することが
難しい 

⾃治体から改修による個室ユニット
化等に関する指⽰や指導がない・少
ない 

個室化やユニット型個室特養化の待
機率が低く、従来型多床室特養の待
機率・⼈気が⾼い 

本体施設に定員数（床数）を維持し
つつ、個室化し、共⽤スペースを確
保するだけの⾯積的なゆとりがない 

個室条件（居室⾯積、出⼊⼝、採光）を満たそう
とすると、4 床室が 2 個室になり、居室数が減る 

共同⽣活室、便所、浴室等を分散配置す
るために、居室数が減る 

※（ ）内の数字は、３．まとめの各節の番号と対応している。 

改修（⼜は建て替え）を、
⽬標達成のための⼿段とし
て考えていない 
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サテライト特養整備や、建て
替えの⼯事費等を下げる 

 

 

 改修等で対応することが難
しいユニット型特養のハー
ド基準（及び解釈通知）に柔
軟性を持たせる（３－１） 

・共同⽣活室は、いずれかのユニットに属
するものとし、当該ユニットの⼊居者が
交流し、共同で⽇常⽣活を営むための場
所としてふさわしい形状を有すること。 

⼟地が不⾜する都市部では、⾃治体
や施設運営者の団体等が、複数の施
設が順番に利⽤する仮移転⽤特養
を整備する 

仮移転先の設備基準は、従前施設と同等と
であればよい、⼀時的に隣接する同⼀法⼈
の他施設の⾷堂や浴室等を活⽤可能とする
等、最⼩限の投資で仮移転ができるよう、
柔軟に対応する 

⾃治体や施設運営者の団体等が、仮
移転⽤（⼜は本移転）特養を整備す
る⼟地を確保する 

仮移転⽤特養の整備に、使うことのできる基⾦や
補助⾦（上乗せ）等を設定する（そのほか、内部
留保（利益剰余⾦）の再投下先として、仮移転⽤
特養整備も対象となるようにする等） 

施設を運営しながら改修
（⼜は建て替え）しやすい
ようにする（３－２） 

改修をしやすいよう、制度や基
準を整える、⼯夫する 

改修（⼜は建て替え）による個室化、個別ケア、
グルーピングを促進するにはどうすればよいか 

個室化や個別ケア、グルーピン
グの必要性、重要性についての
理解を深める（３－５） 

⾃治体が、⽬標達成のための具体的な⼿段
（新築・建て替え・改修）とその事業量、
ロードマップを検討する 

既存ストックの築年、構造等
の実態を把握する 

公営住宅の建て替え時等に⽣じる余剰
地を活⽤することができるよう、公営住
宅等⻑寿命化計画・建て替え計画等との
連携を図る 

公有地の活⽤を促進する 
 

低所得の利⽤者であっても、ユニット型個
室特養に⼊居できるようにする 

敷地内での仮移転をしやす
くする 

国や都道府県等が、仮移転⽤
特養の整備に補助⾦を出す 

⼤がかりなハードの改修前に、ていねいに
⼊居者・家族等に説明する（期待される効
果、居住費等、⼯事⼯程等） 

施設運営者に対して、ユニット型個
室化の有効性や必要性についての
普及・啓発に努める 

・⼀のユニットの
⼊居定員は、お
おむね⼗⼈以下
としなければな
らない。 

・居室はいずれかのユニットに属
するものとし、当該ユニットの
共同⽣活室に近接して⼀体的に
設けること。 

解釈通知 
・この場合、「当該ユニットの共同⽣活室に近接して⼀体的に設け」られる居室とは、次の３つをいう。 
(ｱ)当該共同⽣活室に隣接している居室 
(ｲ)当該共同⽣活室に隣接してはいないが、(ｱ)の居室と隣接している居室 
(ｳ)その他当該共同⽣活室に近接して⼀体的に設けられている居室（他の共同⽣活室の(ｱ)及び(ｲ)に該当

する居室を除く。） 

解釈通知 
・⼀のユニットの⼊居定員は、１０⼈以下とすることを原則とする。 
・ただし、敷地や建物の構造上の制約など特別の事情によりやむを得ない場合であって、各ユニットにおいて⼊居者が

相互に社会的関係を築き、⾃律的な⽇常⽣活を営むことを⽀援するのに⽀障がないと認められる場合には、⼊居定員
が１０⼈を超えるユニットも認める。なお、この場合にあっても、次の２つの要件を満たさなければならない。 

(ｱ)⼊居定員が１０⼈を超えるユニットにあっては、「おおむね１０⼈」と⾔える範囲内の⼊居定員であること。 
(ｲ)⼊居定員が１０⼈を超えるユニットの数は、当該施設の総ユニット数の半数以下であること。（既存施設を除く） 

解釈通知 
次の２つの要件を満たす必要がある。 
(ｱ)他のユニットの⼊居者が、当該共同⽣活室を通過することなく、施設内の他の場所に移動すること

ができるようになっていること。 
(ｲ)（略） 

ユニット型・従来型の中間
的な位置づけのプラン類型
を創出する（３－１） 

改修による居住性の向上や改修費⽤、回収
期間に⾒合った居住費設定を可能とする
等、柔軟かつ適切な居住費のしくみを構築
する 

本体施設の定員減を補完す
るためのサテライト型特養
の整備をしやすくする 

改修による居住性の向上や費⽤等
に⾒合った居住費を設定できる等、
居住費のしくみをより柔軟な設定
が可能なものとする 

サテライト型特養の広域型・地域密着型の
違い（上位計画の有無等）が、改修の妨げ
とならないよう、都道府県及び市町村が連
携し、柔軟に対応する 

⽊造準耐⽕構造でのサテライト型特養整
備や、建て替え等の事例を紹介する 

サテライト型特養整備による経営上のデメ
リットへの不安を払拭する 

サテライト型特養整備を⾏っても法⼈全
体として事業運営が⼗分に担保されてい
る事例を紹介する 

改修費⽤（施設の負担）を縮
減する 

ハードの改修（⼜は建て替
え）による経営上のデメリッ
トを⼩さくする、メリットを
創出する（３－４） 

補助⾦を活⽤する 
 

改修費⽤を適切に回収する 
 

職員や家族に、個室化、個別
ケア導⼊の必要性を理解し
てもらう（ハードの改修後
に、円滑に個別ケア・グルー
プケアに移⾏する） 
（３－３） 

⼤がかりなハード改修の前に、集団ケアか
ら個別ケア・グルーピングへの移⾏を図る 

⽊造準耐⽕構造等、コスト縮減につなが
る構造・⼯法を採⽤する 

補助⾦の周知を図る、活⽤事例を
紹介する 

本体施設のユニット型個室化に伴う、増
築（増床なし）に対する補助⾦を設ける 

補助⾦を複数年度にわたって活⽤できる
等、補助⾦を使いやすくする 

職員研修、職員参加型の研修等を⾏い、個
別ケア・グルーピングへの理解を深める 

⽣活単位の⼩規模化（10〜20 ⼈程
度単位での⾷堂設置等）を進める 

ハードの内容に関わらず、⼈員配置やケアの内容
に応じた介護報酬を設定する 

⼈員配置を⼿厚くする 

改修による居住性の向上や改修費⽤、回収
期間に⾒合った居住費設定を可能とする
等、柔軟かつ適切な居住費のしくみを構築
する 

個室化、ユニット型個室化の有効性
や必要性についての理解を深め、
2025 年度の⽬標を設定する 

※（ ）内の数字は、３．まとめの各節の番号と対応している。 
※   ：主に国や⾃治体の取り組みに関する提案 
  ：主に施設運営者の取り組みに関する提案 

→柔軟に対応 

→柔軟に対応 

→柔軟に対応 
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Ⅱ テーマ２ 介護保険施設等の整備のあり方に関する研究 

１ 介護保険施設等に関する基礎的情報の整理 

本章では、以下の①～④に該当する介護保険施設等に関する基礎的情報の収集・整理を行う。 

①特別養護老人ホーム・ユニット型（以降、「特養」とする） 

②介護老人保健施設・ユニット型（以降「老健」とする） 

③認知症高齢者グループホーム（認知症対応型共同生活介護）（以降「ＧＨ」とする） 

④特定施設入居者生活介護の指定を受けた有料老人ホーム（以降、「介護付き有老」とする） 

 

１－１ 介護保険施設等の整備基準 

本研究が対象とする介護保険施設等について、次の項目について整理する。 

・各施設の概要（役割・位置付け、入居対象者増、サービスの内容等） 

・各施設の国の整備基準（省令）と解釈通知、自治体独自の基準 

・各施設の居住費・介護報酬 

・各施設の整備費補助の仕組み 
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（１）施設の概要 

ゴシック：施設間で異なる主な内容  

種類 特別養護老人ホ－ム（特養） 介護老人保健施設（老健） 
指定認知症対応型共同生活介護 
（認知症高齢者グル－プホ－ム） 

介護付有料老人ホ－ム 

根拠法 特別養護老人ホ－ムの設備及び

運営に関する基準（省令、最終改

正 H28.2.5） 

介護老人保健施設の人員、施設及

び設備並びに運営に関する基準

（省令、最終改正 H28.2.5） 

指定地域密着型サ－ビスの事業

の人員、設備及び運営に関する基

準（省令、最終改正 H28.3.31） 

指定居宅サ－ビス等の事業の人

員、設備及び運営に関する基準

（省令、最終改正 H28.2.5） 

基本方針 入居者の処遇に関する計画に基

づき、可能な限り、居宅における

生活への復帰を念頭に置いて、入

浴、排せつ、食事等の介護、相談

及び援助、社会生活上の便宜の供

与その他の日常生活上の世話、機

能訓練、健康管理及び療養上の世

話を行うことにより、入所者がそ

の有する能力に応じ自立した日

常生活を営むことができるよう

にすることを目指す。 

施設サ－ビス計画に基づいて、看

護、医学的管理の下における介護

及び機能訓練その他必要な医療

並びに日常生活上の世話を行う

ことにより、入所者がその有する

能力に応じ自立した日常生活を

営むことができるようにするこ

ととともに、その者の居宅におけ

る生活への復帰を目指す。 

 

要介護者であって認知症である

ものについて、共同生活住居にお

いて、家庭的な環境と地域住民と

の交流の下で入浴、排せつ、食事

等の介護その他の日常生活上の

世話及び機能訓練を行うことに

より、利用者がその有する能力に

応じ自立した日常生活を営むこ

とができるようにする。 

（認知症対応型共同生活介護計

画を計画作成担当者が作成） 

特定施設サ－ビス計画に基づ

き、入浴、排せつ、食事等の介

護その他の日常生活上の世話、

機能訓練及び療養上の世話を行

うことにより、要介護状態とな

った場合でも、利用者が当該指

定特定施設においてその有する

能力に応じ自立した日常生活を

営むことができるようにする。  

介護保険上の

類型※2 

介護老人福祉施設 

【介護保険法第 8条第 26 項】 

介護老人保健施設 

【介護保険法第 8条第 27 項】 

認知症対応型共同生活介護 特定施設入居者生活介護 

位置づけ※1 寝たきりや認知症などで、常に介

護が必要で自宅での生活が難し

い方のための施設。 

入所者に対してリハビリテーシ

ョンなどの医療サービスを提供

し、家庭への復帰を目指す施設。 

65 歳以上で、認知症であるため

に日常生活を営むのに支障があ

る方に対して、共同生活する住居

で入浴、排せつ、食事等の介護そ

の他の日常生活上の援助を行う

事業。 

高齢者を入居させ、入浴、排せ

つ、食事の介護、食事の提供、

日常生活上必要な便宜（洗濯、

掃除等の家事、健康管理）を提

供する施設。 

対象者※1 常時介護が必要で在宅生活が困

難な方（要介護３以上の認定を受

けた方、要介護１、２の方でも特

例的に入所が認められる場合が

ある） 

入院治療をする必要はないが、リ

ハビリテーションや看護・介護を

必要とする方（要介護１以上の認

定を受けた方） 

65 歳以上の方で、認知症の症状

があり、自宅で日常生活を営むの

に支障がある方 

高齢者 

（特定施設入居者生活介護の利

用は要介護 1 以上の認定を受け

た方） 

サービス内容

※1 

食事、入浴、排せつなど日常生活

上の介護 

リハビリテーションなどの機能

訓練 

バイタルチェックなど日常の健

康管理 

相談援助、レクリエーションなど 

理学療法士、作業療法士、看護師

などによるリハビリテーション 

診察、投薬、検査などの医療ケア、

看護 

食事、入浴、排せつなどの日常生

活上の介護 

相談援助、レクリエーションなど 

入浴、排せつ、食事等の介護 

機能訓練（リハビリテーション） 

など 

入浴、排せつの介護 

食事の介護、食事の提供 

洗濯、掃除等の家事 

健康管理 ほか 

主な設置主体

※2 

地方公共団体、社会福祉法人 地方公共団体、医療法人 限定なし 限定なし（営利法人中心） 

医師の配置基

準、医療提供

体制※2 

必要数（非常勤可） 常勤１以上、100：1 以上 協力医療機関、特養・老健・病院

等との連携及び支援体制の整備 

協力医療機関（協力内容に医師

の訪問による健康相談、健康診

断が含まれない場合には別に嘱

託医を確保） 

入退去の条件

等※3 

寝たきり状態など常時介護を必

要とする要介護者の「生活の場」

であり、各種レクリエーションな

ども提供。全国的に入居までの待

機期間が長く、申し込みをしても

すぐに入居することは難しい状

況。入所した人の多くはそこで残

りの余生を過ごすため、重度の要

介護者にとっては「終の棲家」的

存在。 

食事や排泄の介助などの介護サ

ービスは提供されるものの、あく

までも在宅復帰を目的としたも

ので、提供されるのは自宅などに

戻るためのリハビリが中心。その

ため、特別養護老人ホームのよう

に終身制ではなく、入所期間であ

る 3 ヶ月ごとに退所あるいは入

所継続の判定が行われ、検討会議

で退所可能であると判断された

場合には、退所する。 

入所者は、介護スタッフのサポー

トを受けながら、5〜9 人のユニ

ット単位で共同生活を送り、認知

症の進行を緩やかにすることを

目的としている。ただし、身体状

態が悪化し、1人で着替え・食事

摂取・排泄などができなくなった

り、慢性疾患のために日常的な医

療ケアが必要になったりすると

退去しなくてはならない。 

受け入れる高齢者の要介護度の

幅と提供するサービスの幅がき

わめて広く、施設によって異な

る。そのため、介護付有料老人

ホームの選択にあたっては、施

設側のサービス内容をきちんと

確認する必要がある。 

 

入居期間※4 要介護 3：180 日未満 26.6％ 

180 日～１年未満 16.8％ 

１年以上 56.6％ 

要介護 3：180 日未満 62.2％ 

180 日～１年未満 16.1％ 

１年以上 21.8％ 

－ － 

※1：ワムネット（http://www.wam.go.jp/content/wamnet/pcpub/top/） 
※2：第 45 回介護保険部会資料（H25.6.6） 
※3：HOME’S 介護（http://kaigo.homes.co.jp/manual/facilities_comment/list/） 
※4：介護給付実態調査（H27.4 審査分）（http://www.mhlw.go.jp/toukei/list4/5-1b.html） 
 

http://kaigo.homes.co.jp/manual/facilities_comment/tokuyo/
http://www.wam.go.jp/content/wamnet/pcpub/top/
http://kaigo.homes.co.jp/manual/facilities_comment/list/
http://www.mhlw.go.jp/toukei/list4/5-1b.html
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（２）整備基準等 

 特別養護老人ホ－ム（特養） 介護老人保健施設（老健） 
指定認知症対応型共同生活介護
（認知症高齢者グル－プホ－ム） 

介護付有料老人ホ－ム 

根拠 特別養護老人ホ－ムの設備及

び運営に関する基準（省令、最

終改正 H28.2.5） 

介護老人保健施設の人員、施設

及び設備並びに運営に関する

基準（省令、最終改正 H28.2.5） 

指定地域密着型サ－ビスの事業

の人員、設備及び運営に関する

基準（省令、最終改正 H28.3.31） 

指定居宅サ－ビス等の事業の

人員、設備及び運営に関する基

準（省令、最終改正 H28.2.5） 

施
設
整
備
基
準 

必要な設備 居室、静養室、食堂、浴室、洗

面設備、便所、医務室、調理室、

介護職員室、看護職員室、機能

訓練室、面談室、洗濯室又は洗

濯場、汚物処理室、介護材料室、

事務室その他運営上必要な設備 

療養室、診察室、機能訓練室、

談話室、食堂、浴室、レクリエ

－ション・ル－ム、洗面所、便

所、サ－ビス・ステ－ション、

調理室、洗濯室又は洗濯場、汚

物処理室 

居室、居間、食堂、台所、浴室、

消火設備その他の非常災害に

際して必要な設備、その他利用

者が日常生活を営む上で必要

な設備 

一般居室、介護居室、一時介護

室（一時的に利用者を移して指

定特定施設入居者生活介護を

行うための室）、浴室、洗面設

備、便所、食堂及び機能訓練室、

医務室又は健康管理室、看護・

介護職員室など 

居
室
（
療
養
室
） 

定員 ・1人 

・ただし、入所者へのサ－ビス

の提供上必要と認められる

場合は 2 人 

・4人以下（ユニット型を除く） ・1人 

・ただし、利用者の処遇上必要

と認められる場合は 2 人 

・1人 

・ただし、利用者の処遇上必要

と認められる場合は2人 

 位置 ・地階に設けない ・地階に設けない － ・地階に設けない 

 一人当たり 

面積 

・10.65 ㎡以上 

・2人の場合は 21.3 ㎡ 

・8㎡以上 ・7.43 ㎡以上 ・プライバシ－の保護に配慮

し、介護を行える適当な広さ 

・13 ㎡以上（指導指針※） 

 その他 ・寝台又はこれに変わる設備 

・出入口は、避難上有効な空地、

廊下、（共同生活室）又は広

間に直接面して設ける 

・床面積の1/14以上に相当する

面積を直接外気に面して開放 

・入所者の身の回り品を保管す

ることができる設備 

・ブザ－又はこれに代わる設備 

・出入口は、避難上有効な空地、

廊下、又は広間に直接面して

設ける 

・寝台又はこれに変わる設備 

・入所者の身の回り品を保管す

ることができる設備 

・ナ－ス・コ－ル 

－ ・出入口は、避難上有効な空地、

廊下、又は広間に直接面して

設ける 

 静
養
室 

位置 ・介護職員室又は看護職員室に

近接 

   

 その他 ・（居室に同じ）    

 一時介護室    ・介護を行うために適当な広さ 

 浴室 ・介護を必要とする者に適した

もの 

・身体の不自由な者が入浴する

のに適したもの 

・一般浴槽のほか、入居に介助

を必要とする者の入浴に適

した特別浴槽 

－ ・身体の不自由な者が入浴する

のに適したもの 

 洗面設備 ・居室のある階ごとに設ける 

・介護を必要とする者に適した

もの 

療養室のある階ごとに設ける   

 便所 ・居室のある階ごとに居室に近

接して設ける 

・ブザ－又はこれに変わる設備 

・介護を必要とする者に適した

もの 

・常夜灯 

・療養室のある階ごとに設ける 

・ブザ－又はこれに変わる設備 

・身体の不自由な者が使用する

のに適したもの 

・常夜灯 

－ ・居室のある階ごとに設置 

・非常用設備（緊急通報装置等）

を備える 

 医務室 ・医療法に規定する診療所とす

る 

   

 調理室 ・火気を使用する部分は、不燃

材料を用いる 

   

 介護職員室 ・居室のある階ごとに居室に近

接して設ける 

   

 居間   ・同一の場所とすることができ

る 

 

 食堂 ・3㎡×入所定員以上 ・2㎡×入所定員以上 ・機能を十分発揮し得る広さ 

 機能訓練室  ・1 ㎡×入所定員以上  ・機能を十分発揮し得る広さ 

 談話室  ・入所者同士や入所者とその家

族が談話を楽しめる広さ 

  

 レクリエ－ション 

ル－ム 

 ・レクリエーションを行うため

に十分な広さ、必要な設備 

  

施
設
整
備
基
準 

居室、静養室、食堂、

浴室及び機能訓練

室の位置 

・3階以上に設けない 

・ただし、特別避難階段が 2 箇

所以上あり、廊下その他通路

の壁及び天井の仕上げを不

燃材にしていて、特定防火設

備により防災上有効に区画

されている場合を除く 

－ － － 

 廊下 ・片廊下幅 1.8ｍ以上 

・中廊下幅 2.7ｍ以上 

・常夜灯 

・手すり 

・片廊下幅 1.8ｍ以上 

・中廊下幅 2.7ｍ以上 

・常夜灯 

・手すり 

－ ・片廊下幅 1.8ｍ以上 

・中廊下幅 2.7ｍ以上 

・すべての介護居室が 18 ㎡以

上で居室内に便所及び洗面

所がある場合は片廊下幅1.4

ｍ以上、中廊下幅 1.8ｍ以上

（指導指針※） 
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 特別養護老人ホ－ム（特養） 介護老人保健施設（老健） 
指定認知症対応型共同生活介護

（認知症高齢者グル－プホ－ム） 
介護付有料老人ホ－ム 

 その他 ・階段には手すり 

・階段の傾斜は緩やかにする 

・居室、静養室等が 2階以上の

階にある場合は、傾斜路また

はエレベ－タ－ 

・階段には手すり 

・療養室が 2 階以上の階にある

場合は、屋内の直通階段及び

エレベ－タ－ 

・利用者の家族や地域住民との

交流の機会が確保される地

域 

・利用者が車椅子で円滑に移動

することが可能な空間と構

造 

 特別避難階段 ・居室等のある 3 階以上の各階

に通ずる特別避難階段を 2以

上 

・療養室が 3 階以上の階にある

場合は、避難階段を 2 以上 

  

 共同生活住居   ・1 つの事業所における共同生

活住居の数は 1 又は 2 まで 

・ただし、用地の確保が困難で

あるなど、効率的運営に必要

であると認められるときは 3 

・入居定員は 5人以上 9人以下 

 

 ユ
ニ
ッ
ト
型 

ユニット定員 ・10 人以下 ・10 人以下   

 居室、療養室

の定員 

・1人 

・ただし、入居者へのサ－ビス

の提供上必要と認められる

場合は 2 人 

・1人 

・ただし、入居者へのサ－ビス

の提供上必要と認められる

場合は 2 人 

  

 居室、療養室

の床面積 

・10.65 ㎡以上 

・2人の場合は 21.3 ㎡ 

・10.65 ㎡以上 

・2人の場合は 21.3 ㎡ 

  

 居室、療養室

の改修 

・居室を隔てる壁について、天

井との間に一定の隙間が生

じていても差し支えない 

・居室を隔てる壁について、天

井との間に一定の隙間が生

じていても差し支えない 

  

 廊下 ・片廊下幅 1.8ｍ以上 

・中廊下幅 2.7ｍ以上 

・ただし、廊下の一部の幅を拡

幅することにより往来に支

障が生じない場合は、1.5ｍ

以上（片廊下）、1.8ｍ以上（中

廊下） 

・手すり 

・常夜灯 

・片廊下幅 1.8ｍ以上 

・中廊下幅 2.7ｍ以上 

・ただし、廊下の一部の幅を拡

幅することにより往来に支

障が生じない場合は、1.5ｍ

以上（片廊下）、1.8ｍ以上（中

廊下） 

・手すり 

・常夜灯 

  

 ユニット内の

通り抜け 

・他のユニットの入居者が当該

共同生活室を通過すること

なく、施設内の他の場所に移

動することができること（解

釈通知で規定） 

・他のユニットの入居者が当該

共同生活室を通過すること

なく、施設内の他の場所に移

動することができること（解

釈通知で規定） 

  

 共同生活室 ・地階に設けてはならない 

・交流や共同で日常生活を営む

場所としてふさわしい形状 

・2㎡×ユニット入居定員 

・交流や共同で日常生活を営む

場所としてふさわしい形状 

・2㎡×ユニット入居定員 

  

職
員
配
置
基
準 

医師 必要数（非常勤可） 常勤 1以上、100：1 以上 

（1人） 

－ － 

薬剤師 － 適当数 － － 

看護職員 ・看護・介護、3：1以上 

・看護職員は常勤 1 以上、入所

者 30 人未満で 1 以上、30～

50 人で 2 以上等 

（介護 31 人／看護 3人） 

・看護・介護、3：1以上（看護

2/7 を標準、介護は 5/7） 

（介護 25 人／看護 9人） 

－ ・看護・介護 3：1 以上 

・介護職員常勤 1以上 

・看護職員は常勤 1以上、入所

者 30 人で 1 以上、30～50 人

で 2以上等 

（介護 31 人／看護 3人） 

介護職員 

（利用者を 100 人と

して算出） 

・介護、3：1以上 

・常勤 1 以上 

（利用者 10 人で介護 4人） 

理学療法士・作業療

法士・言語聴覚士 

－ 理学療法士、作業療法士または

言語聴覚士、100：1 以上 

－ － 

機能訓練指導員 1 以上 － － 1 以上 

栄養士 1 以上 入所定員 100 以上で 1 以上 － － 

生活（支援）相談員 常勤 1以上、100：1 以上 100：1 以上（入所者 100 を超え

る場合は常勤 1 以上） 

－ 常勤 1以上、100：1 以上 

（介護予防も合わせて指定を

受けた時） 

介護支援専門員 

(計画作成担当者) 

－ 常勤 1以上 100：1 を標準 1 人以上 1 人以上、100：1 を標準 

ユニット型の場合

の追加条件 

 

看護・介護 

・昼間：ユニットに常時 1以上 

・夜間及び深夜：2 ユニットに

1 以上  

・ユニットごと：常勤のユニッ

トリ－ダ－ 

看護・介護 

・昼間：ユニットに常時 1以上 

・夜間及び深夜：2 ユニットに

1 以上  

・ユニットごと：常勤のユニッ

トリ－ダ－ 

－ － 

※有料老人ホームの設置運営標準指導指針について（最終改正：H27.3.30） 

 

 

＜地方分権に係る都道府県独自の基準の制定について＞ 

地方分権改革推進計画により、老人福祉法、介護保険法上の施設（軽費老人ホームを除く）・事業所の基準に関し、国が①人員配置・居室面積・人権侵害防止等に関する基準

（身体拘束の禁止、事故発生時の対応等）については「従うべき基準」を、②利用定員については「標準」を、③その他については「参酌すべき基準」を設け、それに基づ

き都道府県及び市町村で条例を作成することとなった。（平成 23 年 2月 22 日厚生労働省老健局・全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料） 
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（３）整備基準と解釈通知 

① ユニット型特別養護老人ホーム                     ゴシック：ユニット型老健と異なる主な内容 ○：望ましい基準  

 整備基準 解釈通知 

根拠 特別養護老人ホ－ムの設備及び運営に関する基準（省令、最

終改正 H28.2.5） 

特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準について

（通知、最終改正 H28） 

趣旨 ・施設の全部において少数の居室及び当該居室に近接して設

けられる共同生活室（当該居室の入居者が交流し、共同で

日常生活を営むための場所）により一体的に構成される場

所（ユニット）ごとに入居者の日常生活が営まれ、これに

対する支援が行われる。 

・居宅に近い居住環境の下で、居宅における生活に近い日常

生活の中でケアを行うこと、生活単位と介護単位を一致さ

せたケアであるユニットケアを行うことに特徴がある 

・入居者の自律的な生活を保障する居室（使い慣れた家具を

持ち込むことのできる個室）と、少人数の家庭的な雰囲気

の中で生活できる共同生活室（居宅での居間に相当する部

屋）が不可欠 

・施設全体を居室と共同生活室によって一体的に構成される

場所（ユニット）を単位として構成し、運営すること 

基本方針 ・入居者一人一人の意思及び人格を尊重し、入居者へのサー

ビス提供に関する計画に基づき、その居宅における生活へ

の復帰を念頭に置いて、入居前の居宅における生活と入居

後の生活が連続したものとなるよう配慮しながら、各ユニ

ットにおいて入居者が相互に社会的関係を築き、自律的な

日常生活を営むことを支援する。 

・入居者へのサービスの提供の内容は、入居者が自らの生活

様式や生活習慣に沿って自律的な日常生活を営むことがで

きるように１日の流れの中で行われる支援の内容を示すも

のであること 

設備の基準 ユニット定員 ・おおむね 10 人以下 ・原則 10 人以下 

・ただし、敷地や建物の構造上の制約など特別な事情により

やむを得ない場合であって、各ユニットにおいて入居者が

総合に社会的関係を築き、自律的な日常生活を営むことを

支援するのに支障がないと認められる場合は、以下の条件

で 10 人を超えることを認める 

 （ア）「おおむね 10 人」と言える範囲内 

 （イ）10 人を超えるユニット数が総ユニットの半数以下 

 ユニットの設備 居室、共同生活室、洗面設備、便所 居室、共同生活室、洗面設備、便所 

 他ユニットと

の交流の場 

－ ○入居者が自室のあるユニットを超えて広がりのある日常生

活を楽しむことができるよう、他のユニットの入居者と交

流、多数の入居者が集まることのできる場を設けることが

望ましい 

居室、療養

室 

定員 ・１人 

・ただし、入居者へのサービスの提供上必要と認められる場

合は２人 

・１人 

・夫婦の場合等サービスの提供上必要と認められる場合は２

人とできる 

 配置 ・いずれかのユニットに属すること 

・当該ユニットの共同生活室に近接して一体的に設けること 

・地階に設けてはならない 

 

・いずれかのユニットに属すること 

・当該ユニットの共同生活室に近接して一体的に設けること、

一体的に設けるとは以下のとおり 

 （ア）当該共同生活室に隣接 

 （イ）当該共同生活室に隣接していないが（ア）と隣接 

 （ウ）その他当該共同生活室に近接して一体的に設けられて

いる（他の共同生活室の（ア）（イ）に該当する居室を除く） 

 床面積 ・10.65 ㎡以上 

・2人の場合は 21.3 ㎡以上 

・10.65 ㎡以上（居室内の洗面設備は面積に含む、便所は面積

から除く） 

○身の回りの品を保管する設備は必要に応じて備える 

・2人の場合は 21.3 ㎡以上 

 その他 ・寝台又はこれに代わる設備 

・1以上の出入口は、避難上有効な空地、廊下、共同生活室又

は広間に直接面して設ける 

・床面積の 1/14 以上に相当する面積を直接外気に面して開放 

・入居者の身の回り品を保管することができる設備 

・ブザ－又はこれに変わる設備 

・ユニットに属さない居室を改修したものは、入居者同士の

視線の遮断の確保を前提に居室を隔てる壁について、天井

との間に一定の隙間が生じても差し支えない 

・居宅に近い居住環境の下で、居宅における生活に近い日常

生活の中でケアを行うため、入居者は長年使い慣れた箪笥

などの家具を持ち込むことを想定、居室は以下のとおり 

イ．ユニット型個室  

ロ．ユニット型準個室 

・改修の場合で入居者同士の視線が遮断され入居者のプラ

イバシーが十分に確保されること 

・改修の場合でも居室がユニット型個室の条件を満たせば

ユニット型個室となる 

①天井と壁の間に一定の隙間が生じても差し支えない 

②壁は可動の家具等でなくプライバシー確保のための適

切な素材であること 

③居室であるためには一定程度以上の大きさの窓が必要 

④居室の入り口が共同、カーテンの仕切り等は不可 

共同生活室 配置 ・いずれかのユニットに属するもの 

・当該ユニットの入居者が交流し、共同で日常生活を営むた

めの場所としてふさわしい形状を有すること 

・地階に設けてはならない 

 

・いずれかのユニットに属するもの 

・当該ユニットの入居者が交流し、共同で日常生活を営むた

めの場所としてふさわしい形状を有すること 

・要件は以下のとおり 

（ア）他のユニットの入居者が当該共同生活室を通過するこ

となく、施設内の他の場所に移動することができること 

（イ）当該ユニットの入居者全員とその介護等を行う職員が

一度に食事をしたり、談話等を楽しんだりすることが可

能な備品を備えた上で、車椅子が支障なく通行できる形

状が確保されていること 

 床面積 ・2㎡×ユニット入居定員を標準 （「標準とする」の趣旨は居室と同様） 

 設備 ・必要な設備及び備品を備える 

 

・介護を必要とする者が食事をしたり、談話等を楽しんだり

するのに適したテーブル、椅子等の備品を備えること 

○入居者がその心身の状況に応じて家事を行えるように簡易

な流し・調理設備を設けることが望ましい 
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 整備基準 解釈通知 

洗面設備 ・居室ごと又は共同生活室ごとに適当数設けること 

・介護を必要とする者が使用するのに適したものとすること 

○居室ごとに設けることが望ましい 

○ただし、共同生活室ごとに適当数設けることとしても差し

支えない、1ヶ所に集中するより 2 ヶ所以上に分散して設け

ることが望ましい 

・居室ごとと共同生活室ごとに設ける方式を混在させても差

し支えない 

便所 ・居室ごと又は共同生活室ごとに適当数設けること 

・ブザー又はこれに代わる設備を設ける 

・介護を必要とする者が使用するのに適したものとすること 

○居室ごとに設けることが望ましい 

○ただし、共同生活室ごとに適当数設けることとしても差し

支えない、1ヶ所に集中するより 2 ヶ所以上に分散して設け

ることが望ましい 

・居室ごとと共同生活室ごとに設ける方式を混在させても差

し支えない 

浴室 ・介護を必要とする者が入浴するのに適したものとすること ○居室のある階ごとに設けることが望ましい 

廊下幅 ・片廊下幅 1.8ｍ以上 

・中廊下幅 2.7ｍ以上 

・ただし、廊下の一部の幅を拡幅することにより往来に支障

が生じない場合は、1.5ｍ以上（片廊下）、1.8ｍ以上（中廊

下） 

・手すり 

・常夜灯 

・多数の入居者や職員が日常的に一度に移動しないことから

廊下の幅の一律の規制を緩和 

・アルコーブを設けることなどにより、入居者、職員等がす

れ違う際に支障が生じないことを想定 

・内法、手すりから測定 

（平成 14 年改正省令の施行以前に現存する廊下は除く） 

面積の基準 － ・居室及び共同生活室の面積は内法 

（居室については、平成 14 年改正省令の施行以前に現存する

居室は除く） 

入居者へのサービスの提供 ・入居者が、その有する能力に応じて、自らの生活様式及び

生活習慣に沿って自律的な日常生活を営むことができるよ

うにするため、入居者へのサービスの提供に関する計画に

基づき、入居者の日常生活上の活動について必要な援助を

行うことにより、入居者の日常生活を支援するものとして

行われなければならない  

・各ユニットにおいて入居者がそれぞれの役割を持って生活

を営むことができるよう配慮して行われなければならない  

・入居者のプライバシーの確保に配慮して行われなければな

らない。  

・入居者の自立した生活を支援することを基本として、入居

者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、その

者の心身の状況等を常に把握しながら、適切に行われなけ

ればならない 

・入居者が自律的な日常生活を営むことができるよう支援す

るもの 

・入居前の居宅における生活と入居後の生活が連続したもの

となるよう配慮することが必要 

・職員は一人一人の入居者について、個性、心身の状況、入

居に至るまでの生活歴とその中で培われてきた生活様式や

生活習慣を具体的に把握した上で、日常生活上の活動を適

切に援助すること 

・入居者の意向に関わりなく集団で行うゲームや、日常生活

動作にない動作を通じた機能訓練など、家庭の中では通常

行われないことは適切でない 

・入居者がユニットにおいて相互に社会的関係を築くことが

できるよう、それぞれの役割を持って生活を営めるよう配

慮すること 

・職員は、入居者相互の信頼関係が醸成されるよう配慮する

ことと同時に入居者が他の入居者の生活に過度に干渉し自

律的な生活を損なうことがないよう配慮することが必要 

介護 ・各ユニットにおいて入居者が相互に社会的関係を築き、自

律的な日常生活を営むことを支援するよう、入居者の心身

の状況等に応じ、適切な技術をもって行われなければなら

ない 

・入居者の日常生活における家事を、入居者が、その心身の

状況等に応じて、それぞれの役割を持って行うよう適切に

支援しなければならない 

・自律的な日常生活を営むことを支援する点から、入居者の

日常生活上の活動への援助が過剰なものとならないことに

留意が必要 

・入居者が相互に社会的関係を築くことを支援する点から、

単に入居者が家事の中で役割を持つことを支援するにとど

まらず、例えば、入居者相互の間で、頼り、頼られるとい

った精神的な面での役割が生まれることを支援することも

留意が必要 

・「日常生活における家事」とは、食事の簡単な下準備や配膳、

後片付け、清掃やゴミ出しなど 

勤務体制 ・看護・介護、3：1以上 

・看護職員は常勤 1以上、入所者 30 人で 1以上、30～50 人で

2 以上等 

・昼間：ユニットに常時 1以上 

・夜間及び深夜：2 ユニットに 1以上  

・ユニットごと：常勤のユニットリ－ダ－ 

・職員の勤務体制を定める際は、継続性を重視したサービス

の提供に配慮すること 

・職員が一人一人の入居者について、個性、心身の状況、生

活歴などを具体的に把握した上で、その日常生活上の活動

を適切に援助するためには、いわゆる「馴染みの関係」が

求められる 
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② ユニット型介護老人保健施設                        太字：ユニット型特養と異なる主な内容 ○：望ましい基準  

 整備基準 解釈通知 

根拠 介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する

基準（省令、最終改正 H28.2.5） 

介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する

基準について（通知、最終改正 H27） 

趣旨 ・施設の全部において少数の療養室及び当該療養室に近接し

て設けられる共同生活室（当該療養室の入居者が交流し、

共同で日常生活を営むための場所）により一体的に構成さ

れる場所（ユニット）ごとに入居者の日常生活が営まれ、

これに対する支援が行われる。 

・居宅に近い居住環境の下で、居宅における生活に近い日常

生活の中でケアを行うこと、生活単位と介護単位を一致さ

せたケアであるユニットケアを行うことに特徴がある 

・入居者の自律的な生活を保障する療養室（使い慣れた家具

等を持ち込むことのできる個室）と、少人数の家庭的な雰

囲気の中で生活できる共同生活室（居宅での居間に相当す

る部屋）が不可欠 

・施設全体を療養室と共同生活室によって一体的に構成され

る場所（ユニット）を単位として構成し、運営すること 

基本方針 ・入居者一人一人の意思及び人格を尊重し、施設サービス計

画に基づき、その居宅における生活への復帰を念頭に置い

て、入居前の居宅における生活と入居後の生活が連続した

ものとなるよう配慮しながら、看護、医学的管理の下にお

ける介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上

の世話を行うことにより、各ユニットにおいて入居者が相

互に社会的関係を築き、自律的な日常生活を営むことを支

援する。 

－ 

設備の基準 ユニット定員 ・おおむね 10 人以下 ・原則 10 人以下 

・ただし、敷地や建物の構造上の制約など特別な事情により

やむを得ない場合であって、各ユニットにおいて入居者が

総合に社会的関係を築き、自律的な日常生活を営むことを

支援するのに支障がないと認められる場合は、以下の条件

で 10 人を超えることを認める 

 （ア）「おおむね 10 人」と言える範囲内 

 （イ）10 人を超えるユニット数が総ユニットの半数以下 

 ユニットの設備 療養室、共同生活室、洗面所、便所 療養室、共同生活室、洗面所、便所 

 他ユニットと

の交流の場 

－ ○入居者が自室のあるユニットを超えて広がりのある日常生

活を楽しむことができるよう、他のユニットの入居者と交

流、多数の入居者が集まることのできる場を設けることが

望ましい 

居室、療養

室 

定員 ・１人 

・ただし、入居者へのサービスの提供上必要と認められる場

合は２人 

・１人 

・夫婦の場合等サービスの提供上必要と認められる場合は２

人とできる 

 配置 ・いずれかのユニットに属すること 

・当該ユニットの共同生活室に近接して一体的に設けること 

・地階に設けてはならない 

 

・いずれかのユニットに属すること 

・当該ユニットの共同生活室に近接して一体的に設けること、

一体的に設けるとは以下のとおり 

 （ア）当該共同生活室に隣接 

 （イ）当該共同生活室に隣接していないが（ア）と隣接 

 （ウ）その他当該共同生活室に近接して一体的に設けられ

ている（他の共同生活室の（ア）（イ）に該当する居室を除

く） 

 床面積 ・10.65 ㎡以上 

・2人の場合は 21.3 ㎡以上 

・10.65 ㎡以上（療養室内の洗面設備は面積に含む、便所は面

積から除く、身の回りの品を保管する設備は必要に応じて

備える） 

・2人の場合は 21.3 ㎡以上 

 その他 ・寝台又はこれに代わる設備 

・1 以上の出入口は、避難上有効な空地、廊下又は広間に直接

面して設ける 

・入居者の身の回り品を保管することができる設備 

・ナース・コール 

・ユニットに属さない居室を改修したものは、入居者同士の

視線の遮断の確保を前提に居室を隔てる壁について、天井

との間に一定の隙間が生じても差し支えない 

・居宅に近い居住環境の下で、居宅における生活に近い日常

生活の中でケアを行うため、入居者が長年使い慣れた箪笥

などの家具を持ち込むことを想定、療養室は以下のとおり 

イ．ユニット型個室  

ロ．ユニット型準個室 

・改修の場合で入居者同士の視線が遮断され入居者のプラ

イバシーが十分に確保されること 

・改修の場合でも療養室がユニット型個室の条件を満たせ

ばユニット型個室となる 

①天井と壁の間に一定の隙間が生じても差し支えない 

②壁は可動の家具等でなくプライバシー確保のための適

切な素材であること 

③療養室であるためには一定程度以上の大きさの窓が必要 

④療養室の入り口が共同、カーテンの仕切り等は不可 

共同生活室 配置 ・いずれかのユニットに属するもの 

・当該ユニットの入居者が交流し、共同で日常生活を営むた

めの場所としてふさわしい形状を有すること 

・いずれかのユニットに属するもの 

・当該ユニットの入居者が交流し、共同で日常生活を営むた

めの場所としてふさわしい形状を有すること 

・要件は以下のとおり 

（ア）他のユニットの入居者が当該共同生活室を通過するこ

となく、施設内の他の場所に移動することができること 

（イ）当該ユニットの入居者全員とその介護等を行う職員が

一度に食事をしたり、談話等を楽しんだりすることが可

能な備品を備えた上で、車椅子が支障なく通行できる形

状が確保されていること 

 床面積 ・2㎡×ユニット入居定員を標準 （「標準とする」の趣旨は療養室と同様） 

 設備 ・必要な設備及び備品を備える 

 

・介護を必要とする者が食事をしたり、談話等を楽しんだり

するのに適したテーブル、椅子等の備品を備えること 

○入居者がその心身の状況に応じて家事を行えるように簡易

な流し・調理設備を設けることが望ましい 
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 整備基準 解釈通知 

洗面設備、洗面所 ・療養室ごと又は共同生活室ごとに適当数設けること 

・身体の不自由な者が使用するのに適したものとすること 

○療養室ごとに設けることが望ましい 

○ただし、共同生活室ごとに適当数設けることとしても差し

支えない、1ヶ所に集中するより 2 ヶ所以上に分散して設け

ることが望ましい 

・療養室ごとと共同生活室ごとに設ける方式を混在させても

差し支えない 

便所 ・療養室ごと又は共同生活室ごとに適当数設けること 

・ブザー又はこれに代わる設備を設ける 

・身体の不自由な者が使用するのに適したものとすること 

・常夜灯を設けること 

○療養室ごとに設けることが望ましい 

○ただし、共同生活室ごとに適当数設けることとしても差し

支えない、1ヶ所に集中するより 2 ヶ所以上に分散して設け

ることが望ましい 

・療養室ごとと共同生活室ごとに設ける方式を混在させても

差し支えない 

浴室 ・身体の不自由な者が入浴するのに適したものとすること 

・一般浴槽のほか、入浴に介助を必要とする者の入浴に適し

た特別浴槽を設けること 

○療養室のある階ごとに設けることが望ましい 

機能訓練室 ・1㎡×ユニット入居定員 

・必要な器械・器具を備えること 

－ 

廊下幅 ・片廊下幅 1.8ｍ以上 

・中廊下幅 2.7ｍ以上 

・ただし、廊下の一部の幅を拡幅することにより往来に支障

が生じない場合は、1.5ｍ以上（片廊下）、1.8ｍ以上（中廊

下） 

・手すり 

・常夜灯 

・多数の入居者や職員が日常的に一度に移動しないことから

廊下の幅の一律の規制を緩和 

・アルコーブを設けることなどにより、入居者、職員等がす

れ違う際に支障が生じないことを想定 

・内法、手すりから測定 

・手すりは原則として両側に設けること 

・中廊下は、廊下の両側に療養室等又はエレベーター室のあ

る廊下 

面積の基準 － － 

入居者へのサービスの提供 ・入居者が、その有する能力に応じて、自らの生活様式及び

生活習慣に沿って自律的な日常生活を営むことができるよ

うにするため、施設サービス計画に基づき、入居者の日常

生活上の活動について必要な援助を行うことにより、入居

者の日常生活を支援するものとして行われなければならな

い  

・各ユニットにおいて入居者がそれぞれの役割を持って生活

を営むことができるよう配慮して行われなければならない  

・入居者のプライバシーの確保に配慮して行われなければな

らない 

・入居者の自立した生活を支援することを基本として、入居

者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、その

者の心身の状況等を常に把握しながら、適切に行われなけ

ればならない 

・入居者が自律的な日常生活を営むことができるよう支援す

るもの 

・入居前の居宅における生活と入居後の生活が連続したもの

となるよう配慮することが必要 

・職員は一人一人の入居者について、個性、心身の状況、入

居に至るまでの生活歴とその中で培われてきた生活様式や

生活習慣を具体的に把握した上で、日常生活上の活動を適

切に援助すること 

・入居者の意向に関わりなく集団で行うゲームや、日常生活

動作にない動作を通じた機能訓練など、家庭の中では通常

行われないことは適当でない 

・入居者がユニットにおいて相互に社会的関係を築くことが

できるよう、それぞれの役割を持って生活を営めるよう配

慮すること 

・職員は、入居者相互の信頼関係が醸成されるよう配慮する

ことと同時に入居者が他の入居者の生活に過度に干渉し自

律的な生活を損なうことがないよう配慮することが必要 

介護 

看護及び医学的管理の下に

おける介護 

・各ユニットにおいて入居者が相互に社会的関係を築き、自

律的な日常生活を営むことを支援するよう、入居者の病状

及び心身の状況等に応じ、適切な技術をもって行われなけ

ればならない 

・入居者の日常生活における家事を、入居者が、その病状及

び心身の状況等に応じて、それぞれの役割を持って行うよ

う適切に支援しなければならない 

・自律的な日常生活を営むことを支援する点から、入居者の

日常生活上の活動への援助が過剰なものとならないことに

留意が必要 

・入居者が相互に社会的関係を築くことを支援する点から、

単に入居者が家事の中で役割を持つことを支援するにとど

まらず、例えば、入居者相互の間で、頼り、頼られるとい

った精神的な面での役割が生まれることを支援することに

も留意が必要 

・「日常生活における家事」とは、食事の簡単な下準備や配膳、

後片付け、清掃やゴミ出しなど 

勤務体制 ・看護・介護、3：1以上 

・看護職員は常勤 1以上、入所者 30 人未満で 1以上、30～50

人で 2以上等 

・昼間：ユニットに常時 1以上 

・夜間及び深夜：2 ユニットに 1以上  

・ユニットごと：常勤のユニットリ－ダ－ 

・従業者の勤務体制を定める際は、継続性を重視したサービ

スの提供に配慮すること 

・従業者が一人一人の入居者について、個性、心身の状況、

生活歴などを具体的に把握した上で、その日常生活上の活

動を適切に援助するためには、いわゆる「馴染みの関係」

が求められる 
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③ 認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム）                                

 整備基準 解釈通知 

根拠 指定地域密着型サ－ビスの事業の人員、設備及び運営に関す

る基準（省令、最終改正 H28.3.31） 

 

指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービ

スに関する基準について（通知、最終改定 H28） 

基本方針 ・要介護者であって認知症であるものについて、共同生活住

居において、家庭的な環境と地域住民との交流の下で入浴、

排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能

訓練を行うことにより、利用者がその有する能力に応じ自

立した日常生活を営むことができるようにする。 

（認知症対応型共同生活介護計画を計画作成担当者が作成） 

・認知症高齢者が、家庭的な環境と地域住民との交流の下、

住み慣れた環境での生活を継続できるようにすることを目

指すもの 

・認知症の原因となる疾患が急性の状態にある者は、共同生

活住居において共同生活を送ることに支障があると考えら

れるため、対象とはならない 

共同生活住居 ・1つの事業所における共同生活住居の数は 1又は 2まで 

・ただし、用地の確保が困難であるなど、効率的運営に必要

であると認められるときは 3 

・入居定員は 5 人以上 9人以下 

・平成 18 年 4 月 1日に 2を超える共同生活住居を設けている

ものは、当分の間当該共同生活住居を有することができる 

・複数の共同生活住居を設ける場合は、居間、食堂及び台所

はそれぞれの共同生活住居に、専用の設備が必要 

・併設の事業所において行われる他のサービス利用者と設備

を共用することも原則として不可 

・管理上特に支障がないと認められる場合は事務室の兼用は

可能 

・用地の確保が困難であるなど、効率的運営に必要と認めら

れる時は 3つでも可 

必要な設備 ・居室、居間、食堂、台所、浴室、消火設備その他の非常災

害に際して必要な設備、その他利用者が日常生活を営む上で

必要な設備 

・消火設備その他の非常災害に際して必要な設備とは消防法

その他の法令等に規定された設備を示す 

居室 定員 ・１人 

・ただし、利用者の処遇上必要と認められる場合は２人 

・夫婦で居室を利用する場合などであり、事業者の都合によ

り一方的に 2人部屋とするべきではない 

 配置 － ・居室とは廊下、居間等につながる出入口があり、他の居室

と明確に区分されるものをいい、単にカーテンや簡易なパ

ネル等で室内を区分しただけと認められるものは含まれな

い 

・ただし、一般住宅を改修している場合など、建物の構造上、

各居室間がふすま等で仕切られている場合はこの限りでは

ない 

 

 床面積 ・7.43 ㎡以上 ・2人部屋については、居室面積の最低基準を示していないが、

充分な広さの確保が必要 

・生活の場であることを基本に、収納設備は別途確保するな

ど利用者の私物等も置くことができる充分な広さを有する

ものとすること 

 

居間・食堂 ・同一の場所とすることができる ○同一の室内とする場合であっても、居間、食堂のそれぞれ

の機能が独立していることが望ましい 

・広さについても原則として利用者及び介護事業者が一堂に

会するのに充分な広さを確保すること 

 

その他 ・住宅地又は住宅地と同程度に利用者の家族や地域住民との

交流の機会が確保される地域 

・利用者に対して家庭的な雰囲気によるサービスを提供する

こと 

・地域との交流を図ることによる社会との結びつきを確保す

ることなどのため、住宅地の中にあること又は住宅地と同

程度に家族や地域住民との交流の機会が確保される地域の

中にあることを市町村が確認することを求めたもの 

・開設する場所の現地調査等により周辺の環境を踏まえ、地

域の実情に応じて適切に判断されるべき 

 

入居者へのサービスの提供 ・利用者の認知症の症状の進行を緩和し、安心して日常生活を

送ることができるよう、利用者の心身の状況を踏まえ、妥当

適切に行うべき 

・利用者一人一人の人格を尊重し、利用者がそれぞれの役割を

持って、家庭的な環境の下で日常生活を送ることができるよ

うに配慮すべき 

・認知症対応型共同生活介護計画に基づき、漫然かつ画一的な

ものとならないよう配慮すべき 

・指定認知症対応型共同生活介護の提供に当たっては、懇切丁

寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対しサービス

の提供方法等について理解しやすいように説明を行うべき 

・当該利用者又はその他の利用者等の生命又は身体を保護する

ため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行っては

ならない 

・身体拘束を行う場合には、その様態及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなけれ

ばならない 

・自ら提供する指定認知症対応型共同生活介護の質の評価を行

うとともに、定期的に外部の者による評価を受けて、それら

の結果を公表し、常にその改善を図らなければならない 

・利用者が共同生活を送る上で自らの役割を持つことにより、

達成感や満足感を得、自信を回復するなどの効果が期待さ

れるとともに、利用者にとって当該共同生活住居が自らの

生活の場であると実感できるような必要な援助をおこなう

こと 

・サービス提供方法等には、認知症対応型共同生活介護計画

の目標及び内容や行事及び日課等も含む 

・当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するた

め緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行っては

ならず、緊急やむを得ない場合にあっても、その態様及び

時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得な

い理由の記録が必要、当該記録は 2 年間保存すること 
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 整備基準 解釈通知 

介護 

看護及び医学的管理の下に

おける介護 

・利用者の心身の状況に応じ、利用者の自立の支援と日常生

活の充実に資するよう、適切な技術を持って行うこと 

・利用者の負担により当該共同生活住居における介護事業者

以外の者による介護を受けさせてはならない 

・食事その他の家事等は、原則として利用者と介護事業者が

共同で行うように努めるものとする 

・認知症の状態にある利用者の心身の状況に応じ、利用者が

その自主性を保ち、意欲的に日々の生活を送ることが出来

るようにすることを念頭に利用者の精神的な安定、行動障

害の減少及び認知症の進行緩和が図られるように介護サー

ビスを提供し又は必要な支援を行う 

・提供されるサービスは施設サービスに準じ、当該共同生活

住居において完結する内容であることを踏まえ、当該事業

所の従業者でないいわゆる付添者による介護や、居宅療養

管理指導を除く他の居宅サービスを、入居者の負担によっ

て利用させることはできない。ただし、事業者の負担によ

り、通所介護等のサービスを利用に供することは差し支え

ない 

・利用者が介護事業者と食事や清掃、洗濯、買物、園芸、農

作業、レクリエーション、行事等を共同で行うことにより

良好な人間関係に基づく家庭的な生活環境の中で日常生活

が送れるようにすることを配慮 

勤務体制 ・介護、3：1以上 

・常勤 1 以上 

（利用者 10 人で介護 4人） 

・共同生活住居ごとに介護従業者の日々の勤務体制、常勤・

非常勤の別、管理者との兼務関係、夜間及び深夜の勤務の

担当者等の明確化 

・利用者の精神の安定性を図る観点から、担当の介護従業者

を固定する等の継続性を重視したサービス提供に配慮 

・夜間及び深夜の時間帯を定めるにあたっては、それぞれの

事業者ごとに、利用者の生活サイクルに応じて設定 
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参考 東京都における基準の状況 

①特別養護老人ホーム                                       太字：国の基準と異なる主な内容  

 国 東京都 

根拠 特別養護老人ホ－ムの設備及び運営に関する基準（省令、最終

改正 H28.2.5） 

特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準について（通

知、最終改正 H28） 

東京都特別養護老人ホ－ムの設備及び運営の基準に関する条

例（条例、最終改正 H24.3.30） 

東京都特別養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条

例施行規則（最終改正Ｈ24.3.30） 

東京都特別養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条

例施行要領（最終改正Ｈ28.2.18） 

基本方針 入所者の処遇に関する計画に基づき、可能な限り、居宅におけ

る生活への復帰を念頭に置いて、入浴、排せつ、食事等の介護、

相談及び援助、社会生活上の便宜の供与その他の日常生活上の

世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を行うことにより、

入所者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むこと

ができるようにすることを目指す。 

（ユニット型） 

入居者一人一人の意思及び人格を尊重し、入居者へのサービス

提供に関する計画に基づき、その居宅における生活への復帰を

念頭に置いて、入居前の居宅における生活と入居後の生活が連

続したものとなるよう配慮しながら、各ユニットにおいて入居

者が相互に社会的関係を築き、自律的な日常生活を営むことを

支援する。 

入居者の処遇に関する計画に基づき、入所者の居宅における生

活への復帰に向けて、入浴、排せつ、食事等の介護、相談、援

助、社会生活上の便宜の供与その他の日常生活上の世話、機能

訓練、健康管理及び療養上の世話を行うことにより、入所者が

その有する能力に応じ自立した生活を営むことができるよう

にすることを目指す。 

（ユニット型） 

入居者一人一人の意思及び人格を尊重し、入居者へのサービス

提供に関する計画に基づき、入居者の居宅における生活への復

帰に向けて、入居前の居宅における生活と入居後の生活が連続

したものとなるよう配慮しながら、各ユニットにおいて入居者

が相互に社会的関係を築き、自律的な生活を営むことを支援す

る。 

施
設
整
備
基
準 

必要な設備 居室、静養室、食堂、浴室、洗面設備、便所、医務室、調理室、

介護職員室、看護職員室、機能訓練室、面談室、洗濯室又は洗

濯場、汚物処理室、介護材料室、事務室その他運営上必要な設

備 

居室、静養室、食堂、浴室、洗面設備、便所、医務室、調理室、

介護職員室、看護職員室、機能訓練室、面談室、洗濯室又は洗

濯場、汚物処理室、介護材料室、事務室その他運営上必要な設

備 

居
室
（
療
養
室
） 

定員 ・1人 

・ただし、入所者へのサ－ビスの提供上必要と認められる場合

は 2人 

・1人 

・ただし、入所者へのサ－ビスの提供上必要と認められる場合

は 2人 

・入所者のプライバシーに配慮するとともに容易に個室に転換

できるよう設計上の工夫を行う場合は 2 人以上 4 人以下 

 位置 ・地階に設けない ・地階に設けない 

 一人当たり 

面積 

・10.65 ㎡以上 

・2人の場合は 21.3 ㎡ 

・10.65 ㎡以上 

・2人の場合は 21.3 ㎡ 

 その他 ・寝台又はこれに変わる設備 

・出入口は、避難上有効な空地、廊下、又は広間に直接面して

設ける 

・床面積の 1/14 以上に相当する面積を直接外気に面して開放 

・入所者の身の回り品を保管することができる設備 

・ブザ－又はこれに代わる設備 

・寝台又はこれに変わる設備 

・出入口は、避難上有効な空地、廊下、又は広間に直接面して

設ける 

・床面積の 1/14 以上に相当する面積を直接外気に面して開放 

・入所者の身の回り品を保管することができる設備 

・ブザ－又はこれに代わる設備 

 静
養
室 

位置 ・介護職員室又は看護職員室に近接 ・介護職員室又は看護職員室に近接 

 その他 ・（居室に同じ） ・（居室に同じ） 

 浴室 ・浴室介護を必要とする者に適したもの ・浴室介護を必要とする者に適したもの 

 洗面設備 ・居室のある階ごとに設ける ・居室のある階ごとに設ける 

 便所 ・居室のある階ごとに居室に近接して設ける 

・ブザ－又はこれに変わる設備 

・常夜灯 

・居室のある階ごとに居室に近接して設ける 

・ブザ－又はこれに変わる設備 

・常夜灯 

 医務室 ・医療法に規定する診療所とする ・医療法に規定する診療所とする 

 調理室 ・火気を使用する部分は、不燃材料を用いる ・火気を使用する部分は、不燃材料を用いる 

 介護職員室 ・居室のある階ごとに居室に近接して設ける ・居室のある階ごとに居室に近接して設ける 

 食堂 ・3㎡×入所定員以上 ・3㎡×入所定員以上 

 機能訓練室   

 談話室   

 レクリエ－ション 

ル－ム 

  

 

居室、静養室、食堂、

浴室及び機能訓練

室の位置 

・3階以上に設けない 

・ただし、特別避難階段が 2 箇所以上あり、廊下その他通路の

壁及び天井の仕上げを不燃材にしていて、特定防火設備によ

り防災上有効に区画されている場合を除く 

・3階以上に設けない 

・ただし、①特別避難階段が 2箇所以上ある、屋内避難階段・

エレベーター・防災上避難に有効な傾斜路があるもしくは屋

内避難階段・バルコニー・屋外避難階段・エレベーターがあ

る、②仕上げを不燃材にしている、③耐火構造の壁又は特定

防火設備により防災上有効に区画されている場合を除く 

 廊下 ・片廊下幅 1.8ｍ以上 

・中廊下幅 2.7ｍ以上 

・常夜灯 

・手すり 

・片廊下幅 1.5ｍ以上 

・中廊下幅 1.8ｍ以上 

・既存建物の改修の場合であり、廊下の一部の幅を拡張するこ

とにより円滑な往来に支障がない場合を除く 

・常夜灯 

・手すり 

 その他 ・階段には手すり 

・階段の傾斜は緩やかにする 

・居室、静養室等が 2 階以上の階にある場合は、傾斜路または

エレベ－タ－ 

・階段には手すり 

・階段の傾斜は緩やかにする 

・居室、静養室等が 2 階以上の階にある場合は、傾斜路または

エレベ－タ－ 

 特別避難階段 ・居室等のある 3階以上の各階に通ずる特別避難階段を 2以上 ・居室等のある 3階以上の各階に通ずる特別避難階段を 2以上 
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 国 東京都 

施
設
整
備
基
準 

ユ
ニ
ッ
ト
型 

ユニット定員 ・10 人以下 ・12 人以下 

（・10 人を超えるユニット数の制限なし） 

居室、療養室

の定員 

・1人 

・ただし、入居者へのサ－ビスの提供上必要と認められる場合

は 2人 

・1人 

・ただし、入居者へのサ－ビスの提供上必要と認められる場合

は 2人 

居室、療養室

の床面積 

・10.65 ㎡以上 

・2人の場合は 21.3 ㎡ 

・10.65 ㎡以上 

・2人の場合は 21.3 ㎡ 

 居室、療養室

の改修 

・居室を隔てる壁について、天井との間に一定の隙間が生じて

いても差し支えない 

・居室を隔てる壁について、入居者相互間の視線の遮断が確保

されれば、天井との間に一定の隙間が生じていても差し支え

ない 

 廊下 ・片廊下幅 1.8ｍ以上 

・中廊下幅 2.7ｍ以上 

・ただし、廊下の一部の幅を拡幅することにより往来に支障が

生じない場合は、1.5ｍ以上（片廊下）、1.8ｍ以上（中廊下） 

・手すり 

・常夜灯 

・片廊下幅 1.5ｍ以上 

・中廊下幅 1.8ｍ以上 

・既存建物の改修の場合であり、廊下の一部の幅を拡張するこ

とにより円滑な往来に支障がない場合を除く 

・手すり 

・常夜灯 

 ユニット内の

通り抜け 

・他のユニットの入居者が当該共同生活室を通過することな

く、施設内の他の場所に移動することができること（解釈通

知で規定） 

・・他のユニットの入居者が当該共同生活室を通過することな

く、施設内の他の場所に移動することができること（施行要

領で規定） 

・ただし、建物及び土地の形状に極めて制約があり、他のユニ

ット内を通過する以外は移動経路を確保することが困難な

場合は他のユニット内（共同生活室及び諸室を除く）を通過

しての差し支えない（施行要領で規定） 

 共同生活室 ・交流や共同で日常生活を営む場所としてふさわしい形状 

・2㎡×ユニット入居定員 

・交流や共同で日常生活を営む場所としてふさわしい形状 

・2㎡×ユニット入居定員 

職
員
配
置
基
準 

医師 必要数（非常勤可） 必要数（非常勤可） 

薬剤師 － － 

看護職員 ・看護・介護、3：1以上 

・看護職員は常勤 1 以上、入所者 30 人未満で 1 以上、30～50

人で 2以上等 

（介護 31 人／看護 3人） 

・看護・介護、3：1以上 

・看護職員は常勤 1 以上、入所者 30 人未満で 1 以上、30～50

人で 2以上等 

（介護 31 人／看護 3人） 

介護職員 

（利用者を 100 人と

して算出） 

理学療法士・作業療

法士・言語聴覚士 

－ － 

機能訓練指導員 1 以上 1 以上 

栄養士 1 以上 1 以上 

生活（支援）相談員 常勤 1以上、100：1 以上 常勤 1以上、100：1 以上 

介護支援専門員 

(計画作成担当者) 

－ － 

ユニット型の場合

の追加条件 

 

看護・介護 

・昼間：ユニットに常時 1以上 

・夜間及び深夜：2 ユニットに 1以上  

・ユニットごと：常勤のユニットリ－ダ－ 

看護・介護 

・昼間：ユニットに常時 1以上 

・夜間及び深夜：2 ユニットに 1以上  

・ユニットごと：常勤のユニットリ－ダ－ 
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②介護老人保健施設                                        太字：国の基準と異なる主な内容  

 国 東京都 

根拠 介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基

準（省令、最終改正 H28.2.5） 

介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基

準について（通知、最終改正 H27） 

東京都介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営の基

準に関する条例（条例、最終改正 H24.3.30） 

東京都介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営の基

準に関する条例施行規則（最終改正 H24.3.30） 

基本方針 施設サ－ビス計画に基づいて、看護、医学的管理の下における

介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話

を行うことにより、入所者がその有する能力に応じ自立した日

常生活を営むことができるようにすることとともに、その者の

居宅における生活への復帰を目指す。 

（ユニット型） 

入居者一人一人の意思及び人格を尊重し、施設サービス計画に

基づき、その居宅における生活への復帰を念頭に置いて、入居

前の居宅における生活と入居後の生活が連続したものとなる

よう配慮しながら、看護、医学的管理の下における介護及び機

能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行うこと

により、各ユニットにおいて入居者が相互に社会的関係を築

き、自律的な日常生活を営むことを支援する。 

施設サ－ビス計画に基づき、看護、医学的管理の下における介

護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を

行うことにより、入所者がその有する能力に応じ自立した日常

生活を営むことができるようにするととともに、居宅における

生活への復帰を目指す。 

（ユニット型） 

入居者一人一人の意思及び人格を尊重し、施設サービス計画に

基づき、入居者の居宅における生活への復帰に向けて、入居前

の居宅における生活と入居後の生活が連続したものとなるよ

う配慮しながら、看護、医学的管理の下における介護及び機能

訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行うことに

より、各ユニットにおいて入居者が相互に社会的関係を築き、

自律的な日常生活を営むことを支援する。 

 

施
設
整
備
基
準 

必要な設備 療養室、診察室、機能訓練室、談話室、食堂、浴室、レクリエ

－ション・ル－ム、洗面所、便所、サ－ビス・ステ－ション、

調理室、洗濯室又は洗濯場、汚物処理室 

療養室、診察室、機能訓練室、談話室、食堂、浴室、レクリエ

－ション・ル－ム、洗面所、便所、サ－ビス・ステ－ション、

調理室、洗濯室又は洗濯場、汚物処理室 

居
室
（
療
養
室
） 

定員 ・4人以下（ユニット型を除く） ・4人以下（ユニット型を除く） 

位置 ・地階に設けない ・地階に設けない（準耐火構造の時は、2階・地階に設けない） 

一人当たり 

面積 

・8㎡以上 ・8㎡以上 

その他 ・出入口は、避難上有効な空地、廊下、又は広間に直接面して

設ける 

・寝台又はこれに変わる設備 

・入所者の身の回り品を保管することができる設備 

・ナ－ス・コ－ル 

・出入口は、避難上有効な空地、廊下、又は広間に直接面して

設ける 

・寝台又はこれに変わる設備 

・入所者の身の回り品を保管することができる設備 

・ナ－ス・コ－ル 

 静
養
室 

位置   

 その他   

 浴室 ・身体の不自由な者が入浴するのに適したもの 

・一般浴槽のほか、入居に介助を必要とする者の入浴に適した

特別浴槽 

・身体の不自由な者が入浴するのに適したもの 

・一般浴槽のほか、入居に介助を必要とする者の入浴に適した

特別浴槽 

 洗面設備 ・療養室のある階ごとに設ける ・療養室のある階ごとに設ける 

 便所 ・療養室のある階ごとに設ける 

・ブザ－又はこれに変わる設備 

・身体の不自由な者が使用するのに適したもの 

・常夜灯 

・療養室のある階毎に設ける 

・ブザ－又はこれに変わる設備 

・身体の不自由な者が入浴するのに適したもの 

・常夜灯 

 医務室   

 調理室   

 介護職員室   

 食堂 ・2㎡×入所定員以上 ・2㎡×入所定員以上 

 機能訓練室 ・1㎡×入所定員以上 ・1㎡×入所定員以上 

 談話室 ・入所者同士や入所者とその家族が談話を楽しめる広さ ・入所者同士や入所者とその家族が談話を楽しめる広さ 

 レクリエ－ション 

ル－ム 

・レクリエーションを行うために十分な広さ、必要な設備 ・レクリエーションを行うために十分な広さ、必要な設備 
 

居室、静養室、食堂、

浴室及び機能訓練

室の位置 

－ － 

 廊下 ・片廊下幅 1.8ｍ以上 

・中廊下幅 2.7ｍ以上 

・常夜灯 

・手すり 

・片廊下幅 1.5ｍ以上 

・中廊下幅 1.8ｍ以上 

・既存建物の改修の場合であり、廊下の一部の幅を拡張するこ

とにより円滑な往来に支障がない場合を除く 

・常夜灯 

・手すり 

 

 その他 ・階段には手すり 

・療養室が 2 階以上の階にある場合は、屋内の直通階段及びエ

レベ－タ－ 

・階段には手すり 

・療養室が 2 階以上の階にある場合は、屋内の直通階段及びエ

レベ－タ－ 

 

 特別避難階段 ・療養室が 3階以上の階にある場合は、避難階段を 2以上 ・療養室が 3階以上の階にある場合は、避難階段を 2以上 

 ユ
ニ
ッ
ト
型 

ユニット定員 ・10 人以下 ・10 人以下 

 居室、療養室

の定員 

・1人 

・ただし、入居者へのサ－ビスの提供上必要と認められる場合

は 2人 

・1人 

・ただし、入居者へのサ－ビスの提供上必要と認められる場合

は 2人 

 居室、療養室

の床面積 

・10.65 ㎡以上 

・2人の場合は 21.3 ㎡以上 

・10.65 ㎡以上 

・2人の場合は 21.3 ㎡以上 

  居室、療養室

の改修 

・居室を隔てる壁について、天井との間に一定の隙間が生じて

いても差し支えない 

・居室を隔てる壁について、天井との間に一定の隙間が生じて

いても差し支えない 
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 国 東京都 

施
設
整
備
基
準 

ユ
ニ
ッ
ト
型 

廊下 ・片廊下幅 1.8ｍ以上 

・中廊下幅 2.7ｍ以上 

・ただし、廊下の一部の幅を拡幅することにより往来に支障が

生じない場合は、1.5ｍ以上（片廊下）、1.8ｍ以上（中廊下） 

・手すり 

・常夜灯 

・片廊下幅 1.5ｍ以上 

・中廊下幅 1.8ｍ以上 

・既存建物の改修の場合であり、廊下の一部の幅を拡張するこ

とにより円滑な往来に支障がない場合を除く 

・手すり 

・常夜灯 

  ユニット内の

通り抜け 

・他のユニットの入居者が当該共同生活室を通過することな

く、施設内の他の場所に移動することができること（解釈通

知で規定） 

・他のユニットの入居者が当該共同生活室を通過することな

く、施設内の他の場所に移動することができること（施行要

領で規定） 

  共同生活室 ・交流や共同で日常生活を営む場所としてふさわしい形状 

・2㎡×ユニット入居定員 

・交流や共同で日常生活を営む場所としてふさわしい形状 

・2㎡×ユニット入居定員 

職
員
配
置
基
準 

医師 常勤 1以上、100：1 以上 

（1人） 

常勤 1以上、100：1 以上 

（1人） 

薬剤師 適当数 適当数 

看護職員 ・看護・介護、3：1以上（看護 2/7 を標準、介護は 5/7） 

（介護 25 人／看護 9人） 

・看護・介護、3：1以上（看護 2/7 を標準） 

（介護 25 人／看護 9人） 介護職員 

（利用者を 100 人と

して算出） 

理学療法士・作業療

法士・言語聴覚士 

理学療法士、作業療法士または言語聴覚士、100：1 以上 理学療法士、作業療法士または言語聴覚士、100：1 以上 

機能訓練指導員 － － 

栄養士 入所定員 100 以上で 1 以上 入所定員 100 以上で 1 以上 

生活（支援）相談員 100：1 以上（入所者 100 を超える場合は常勤 1以上） 100：1 以上（入所者 100 を超える場合は常勤 1以上） 

介護支援専門員 

(計画作成担当者) 

常勤 1以上 100：1 を標準 常勤 1以上 100：1 を標準 

ユニット型の場合

の追加条件 

 

看護・介護 

・昼間：ユニットに常時 1以上 

・夜間及び深夜：2 ユニットに 1以上  

・ユニットごと：常勤のユニットリ－ダ－ 

看護・介護 

・昼間：ユニットに常時 1以上 

・夜間及び深夜：2 ユニットに 1以上  

・ユニットごと：常勤のユニットリ－ダ－ 
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③認知症高齢者グループホーム 

 国 国の基準と異なる内容（八王子市・横浜市） 

根拠 指定地域密着型サ－ビスの事業の人員、設備及び運営に関す

る基準（省令、最終改正 H28.3.31） 

八王子市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運

営の基準に関する条例（最終改定：H28.3.7） 

横浜市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備、運営等

の基準等に関する条例（最終改正：H28.4.1） 

基本方針 ・要介護者であって認知症であるものについて、共同生活住

居において、家庭的な環境と地域住民との交流の下で入浴、

排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能

訓練を行うことにより、利用者がその有する能力に応じ自

立した日常生活を営むことができるようにする。 

（認知症対応型共同生活介護計画を計画作成担当者が作成） 

－ 

共同生活住居 ・1つの事業所における共同生活住居の数は 1又は 2まで 

・ただし、用地の確保が困難であるなど、効率的運営に必要

であると認められるときは 3 

・入居定員は 5 人以上 9人以下 

・1つの事業所における共同生活住居の数は 1又は 2まで（3

とできる例外なし）【八王子市】 

必要な設備 ・居室、居間、食堂、台所、浴室、消火設備その他の非常災

害に際して必要な設備、その他利用者が日常生活を営む上

で必要な設備 

・（国の基準に加え）便所、洗面設備、事務室【横浜市】 

・全設備を同一階に設ける、ただし従業者の配置及び設備等

から、日常生活を送る上で支障がない場合は除く【横浜市】 

・便所及び洗面設備は高齢者が使用するに適したもの【横浜

市】 

・事務室は居間及びその他の共用の部分から分離【横浜市】 

居室 定員 ・１人 

・ただし、利用者の処遇上必要と認められる場合は２人 

－ 

 配置 － － 

 床面積 ・7.43 ㎡以上 ・面積の計算は有効面積（内法・内寸）（運営の手引き、指定・

運営基準の概要）【横浜市】 

居間・食堂 ・同一の場所とすることができる － 

その他 ・住宅地又は住宅地と同程度に利用者の家族や地域住民との

交流の機会が確保される地域 

・事業者は地域との結びつきを重視し、市町村、地域包括支

援センター、老人介護支援センター、他の地域密着型サー

ビス事業者又は居宅サービス事業者、その他の保健医療サ

ービス及び福祉サービスを提供する者、住民による自発的

な活動によるサービスを含めた地域における様々な取組を

行う者等との連携に努めなければならない【横浜市】 

入居者へのサービスの提供 ・利用者の認知症の症状の進行を緩和し、安心して日常生活

を送ることができるよう、利用者の心身の状況を踏まえ、

妥当適切に行うべき 

・利用者一人一人の人格を尊重し、利用者がそれぞれの役割

を持って、家庭的な環境の下で日常生活を送ることができ

るように配慮すべき 

・認知症対応型共同生活介護計画に基づき、漫然かつ画一的

なものとならないよう配慮すべき 

・指定認知症対応型共同生活介護の提供に当たっては、懇切

丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対しサー

ビスの提供方法等について理解しやすいように説明を行う

べき 

・当該利用者又はその他の利用者等の生命又は身体を保護す

るため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行っ

てはならない 

・身体拘束を行う場合には、その様態及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しな

ければならない 

・自ら提供する指定認知症対応型共同生活介護の質の評価を

行うとともに、定期的に外部の者による評価を受けて、そ

れらの結果を公表し、常にその改善を図らなければならな

い 

・事業者は身体的拘束等を行う場合には、事前に当該利用者

又はその家族に、身体的拘束等の態様等を説明しなければ

ならない。ただし、やむを得ない事情により事前に当該説

明をすることが困難な場合を除く（事前に説明を行わなか

った場合は、当該身体拘束等を行った後に速やかに当該利

用者又はその家族に身体拘束等の様態等を説明が必要）【横

浜市】 

介護 

看護及び医学的管理の下に

おける介護 

・利用者の心身の状況に応じ、利用者の自立の支援と日常生

活の充実に資するよう、適切な技術を持って行うこと 

・利用者の負担により当該共同生活住居における介護事業者

以外の者による介護を受けさせてはならない 

・食事その他の家事等は、原則として利用者と介護事業者が

共同で行うように努めるものとする 

－ 

勤務体制 ・介護、3：1以上 

・常勤 1 以上 

（利用者 10 人で介護 4人） 

－ 

 

○参考：新宿区指定地域密着型サービス事業の人員等に関する基準等を定める条例（最終改定：H28.6.29）⇒国の基準と相違点なし 
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（４）居住費・介護報酬の状況 

①居住費等 

・本研究の対象とする介護保険施設等のうち特養と老健は居住に要する費用の基準額が設定さ

れており、室料及び光熱水費が利用者負担となっている。所得や資産等が一定以下の場合は、

負担限度額を超えた居住費と食費の負担額が介護保険から支給される。 

・基準額及び負担限度額は居室類型によって異なっており、ユニット型個室が最も高く、多床

室が最も低く設定されている。ユニット型の基準額・負担限度額は特養と老健で同額である

が、従来型個室の基準額・負担限度額、多床室の基準額は異なる設定となっている（下線部）。 

・認知症高齢者グループホームの居住費（家賃）については、国として特段の定めはなく、一

般に借家の賃貸契約として考えられている。 

・東京都では、補助金を活用してグループホームを整備する場合に、低所得者も含む都民が利

用しやすい家賃に設定するよう、家賃設定の考え方を示している。 

○特別養護老人ホームの基準費用額と負担限度額（日額） 

 
基準費用額 
（日額） 

負担限度額（日額） 

第１段階 第２段階 第３段階 

食 費 1,380 円 300 円 390 円 650 円 

居住費 

ユニット型個室 1,970 円 820 円 820 円 1,310 円 

ユニット型準個室 1,640 円 490 円 490 円 1,310 円 

従来型個室 1,150 円 320 円 420 円 820 円 

多床室 840 円 0 円 370 円 370 円 

○介護老人保健施設の基準費用額と負担限度額（日額） 

 
基準費用額 
（日額） 

負担限度額（日額） 

第１段階 第２段階 第３段階 

食 費 1,380 円 300 円 390 円 650 円 

居住費 

ユニット型個室 1,970 円 820 円 820 円 1,310 円 

ユニット型準個室 1,640 円 490 円 490 円 1,310 円 

従来型個室 1,640 円 490 円 490 円 1,310 円 

多床室 370 円 0 円 370 円 370 円 

 

・特別な居室（療養室）の施設、設備等が、利用料のほかに費用の支払を入所者等から受ける

のにふさわしいものである場合に、入所者等の選択に基づいて行われるものならば、定員数

の概ね 50％を超えない範囲で特別な室料を徴収することができる。 

・ちなみに、2002（平成 14）年 10月時点で特別な居室（療養室）の割合は、介護老人保健施

設で全居室の 33％、特別養護老人ホームでは 0.1％である。 
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参考：特別な室数の割合と平均室料 2002（平成 14）年 10月 1日現在 

 特別な居室 平均室料(円)/日 

総数 個室 ２人室 個室 ２人室 

介護老人保健施設 30,142 室 33.0％ 19,673 室 75.3％ 10,469 室 69.9％ 2,224 1,091 

特別養護老人ホーム 146 室 0.1％ 110 室 0.3％ 36 室 0.2％ 3,303 1,492 
 

・「特別な居室」とは、介護保険施設で別に費用を徴収して提供される居室をいう。 

・「居室に占める割合」とは、各施設の全居室に占める特別な居室の割合をいい、「個室全体に占める割合」・

「２人室全体に占める割合」とは、各施設の個室の総数・２人室の総数に占める特別な居室の割合をいう。 

 

○厚生労働大臣の定める利用者等が選定する特別な居室等の提供に係る基準等 (厚生省告示第123号) 

発出日：平成 12 年 3 月 30 日 更新日：平成 27年 3 月 23 日 

（抜粋） 

ハ 指定介護老人福祉施設又は指定地域密着型介護老人福祉施設による入所者及び入居者(以下

「入所者等」という。)が選定する特別な居室の提供に係る基準 

(1) 特別な居室の定員が、一人又は二人であること。 

(2) 当該指定介護老人福祉施設又は当該指定地域密着型介護老人福祉施設の特別な居室の定員

の合計数を施行規則第百三十一条の七又は第百三十四条の規定に基づき都道府県知事又は市町村

長に提出した運営規程((6)において「運営規程」という。)に定められている入所者等の定員で除

して得た数が、おおむね百分の五十を超えないこと。 

(3) 特別な居室の入所者等一人当たりの床面積が、十・六五平方メートル以上であること。 

(4) 特別な居室の施設、設備等が、利用料のほかに特別な居室の提供を行ったことに伴い必要と

なる費用の支払を入所者等から受けるのにふさわしいものであること。 

(5) 特別な居室の提供が、入所者等への情報提供を前提として入所者等の選択に基づいて行われ

るものであり、サービス提供上の必要性から行われるものでないこと。 

(6) 特別な居室の提供を行ったことに伴い必要となる費用の額が、運営規程に定められているこ

と。 

ニ 介護老人保健施設による入所者等が選定する特別な療養室の提供に係る基準 

(1) 特別な療養室の定員が、一人又は二人であること。 

(2) 当該介護老人保健施設の特別な療養室の定員の合計数を施行規則第百三十六条の規定に基

づき都道府県知事に提出した運営規程((6)において「運営規程」という。)に定められている入所

者等の定員で除して得た数が、おおむね百分の五十を超えないこと。 

(3) 特別な療養室の入所者等一人当たりの床面積が、八平方メートル以上であること。 

(4) 特別な療養室の施設、設備等が、利用料のほかに特別な療養室の提供を行ったことに伴い必

要となる費用の支払を入所者等から受けるのにふさわしいものであること。 

(5) 特別な療養室の提供が、入所者等への情報提供を前提として入所者等の選択に基づいて行わ

れるものであり、サービス提供上の必要性から行われるものでないこと。 

(6) 特別な療養室の提供を行ったことに伴い必要となる費用の額が、運営規程に定められている

こと。 

http://hourei.roken.or.jp/detail.php?uid=3#a131_07
http://hourei.roken.or.jp/detail.php?uid=3#a134
http://hourei.roken.or.jp/detail.php?uid=3#a136
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○認知症高齢者グループホームの家賃設定の考え方＜東京都＞ 

 

事務連絡  

平成 20 年 12 月 12 日  

認知症高齢者グループホーム整備事業審査案件の家賃等設定の考え方 

及びオーナー創設型における建物賃借権登記について 

 

（抜粋） 
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②介護報酬 

・介護保険サービスを利用した場合の利用者負担は、介護サービスにかかった費用の１割（一

定以上の所得者の場合は２割）である。以下に施設別の利用者負担（１割）を示す。（2015

（平成 27）年８月１日施行） 

・老健では、従来型より在宅強化型のほうが高く、従来型個室より多床室のほうが高く設定さ

れている。 

・要介護度及び居室形態により利用者負担額に差があり、要介護３の場合、老健（在宅強化型、

ユニット型個室・ユニット型準個室）の 952 円が最も高く、特定施設入居者生活介護（介護

付き有料老人ホーム）の 666 円が最も安い設定となっている。 

○特別養護老人ホーム 

サービス費用の
設定 

利用者負担（1割）（1日につき） 

従来型個室 多床室 ユニット型個室 ユニット型準個室 

要介護 1 547 円 547 円 625 円 625 円 

要介護 2 614 円 614 円 691 円 691 円 

要介護 3 682 円 682 円 762 円 762 円 

要介護 4 749 円 749 円 828 円 828 円 

要介護 5 814 円 814 円 894 円 894 円 

○介護老人保健施設 

（従来型） 

サービス費用の
設定 

利用者負担（1割）（1日につき） 

従来型個室 多床室 ユニット型個室 ユニット型準個室 

要介護 1 695 円 768 円 774 円 774 円 

要介護 2 740 円 816 円 819 円 819 円 

要介護 3 801 円 877 円 881 円 881 円 

要介護 4 853 円 928 円 934 円 934 円 

要介護 5 904 円 981 円 985 円 985 円 

（在宅強化型） 

サービス費用の
設定 

利用者負担（1割）（1日につき） 

従来型個室 多床室 ユニット型個室 ユニット型準個室 

要介護 1 733 円 812 円 816 円 816 円 

要介護 2 804 円 886 円 890 円 890 円 

要介護 3 866 円 948 円 952 円 952 円 

要介護 4 922 円 1,004 円 1,008 円 1,008 円 

要介護 5 977 円 1,059 円 1,063 円 1,063 円 
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○認知症高齢者グループホーム 

サービス費用の設定 
利用者負担（1割）（1日につき） 

1 ユニット ２ユニット 

要介護 1 759 円 747 円 

要介護 2 795 円 782 円 

要介護 3 818 円 806 円 

要介護 4 835 円 822 円 

要介護 5 852 円 838 円 

○特定施設入居者生活介護（介護付き有料老人ホーム） 

サービス費用の設定 利用者負担（1割）（1日につき） 

要介護 1 533 円 

要介護 2 597 円 

要介護 3 666 円 

要介護 4 730 円 

要介護 5 798 円 
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（５）整備費補助の仕組み 

①特別養護老人ホームの整備 

・2006（平成 18）年度以降、広域型特養の整備（創設）は都道府県・市町村の一般財源で対

応することとなった。（地域密着型特養の整備（創設）には、基金を活用できる。） 

・現在、広域型特養のユニット化改修・プライバシー確保改修に限り、交付金・基金を活用で

きる。 

・例えばユニット化改修を行う場合、2014（平成 26）年度までは交付金と基金が併存してい

たため、交付金と基金のどちらも利用できた。2015（平成 27）年度に地域医療介護総合確

保基金に一本化された。 

 

○補助金、交付金、基金制度の変遷 

年度 交付金・基金名称 交付金・基金の流れ 負担割合 

～2005（平成17） 国庫補助制度の時代 

ユニット化改修補助のメニューは無し 

2006（平成18）～ 地域介護・福祉空間整備

等施設整備交付金 

国→市町村→事業者（都

道府県で事業量をとり

まとめるが、お金は国→

市町村に直接入金） 

国費 100％ 

（自治体による上乗せ

あり） 

2009（平成21）～ 

2014（平成26） 

介護基盤緊急整備等臨

時特例基金 

都道府県の広域型特養： 

国→都道府県基金→事

業者 

市町村の広域型特養： 

国→都道府県基金→市

町村→事業者 

国費 100％ 

（自治体による上乗せ

あり） 

2015（平成27）～ 地域医療介護総合確保

基金 

都道府県の広域型特養： 

国→都道府県基金→事

業者 

市町村の広域型特養： 

国→都道府県基金→市

町村→事業者 

都道府県：国 2/3、都道

府県 1/3 

市町村：国 2/3、県と市

の負担割合は国は関知

しない 

注：広域型と地域密着型が併設する施設の場合、交付金・基金の流れは、広域型は国→都道府県

→事業者、地域密着型は国→都道府県→市町村→事業者となる。 
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②介護老人保健施設の整備 

・国が定める補助単価は次表のとおり。 

・首都圏自治体では、東京都は独自に補助単価を設定しているが、埼玉県と神奈川県は独自補

助はなく、国基金の活用が明記されている。 

 

○地域医療介護総合確保基金で定める補助単価 

対象事業 配分基単価 広域型 地域密着型 

地域密着型サービス等整備助

成事業 

25,000～53,400 千円／施設の範

囲で都道府県知事が定める額 
― ○ 

施設開設準備経費等支援事業 （略） ○ ○ 

定期借地権設定のための一時

金の支援事業 

当該施設を整備する用地に係る

国税局長が定める路線価の 1/2

×補助率 1/2 

○ ○ 

既存施設のユニット化改修等支援事業 

 介護老人保健施設のユニ

ット化 

個室→ユニット化 1,130 千円／

床、多床室→ユニット化 2,270 千

円／床 

―（区分表記なし） 

 介護療養型医療施設の老

健への転換 

創設 1,930 千円／床、改築 2,390

千円／床、改修 964 千円／床 
―（区分表記なし） 

資料：地域医療介護総合確保基金管理運営要領（平成 28 年 2 月 23 日通知） 

 

○首都圏自治体の老健整備にかかる補助 

都道府県 補助の内容 資料 

茨城県 ・自己資金でまかなうこと 介護老人保健施設整備の手引き

（平成 28年度） 

埼玉県 ・県単独補助なし 

・地域医療介護総合確保基金を活用し 

→地域密着型の整備に 53,400 千円／施設 

→療養病床の老健への転換に国と同額 

埼玉県ＨＰ 

千葉県 ・記載なし 介護老人保健施設建設の手引き

（平成 28年度） 

東京都 ・別表１のとおり 東京都介護老人保健施設施設整備

費補助要綱（平成 28 年 5月）、平

成 28 年度介護老人保健施設整備

計画に関する資料（平成 28 年 5

月） 

神奈川県 ・地域医療介護総合確保基金を活用し 

→地域密着型の整備に 53,400 千円／施設 

→老健のユニット化改修に国と同額 

→療養病床の老健への転換に国と同額 

神奈川県地域医療介護総合確保基

金（介護分）事業費補助金交付要

綱（平成 28 年 7 月） 
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■別表１ 東京都の老健整備にかかる施設整備費補助 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）地域医療介護総合確保促進法に基づく都道府県計画における老健整備目標（首都圏自治体） 

茨城県 老健の整備に関する文言なし 

埼玉県 老健 4施設 278 床の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う 

千葉県 老健の整備に関する文言なし 

東京都 老健 5施設 504 床の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う 

神奈川県 
老健 1施設 110 床を整備する 

うち、域密着型の 10 床の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う 

単位：千円

基準単価 併設加算*1 促進係数*3 高騰加算 国交付金

ユニット型 創設

増築

療養転換創設 5,000 ○ ○ 1200
*4：1,930

1,000

療養転換改築 6,000 ○ ○ 1000
*4：2,390

1,200

改築 ― ― ― ― ―

改修型創設 ― ― ― ― ―

増床型改修 ― ― ― ― ―

ユニット化改修 ― ― ― ― ―

療養転換改修 2,500 ○ ― 500
*4：964

500

従来型 創設

個室 増築

療養転換創設 4,500 ○ ○ 1080
*4：1,930

1,000

療養転換改築 5,400 ○ ○ 900
*4：2,390

1,200

改築 ― ― ― ― ―

改修型創設 ― ― ― ― ―

増床型改修 ― ― ― ― ―

療養転換改修 2,250 ○ ― 450
*4：964

500

多床室 創設

増築

療養転換創設 4,050 ○ ○ 972
*4：1,930

1,000

療養転換改築 4,860 ○ ○ 810
*4：2,390

1,200

改築 ― ― ― ― ―

改修型創設 ― ― ― ― ―

増床型改修 ― ― ― ― ―

療養転換改修 2,025 ○ ― 405
*4：964

500
*1：補助単価に対し、併設サービス事業所の種類に応じて10～350千円を加算

*2：現状整備率に応じて適用なし～1.5、ユニット型のみ

*3：現状整備率に応じて1.00～1.50

*4：上段：介護療養病床からの転換「地域医療介護総合確保基金」による

　　下段：医療療養病床からの転換（都道府県交付金）「病床転換助成事業交付金」による

*5：上段：多床室⇒ユニット型個室又は準個室。下段：従来型個室⇒Ｕ型個室又は準個室

○ 810 ―○4,050

―

老健（1床当たり）

5,000 ○ ○ 1000 ―

4,500 ○ ○ 900
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（参考）東京都の特養・老健整備にかかるユニット型・従来型の整備量（比率）に関する留意事項 

特養 

 
・条例、施行規則、施行要領に定めなし。 

・補助要綱において「ユニット型を基本とする。多床室については、整備に伴う増加定員数の

３割以内は、多床室整備も認める。なお、改修型創設及び改築の場合にあっては３割を超え

る多床室整備を認める。」としている。 

・説明会資料において従来型の整備について次の要件を課している。 

従来型個室：グループケアを実施すること、整備に当たっては区市町村の意見書を要する 

従来型多床室：多床室は整備定員の３割を上限とする（改築及び改修型創設を除く） 

グループケアを実施すること 

将来の改修によりユニット型への転換が容易な設計とすること 

整備に当たっては区市町村の意見書を要すること 

老健 

 
・条例、施行規則、施行要領、補助要綱に定めなし。 

・説明会資料の整備基本指針において、ユニット型個室を設置する施設の整備を優先すること

が示されている。 

・また、同資料Ｑ＆Ａでは次のように解説されている。 
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③認知症高齢者グループホームの整備 

・認知症高齢者グループホームの整備に対して、国の補助等はなし。 

・東京都は独自の補助制度がある（別表２）。認知症高齢者グループホーム整備の事業実施主

体は区市町村又は事業者であり、「都→区市町村→法人・土地所有者等」といった間接補助

を行うものである。 

・事業主体である区市町村の状況を把握するために、都内の３区２市（中野区、新宿区、台東

区、立川市、八王子市）の補助制度について確認したところ（ＨＰから確認）、中野区、台

東区、立川市、八王子市では都の要綱と同額であったが、新宿区は上乗せ補助を行っており、

ユニット当たりの補助は都の要綱と同額であるものの、事業者創設型・改修型に限り１施設

当たり 750 万円を助成するとしている。 

 

■別表２ 東京都認知症高齢者グループホーム緊急整備支援事業 

単位：千円

重点的緊
急整備地
域*6

重点以外
の地域

併設加算
*7

区市町村
支援事業

*8

創設・買取事業者創設

オーナー創設

改修 事業者改修

オーナー改修

増改築（定員増）

*6：高齢者人口に対するＧＨ整備率が0.29％未満で都が指定した地域

*7：認知症対応型デイ、小規模多機能、看護小規模多機能を併設する場合１ヶ所当たり10,000千円

*8：区市町村が独自に補助する施設整備費・設備整備費（備品費、解体撤去費、地域交流スペース整備費等）のうち、都が必要と認める額。

　　重点的緊急整備地域のみ。補助率は、都1/4、区市町村1/4

2,200

重点的緊急整備地域

3,300

ＧＨ（1人当たり）

重点以外の地域

22,500 15,000 ○ 10,000

ＧＨ（1ユニット当たり、3ユニットまで）

30,000 20,000 ○ 10,000

 

 

（参考）別表２の整備区分とその内容 

整備区分 内容 

事業者整備型（事業者創設
型・事業者改修型） 

自ら設置運営する目的で、運営事業者が建物を整備（新築・買取・改修）
するもの 

オーナー型（オーナー創設
型・オーナー改修型） 

土地・建物所有者が運営事業者に貸し付ける目的で、建物を整備（新築・
改修）するもの 
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１－２ 介護保険施設に関する統計データ 

（１）件数、定員数の推移 

・特別養護老人ホームは、9,419 施設、定員 566,600 人（2015（平成 27）年 10月）である。 

・介護老人保健施設は、4,185 施設、定員 357,500 人（同）である。 

・認知症高齢者グループホームは、12,956 施設、定員 190,100 人（同）であり、１施設あた

りの定員数が特別養護老人ホーム、介護老人保健施設に比して少ない。 

・介護保険３施設の定員合計は、約 111 万 4千人にのぼる。 

 

 

 

 

 

○施設別件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

第 1回研究委員会 
参考資料３ 

※１：介護保険３施設及び認知症高齢者グループホームは、「介護サービス施設・事業所調査（10/1時点）【H12・H13】」及び「介護給付費実態調査（10月審査分）【H14～】」による。
※２：介護老人福祉施設は、介護福祉施設サービスと地域密着型介護福祉施設サービスの請求事業所を合算したもの。
※３：認知症高齢者グループホームは、H12～H16は痴呆対応型共同生活介護、H17～は認知症対応型共同生活介護により表示。
※４：養護老人ホーム・軽費老人ホームは、「社会福祉施設等調査（10/1時点）」による。ただし、ただし、H21~H23は調査対象施設の数、H24~H26は基本票に基づく数。
※５：有料老人ホームは、厚生労働省老健局の調査結果（7/1時点）による。
※６：サービス付き高齢者向け住宅は、「サービス付き高齢者向け住宅情報提供システム（9/30時点）」による。
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1,273 

2,200 
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5,721 
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12,124 

12,597 12,956 

949

951

954 959
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1842

1928

1,966 

2,016 2,059 2,095 2,114 
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2,182 2,198 2,250 
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980 
1,418 

2,104 

2,846 

3,569 

4,373 

5,232 
6,244 

7,563 

8,499 

9,581 

10,627 

2,245 

3,906 

4,932 

5,734 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

介護老人福祉施設（特養）

介護老人保健施設（老健）

介護療養型医療施設

認知症高齢者グループホーム

養護老人ホーム

軽費老人ホーム

有料老人ホーム

サービス付き高齢者向け住宅

GH
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○施設別定員数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）入居者の要介護度 

・特別養護老人ホームの入所者は要介護３以上が増加傾向にある。2014（平成 26）年度現在、

要介護３以上が 88.4％で、他施設に比して比較的重度の入所者比率が高い。 

・特定施設入所者生活介護（介護付き有料老人ホーム）入所者は要介護度がさまざまであり、

要介護２までが５割超となっている。 

 

○介護保険施設の種類別、入居者の要介護度の比較（2014（平成 26）年） 

7.0% 6.2%

0.5%

3.0%

10.5%

22.1%

18.1%

8.6%

18.2%

18.8%

25.1%

21.6%

24.0%

16.3%

27.0%

33.4%

27.2%

16.9%

17.6%

33.4%

20.0%

12.7%

11.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

特別養護老人ホーム

※

(n=5,940千人)

介護老人保健施設

(n=4,232千人)

特定施設入所者生活

介護※

(n=2,302千人)

グループホーム

(n=2,214千人)

要支援1 要支援2 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
 

※：地域密着型除く 

出典：介護給付費実態調査（平成 26 年度） 

高齢者向け住まい・施設の定員数
（単位：人・床）

298,912 

314,192 

331,900 
342,900 

365,800 

382,900 

403,000 

419,100 

431,100 
441,200 

450,600 

470,200 

498,700 

516,000 

538,900 

566,600 

233,536 
244,627 

253,800 

266,700 

280,400 

294,500 
304,500 

309,500 
316,600 

323,500 
331,400 335,800 

344,300 

349,900 352,300 

357,500 

116,111 120,422 
130,100 

136,500 138,200 
132,100 

120,900 

111,800 
102,300 

93,100 
86,500 

80,900 75,200 70,300 
66,100 61,300 

5,450 12,486 

24,700 

45,400 

74,800 
98,500 118,900 

128,500 
135,800 141,900 

149,700 

161,000 
170,800 

176,900 

183,600 

190,100 

66,495 66,612 66,686 66,970 

67,181 66,837 66,667 66,375 66,239 65,847 65,186 64,630 65,113 64,830 

64,443 

61,732 
67,154 

72,364 
77,374 

80,951 

82,594 84,325 86,367 88,059 88,735 89,053 

89,096 

91,474 
92,204 

93,479 

36,855 
41,582 

46,121 

55,448 

72,666 

95,454 

124,610 
155,612 

183,295 

208,827 

235,526 

271,286 315,678 

349,975 

387,666 

422,612 

31,094 

109,239 

146,544 

177,722 

185,512 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

介護老人福祉施設 介護老人保健施設

介護療養型医療施設 認知症高齢者グループホーム

養護老人ホーム 軽費老人ホーム

有料老人ホーム サービス付き高齢者向け住宅

※１：介護保険３施設及び認知症高齢者グループホームは、「介護サービス施設・事業所調査（10/1時点）【H12・H13】」及び「介護給付費実態調査（10月審査分）【H14～】（定員数ではなく利用者数）」による。
※２：介護老人福祉施設は、介護福祉施設サービスと地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を合算したもの。
※３：認知症高齢者グループホームは、H12～H16は痴呆対応型共同生活介護、H17～は認知症対応型共同生活介護により表示。
※４：養護老人ホーム・軽費老人ホームは、「H2５社会福祉施設等調査（10/1時点）」による。ただし、H21~H23は調査票の回収率から算出した推計値であり、H24･25は基本票の数値。
※５：有料老人ホームは、厚生労働省老健局の調査結果（7/1時点）による。
※６：サービス付き高齢者向け住宅は、「サービス付き高齢者向け住宅情報提供システム（3/31時点）」による。

認知症GH

有老

特養

サ高住

老健

軽費

介護療養

養護

出典：厚生労働省資料 
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（千人） 

○介護保険施設の種類別要介護度別入居者数の推移 

①特別養護老人ホーム（地域密着型除く） 

3,658

3,984

4,167

4,376

4,612

4,806

4,986

5,101

5,201

5,287

5,443

5,672

5,832

5,940

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000

Ｈ13年度

Ｈ14年度

Ｈ15年度

Ｈ16年度

Ｈ17年度

Ｈ18年度

Ｈ19年度

Ｈ20年度

Ｈ21年度

Ｈ22年度

Ｈ23年度

Ｈ24年度

Ｈ25年度

Ｈ26年度

（千人）

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
 

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
総数（40
～64歳含
む）

・ 28 361 547 663 1,037 1,021 3,658
- (0.8%) (9.9%) (15.0%) (18.1%) (28.4%) (27.9%) (100.0%)
・ 17 360 598 725 1,127 1,157 3,984
- (0.4%) (9.0%) (15.0%) (18.2%) (28.3%) (29.1%) (100.0%)
・ 9 324 543 762 1,222 1,308 4,167
- (0.2%) (7.8%) (13.0%) (18.3%) (29.3%) (31.4%) (100.0%)
・ 3 297 472 811 1,343 1,450 4,376
- (0.1%) (6.8%) (10.8%) (18.5%) (30.7%) (33.1%) (100.0%)
・ 0 284 473 889 1,471 1,496 4,612
- (0.0%) (6.2%) (10.2%) (19.3%) (31.9%) (32.4%) (100.0%)
・ ・ 247 485 972 1,559 1,532 4,806
- - (5.1%) (10.1%) (20.2%) (32.4%) (31.9%) (100.0%)
・ ・ 191 487 1,058 1,616 1,619 4,986
- - (3.8%) (9.8%) (21.2%) (32.4%) (32.5%) (100.0%)
・ ・ 164 480 1,117 1,675 1,659 5,101
- - (3.2%) (9.4%) (21.9%) (32.8%) (32.5%) (100.0%)
・ ・ 145 459 1,123 1,716 1,758 5,201
- - (2.8%) (8.8%) (21.6%) (33.0%) (33.8%) (100.0%)
・ ・ 160 459 1,085 1,716 1,868 5,287
- - (3.0%) (8.7%) (20.5%) (32.5%) (35.3%) (100.0%)
・ ・ 168 472 1,102 1,747 1,955 5,443
- - (3.1%) (8.7%) (20.2%) (32.1%) (35.9%) (100.0%)
・ ・ 169 485 1,159 1,855 2,004 5,672
- - (3.0%) (8.6%) (20.4%) (32.7%) (35.3%) (100.0%)
・ ・ 177 504 1,213 1,932 2,007 5,832
- - (3.0%) (8.6%) (20.8%) (33.1%) (34.4%) (100.0%)
・ ・ 177 510 1,281 1,985 1,987 5,940
- - (3.0%) (8.6%) (21.6%) (33.4%) (33.4%) (100.0%)

※：平成17年度以前は、要支援１，２の区別はなく「要支援等」
・：項目なし　　-：計数なし

Ｈ13年度

Ｈ14年度

Ｈ15年度

Ｈ16年度

Ｈ17年度

Ｈ18年度

Ｈ25年度

Ｈ26年度

Ｈ19年度

Ｈ20年度

Ｈ21年度

Ｈ22年度

Ｈ23年度

Ｈ24年度

※

 
出典：介護給付費実態調査（各年度） 
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（千人） 

②介護保健施設サービス（老健） 

2,830

3,062

3,218

3,405

3,541

3,646

3,725

3,805

3,890

3,967

4,030

4,124

4,198

4,232

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000

Ｈ13年度

Ｈ14年度

Ｈ15年度

Ｈ16年度

Ｈ17年度

Ｈ18年度

Ｈ19年度

Ｈ20年度

Ｈ21年度

Ｈ22年度

Ｈ23年度

Ｈ24年度

Ｈ25年度

Ｈ26年度

（千人）

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
 

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
総数（40
～64歳含
む）

・ ・ 382 606 659 727 456 2,830
- - (13.5%) (21.4%) (23.3%) (25.7%) (16.1%) (100.0%)
・ ・ 400 657 700 789 516 3,062
- - (13.1%) (21.5%) (22.9%) (25.8%) (16.8%) (100.0%)
・ ・ 403 628 760 864 564 3,218
- - (12.5%) (19.5%) (23.6%) (26.8%) (17.5%) (100.0%)
・ ・ 432 599 842 940 592 3,405
- - (12.7%) (17.6%) (24.7%) (27.6%) (17.4%) (100.0%)
・ ・ 454 631 899 966 591 3,541
- - (12.8%) (17.8%) (25.4%) (27.3%) (16.7%) (100.0%)
・ ・ 412 663 966 982 607 3,646
- - (11.3%) (18.2%) (26.5%) (26.9%) (16.7%) (100.0%)
・ ・ 330 685 1,035 1,010 653 3,725
- - (8.9%) (18.4%) (27.8%) (27.1%) (17.5%) (100.0%)
・ ・ 302 695 1,081 1,038 684 3,805
- - (7.9%) (18.3%) (28.4%) (27.3%) (18.0%) (100.0%)
・ ・ 305 697 1,077 1,067 745 3,890
- - (7.8%) (17.9%) (27.7%) (27.4%) (19.2%) (100.0%)
・ ・ 359 704 1,006 1,082 816 3,967
- - (9.0%) (17.8%) (25.4%) (27.3%) (20.6%) (100.0%)
・ ・ 386 724 981 1,086 853 4,030
- - (9.6%) (18.0%) (24.4%) (27.0%) (21.2%) (100.0%)
・ ・ 399 739 994 1,120 872 4,124
- - (9.7%) (17.9%) (24.1%) (27.2%) (21.2%) (100.0%)
・ ・ 421 757 1,004 1,145 871 4,198
- - (10.0%) (18.0%) (23.9%) (27.3%) (20.7%) (100.0%)
・ ・ 443 772 1,017 1,152 848 4,232
- - (10.5%) (18.2%) (24.0%) (27.2%) (20.0%) (100.0%)

・：項目なし　　-：計数なし

Ｈ13年度

Ｈ14年度

Ｈ15年度

Ｈ16年度

Ｈ17年度

Ｈ18年度

Ｈ19年度

Ｈ20年度

Ｈ21年度

Ｈ22年度

Ｈ23年度

Ｈ24年度

Ｈ25年度

Ｈ26年度

 
出典：介護給付費実態調査（各年度） 
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（千人） 

③認知症対応型共同生活介護（グループホーム）（Ｈ18～介護予防認知症対応型共同生活介護含む） 

156

311

567

908

1,199

1,440

1,558

1,645

1,717

1,812

1,945

2,061

2,133

2,214

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000

Ｈ13年度

Ｈ14年度

Ｈ15年度

Ｈ16年度

Ｈ17年度

Ｈ18年度

Ｈ19年度

Ｈ20年度

Ｈ21年度

Ｈ22年度

Ｈ23年度

Ｈ24年度

Ｈ25年度

Ｈ26年度

（千人）

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
 

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
総数（40
～64歳含
む）

・ ・ 45 58 35 14 5 156
- - (29.0%) (36.9%) (22.4%) (8.7%) (3.0%) (100.0%)
・ ・ 89 116 70 28 9 311
- - (28.5%) (37.2%) (22.5%) (8.9%) (3.0%) (100.0%)
・ ・ 155 191 140 63 18 567
- - (27.3%) (33.7%) (24.7%) (11.0%) (3.2%) (100.0%)
・ ・ 241 276 240 118 32 908
- - (26.5%) (30.4%) (26.4%) (13.0%) (3.5%) (100.0%)
・ ・ 313 357 321 163 44 1,199
- - (26.1%) (29.8%) (26.8%) (13.6%) (3.7%) (100.0%)
0 6 348 416 399 209 62 1,440

(0.0%) (0.4%) (24.1%) (28.9%) (27.7%) (14.5%) (4.3%) (100.0%)
0 11 320 435 460 248 85 1,558

(0.0%) (0.7%) (20.5%) (27.9%) (29.5%) (15.9%) (5.4%) (100.0%)
0 11 318 438 498 278 102 1,645

(0.0%) (0.7%) (19.3%) (26.6%) (30.3%) (16.9%) (6.2%) (100.0%)
0 11 321 450 509 296 131 1,717

(0.0%) (0.6%) (18.7%) (26.2%) (29.6%) (17.2%) (7.6%) (100.0%)
0 10 336 466 512 313 176 1,812

(0.0%) (0.5%) (18.5%) (25.7%) (28.3%) (17.3%) (9.7%) (100.0%)
0 9 357 495 540 337 207 1,945

(0.0%) (0.5%) (18.3%) (25.5%) (27.8%) (17.3%) (10.6%) (100.0%)
0 10 368 521 570 362 230 2,061

(0.0%) (0.5%) (17.8%) (25.3%) (27.7%) (17.6%) (11.1%) (100.0%)
0 10 382 538 579 375 248 2,133

(0.0%) (0.5%) (17.9%) (25.2%) (27.2%) (17.6%) (11.6%) (100.0%)
0 11 400 557 598 389 260 2,214

(0.0%) (0.5%) (18.1%) (25.1%) (27.0%) (17.6%) (11.8%) (100.0%)
※1：「経過的要介護」を含む
・：項目なし　　-：計数なし

Ｈ13年度

Ｈ14年度

Ｈ15年度

Ｈ16年度

Ｈ17年度

Ｈ18年度

Ｈ24年度

Ｈ25年度

Ｈ26年度

Ｈ19年度

Ｈ20年度

Ｈ21年度

Ｈ22年度

Ｈ23年度

※1

 
出典：介護給付費実態調査（各年度） 
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（千人） 

④特定施設入居者生活介護（Ｈ18～介護予防特定施設入居者生活介護含む）（地域密着型除く） 

149

224

326

465

651

972

1,260

1,437

1,569

1,712

1,873

2,034

2,174

2,302

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000

Ｈ13年度

Ｈ14年度

Ｈ15年度

Ｈ16年度

Ｈ17年度

Ｈ18年度

Ｈ19年度

Ｈ20年度

Ｈ21年度

Ｈ22年度

Ｈ23年度

Ｈ24年度

Ｈ25年度

Ｈ26年度

（千人）

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
 

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
総数（40
～64歳含
む）

・ 12 39 30 24 25 20 149
- (7.9%) (25.9%) (20.0%) (16.2%) (16.7%) (13.3%) (100.0%)
・ 18 62 46 36 35 27 224
- (7.9%) (27.5%) (20.7%) (16.1%) (15.7%) (12.2%) (100.0%)
・ 26 92 63 54 52 39 326
- (7.9%) (28.4%) (19.3%) (16.4%) (16.0%) (12.0%) (100.0%)
・ 40 137 81 79 75 53 465
- (8.6%) (29.5%) (17.4%) (17.0%) (16.1%) (11.4%) (100.0%)
・ 61 203 112 108 101 67 651
- (9.3%) (31.2%) (17.1%) (16.6%) (15.5%) (10.2%) (100.0%)

48 87 268 174 165 140 89 972
(5.0%) (9.0%) (27.6%) (17.9%) (17.0%) (14.4%) (9.2%) (100.0%)

91 119 282 241 227 183 116 1,260
(7.3%) (9.4%) (22.4%) (19.1%) (18.0%) (14.5%) (9.2%) (100.0%)

98 141 301 275 267 217 137 1,437
(6.8%) (9.8%) (20.9%) (19.1%) (18.6%) (15.1%) (9.6%) (100.0%)

105 138 328 298 286 246 167 1,569
(6.7%) (8.8%) (20.9%) (19.0%) (18.2%) (15.7%) (10.6%) (100.0%)

123 122 370 321 291 277 207 1,712
(7.2%) (7.1%) (21.6%) (18.8%) (17.0%) (16.2%) (12.1%) (100.0%)

132 124 404 354 309 309 241 1,873
(7.1%) (6.6%) (21.6%) (18.9%) (16.5%) (16.5%) (12.9%) (100.0%)

142 132 441 384 330 339 265 2,034
(7.0%) (6.5%) (21.7%) (18.9%) (16.2%) (16.7%) (13.0%) (100.0%)

153 137 475 410 352 365 280 2,174
(7.0%) (6.3%) (21.8%) (18.9%) (16.2%) (16.8%) (12.9%) (100.0%)

161 143 508 433 375 389 292 2,302
(7.0%) (6.2%) (22.1%) (18.8%) (16.3%) (16.9%) (12.7%) (100.0%)

※1：平成17年度以前は、要支援１，２の区別はなく「要支援等」
※2：「経過的要介護」を含む
・：項目なし　　-：計数なし

Ｈ13年度

Ｈ14年度

Ｈ15年度

Ｈ16年度

Ｈ17年度

Ｈ18年度

Ｈ19年度

Ｈ20年度

Ｈ21年度

Ｈ22年度

Ｈ23年度

Ｈ24年度

Ｈ25年度

Ｈ26年度

※1

※2

 出典：介護給付費実態調査（各年度） 
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（３）平均在所・在院日数 

・特別養護老人ホームの入所者の平均在所日数は、1,405 日＝約３年 10 ヶ月である。一方、

病院での治療が終了し在宅復帰のための中間施設である介護老人保健施設は 311 日＝約 10

ヶ月である。 

・退所者の入所期間データからは、特別養護老人ホームも介護老人保健施設も総じて、要介護

度が高くなると入所期間が長期化する傾向がみられる。 

 

○平均在所・在院日数 

 

 厚生労働省資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省資料（介護サービス施設・事業所調査） 
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○施設サービス別要介護度別退所（院）者の入所（院）期間 

各年４月審査分 

14.9

22.9

21.6

14.3

14.3

13.4

14.6

13.9

18.1

14.7

12.5

13.6

12.3

11.4

10.5

8.5

1.2

5.2

12.2

10.7

10.5

9.0

7.5

8.5

8.3

6.8

8.5

6.1

5.8

5.9

8.0

10.8

9.7

11.2

10.0

17.0

12.4

12.9

16.8

11.7

13.3

15.0

9.8

9.7

12.6

44.3

43.4

54.5

44.1

47.3

45.2

48.1

49.0

44.7

45.6

47.1

47.2

45.3

45.3

45.4

24.4

21.7

9.0

18.2

17.8

13.9

15.8

16.7

11.9

19.6

20.2

15.7

26.6

27.9

25.6
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１
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２
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ム

90日未満 90日以上

180日未満

180日以上

1年未満

1年以上

5年未満

5年以上

 
 

39.5

37.6

38.9

38.3

36.8

38.1

36.6

32.7

36.5

34.8

34.6

34.8

36.5

34.1

32.9

29.1

27.3

27.6

25.2

24.6

28.6

24.4

24.2

25.7

22.7

21.3

24.0

20.8

19.9

20.8

15.3

15.0

14.9

18.1

15.7

14.2

18.7

17.6

16.1

19.8

18.2

16.6

17.4

17.0

16.8

15.3

19.1

17.3

17.4

21.6

17.8

19.4

24.0

20.2

21.3

24.1

22.2

22.9

26.3

25.2

0.7

1.1

1.4

1.0

1.3

1.3
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2.4
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4.2
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護
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出典：介護給付実態調査 

http://www.mhlw.go.jp/toukei/list4/5-1b.html 
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１－３ 介護保険施設等の整備に関連する既往研究・文献 

ここでは、厚生労働省の老人保健健康増進等事業（老人保健事業推進費補助金）で実施された近

年の研究、及び日本建築学会計画計論文集等から、介護老人保健施設、認知症高齢者グループホー

ム、有料老人ホームに関する主要な研究・論文の概要を整理する。 

 

施設類型 
老健事業で実施された 

既往研究 
建築学会論文 

介護老人保健施設 ― 11 本 

認知症高齢者グループホーム 4 本 20 本 

有料老人ホーム 3 本（※） ― 

※有料老人ホームを含む複数の施設類型を比較検討しながら、介護保険施設等のあるべき像を研究したもの 
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（１）介護老人保健施設に関する既往論文 

①介護老人保健施設の建築計画に関する主要論文の概要 

No タイトル 著者 出典 発行 概要 

1 老人保健施設

の整備計画に

関する研究 : 

熊本県内の老

健施設の実態

調査(建築計

画) 

西島衛治, 

多田圭一 

日本建築学会研

究報告. 九州支

部. 3, 計画系)

巻号：(35),  ペ

ージ：229-232 

1995- 

03-01 

○目的：老健施設を取り巻く情報や基礎資料を得ることにより、今後の老健移設のあり方を求める。 

○調査方法：1992 年 11 月末に、熊本県内の老健施設 24 施設（うち 17 施設より回収）を対象にアンケート

調査を実施。 

○結論：設置主体は 8割が医療法人。併設施設は病院（約 6割）、特養（2割弱）。平均入所者数は約 50 人/

施設。入所率は定員の 87.8％。入所前の状況は、5割が在宅、次いで 4割強が病院。退所後の行き先は 7

割が家庭復帰、残りは老人病院、老人ホーム等。何らかの障害を持つ入所者が多い。入所者の 7割は 1人

での歩行が不可能。退所者の在所期間は 1～7 日が約 3 割、181 日以上が約 2 割（ただし、施設のほとん

どが 2～3 年前に開所したばかり）。1 人部屋の面積は 10～54 ㎡。2 人部屋の面積は約 7 割が 16～20 ㎡の

間。4人部屋の面積は 36～40 ㎡が約半数。数としては 4人部屋が最も多い。 

2 老 人 保 健 施

設・同痴呆専

門棟 : 仙台

市茂庭台豊齢

ホームの計画 

菅野實, 

塩入健史, 

山家聡, 

筧和夫, 

本間敏行, 

小野田泰明, 

鄭賢和 

日本建築学会技

術 報 告 集  巻

号：(1),ページ：

251-255 

1995- 

12-20 

○目的：医療と福祉の融合を推進する拠点となる、老人保健施設の先駆的なモデルとして計画された仙台市

茂庭台豊齢ホームの計画の紹介。 

○調査方法：－ 

○結論：診療所から平面的に独立させた併設形態。痴呆性高齢者への対応として回遊型プランを採用。居室

環境の充実と個の領域の形成を図るため、1/3 を個室、3 人室・4 人室においても軽い間仕切りなどを設

置。痴呆性老人の単位は 20 人、寝たきり老人を主とする単位は 22 人。家庭復帰間近の高齢者の単位は

12 人となるよう構成。などが設計上の特徴。 

当施設の全退所者のうち、家庭への復帰は 55％程度、医療機関、老人ホームへは 35％程度と、通過施設

としての役割は十分機能していない。 

3 老人保健施設

の利用状況と

入所者及び家

族 の 要 望  : 

高齢者保健福

祉施設の整備

計画に関する

研究(1) 

堀端克久 学術講演梗概集. 

E, 建築計画, 農

村計画 巻号：

1993, ペー ジ：

583-584 

1993- 

07-25 

○目的：施設の利用状況や入所要因、入所者及び介護者の施設に対する要望等を、入所経路別に明らかにす

ること。 

○調査方法：ケアポート庄川（富山県庄川町、平成 4年 3月開設、80 床、全個室）の入所者 64 名と家族 61

世帯に対し、基本属性、入退所経路、入所動機、在所期間、退所希望、今後の処遇方針（家族のみ）、施

設に対する要望を把握。平成 4年 11 月（開設後 11 ヶ月時点）に、入所者は資料精査・職員聞き取り・本

人聞き取り、家族はアンケートにより実施。（入退所経路のみ 103 人把握） 

○結論：入所は病院からと家庭からがほぼ同数、病院から入所した者は退所比率が低く老健施設に留まる者

が多く、病院→老健→家庭は 4％に留まる。現在入所者の在所期間は 3ヶ月以上が 70％、6ヶ月以上が 35％

超、既退所者の在所期間は 3 ヶ月未満が 80％超。入所目的・理由は「ADL の低下、痴呆の重度化」「介護

者の就労」のために在宅介護が困難なケースが多い。入所者は後期高齢者が 85％、全介助 40％程度、痴

呆症状 60％である。70％は在宅生活を望むが 1/4 は入所継続を望む。在所期間が長期化すると入所継続

意向が増える。自宅で介護したいと答えた家族は 2％にすぎない。 
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No タイトル 著者 出典 発行 概要 

4 老人保健施設

の主要諸室に

対する入所者

及び職員の評

価 等 に つ い

て : 高齢者

保健福祉施設

の整備計画に

関 す る 研 究

(2) 

堀端克久 学術講演梗概集. 

E, 建築計画, 農

村計画 巻号：

1994, ペー ジ：

703-704 

1994- 

07-25 

○目的：上記施設において、個室、リビング、アトリウム・食堂までの段階的な空間構成について、入所者

と職員（介護者）がどのような受け止め方をしているか明らかにする。 

○調査方法：平成 4年 11 月（開設後 11 ヶ月）、①入所者 64 名に面接聞き取り調査（有効回答 45.3％）、②

職員 39 名にアンケート調査（有効回答 97.4％）を実施。 

○結論：入所者が居心地良く感じる場所は居室 80％、リビング 21％、アトリウム 10％。個室に対する評価

は在所期間が長期化するに伴い高くなるが、ADL 低下・重介護の必要な者ほど評価は低い。個室を「寂し

い」とする入所者は 17.2％、車いすを使用する際の使い勝手の悪さについて入所者・職員双方から指摘

があり、個室化による職員の介護負担増の問題もある。リビングは暗い、車いす使用を考える場合に狭い

といった評価、アトリウムは職員の 90％が建築的配慮の欠如を指摘。リハビリに対する期待は大きいが

リハビリ室が居室から遠いことや機器の貧弱さ等が問題となっている。 

今後の老健施設の建築計画上の配慮点①入所者の生活状況や地域性等を考慮した場合、また中間施設であ

る老健に、全室個室は適切か。②リビングの利用度が低く機能が十分発揮されていない、部屋の暗さ、面積

の狭さ、交流プログラムの乏しさなどの影響か。③アトリウムは十分な面積を確保して複合施設のメリット

を生かした計画とすることが肝要。④リハビリ室は居室から離れず入所者が身近に感じられることが大切。 

5 老人保健施設

における家庭

復帰状況につ

いて : 高齢

者保健福祉施

設の整備計画

に関する研究

(3) 

堀端克久 学術講演梗概集. 

E-1, 建築 計画

I, 各種建物・地

域施設, 設計方

法, 構法計画, 

人間工学, 計画

基 礎  巻 号 ：

1995, ペー ジ：

37-38 

1995- 

07-20 

○目的：同上の施設において、入所状況や入所者及び家族の生活状況・意識等について、経年変化と長期・

短期入所者の比較を行い、老健施設からの家庭復帰を困難にする要因を探る。 

○調査方法：平成 6年 11 月（開設後 2年 9ヶ月）に①入所者 70 名に面接聞き取り調査（有効回答 52.9％）、

②家族の意識アンケート調査（有効回答 75.3％）を実施。 

○結論：家庭から入所が 60％超、在所期間 1.5 年以上が 60％、2年以上が 40％を占める。80 歳以上が 2/3

と高齢化が進み、痴呆症状のあるものも増加、重度化。長期入所者では独居や高齢者夫婦世帯の比率が高

い。介護者の就労を理由に入所するものが前調査を上回り、病院からの入所者にその比率が高い。高齢者

本人の退所希望先は家庭（在宅）希望が大幅に減少し、継続希望が約半数にのぼる。家族は老健希望が

80％、家庭→老健は継続希望、病院→老健は特養希望が高い。 

6 老人保健施設

の役割と機能

に関する一考

察 : 高齢者

保健福祉施設

の整備計画に

関 す る 研 究

(4) 

堀端克久 研究報告集 巻

号 ： (69), ペー

ジ：413-416 

1999- 

02-28 

○目的：上記調査と本調査を分析し、家庭復帰の状況や在所期間の影響等を明らかにする。 

○調査方法：平成 9年 7月（開設後 5年 5ヶ月）に、①入所者 72 名に面接聞き取り調査（有効回答 59.7％）、

②家族の意識アンケート調査（有効回答 70.8％）を実施。 

○結論：①家庭に戻る割合が若干減り、医療機関入院が10％増加。家庭→老健→家庭は60数％、医療機関→老健

→家庭は5％、医療機関→老健→医療機関は60％超。②2年以上入所が半数を超え、前調査より20％増加、4年

以上の者も1/6を占める。③在所者は80歳以上が3/4、介護を要する者が前調査より25％増、ADL低下・痴呆度

が重度化している。④在宅介護が困難な要因は「介護者が病弱・高齢化」「就労できなくなる」「居住環境（住

宅事情）が悪い」「日中一人暮らしのため不安」などで、在所期間が長期化すると居住環境の悪さが大きな要

因となる。⑤退所後在宅を望む者は過半数であるが、長期化すると老健での生活希望が増える。自宅で介護し

たいとする介護者は皆無、継続入所希望が85％。⑥介護者は医療、介護・看護、リハビリの充実を望んでいる。 
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No タイトル 著者 出典 発行 概要 

  老健施設の問題点と課題。①在宅復帰が減少しており中間施設としての役割を十分に果たしているとは

言い難い。老健は在宅復帰を重視するのか長期療養施設としての機能をもつのか、明確化する必要がある。

②在所期間が長期化すると在宅復帰目標が薄らぎ生きがいや気力の減退を引き起こすため、在所期間の長

期化の減少・緩和に務めることが肝要。③痴呆が重度化しても安心して在宅又は入所できるような拠点施

設としての役割を担うことに期待が大きい。④医療の充実が求められている。⑤在宅ケア支援機能の充実

が求められている。 

7 老人保健施設

の役割とサー

ビス機能およ

び連携につい

て : 高齢者

保健福祉施設

の整備計画に

関 す る 研 究 

(5) 

堀端克久 学術講演梗概集. 

E-1, 建築 計画

I, 各種建物・地

域施設, 設計方

法, 構法計画, 

人間工学, 計画

基 礎  巻 号 ：

1999, ペー ジ：

361-362 

1999- 

07-30 

○目的：老健施設が在宅復帰施設としての役割を貫くか、長期療養施設の機能を併せ持ち双方の役割を担っ

ていくか、これらの課題に対する老健施設長の考え・意見を通して今後の老健施設のあり方を考える上で

の基礎資料を得ること。 

○調査方法：平成 9年 5～7月、全国の老健 1369 施設を対象に郵送アンケートを実施、有効回答は 35.1％。

施設の利用状況、施設長の意識を調査。 

○結論：①老健施設の役割を「Ⅰ現在も将来も在宅復帰施設」「Ⅱ現在は在宅復帰施設と長期療養施設の両

方の役割、将来は在宅復帰施設」「Ⅲ現在も将来も双方の役割」の３タイプとすると、タイプⅡが過半数、

タイプⅠは 20％。医療機関との併設施設ではⅠが、高齢者福祉施設等との併設施設及び単独施設はⅢが

相対的に高い。②上記の役割を実現するために充実すべきサービス機能は、デイケア、ショートステイな

どの在宅支援サービスの充実が 65.7％、職員の増員・資質の向上 49.0％、退所後のフォローアップの充

実 32.4％となっている。③上記の役割を実現するためにどのような機関との連携を強化するかについて

は、在宅介護支援センター、協力病院、特養等高齢者福祉施設、地方自治体、訪問看護ステーションとな

っている。④在宅復帰を目指す老健は全体の 3/4 だが、痴呆性高齢者に対する支援体制の充実への取組み

は消極的。 

8 老人保健施設

における痴呆

性高齢者の支

援態勢に関す

る研究-茨城

県の老人保健

施設を調査対

象として- : 

高齢者保健福

祉施設の整備

計画に関する

研究(6) 

堀端克久 学術講演梗概集. 

E-1, 建築 計画

I, 各種建物・地

域施設, 設計方

法, 構法計画, 

人間工学, 計画

基 礎  巻 号 ：

2000, ペー ジ：

307-308 

2000- 

07-31 

○目的：痴呆性高齢者の利用状況や処遇の満足度の現状把握、職員体制及び痴呆の受け入れに対する意見な

どを通して、老健施設における痴呆性高齢者の支援体制のあり方を考える上での基礎的資料を得ること。 

○調査方法：1997 年 5～7 月、茨城県内に設置されているすべての老健施設 35 施設を対象に郵送アンケー

ト調査を実施、有効回答数は 23（65.7％）。 

○結論：①施設形態は、医療機関との併設が43.5％、医療機関以外との併設が21.7％、単独施設が34.8％。

痴呆性高齢者の専用部分を有する施設は半数（11施設）。②入居者は痴呆症状を有する者が70％、重度痴

呆が1/4。重度の比率が25％を超える施設では入所期間の長期化傾向がみられる。③痴呆性高齢者の処遇

に関して半数以上が満足していない。「痴呆棟がないため徘徊等の対応が不十分」「人員が少ないため思い

通りの時間を費やすことができない」等の意見がある。今後の受け入れに関して現状維持あるいはどちら

かといえば消極的とした施設は40％、「受け入れることのできる痴呆性高齢者にはある程度限度がある」

等の意見。痴呆の専用部分を持たない施設では、処遇の満足度も低く、受け入れ態勢にも消極的。受け入

れに積極的な施設では、現在も将来も在宅復帰施設と長期療養施設の双方の役割を併せ持つ施設の比率が

高く、大幅な増員を希望している。④痴呆の処遇の専門性や柔軟性を高める上において、痴呆の専用部分

の確保が重要になる。 
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No タイトル 著者 出典 発行 概要 

9 全国老人保健

施設の特性か

ら見た類型化

に 関 す る 研

究 : 地域的

要因を含めた

基礎的研究 

盧志和, 

小滝一正, 

大原一興 

日本建築学会計

画系論文集 巻

号：(567),ペー

ジ：15-21 

2003- 

05-30 

○目的：老健施設の施設特性からみた施設類型を見いだし、地域的要因との関係などからその特徴を明らか

にする。 

○調査方法：1998 年 9 月に、全国の 2040 施設を対象にアンケート調査を実施。1226 施設が回答。さらに有

効回答 732 件について分析。施設属性、入退所先、在所期間、再経験、入所状況の 5つのアイテムについ

て、19 のカテゴリーに分類し分析。 

○結論：老健施設を「入所者の入退去先と在所期間」、また「開設年度と再入所経験の有無」の 2 軸によっ

て、「長期滞在型」「新設痴呆対応型」「短期回転型」「在宅支援型」の 4 タイプに分類。「入所者の入退所

先と在所期間」は、地域要因のうち「老健施設定員率」「特養施設定員率」や「一万人当たりの病床数」｢可

住地人口密度｣の影響が大きい。「開設年度と再入所経験の有無」では、その地位の住居状況である「一世

帯当たり面積」「持ち家比率」と地域介護サービス実態を表す｢在宅介護力指数｣等の影響が大きい。 

10 介護老人保健

施設の施設特

性とその変容

に 関 す る 研

究 : 公的介

護保険実施前

後の比較・考

察 

廬志和, 

小滝一正, 

大原一興 

日本建築学会計

画系論文集 巻

号：(575),ペー

ジ：21-28 

2004- 

01-30 

○目的：介護保険制度導入前後の老健施設の施設特性の変化を比較することにより、制度実施による施設類

型別の諸特性の変化や地域的要因との関わりなどを比較・考察し、介護保険制度実施前後の施設の変容に

ついて明らかにする。 

○調査方法：No.9 で介護保険実施前のデータ（1998 年 9 月現在）を収集した老健施設を対象に、介護保険

実施後の 2002 年 11 月にアンケート調査を行い、回答のあった 124 施設を対象に分析を行った。 

○結論：介護保険実施後の老健施設在所期間は、実施前より長くなった。家庭への復帰率が低くなり病院へ

の退所比率が高くなる傾向。家庭復帰のための中間施設としての機能より、入所機能やリハビリ専門施設

としての機能がより強くなっている傾向。施設類型別（「長期滞在型」「新設痴呆対応型」「短期回転型」

「在宅支援型」）の諸特性には変化が見られない。地域的要因と施設特性との関係では、特養施設の定員

数、老健施設の定員数、デイサービス・ショートステイ利用状況や可住地人口密度などとの相関が見られ

る。入所期間と入退所先について、介護保険実施後は地域的要因の影響は少し小さくなり、施設の運営方

針の影響が大きくなってきていると推測できる。 

11 同一プランで

計画された病

棟と介護老人

保健施設の使

われ方に関す

る事例研究 

竹重正崇, 

勝又英明, 

山崎敏 

研究報告集 II, 

建築計画・都市計

画・農村計画・建

築経済・建築歴

史・意匠 巻号：

(76), ペー ジ：

33-36 

2006- 

02-28 

○目的： 病院（1～4 階）と老健施設（5 階）からなる各階同一プランの施設を対象に、それぞれの階の使

われ方と物品の収納の差に着眼し、病院と老健の比較による問題点の提起を行う。 

○調査方法：実測調査による物品の収納方法の分類と写真撮影による物の立体的な収納方法の調査。平面的

収納場所の比較。施設関係者へのヒアリング調査を実施。 

○結論：病院と老健施設の併設は、基本的な病院のレイアウトと老健施設における必要な諸室の床面積など

の検討が重要である。介護や看護の方針、必要な物品が収納される場所、収納される量の差などに十分配

慮する必要がある。また、今後の医療体制の変化等による施設全体の転換や病室の転換を想定した施設づ

くりが必要。 
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（２）認知症高齢者グループホームに関する既往研究・論文 

①既往研究の概要（発行時期順） 

No 事業名 実施主体 概要 

１ 平成 18 年度老

健事業 介護

保険制度の適

正な運営・周知

に寄与する調

査 研 究 事 業 

認知症グルー

プホーム事業

実態調査・研究

事業 結果報

告書 

公益社団法

人  日本認

知症グルー

プホーム協

会 

○目的：認知症高齢者グループホームのケアの質向上、経営環境、労働環境などを確保するための基礎データを収集し、より質の高い

サービス提供体制づくりの資料とする（経年的に実施）。 

○方法：全国認知症グループホーム協会会員事業所 1,992 事業所と、その事業所の職員各 2 名に対し、2016 年 12 月～翌年 1 月にアン

ケート調査を実施。事業所の属性・建物環境、利用料、日常ケアの状況、入居者の状態等の事業所調査（回収 565 件（28.4％））と、

職務意識、ストレスの状況等の職員調査（回収 1,252 件（31.4％））。 

○結論：平成 18 年度の介護報酬改定でＧＨにおける通所介護やショートステイの実施など多機能化が期待されたがあまり進んでいな

い。医療連携体制として、ＧＨにおける看護師の配置率は上がっているが加算を算定している事業所は 6 割程度に留まる。看取りケ

アを実施した事業所は 3 割弱ある。住所地問題で入居できないケースを経験した事業所が 3 割、サービス評価を受ける際の費用負担

感が高い。離職者の平均在職期間は 21.7 ヶ月で、職員の定着率が悪い。してはいけない行動制限の認識（身体拘束、施錠等）が十分

に浸透していない点は課題である。職員の給与水準は低く、特養介護職員と大きな差がある。 

２ 平成 22 年度老

健事業 認知

症の人の暮ら

しを支えるグ

ループホーム

の生活単位の

あり方に関す

る調査研究事

業報告書 

公益社団法

人  日本認

知症グルー

プホーム協

会 

○目的：認知症の人の安心と尊厳を保つケアを実践するための、適切な生活単位や建物環境のあり方について、生活環境、日常生活、

地域交流、経営的側面等を、１ユニット５～６名で運営するグループホームと、それ以外のグループホームとで比較しながら、メリ

ット、デメリットを明らかにする。そのうえで、今後のグループホーム運営や地域展開の方策について考察や小規模な生活単位の弱

みを強みにかえていくための方法論についても考察する。 

○方法：①全国認知症グループホーム協会会員事業所 2,297 事業所と、280 事業所の職員各 5 名に対し、2011 年 1 月にアンケート調査

を実施。事業所概要、職員属性、職員の満足度やストレス等を把握。1,080 事業所（47.0％）、520 名（37.1％）の回答を分析。②2010

年 11 月～11 年 1月に、6名程度の小規模ユニットで運営するグループホームを訪問調査。設立経緯、経営理念、日常ケアにおける利

用者の状況、小規模ユニットのメリットとデメリットを調査。 

○結論：職員調査において、９名ユニットを担当している職員に比べ、５～８名定員のユニットを担当している職員は、利用者の状態

把握や情報収集、理解ができており、ケアの提供状況における自己評価も高く、職務に対する満足度も高い。また、５～８名定員の

ユニットで働く職員のほうが、常勤・非常勤を問わず、９名定員のユニットよりも労働時間が短く、年収は若干高いという、労働環

境的に見ても良い結果が得られた。これらが確認できたことから、グループホームにおける新たな生活支援モデルとして６名を標準

とするユニットの推進を提案する。ただし、この提案における生活規模の縮小は、ケアの質を高めるメリットがある一方で、スケー

ルメリットが低くなり、経営面でのデメリットを伴う。経営的なデメリットを解消していくためには、地域分散型ケア拠点の展開を

はかり、生活規模と経営規模を分離して考えることで経営を安定させる必要がある。 

３ 平成 23 年度老

健事業 グル

ープホームの

生活単位が及

ぼすケアの質

への影響に関

公益社団法

人  日本認

知症グルー

プホーム協

会 

○目的：前年度の調査結果を踏まえた上で、生活単位の違いによって、管理者の意識や職員のケアの満足度に違いがあるかを追調査と

いう形で確認する。同時に、利用者を対象とした調査を行い、グループホーム入居後の利用者の状態変化や、グループホームの「質」

とは何かについて、検討する。 

○方法：日本認知症グループホーム協会会員のうち、8名以下の定員のユニットを持つ 144 事業所と、9名定員のユニットを持つ 856 事

業所に、2011 年 11 月、アンケートで①管理者調査（回収 428（42.8％））、②職員調査（同 3,334（37.0％））、③利用者調査（同 4,008
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No 事業名 実施主体 概要 

する調査研究

報告書 

（44.5％））を実施。 

○結論：「6人グループ」と「9人グループ」では、BPSD の発症度や日常生活への参加度合いなどに差がみられたり、職員側からすると、

担当する利用者数によってケアの達成度や職務満是度に差がみられるなど、生活単位がより小さい方が、利用者にとっても職員にと

ってもよい環境となることが証明された。ただし、嫌な雰囲気になったときに逃げ場がなく、融通が利かないといった人数が少ない

ことによるデメリットがあることに留意する必要がある。 

４ 平成 24 年度老

健事業 認知

症グループホ

ームにおける

利用者の重度

化の実態に関

する調査研究

報告書 

公益社団法

人  日本認

知症グルー

プホーム協

会 

○目的：認知症高齢者グループホームにおける利用者の重度化の実態、重度化に対する事業所側の対応等への影響（介護報酬改定の影

響も含む）について調査し、グループホームの利用者の重度化の程度や、求められているケア度についての全国的な傾向・分布、ま

た重度化に対応したケアとそれに要するコスト、介護報酬（や診療報酬）でどの程度カバーできているか、報酬改定がどう影響して

いるか等について実態を把握する。 

○方法：平成 24 年 9～11 月、認知症高齢者グループホーム 4,908 事業所（協会会員事業所 2,454 事業所、無作為抽出した非会員事業所

同数）にアンケートを実施。1,816 件（37.0％）の回答を分析。事業所概要、職員配置状況、利用者状況、医療連携体制、収支状況等

を調査。 

○結論：老化にともなう心身の虚弱化ほか、認知症の中核及び周辺症状の進行、医療ニーズの高まり等、利用者の重度化が進行し、最

終的にはターミナル期の対応が求められている。人員配置などのスタッフの量的充実、医療機関との連携の推進、ターミナル期対応

としてグループホームとして医療的ケアの体制各緒（看護師等）についての課題がある。 

 

②認知症高齢者グループホームの建築計画に関する主要論文の概要（発行時期順） 

No タイトル 著者 出典 発行年 概要 

1 グループホー

ムにおける空

間利用の時系

列的変化に関

す る 考 察  : 

「なじみ」か

らみた痴呆性

高齢者のケア

環境に関する

研究(その 1) 

厳爽, 

石井敏, 

外山義, 

橘弘志, 

長澤泰 

日本建築学会計

画系論文集 巻

号：(523),  ペ

ージ：155-161 

1999- 

09-30 

○目的：開設直後からの時系列的な調査の繰り返しにより、入居者の新たな空間での生活の様子を記述し、

認知症高齢者と空間の関わりを追求。さらに、なじみの過程での空間・物理的なケア環境要素の関わり

を考察し、認知症老人のためのケア環境のあり方を明らかにする。 

○調査方法：1つのＧＨ開設直後から約 2ヵ月おき 3回、各 3日間実施。10 分毎に入居者（分析対象は 6

または 7 人）・職員の滞在場所、行動、周囲の状況等を観察・記録。入居者属性等について、職員にア

ンケート・ヒアリング。 

○結論：相対的に認知症レベルの低い入居者は居室の認識が高く、居室を拠点としているのに対し、レベ

ルの高い入居者は共用空間での滞在が長く、共用空間を生活の拠点としている傾向。レベルの高い入居

者は入居後 7ヵ月でも居室の認識は殆どできておらず、居室の利用は就寝・起床時のみ。 

 認知症レベルのさほど高くない入居者は、年月の経過に伴い、居室の利用頻度が増加し、居室を中

心とした生活リズムを形成している。 

 環境になじむにつれ共用空間の利用は、誘導から自発的なものに変化する。（ティータイム等に使う

『いろり』（共用空間）の利用頻度は開設直後が最も高いが、その 7割は職員による誘導要素を含む。） 

2 先進事例にみ 石井敏, 日本建築学会計 1999- ○目的：共用空間の利用に焦点を当て、空間の使いこなしの様子、生活のなかでの各空間の関わりなどを
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No タイトル 著者 出典 発行年 概要 

る共用空間の

構成と生活の

関わり : 痴

呆性高齢者の

ためのグルー

プホームに関

する研究 そ

の 1 

厳爽, 

外山義, 

橘弘志, 

長澤泰 

画系論文集 巻

号：(524),  ペ

ージ：109-115 

10-30 個々の生活の流れのなかで考察し、ＧＨの空間のあり方、認知症高齢者のための空間のあり方を探る。 

○調査方法：1 つのＧＨ開設直後から約 2 ヵ月おき 3 回、各 3 日間実施。10 分毎に入居者（7 人）・職員

の滞在場所、行動、周囲の状況等を観察・マッピング。 

○結論：共用空間の利用割合について 3回の調査での変化は、冬季に日当たりのよい場所でくつろぐ行動

が増えたため廊下での利用割合が増加、入居初期は職員からの働きかけ・誘導により利用されていたが、

その後、自主性にまかせたことによるキッチンの利用割合の減少。 

 各入居者の共用空間の利用形態・パターンは、全体的に空間を利用する入居者から、特定の場所を

中心に利用する入居者等、様々。 

 共用空間での行為として、『（テレビ等を）見る』が最も多く、次いで『無為』。個人別に見ると様々

な傾向が見られる。 

 共用空間の利用に、入居者一人だけが参加していた場面は 78.7%。個人が選択できる空間が多くあり、

個々の要求にあわせて空間を利用している結果である。 

3 介護体制と入

居者の生活構

成の関わりに

関する考察 : 

「なじみ」か

らみた痴呆性

高齢者のケア

環境に関する

研究(その 2) 

厳爽, 

石井敏, 

橘弘志, 

外山義, 

長澤泰 

日本建築学会計

画系論文集 巻

号：(528),  ペ

ージ：111-117 

2000- 

02-28 

○目的：入居者の認知症度・自立度等の属性の相違による個別的ケアの様態、職員の関わり方、勤務態勢

の変化が入居者の生活に与える影響等から、入居者の生活における職員との関わりがもつ意味を分析

し、認知症高齢者が新しい環境になじむ過程、運営的な環境要素が果たす役割を解明し、ＧＨに於ける

認知症高齢者ケアのあり方を探る。 

○調査方法：1 つのＧＨ開設直後から約 2 ヵ月おき 3 回、各 3 日間実施。10 分毎に入居者（7 人）・職員

の滞在場所、行動、周囲の状況等を観察・マッピング。入居者属性等について、職員ヒアリング。 

○結論：従来の多床室・大規模施設や、個室化・個別処遇を介護方針として運営している施設と比べ、調

査対象施設では、心理的サポートの介護行為の割合が高い。 

 直接的な介護行為の内容を分類すると、調査対象施設では、入居者の認知症の程度や自立度生活な

どを考慮した個別処遇がなされていることがわかる。 

 日中常勤職員は平日：3人、休日：1人であり、介護の質が異なる。休日午後は、入居者それぞれが

好みの場所で過ごし、職員の動きが少なくホーム全体に穏やかな雰囲気がある一方、平日午後はプロ

グラム的活動が多く、職員の慌ただしい動きに影響され、入居者の生活も動きが多くなり落ち着きを

失う入居者もみられた。また開設 2 ヵ月以降は、職員の少ない休日に自発的な会話が頻繁に行われる

一方、職員の働きかけの多い平日の入居者同士の会話は減少。 

 年月の経過とともに、全体的な介護の需要は減少。基本生活行為に関する介助頻度に大きな変化は

ないが、空間誘導・交流行為（話しかけ）が減少している。入居者が自ら空間を利用できるようにな

ってきたこと、自発的な交流が発生するようになってきたことが理由であると判断できる。 

4 痴呆性高齢者

グループホー

ムにおける入

居者の生活の

再 編 過 程  : 

鈴木健二, 

外山義, 

三浦研 

日本建築学会計

画系論文集 巻

号：(546),  ペ

ージ：121-126, 

2001- 

08-30 

○目的：グループホーム（以降「ＧＨ」）という新たな生活環境への移行によって、入居者の生活・ケア

の内容がどのように変化していくのか、1施設を対象に半年間、時系列に観察し、痴呆性高齢者がＧＨ

での生活になじんでいく様子と、個々の入居者が各々の生活を再編しつつある傾向について詳細に考察

している。 

○調査方法：１ＧＨの１ユニットを対象に、開設後から 2ヶ月ごとに各 2日ずつ 4期に分けて、調査者に
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No タイトル 著者 出典 発行年 概要 

痴呆性高齢者

のケア環境の

あり方に関す

る研究(1) 

よる非関与の行動観察調査実施。朝 6：30 から夜 19：30 まで、入居者・スタッフの滞在場所・行為・

周囲の状況・会話の相手とその内容について、5分おきに記録。 

○結論：①思い入れのある持ち物の持ち込みや洗面台の設置等居住環境の質が向上することにより、入居

者の生活に多様性が生み出される。②入居後の時間が経過するにつれ、入居者の滞在場所がホーム内に

幅広く展開。居室まわりの共用空間は、緩衝的な役割を果たす。③入居後の時間が経過するにつれ、入

居者の間に安定した人間関係が徐々に形成されている。同じく、入居者による生活関連行為が徐々に増

加しつつある。ＧＨケアが目指す「生活の再編成」が確認された。 

5 痴呆性高齢者

グループホー

ムにおける入

居者の生活と

スタッフのケ

ア の 相 互 浸

透 : 痴呆性

高齢者のケア

環境のあり方

に関する研究 

(2) 

鈴木健二, 

外山義, 

三浦研 

日本建築学会計

画系論文集 巻

号：(552),  ペ

ージ：125-131 

2002- 

02-28 

○目的：ＧＨにおけるスタッフのケアに焦点を当て、スタッフのケアの様態が入居者の生活に及ぼす影響

について考察。 

○調査方法：１ＧＨの１ユニットを対象に、開設後から 2ヶ月ごとに各 2日ずつ 3期に分けて、調査者に

よる非関与の行動観察調査実施。朝 6：30 から夜 19：30 まで、入居者・スタッフの滞在場所・行為・

周囲の状況・会話の相手とその内容について、5分おきに記録。 

○結論：①スタッフから入居者へのさりげない見守りの関係性を成立させる空間の重要性が示唆された。

「強すぎる介入を避ける」ことと「常に入居者の様子を把握しないといけない」という、相反する 2つ

のニーズに対して、空間の果たす役割は大きい。②入居者が生活行為を取り戻していくに伴って、スタ

ッフのケアも質的に変容していく過程が明らかになった。「いざない」から「黙示待機」へ移行し、介

入の度合いが少しずつ弱まっていく。③生活単位の小規模化に伴い、スタッフは入居者との間に過度に

緊密な関係を作り上げるのではなく、一定の距離を保ちながら入居者の生活再編を側面から支援すると

いう独特のケアスタンスが明らかになった。④入居者・スタッフ間にみられる会話の内容が一定のバラ

ンスに収束していく傾向は、入居者の痴呆・ＡＤＬ程度にあまり影響されることなく、どの入居者に対

しても一様な傾向を取ることが確認された。⑤入居者の生活の再編によりスタッフのケアは軽減される

わけではない。重度の入居者より、軽～中度の入居者に対して、より多くの意識が払われている実態が

明らかになった。 

6 生活行動に影

響を与える環

境構成要素 : 

痴呆性高齢者

のためのグル

ープホームに

関 す る 研 究

(その 2) 

石井敏, 

長澤泰 

日本建築学会計

画系論文集 巻

号：(553),  ペ

ージ：123-129 

2002- 

03-30 

○目的：入居者である痴呆性高齢者の生活行動に影響を与えるいくつかの要素を抽出し、各ＧＨ間での比

較を通して、具体的にそれらの要素との関わり合いを明らかにしている。 

○調査方法：フィンランドの 11ＧＨ12 グループを対象に、非参与の行動観察調査及び入居者の属性に関

するアンケートを実施。午前 8時から午後 8時までの入居者・スタッフの行動観察調査、及び観察時間

内の 5分間隔での記録調査を実施。 

○結論：①ホーム全体の雰囲気は、入居者の属性とバランスに左右されるところが大きい。常にグループ

の特性を把握しながら、柔軟に変化させ対応していく運営・ケアのあり方が求められている。②ＧＨに

おける痴呆性高齢者の生活行動は、居室とダイニングを結ぶ領域で展開される。それは、スタッフの生

活行動やケアのあり方などが影響しており、入居者の生活行動は「ひと」や「もの」に惹きつけられる

ように発生している。また、痴呆性高齢者の様々な残存能力や趣味の行為を引き出す「もの」の存在と

それらを助けるケアのあり方がきわめて重要。 
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No タイトル 著者 出典 発行年 概要 

7 痴呆性高齢者

グループホー

ムにおける空

間の構成と入

居者の生活・

スタッフのケ

ア の 展 開  : 

痴呆性高齢者

のケア環境の

あり方に関す

る研究 (3) 

鈴木健二, 

外山義, 

三浦研 

日本建築学会計

画系論文集 巻

号：(556),  ペ

ージ：169-176 

2002- 

06-30 

○目的：入居後一定の期間が経過した状態に焦点を当て、落ち着きを取り戻し、安定した状態にある入居

者とスタッフにとって、どのような物理的環境がケア環境としてのＧＨに求められているのかについて

の考察を行っている。ＧＨの空間構成に着目して、異なる空間構成を有する２つのＧＨを対象に、比較・

分析を行っている。 

○調査方法：空間構成が対照的な 2つのＧＨ対象に、調査員による非関与の行動観察調査を 2日間実施。

朝 6：30 から夜 19：30 まで、入居者・スタッフの滞在場所・行為・周囲の状況・会話の相手とその内

容について、5分おきに記録。 

○結論：①ＧＨの空間構成は、入居者の滞在場所・行動範囲に大きく影響を与えていることが明らかにな

った。共用空間は入居者の日常的な動線や視覚的な広がりなど、空間構成や物理的環境の違いが入居者

の利用に大きな影響を及ぼしている。クラスター型とロの字型のホームを比較したところ、ロの字型で

ＧＨ全体をめぐる動きが生まれやすく、視覚的に認知しやすくセミプライベートでの滞在が増加、②こ

のような違いは、スタッフの動きにも影響を与えている。背景には入居者の生活に悪影響を及ぼさない

ようにしようとするスタッフの意図が作用しており、その意味では、動線の短縮といった量的側面だけ

ではなく、質的な側面を重視する必要がある。③入居者の滞在場所・行動範囲の違いは、入居者の生活

関連行為に質的な違いをもたらしていることが明らかになった。 

8 痴呆性高齢者

グループホー

ムにおける居

住者による固

有の居場所の

選択とその要

因 

山田あすか, 

上野淳, 

登張絵夢, 

竹宮健司 

日本建築学会計

画系論文集 巻

号：(556),ペー

ジ：145-152 

2002- 

06-30 

○目的：ＧＨに居住する高齢者の居場所とそこでの過ごし方に着目し、居住者個々人の生活を捉えること

によりＧＨなどの痴呆性高齢者の居住環境やケア環境の構築に関する指針を得ること。 

○調査方法：老健施設を母体として 1997 年に既存民家改修により開設されたＳａホーム（開設時定員６

名、1998 年増築定員９名、山形県米沢市）において、2000 年８月と 2001 年５月に①参与観察調査（調

査員が居住者と生活を共にしながらホームでの生活を詳細に観察）、②居住者への直接インタビュー、

③スタッフへのヒアリングとアンケート調査を実施。 

○結論：①固有の居場所の数は個人によって異なり、１つの場所のみに強い思い入れを示す居住者、多く

の居場所を転々とする居住者などがある。滞在頻度と滞在時間は(ⅰ)あまり移動せず同じ場所に長時間

居る、(ⅱ)いくつかの場所にある程度の時間ずつ滞在、(ⅲ)いくつかの決まった場所を短時間に転々と

する、の３タイプがある。②居場所選択の要因は(ⅰ)お気に入りのソファ、窓のある所などの物理的要

素、(ⅱ)仲がいいので近くに居る、そりが合わない相手と距離を置く等の人的要素、(ⅲ)生活歴、痴呆

やＡＤＬ等の個人的要素、の３要因がある。③２回目の調査までの 10 か月間に痴呆の進行、ＡＤＬの

低下、居住者の入れ替わり、居室の変更があったが、居住者の生活行動と固有の居場所、居方が変化し

た例と変化のない例がある。これにより、固有の居場所は人間関係などを含めたその時々のホーム内の

状況や居住者の個人的要素の間で微妙な均衡を保ちながら形成されている、居住者それぞれの居場所や

居方の選択には居室の条件や人間関係、対人距離の取り方など居住者個々人の個別的な理由、特に個人

的要素が大きく関係する。④以上より、固有の居場所の形成を促す、個人的要素に配慮することが生活

の場としてのＧＨの建築や建築空間の構成に求められる。 

○備考：（用語の定義）固有の居場所：①本人の自発的意思により選択されている、②滞在頻度が他の場

所よりも明らかに高い、③滞在時間の合計が他の場所よりも明らかに多い、④その場所と結びついた行
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為や発話がある、⑤日々の生活の中で繰り返しその場所を選択している、という項目に１つ以上合致す

る場合に使用。居方：ある場所での居住者の過ごし方。 

9 痴呆性高齢者

グループホー

ムにおけるス

タッフの空間

利用とケアの

質 的 特 性  : 

痴呆性高齢者

のケア環境の

あり方に関す

る研究(4) 

鈴木健二, 

外山義, 

三浦研 

日本建築学会計

画系論文集 巻

号：(563),  ペ

ージ：163-170 

2003- 

01-30 

○目的：入居後一定の時間が経過した複数のＧＨを対象に、空間とケアとの関係性について比較を行い、

ケア環境の様相を明らかにするとともに、その意味について考察している。 

○調査方法：新築の 3ＧＨを対象に、開設から約 1年後を調査時期に選定し、調査員による非関与の行動

観察調査を 2 日ずつ実施。朝 7：00 から夜 18：00 まで、入居者・スタッフの滞在場所・行為・周囲の

状況・会話の相手とその内容については 5分おきに、ＧＨ内の移動については連続的に調査シートに記

録。 

○結論：①ＧＨの入居者は日中の 7～8 割近い時間を居室外の共用空間で過ごしている。②各ホーム間の

比較から、各諸室の平面配置がスタッフの動線に大きく影響している。③入居者への連続的な見守りに

つながる「開放的空間滞在」や、スタッフによる「目視待機」が非常に重要。④空間とともにケア環境

を織りなしているスタッフのケアには、物理的な空間のあり方に左右されることのない本質的な側面が

存在している。 

10 痴呆性高齢者

グループホー

ムの環境及び

入居者の固有

の居場所とそ

の変容に関す

る研究 

山田あすか, 

上野淳 

日本建築学会計

画系論文集 巻

号：(592),ペー

ジ：93-100 

2005- 

06-30 

○目的：ＧＨの環境変化や入居者属性の変化との関係を分析し固有の居場所の選択要因を考察する。 

○調査方法：1997 年に既存の民家を改修して開設した定員９名のＧＨを対象とし、2000～2004 年に年１

回、延べ 24 日間にわたり調査を実施。対象者は総勢 22 名、延べ 42 名。参与観察を基本とし、入居者

インタビュー、職員ヒアリングも実施。固有の居場所の選択要因を物理的要素（場所・もの）、人的要

素（職員・他の入居者）、個人的要素（行為・状態）にわけて整理。 

○結論：①入居者のＡＤＬ・痴呆度は次第に低下する。入居者は平均 1年半で退去、退去理由は体調不良、

精神不安定、車いす使用が必要であること等。②入居者の入退去やＡＤＬ・痴呆度の変化によって、Ｇ

Ｈ内の人間関係は常に変化すると同時に、居室変更が生じる。③固有の居場所としては共用空間が多く、

「好きなソファがある」「仲の良い入居者がいる」「職員の姿が見える」などの環境要素が固有の居場所

選択の要因になっている。こうした居場所選択の手がかりとなりうる要素の構築・配置が必要である。

④固有の居場所の数はＡＤＬが高いほど多い傾向がある。固有の居場所選択の要因数は痴呆が軽いほ

ど、ＡＤＬが高いほど多い。⑤各要素が固有の居場所選択の要因となる割合は、入居者の痴呆度やＡＤ

Ｌと一定の関係がある。⑥長期入居者の固有の居場所や居方には変化が見られ、設え、人間関係、本人

の状態の変化の影響が強い。また、入居者の固有の居場所は入居者の状態が変わっても、他の環境要素

に変化がなければ継続しうる。 

11 認知症高齢者

のグループホ

ームに関する

研究 : 千葉

県内のグルー

プホームにお

ける傾向的特

山根恭介, 

川岸梅和, 

小泉真規 

研究報告集 II, 

建築計画・都市計

画・農村計画・建

築経済・建築歴

史・意匠 巻号：

(76), ペ ー ジ ：

29-32 

2006- 

02-28 

○目的：千葉県内のＧＨについて、平面構成、面積構成・面積比率といった住環境及び生活実態を明確に

把握する。 

○調査方法：Ｈ17.3.31 現在の千葉県が認証するＧＨ180 箇所に対してアンケートを行い、有効回答が得

られた 121 箇所を分析の対象としている。 

○結論：建築行為を３類型（新築、住宅改修、集合住宅・寮等改修）、平面構成を 11 類型、面積構成を３

類型（Ⅰ類（ＬＤＫ比が高い）、Ⅱ類（居室比が高い）、Ⅲ類（廊下や居室以外の比率が高い））、全体評



 

Ⅱ
-
1
-
6
0 

No タイトル 著者 出典 発行年 概要 

性について 価は満足～不満の５段階で評価した。 

①建築行為別平面構成類型 

 

回廊型 

回廊型

＋回廊

型 

中廊

下・片

廊下併

用型 

中廊下

型 

中廊下

型＋中

廊下型 

ホー

ル・中

廊下併

用型 

ホール 

・中廊

下併用

型＋ホ

ール・

中廊下

併用型 

ホール

型 

ホール

型＋ 

ホール

型 

片廊下

型 

中廊下

型＋ 

回廊型 

新築 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   

住宅改修   ○ ○  ○    ○  

集合住宅・寮

等改修 
   ○ ○ ○     ○ 

     

 ②建築行為別住居全体に対する評価 ③建築行為別住居全体に対する 

                                 評価が高い面積構成類型 

 新築 住宅改修 集合住宅・寮等改修  新築 Ⅱ類 

高い 回廊型＋回廊型 片廊下型 中廊下型＋回廊型  住宅改修 Ⅲ類 

低い 中廊下・片廊下併用型 中廊下型 ホール・中廊下併用型  集合住宅・寮等改修 Ⅲ類 
      

12 認知症高齢者

のグループホ

ームに関する

研究 : グル

ープホーム居

住者の生活実

態からみた傾

向的特性につ

いて 

小泉真規, 

川岸梅和, 

北野幸樹 

研究報告集 II, 

建築計画・都市計

画・農村計画・建

築経済・建築歴

史・意匠 巻号：

(77), ペ ー ジ ：

17-20 

2007- 

02-28 

○目的：千葉県内のＧＨについて、周辺の土地利用状況とＧＨにおける生活実態を比較・分析することに

より、地域とＧＨとの関係性や傾向を明らかにし、知見を得るとともにそれらを今後に生かすこと。 

○調査方法：Ｈ18.3.31 現在の千葉県が認証するＧＨ240 箇所の責任者及びスタッフに対してアンケー

ト・ヒアリングを行い、有効回答が得られた 162 箇所 470 人を分析の対象としている。周辺環境につい

て「満足」～「不満」の５段階、地域とのコミュニケーションについて「よくある」～「全くない」の

５段階で評価。 

○結論：①７割のＧＨが東京に隣接する千葉県北西部に立地している。ＧＨを中心とした 500m 圏内の土

地利用状況は６類型（*）に分類された。②総じて「付近の交通の便」は評価が低く、「騒音」「自然環

境」の評価が高い、ただしⅠ類は「騒音」「自然環境」の評価が低い。総じて利便性よりも自然環境を

優先していると考えられる。③地域とのコミュニケーションに関して「見守られている」「良い関係が

築かれている」等、評価は比較的高いが、実態はあいさつ程度が多く、活発にご近所づきあいをしてい

るとは言い難い。 

○備考：（*）６類型＝都市・市街地近郊の住宅地（Ⅰ類）、郊外部の住宅地（Ⅱ類）、農村部の住宅地（Ⅲ

類）、市街地近郊の住宅地（Ⅳ-1 類）、河川・臨海部の住宅地（Ⅳ-2 類）、山林・農村部（Ⅳ-3 類） 

13 認知症高齢者

のグループホ

川岸梅和, 

山根恭介, 

日本建築学会計

画系論文集 巻

2007- 

07-30 

○目的：千葉県内のＧＨを対象とし、ＧＨのＬ・Ｄ・Ｋ空間に着目し、ＬＤＫ空間の構成別及び建築行為

別に類型化を行い、利用状況・住環境評価に関するアンケート結果との相関を分析し、各々の特性を明
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ームにおける

ＬＤＫ空間の

構成に関する

研究 : 千葉

県内のグルー

プホームにお

けるケースス

タディ その 2 

小泉真規 号：(617),ペー

ジ：87-93 

らかにする。 

○調査方法：Ｈ17.3.31 現在の千葉県が認証するＧＨ180 箇所の責任者及びスタッフに対してアンケー

ト・ヒアリング調査を実施、有効回答が得られた 121 箇所を分析の対象としている。アンケートは、①

建物の間取りや各室の広さ、居心地の良さ、全体評価等を５段階評価、②高齢者の集まる場所について

は庭、居間、ベンチ等８項目から複数回答により集約。 

○結論：①建築行為は「新築」「住宅改修」「集合住宅・寮等改修」の３類型があった。ＬＤＫ空間は「Ｌ

＋Ｄ＋Ｋ」「ＬＤ＋Ｋ」「Ｌ＋ＤＫ」「ＬＤＫ」の４類型に分類され、「ＬＤ＋Ｋ」「ＬＤＫ」の２類型が

多数を占める。②「Ｌ＋Ｄ＋Ｋ」のＧＨは規模が大きい傾向にありＬに対する満足度が低く、高齢者に

利用されにくい傾向がある。「ＬＤ＋Ｋ」「Ｌ＋ＤＫ」は空間構成による規模の違いや建物に関する満足

度、高齢者の集まる場所に関しても類似傾向がある。③新築のＧＨは相対的に面積が大きく、余裕のあ

る空間構成となっている。④ＬＤＫ空間の大きさが満足度に反映されているとは言えない。空間のしつ

らえが満足度を高める要因である。⑤集合住宅・寮等改修は評価が低い。⑥高齢者の集まる場所につい

ては新築と住宅改修はＬのほうが多いが、集合住宅・寮等改修はＤのほうが多い。 

○備考：「Ｌ＋Ｄ＋Ｋ」の事例が３箇所と少なく詳細な分析を行っていない。 

14 認知症高齢者

グループホー

ムにおける入

居者の過ごし

方 か ら み た

「生活の質」

の評価 : 民

家改修型の空

間特性による

過ごし方の展

開 

黒木宏一, 

横山俊祐 

日本建築学会計

画系論文集 巻

号：(618),ペー

ジ：17-24 

2007- 

08-30 

○目的：ＧＨの環境を「生活の場」に近づけるための計画的示唆を得るために改修型のＧＨがもつ住宅独

自の空間に着目し、新築型を対象とした研究では得にくいＧＨ計画の知見を見出す。 

○調査方法：入居者の属性・過ごし方・介護方針等に関する運営者へのヒアリング、入居者の一日の過ご

し方を把握する観察調査を定期的に３期に分けて実施（2002 年 11～12 月、2003 年 12 月、2005 年 11

～12 月）。観察調査は通常の日に各期間につき１日（午前９時～午後５時）実施。生活場面（居場所や

行為、過ごす相手）は 15 分おきに、入居者の移動は継続的に、場所が変化した場合はその契機ととも

に随時シートに記録。 

○結論：「生活の質」を高めるための空間的条件を「共用空間の構成」、「空間の関係性・連続性」、「動線

空間の計画」、「多様な起居様式を可能にする計画」として整理。 

入居者の自立性を触発し、「生活の質」を高めるためには、入居者個々の意見によって人（相手）や

モノ（場所・しつらえ）、コト（生活行為）を選びとり、個別の生活を主体的に組み立てることが重要。

住宅固有のスケール・外部や内部同士のつながり方・オモテとウラ・多様な床仕上げ・明るさと暗さ・

にぎやかさと落ち着き等、性格がそれぞれ異なる場を用意することにより、入居者の様々な行為を触発

する計画が必要。 

15 平面分析によ

る空間構成に

関する考察 : 

全国調査を通

してみた認知

症高齢者グル

ープホームの

厳爽, 

米内千織 

日本建築学会計

画系論文集 巻

号：73(624),ペー

ジ：271-278 

2008- 

02-28 

○目的：ＧＨの空間は「暮らしの場」と「介護の場」両方の要素が求められる。ＧＨケアに対して、ＧＨ

の役割から空間のあり方・スタッフの体制などハード、ソフトの両面からの見直しが必要。建築計画的

な視点に基づき、平面プランの分析を通してＧＨの空間構成における現状と課題を整理し、今後のＧＨ

の空間的なあり方に示唆を与える。 

○調査方法：全国認知症高齢者ＧＨ協会全会員 1753 箇所（2006 年 5 月）を対象にアンケート調査を実施

（2005 年 9 月～2006 年 8 月、4期）。499 ホームより回収（回収率 28.8％）。平面図提供は 420 ホーム。
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現状に関する

基 礎 的 研 究 

その 1 

アンケートによりＧＨの運営的実態の現状把握。次に平面図により空間各部の面積分析及び共用空間各

部の平面構成分析を実施。 

○結論：ＧＨの空間構成は、「ロ型（4.0％）」「コ型（16.0％）」「Ｌ型（26.3％）」「中廊下型（28.0％）」

「片廊下型（11.0％）」「廊下複合型（8.4％）」「クラスター型（1.7％）」「2階建て型（4.6％）」。 

今後の課題として①「入居者に居室に 1人でいる」か「共用空間に大勢でいる」の 2択しかない空間、

②居室に日中でも過ごせる生活の場としての環境が構築されていない、③スタッフによる見守りが重視

される計画、④共用トイレが一箇所に集中配置の事例（3割）では居室ゾーンから離れて位置把握が行

いにくい、⑤ターミナルケアまで視野に入れた場の計画実現には現行の計画水準を大幅に見直す必要 

等。 

16 認知症高齢者

グループホー

ムにおける重

度入居者の過

ごし方の特性

と空間の評価 

黒木宏一, 

横山俊祐 

日本建築学会計

画系論文集 巻

号：73(629),ペー

ジ：1449-1456 

2008- 

07-30 

○目的：重度入居者の過ごし方の実態と特性、並びに空間との対応関係の解明と、それを踏まえたＧＨの

空間計画のあり方を検討。 

○調査方法：8 施設を対象に、開設時から 2007 年 1 月までの入居者の転出入、介護度・ＡＤＬ・認知症

の程度の変化、入居者の過ごし方の変化、重度化に伴う介護方法の変化、ターミナルケアに関するヒア

リングを実施（2007 年 2 月）。重度入居者の生活や生活行為の自立状況に関するヒアリング調査及び非

参与方の観察調査（午前 9時～午後 5時、入居者の移動は連続的、行為・居場所を 5分おき、スタッフ

の動きは入居者と関わる場面の声かけ・会話の概要、行為内容、移動状況を記録）。 

○結論：重度入居者の過ごし方は自らの意思で自由に移動することが難しく、見守りや介助などの必要性

も高まるため、過ごす場所が居間・食堂、あるいは個室に固定化し、個室での滞在が長くなる傾向。 

人（相手）やコト（生活行為）への関わり方も限定的でかつ受動的で結果的に単調になりがち。ＧＨ

の計画のあり方として、①個室周りの居場所の計画（個室周りの身近な居場所の充実により移動の負担

が少ない第 3 の居場所の確保）、②個室の開放性や他所との連続性（第 3 の居場所に面して個室を配置

し開放性や連続性を確保）、③外部空間との開放的な連続性、④多様な設えを可能とする個室の計画、

⑤共用空間の規模、⑥ターミナルケアに対応した共用空間や個室のつくりの充実（家族が寝泊りできる

スペースの確保、続き間のある個室、個室への複数のアクセス方法等）等。 

17 入居者の対人

距離,視線の

方向とその先

にあるものに

関する試論 : 

認知症高齢者

グループホー

ムにおける入

居者の行動実

態の研究 

山田和幸, 

山田あすか, 

生田京子, 

山下哲郎 

日本建築学会技

術 報 告 集  巻

号：14(28),ペー

ジ：535-540 

2008- 

10-20 

○目的：入居者の生活行動とその場面ごとの周囲の環境に着目し、実空間での入居者の状態と周りの環境

を調べ、その際の「対人距離、視線の方向とその先にあるもの」を分析。ここでは、調査手法の確立に

関する示唆を得ることが目的。 

○調査方法：無作為に選んだＧＨに運営実態を問うアンケートを実施。回答があり図面が添付されていた

ＧＨから共用空間の構成が異なる 4施設で参与型観察調査を実施（1日目 12～就寝時刻、2日目起床時

刻～12 時、5分毎に図面に全入居者をマッピング、入居者が何をしているか及び入居者の視線の先の主

たる対象物を文章及び矢印で記録。同時にスタッフや入居者以外もマッピング）。 

○結論：会話を促すには向き合いの関係の誘発、近距離（60～100cm 程度）の距離が確保できる空間を家

具などで用意すると効果的。食事やその他の作業にはもう少し大きい家具が必要であり会話を誘発する

スケールとは異なる。行為により望ましいスケールが異なるため、会話、食事、作業の全ての行為を行
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No タイトル 著者 出典 発行年 概要 

う場が同一に固定されることはさける必要がある。「対人距離」「視線の先にある主たる対象物」は空間

やスタッフ誘導の影響を受けている様子を観察。 

18 民家改修型認

知症高齢者グ

ループホーム

における空間

構成と入居者

の滞在場所に

関する研究 

山田あすか 日本建築学会計

画系論文集 巻

号：638,ページ：

781 

2009- 

04-00 

○目的：民家改修によるＧＨに着目し、入居者の要介護度、認知症の程度、ＡＤＬなどによる滞在場所へ

の影響を踏まえて、民家改修によるＧＨの空間構成とホーム内での入居者の滞在場所の関係を分析し、

民家改修によるＧＨの空間構成のあり方について考察。 

○調査方法：①文献調査（2000～2003 年開設の新築ＧＨ25 事例を収集）②アンケート調査（ＧＨを紹介

する資料、ＧＨ関係のウェブサイト等から既存建物改修と思われる事例を抽出し、郵送回答方式により

実施、調査内容は入居者数・職員数・建物評価・平面図・ホーム内の場所の使い方、配布 111・回収数

29・回収率 23％）③観察調査（空間構成が異なる民家改修型ＧＨ6事例、終日（起床時刻～全員の就寝

時刻まで）、5 分間隔マッピングにより入居者と職員の滞在場所・活動内容・会話内容を記録、調査時

期は 2006 年 10 月） 

○結論：民家改修型は、環境移行の支援や「活動の共有」では評価されているが、「見守り」や「余裕空

間の確保」に欠ける場合があり計画時の配慮を要する。 

空間構成を「一体型」「分節型」「分割型」として比較した結果、「一体型」では、スタッフの見守り

が容易で集団での生活の一体感が演出できる一方で入居者の「息抜き」がしにくい、生活が単調となる

危険性がある、「分節型」「分割型」では「一体型」に比べて入居者が食事場所以外の場所に滞在するこ

とが多く生活に変化があるが「分割型」では見守りにくさがある。空間構成により入居者の滞在場所に

相違があり、それぞれの空間構成類型には、入居者とスタッフの両者の視点から異なる利点と課題点が

ある。 

 

19 グループホー

ムにおける居

住者の滞在拠

点形成につい

ての基礎的考

察 認知症高

齢者グループ

ホームでの生

活に居室水準

がもたらす影

響に関する研

究 第１報 

ファン ビョ

ンジュン, 

鈴木義弘 

日本建築学会計

画系論文集 巻

号：652,ページ：

1373 

2010- 

06-00 

○目的：認知症高齢者の住生活環境の向上を図る要件の一つとして、ＧＨの居室水準向上の必要性につい

て考察（居室水準：「居住面積水準」及び「居室設備水準」の総称）。 

○調査方法：①大分県内のＧＨ58 ホームを対象に 61 ユニット（42 ホーム）の建物及び居住者概要、平面

図の収集、②予備調査（19 ユニット（13 ホーム））、③本調査（15 ユニット（10 ホーム）、調査員 2 人

による非参与型の観察調査、7時～21 時、平日 2日、5分間隔で居住者の滞在場所、行為、周囲の状況

などを観察・記録、居住者の動きや状況は絶えず観察・記録） 

○結論：滞在拠点形成に居住者特性及び居室水準が与える影響について基礎的な考察を行った。 

①居住者特性と滞在拠点の関係：移動能力の悪化、アルツハイマー型認知症、居住期間の長期化（生活

に「なじむ」ことにもつながる）が移動の少ない共用空間滞在の促進ともなる。 

②居室水準と滞在拠点の関係：居室の面積及び設備の水準（居室水準）が高いほど移動頻度の少ない共

用空間滞在は減少。 

③居室と共用空間の面積構成：居室は平均 13.4 ㎡/人、80.3％（61 ユニット中 49 ユニット）は 10～15

㎡/人に分布。居室面積の格差は設備や収納の設置に起因し実質的な有効面積は低水準に抑制。共用空
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No タイトル 著者 出典 発行年 概要 

間面積のＧＨ間のばらつきは大きい。面積的な余裕は居室よりも共用空間に充当される傾向。 

20 グループホー

ムにおける居

住者の生活行

為の分析と課

題 に つ い て 

認知症高齢者

グループホー

ムでの生活に

居室水準が与

える影響に関

する研究 第

２報 

ファン ビョ

ンジュン, 

鈴木義弘 

日本建築学会計

画系論文集 巻

号：664,ページ：

1063 

2011- 

06-00 

○目的：ＧＨでの基本的な生活行為に着目し、行為場所や行為状況の分析を通じて、滞在拠点類型、認知

症の程度や移動能力、居室の面積及びトイレと洗面台の設備からその要因を考察し、居住者の生活に与

える影響を明らかにする。 

○調査方法：大分県内のＧＨの悉皆調査で協力の得られた 33 ユニット（24 ホーム）のなかから 15 ユニ

ット（10 ホーム）123 人を対象に生活行動調査を実施。7 時～21 時までの 14 時間、平日の 2 日間、5

分間隔で居住者の滞在場所・行為・周囲の状況などを非参与型で観察記録。居住者の認知症の程度、Ａ

ＤＬ、入居前の生活状況と入居経緯、来訪者の頻度及び応対場所、私物の持ち込み状況、居室配置につ

いてはスタッフへのヒアリング調査で補完。 

○結論：居室を就寝機能のみならず、団らん・交流・接客、食事、トイレ・洗面台、浴室、収納などの様々

な生活行為の場として考えるならば、「誘導居住水準」の水準が必要。 

①居室水準：居室の居場所を確保するテーブル・椅子・敷物のしつらえが 2割程度と低い。認知症が中・

重度化するとテレビの保有率が減少。ベッド以外の居場所を確保する家具やテレビの所有などのしつら

えが不十分。 

②居室で行われる生活行為：居室面積水準の低い場合、日中の睡眠や整容、来訪者の応対などの私的行

為を共用空間に移行する傾向。一部居住者では居室で行われる基本的な行為が共用空間に移行。 

③居室水準に制約を受けながらも居室で行われる行為：居室にトイレ有⇒共用空間滞在時でも 8割以上

が居室のトイレのみを利用、洗顔・歯磨きなどを居室のみで行う比率が高い。居室にトイレなし⇒居室

での排泄が 2 割程度（排泄介助を伴い介護負担過大）。共用トイレで排泄介助を受けることによる不安

や羞恥心などプライバシー確保の課題が残る。 

④居室での行為状況の特徴：個別の飲食は居室でとる傾向が強い。来訪者の対応、テレビ視聴や趣味行

為、居住者総合の会話など居室で展開する行為はベッド上を基点としている。ベッド上で飲食する、テ

レビを観る、趣味を行う、来訪者の対応をするなどの状況は居室が生活の場より医療の場に近い状況の

現れ。 
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（３）有料老人ホームに関する既往研究 

①有料老人ホームに関する既往研究の概要     注：調査①、②は、Ⅱ-4 介護付き有料老人ホームの生活単位（グルーピング）状況調査において引用、比較分析 

No 事業名 実施主体 概要 

１ 

）  

調 

査 

② 

（  

 

平成 22 年度

老 健 事 業 

介護保険施

設等におけ

る職員人員

配置基準に

関する調査

研究事業 

社 団 法 人 

財形福祉協

会 

○目的：介護保険施設等の各施設類型における人員配置の実態を定量的に把握、個別ケアの実施状況を把握し、望ましい人員配置基準の

あり方を検討・提言する。 

○方法：①文献等調査、②介護保険施設等の実態調査、③時間別職員行動調査を実施。②については、2010（平成 22）年 11 月、無作為

抽出した特養（従来型）、特養（ユニット型）、老健、特定施設、グループホーム、小規模多機能の各 633 施設にアンケート調査を実施。

特養（従来型）114（18.0％）、特養（ユニット型）128（20.2％）、老健 102（16.1％）、特定施設 83（13.1％）、グループホーム 136（21.5％）、

小規模多機能 155（24.5％）の回答（回収率）を分析。 

○結論：施設類型の違いを問わず共通して「起床・消灯時間は画一的でないほうが良い」「排泄解除は随時介助が必要だ」「入居者が個別

に自由に外出できることが重要だ」等の項目が、個別ケアの「めざすべき姿」として認識されている。ただし、看護職員が手厚い老健

では他施設と比べて低調な項目がある、特養ではめざすべき姿としては認識されていても実施がやや低調である、といったように施設

類型の特徴が見られた。人員配配置が手厚いのは小規模多機能であり、順にＧＨ、特定施設、ユニット型特養、特養（従来型）、老健

の順であった。7～19 時の一人当たりケア提供時間が 100 分を下回ると、目指すべき姿の個別ケアの実施率が低下し、職員の介助量が

増加する。 

これらの調査結果から、①7～19 時に入居者一人あたり 150 分のケアを受けられるようにすること、そのために②老健、特養（従来型）、

特養（ユニット型）、特定施設は夜間を含めて 3：1 以上の人員配置、ＧＨ、小規模多機能は日中 3：1＋夜勤職員を配置することを提

言した。 

２ 

）  

調 

査 

① 

（  

平成 25 年度

老 健 事 業 

有料老人ホ

ーム・サービ

ス付き高齢

者向け住宅

に関する実

態調査研究

事業 

公益社団法

人  全国有

料老人ホー

ム協会 

○目的：有料老人ホームの約半数、サ高住の約 5％が特定施設入居者生活介護の指定を受けており、入居者の状態像やニーズには共通点

が見られる。消費者は各施設がどう異なり、最期まで暮らすことができるか、できないとすればどのような選択肢があるかといった点

に関心がある。そこで、各施設のサービス提供の実態を把握し、課題を明らかにする。 

○方法：平成 25 年 11～12 月、平成 25 年 7月時点の自治体一覧及びサービス付き高齢者向け住宅の登録情報で確認できた有老、サ高住

を対象にアンケート調査を実施。介護付き有老 1,092、住宅型有老 1,332、健康型有老 3、サ高住 1,034 の回答を分析。 

○結論：統計等から、有老とサ高住の整備率は全国で 1.9％であり、関東・中京などの大都市圏で低い。アンケート調査から、入居者の

状態像や生活支援ニーズ、介護・医療ニーズは介護付き有老、住宅型有老、サ高住の 3類型で共通性があるが、詳細に見ると、最多居

室面積はサ高住＞介護付き有老（22.2 ㎡）＞住宅型有老の順に広く、平均要介護度は住宅型有老＞介護付き有老（2.5）＞サ高住の順

に高い等の特徴が見られた。 

居室数、最多居室面積、入居時要件、職員体制等から見ると、平成 11 年以前（介護保険制度開始以前）に開設していた介護付き有老

は、施設規模が大きく、居室面積が広く、手厚い介護・看護体制がある等、それ以降に開設された有老とは区別され、元気な時に住み

替え、将来の介護に備えながら長期に生活する場として設計されていた様子がうかがえる。開設年次が近年になるほど、入居時に既に

要介護の状態にある高齢者を対象としていることが読み取れる。 
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No 事業名 実施主体 概要 

３ 平成 27 年度

老 健 事 業 

高齢者向け

住まいの実

態調査 

株 式 会 社 

野村総合研

究所 

○目的：高齢者向け住まい・居住系サービスは多様化し、利用者にとっては複雑でわかりにくくなっているばかりか、政策を検討する上

でも把握が困難となっていることから、高齢者向け住まいがはたしている機能・役割の実態を適切に把握し、今後の地域資源の有効活

用方策の検討に役立てる。 

○方法：平成 27 年 8～11 月に、平成 26 年 7月 1日時点で有料老人ホームとして届け出ている施設、同時点でサービス付き高齢者向け住

宅の登録をしている住宅に対しアンケート調査を実施。介護付き有老 1,826、住宅型有老 2,430、サ高住（特定施設）139、サ高住（非

特定施設）1,697 の回答を分析。 

○結論：住宅型有老の入居者のほうが介護付き有老より平均要介護度が高いという実態が明らかになった。反面、医療処置を要する入居

者の受け入れや看取りなど、看護職員の確保がカギとなる機能については、介護付き有老が住宅型有老を上回っているという特徴もあ

る。また、サ高住は必ずしも自立・要支援者が多いとも言えず、むしろ介護保険制度以前の有老の方が自立度の高い人の割合が高い結

果となった。しかし、夜間などに十分な職員体制を確保できているわけではないため、サ高住は介護付き有老や住宅型有老よりも重度

者の割合が低い実態であった。 

このように、調査結果で得られた実態は、各施設類型の制度的背景や歴史的や役割の変遷を踏まえて理解する必要があることが改めて

確認された。 
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１－４ 業界団体ヒアリング調査 

（１）調査目的 

・特別養護老人ホームの入所者と年齢・要介護度等が類似する介護保険施設等の整備基準や居

住実態等を把握するため、介護老人保健施設、認知症高齢者グループホーム、有料老人ホー

ムの業界団体に対しヒアリング調査を行う。 

 

（２）調査対象 

・各施設類型を代表すると考えられる団体に対してヒアリングを実施した。 

・個々の施設にとって団体への加入は任意であるため、老健を除く２団体の組織率は決して高

くはないが、研修・研究活動の実績のある団体を選定した。 

・なお、全国老人保健施設協会のヒアリングについては、協会本部より紹介を受けた理事に、

施設調査と同時に実施した。 

 

■調査対象 

施設類型 団体名称 ヒアリング対応 

介護老人保健施設 
公益社団法人 全国老人保健

施設協会 
理事 

認知症高齢者グループ

ホーム 

公益社団法人 日本認知症 

グループホーム協会 

副会長、理事・東京都支部長、 

事務局 

有料老人ホーム 
公益社団法人 全国有料老人

ホーム協会 
－ 

 

（３）調査内容 

・団体概要 

・施設整備上の課題： 

整備基準の問題点、地方公共団体独自の特徴的な整備基準等、補助金等建設費に

関する課題 等 

・入居者属性： 

重度化・長期化の状況、入退去の状況、入居者属性に対応するケア方針、看取り

の実施状況 等 

・入居者の属性やケア方針に対応した施設整備の課題とあり方： 

居室面積、共用部分・協働設備、グルーピングの単位 等 

・その他：福祉機器の利用状況 等 
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（４）調査結果 

■業界団体ヒアリング調査結果 

施設類型 介護老人保健施設 認知症高齢者グループホーム 有料老人ホーム 

団体 団体名 公益社団法人全国老人保健施設協会 公益社団法人日本認知症グループホーム協会 公益社団法人全国有料老人ホーム協会 

各団体の 
会員数・組織率 

・正会員施設数：3,603施設 
・開設施設数：4,057施設 
・組織率：88.8％（2016（平成 28）年 7月 31日） 

・会員数：正会員 1,984 法人（2,674事業所）、準会員 53 人・団体、賛
助会員 41人・団体 

・開設施設数：約 13,000件（2015（平成 27）年度） 
・組織率：20％程度 

・会員数：870ホーム（介護付き 74％、住宅型 22％、サ高住 1.8％） 
・開設施設数：約 10,500ホーム（介護付き約 4,000、住宅型約 6,500、

健康型 30弱） 
・組織率：８％程度 

ヒアリング日時 2016（平成 28）年９月 29日（木） 2016（平成 28）年９月２日（金） 2016（平成 28）年９月６日（火） 

ヒアリング対応 理事（全国老人保健施設協会を代表する意見ではなく、一理事とし
てのご意見） 

副会長 
理事・東京都支部長 
事務局 

－ 

整備基準等
についての
意見 

居室面積 ・多床室の８㎡／床の居室面積は、病院よりは広い。中間施設、住まい
ではないと考えると十分。一方で住まいとして見る場合は不十分かもし
れない。 
・多床室は８㎡／床、ユニット型個室は 10.65 ㎡／室のため、個室化の
整備費がより高額となる。 

・居室面積は整備基準（7.43 ㎡）より大きい方が良いが、コスト上困難。
制度当初は民家改修型がイメージされ、個人スペースは 4.5 畳と想定
されていた。 
・入居者にとってなじみの環境をつくるには、家具など個人の持ち物を入
れることができる居室面積が必要である。 
・改修型のＧＨや入居者が重度化して動けなくなることを考えると、低い
基準を残しておいてもよいが、新たに建てるものであれば最低６畳程度
あると良い。 
・重度の寝たきりの場合には、ターミナルケアに必要な設備機器を設置
するスペースが必要。現状は、家具と機器を入れ替えて対応している。 

・有料老人ホームとサ高住は、事業者にとっては、補助金があるかどうか
の違い（建設費補助はサ高住のみ）である。補助金を得ることを目的と
してサ高住とすると、（有料老人ホームでは 13㎡でよい）個室面積をサ
高住の基準（18㎡、25㎡）にあわせることになる。一方、要介護者に必
要な共用部は基準がないため狭くてもかまわないとなる。 
・公的費用が使われる特養、老健、ＧＨでは、一定のハードと介護保険の
基準があるべきだが、有料老人ホームとサ高住は、状況が異なる。 

廊下幅 ・入所者のケアをする立場では、廊下幅は片廊下の基準である 1.8ｍ程
度あれば十分と考える。 

・ＧＨは、建築基準法上は寄宿舎として扱われ、廊下や階段の幅が 1.2
ｍ以上求められるが、ＧＨの入居者数、高齢者の状況からは 1.2ｍは広
すぎる。 

－ 

ユニット単位・生活
単位・介護単位 

・なのはな苑では、4人室を含むため、8～12名で1グループとしている。
２グループ 20 名で２つの共有スペース。サービス内容にあわせて、２グ
ループで行うものと１グループで行うものがある。ケアの単位としては、8
名でも 12名でも介護職員の負担はかわらない。 
・回廊型の多床室を改修し、入所者をグルーピングしたケアをしている場
合でも、居室が多床室ならば、介護報酬上は加算がないのが課題であ
る。 

・人員配置の３：１基準があるため、グルーピングの単位は６人又は９人と
なる。配置基準が２：１となれば、グループ人数は偶数ならばどのように
もできる。 
・認知症のＢＰＳＤは少人数による共同生活において改善効果があるとさ
れているため、あまり大きな集団は好ましくない。 
・実際の人員配置は２：１に近い。 

・入居者のグルーピングの際は、夜間の職員配置の効率、昼間の職員
間の情報の取りやすさの考慮が必要である。 
・夜間の職員配置は１フロアにある程度の室数（25 室程度）がないと、職
員１人で２フロアを見ることになり効率が悪い。加えて、１フロア１人のみ
では救急搬送等の緊急時対応ができないため、別途スーパーバイザー
的な人員が必要である。 
・有料老人ホームでは、入居者のグルーピングは一般化していない。フロ
ア単位で入居者の状況によりタイプ（認知症、寝たきり等）を分けている
程度である。 
・有料老人ホームでは多目の人員配置をした場合に追加の介護費用を
入居者から受領できるため、最近では個別ケアが当たり前となってい
る。 

建築基準法・消防法・福祉のまち
づくり条例等による指導への対応
の状況 

・改修の際、（間仕切りすることによる）スプリンクラーや熱感知器の配置
を求められた。 
・回廊スペースを区切る改修案に対し、（建設当時の考え方で目的とし
た）認知症対応のための徘徊スペースの確保ができなくなると県が判
断し、建設時の整備費補助金の一部返還が必要か等を検討した（結
果的には補助金の返還は不要となった） 

 

・スプリンクラー設置が義務化され、民家改修型は難しくなった。 
・消防による指導が厳しい。 

例：レスキューベランダを設置したが、高齢者には利用できない避難
梯子の設置を求められた（東京都） 

例：バルコニーの水平避難の確保（実態としてはハッチの出張りがあ
り車いすが利用できない）（仙台市・老健） 

例：可燃物である紙おむつを保管するとしてトイレへの火災報知機の
設置（仙台市） 

例：入居者用のソファにより基準の廊下幅不足（仙台市） 
・福祉のまちづくり条例の望ましい基準にあわせた指導があった。 

例：全フロアに「誰でもトイレ」を設置（仙台市） 
・窓先空地の確保 

例：窓先空地 1,500mmの確保が必要（東京都建築安全条例） 
・整備事業における審査基準 

例：各居室に面したバルコニーの設置（東京都） 

・改修の場合に、消防署によって防火等に関するの指導内容にばらつき
がある。 
例：スプリンクラーの設置、防火壁の設置、 

バルコニーの横移動の考え方（水平避難）等 
・有料老人ホームに店舗、地域に開く食堂、コンビニ等を併設する場合
は、建築基準法の用途制限が問題となる。平成 28 年８月３日の告示
（国住街第 93 号）でコンビニは用途緩和が示されたが、食堂、店舗
（地域に開くもの）でも用途が緩和されると良い。 

・福祉部局の指導内容にばらつきがあり、過剰と感じることがある。 
例：新築でデイサービス併設施設の場合の、①居住部分とデイサー
ビス施設の厨房や食堂の分離、②外部からの出入り口の完全分
離等の動線の過剰な分離 
居室内の便所のしきり壁設置（カーテンはだめ）等 

・高専賃制度により「住まい」と位置付けられた現・サ高住に求められる
設備のうち、要介護者が中心となる入居者にとっては過剰となる設備
がある。 
例：ワンルームマンション規制、駐車場・駐輪場の付置義務の対象と
なることによる設備設置等 

・高齢者が集住している老人ホーム的なもの（無届ホーム）を有料老人
ホームとして扱い、行政の目配り、規制の対象とすべきである。 
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施設類型 介護老人保健施設 認知症高齢者グループホーム 有料老人ホーム 

補助金に関する現状 ・平成 15 年頃より整備に対する補助金は年々減少しており、現在は（多
少の地域差があるものの）皆無に等しい。 

・整備費補助をもらわなければ地公体の独自基準に従わないことも可能
だが、費用が利用者に転嫁され、居住費が高額となる。 

・補助金を利用する場合は、家賃設定の計算式を準用する必要がある
（東京都）。 

・ＧＨは地域密着型の施設のため、市町村の財政力により建設費補助が
異なる。東京都は高額の補助金がある。 

－ 

福祉機器の利用状況 － ・入居者の重度化に伴い、特浴に近い設備が必要となっている。 
・プライバシーを侵害しないためにも、入居者の動きを感知する赤外線セ
ンサーがもっと工夫されれば良い。 

－ 

その他 ・全老健会員の多くの施設は築20年を超える状況。今後、改修・改築が
課題と認識している。ただし、補助金のことよりも消費税増税の影響を
心配している。 

・「ユニットケア＝全個室」が大前提となったことがユニットケアの普及しな
い原因と考える。個室化はプライバシー確保の面では良いが、整備費
が高額となる。 

－ － 

入居者の属
性について 

出典等 ・平成 24 年度介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（平
成 25 年度調査）介護老人保健施設の在宅復帰支援に関する調査研
究事業報告書※1 
・介護サービス施設・事業所調査（2015（平成 27）年）※2 

・平成27年度老人保健健康増進等事業 「認知症グループホームを地
域の認知症ケアの拠点として活用するための調査研究事業報告書 
平成 28年３月 公益社団法人 日本認知症グループホーム協会」 

・平成 27 年度老人保健事業推進費等補助金老人保健健康増進等事
業「高齢者向け住まいの実態調査 報告書 平成 28 年３月 株式会
社野村総合研究所（有料老人ホームとサ高住を比較）」 

 

平均要介護度 ・3.26（※2：H27.9） ・2.8（H27.11） ・住宅型有料老人ホーム：2.6、介護付有料老人ホーム：2.2、 
サ高住（特定施設）：2.1、サ高住（非特定施設）：平均 2.0 

 

要介護度別の割合 ・要介護１：10.8％、要介護２：18.4％、要介護３：24.2％、要介護４：
26.9％、要介護５：19.4％（※2：H27.9） 

・要支援２：0.3％、要介護１：16.2％、要介護２：25.1％、要介護３：
27.4％、要介護４：17.5％、要介護５：16.2％（H27.11） 

 

介護付有料老人ホーム 
・自立：10.4％、要支援１・２：11.4％、要介護１：19.4％、要介護２：
16.4％、要介護３：14.5％、要介護４：15.2％、要介護５：11.7％
（H27.7） 

 

入居者の状況 H25.9の退去者の入居前の居場所（※2） 
・医療機関：39.0％、家庭：22.9％、介護老人保健施設：2.7％ 
 

H27.11時点の入居者の入居前の居場所 
・自宅：56.8％、その他医療機関：11.5％、介護老人保健施設：9.0％有
料老人ホーム等：7.2％、精神病院・精神病床：6.8％ 

H27.1～6の入居者の入居前の居場所（介護付有料老人ホーム） 
・自宅、家族・親族等と同居：41.5％、病院・診療所：38.2％、介護老人
保健施設・介護療養型医療施設：6.9％ 

 

退去者の状況 H25.9の退去者の退去先（※2） 
・医療機関：40.6％、家庭：31.7％、介護老人福祉施設：9.3％、死亡：
8.7％ 

H25.7～H25.9の退去者の退去先（抽出）（※1） 
・医療機関：45.2％、施設等：23.3％、自宅：20.7％、死亡：10.2％ 

H25.11～H27.10の退去者の退去先 
・その他の医療機関：24.8％、死亡（看取り）：19.4％、死亡（入院先
等）：17.4％、介護老人福祉施設：14.0％、介護老人保健施設：
6.4％、有料老人ホーム等：5.7％ 

H25.11～H27.10の退去者の退去の判断に至った理由（MA） 
・医療ニーズの増加：34.5％、長期入院：23.4％、ADLの低下：19.9％、
BPSDの悪化：5.8％ 

H27.1～6の退去者の退去先（介護付有料老人ホーム） 
・死亡による契約終了：53.8％、病院・診療所：19.0％、自宅、家族・親
族と同居：7.0％、介護老人福祉施設：5.9％ 

H27.1～6の死亡退去の場合の死亡場所（介護付有料老人ホーム） 
・居室：50.2％、病院・診療所（死亡前々日より以前の入院）：36.7％、
病院・診療所（死亡当日～前々日の入院）：11.0％ 

H27.1～6の看取り率（介護付有料老人ホーム） 
・看取り率（Ｄ：看取り数／Ａ：病院・療養型への入院もしくは死亡による
契約終了）： 23.3％ 
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１－５ まとめ 

○設置目的と入居実態の変化 

・介護老人保健施設（老健）は、基本方針として「居宅における生活への復帰を目指す」と

しているが、平均在所日数は 484 日（2013(平成 15)年度）と１年以上になっている。 

・既往研究・文献調査でも、老健入居者の重度化や入居期間の長期化が生じていることが示

されている。介護者がいないことや在宅環境が整わない等の理由により、家庭への復帰希

望は大きいものの実際の退所後の行先が病院や特養等となっていることが多い。 

・認知症高齢者グループホーム（ＧＨ）については、正式に制度化された 2000(平成 12)年

から十数年が経過し、要介護状態になっても退去しない（できない）居住者が増加し、「終

の住処」化している実態がある。 

・既往研究・文献調査でも、ＧＨにおいても利用者の重度化が進行し、ターミナル期の対応

が求められるようになったことが示されている。 

・介護保険制度創設（2000(平成 12)年）以前の有料老人ホーム（有老）は、全額自己負担

による高齢者向けの住まいであり、自立から要介護まで幅広い入居者に対応するものであ

った。介護保険制度の施行により、介護保険サービスを利用する人を受け入れる介護付き

有老が増え、現在も増加している。 

・特養、老健、特定施設、ＧＨ、小規模多機能を横断的に調査した既往研究では、平均要介

護度は特養（従来型）、特養（ユニット型）、老健、ＧＨ、特定施設、小規模多機能の順に

高いことが示されている。 

○施設によって異なる整備基準 

・生活・ケアの単位：特別養護老人ホーム（特養）と老健のユニット型では 10 人。ただし、

老健のユニット型は極めて少ない。ＧＨは５人以上９人以下。有料老人ホーム（有老）は

基準がない。 

・個室面積：特養と老健は、ユニット型個室の場合 10.65 ㎡以上、従来型の場合は、それぞ

れ 10.65 ㎡以上、８㎡以上。ＧＨは 7.43 ㎡と最も狭い。有老は 13 ㎡以上。 

・グループ間の行き来：特養のみ、「施設内の他の場所に移動するため、他のユニットを通

らない経路を確保」することが解釈通知で規定されている。 

・共同生活室：特養と老健では面積基準（入所定員×２～３㎡）がある。ＧＨは定量的な基

準はない。有老は基準がない。 

・共同生活室と個室の関係：特養と老健は共同生活室と個室の位置関係を規定。 

・廊下幅：特養と老健はユニット型の場合のみ緩和規定（中廊下 2.7ｍ以上⇒1.8ｍ以上、

片廊下 1.8ｍ以上⇒1.5ｍ以上）あり。ＧＨは規定なし。有老は片廊下 1.4ｍ以上まで緩和。 

・以上のように、生活・ケアの単位、グループ間の行き来、共生活室の面積、共同生活室と

個室の関係等について、特養及び老健のユニット型のみ基準化されている。 

・既往研究・文献調査では、老健の施設管理者等が、今後老健が在宅復帰を目指す施設とす

るのか、長期療養施設としての機能を持つのか、明確な位置付けを求めていることが示さ

れている。入居期間が長いことを前提とする場合には、個室化やリビング等の整備により

居住性の向上も課題であると指摘されている。 
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・ＧＨの１ユニット９人という基準が認知症者の生活単位としてふさわしいかという視点の

既往研究では、９人と５～８人のＧＨを比較し生活単位がより小さい方が利用者にとって

も職員にとっても良い環境となることが明らかとなった。この結果から、公益社団法人日

本認知症グループホーム協会は、ＧＨにおける新たな生活支援モデルとして６人を標準と

したユニットを提案している。 

○介護報酬や居住費の考え方の違い 

・特養の設置団体は社会福祉法人または地方公共団体、老健は医療法人または地方公共団体

に限定されるが、ＧＨや有老は限定がない。 

・特養及び老健は入居者の所得段階によって、居住費の負担限度額が定められ、基準費用額

との差額が介護保険費用から補足給付される仕組みがある。負担限度額や基準費用額は、

ユニット型個室・準ユニット型個室の場合は特養と老健で同一金額となっているが、従来

型個室の場合は老健の方が高めに設定されており、従来型多床室の場合は特養の方が基準

費用額のみ高額になっている。 

・ＧＨの居住費の限度額は設定されていないが、地方公共団体が建設費に補助金を出す際に

要件として設定しているケースがある。ただし、その場合でも特養や老健に比べると幅の

ある金額（高額）になっている。 

・有老も居住費の限度額は設定されていないが、サービス付き高齢者向け住宅整備事業の補

助金を活用する場合、近傍同種家賃程度に設定することが要件となっている。この場合、

居室面積が広くなることもあり、特養・老健・ＧＨに比べて 1室当たりの居住費は高額に

なる傾向にある。 

・介護報酬は、特養と老健については、要介護度に加え居室タイプごとに金額が設定されて

いる。また、ＧＨは１施設当たりのユニット数によって２つに区分されている。 

・介護付き有老（特定施設入居者生活介護）は、要介護度のみで区分され、居室タイプや共

同生活室の数などハードとの関連はない。 
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２ 介護保険施設等のニーズと充足度に関する地域別（都道府県別）特性 

２－１ 介護保険施設等と要介護（3～5）認定者数の増加状況の算出方法 

（１）介護保険施設等 

・介護保険施設等として、①特別養護老人ホーム（特養）、②介護老人保健施設（老健）、③認

知症高齢者グループホーム（ＧＨ）、④療養型病床、⑤有料老人ホーム（サービス付き高齢

者向け住宅以外）、⑥サービス付き高齢者向け住宅の６つを取り上げた。 

・介護保険施設等の定員数を要介護（1～5）認定者数（2015（平成 27）年 10 月現在）で除し

た値を「充足度」とし、都道府県別に整理した。 

○利用データと算出方法 

特養の充足度 特養の定員数（①）／要介護認定者数（Ｂ） 

特養＋老健＋ＧＨの充足度 特養＋老健＋ＧＨの定員数（①＋②＋③）／要介護認定者数（Ｂ） 

特養＋老健＋ＧＨ＋療養型病

床の充足度 

特養＋老健＋ＧＨ＋療養型病床（①＋②＋③＋④）／要介護認定者数

（Ｂ） 

特養＋老健＋ＧＨ＋療養型病

床＋有料老人ホーム＋サービ

ス付き高齢者向け住宅の充足

度 

特養＋老健＋ＧＨ＋療養型病床＋有料老人ホーム＋サービス付き高

齢者向け住宅（Ａ＝①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥）／要介護認定者数（Ｂ） 

Ａ ①特別養護老人ホーム定

員数（地域密着型含む） 

2015（平成 27）年介護サービス施設・事業所調査（10 月 1日現在） 

http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?lid=000001158283 

②介護老人保健施設定員

数 

2015（平成 27）年介護サービス施設・事業所調査（10 月 1日現在） 

http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?lid=000001158283 

③認知症高齢者グループ

ホーム定員数 

2015（平成 27）年介護サービス施設・事業所調査（10 月 1日現在） 

http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?lid=000001158284 

④介護療養型医療施設病

床数（療養型病床） 

2015（平成 27）年介護サービス施設・事業所調査（10 月 1日現在） 

http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?lid=000001158284 

⑤有料老人ホーム（サー

ビス付き高齢者向け住

宅以外）定員数 

2015（平成 27）年社会福祉施設等調査（10 月 1日現在） 

http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/OtherList.do?bid=0000010763

39&cycode=7 

⑥サービス付き高齢者向

け住宅定員数 

サービス付き高齢者向け住宅登録状況 2015（平成 27）10 月末 

http://www.satsuki-jutaku.jp/past_data.html 

Ｂ 
要介護（1～5）認定者数

（第１号被保険者） 

介護保険事業状況報告（平成 27 年 10 月現在） 

http://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/osirase/jigyo/m15/1510.html 

第 2－1表 都道府県別 要介護（要支援）認定者数 男女計 

第３回研究委員会 
資料２－１ 

第３回研究委員会 
資料２－１ 
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（２）要介護（3～5）認定者数の増加状況 

・都道府県別に 2025 年時点の要介護（3～5）認定者数を推計し、2015（平成 27）年からの増

加率を算定した。 

・65～74 歳と 75 歳以上で要介護認定率が大きく異なるため、65～74 歳と 75 歳以上の別で要

介護（3～5）の認定者数の推計を行った後に両者を合算した。 

・2025 年時点の要介護認定率は 2014（平成 26）年度の実績値と同じものとし推計した。 

○利用データと算出方法 

2015～2025 年要

介護（3～5）認

定者数の増加率 

①2015～2025 年要介護（3～5）認定者数の増加数／2015 年要介護（3～5）認定

者数 

要介護（3～5）

認定者数の推計 

年齢区分別の 2025 年高齢者人口×年齢区分別の要介護（3～5）認定率（人） 

（Ａ①×Ｂ①）＋（Ａ②×Ｂ②） 

Ａ 2025 年の 

高齢者人口 

 

①65～74 歳の高齢者人口推計数 

②75 歳以上の高齢者人口推計数 

国立社会保障・人口問題研究所 日本の地域別将来推計人口（2013（平成 25）

年 3月推計）男女･年齢(5 歳)階級別の推計結果 

http://www.ipss.go.jp/pp-shicyoson/j/shicyoson13/t-page.asp 

Ｂ 

 

要介護（3～

5）認定率 

①65～74 歳の要介護（3～5）認定者数／65～74 歳の 1号被保険者数×100（％） 

②75 歳以上の要介護（3～5）認定者数／75 歳以上の 1号被保険者数×100（％） 

1 号被保険

者数 

 

介護保険事業状況報告（2014（平成 26）年度） 

http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?lid=000001153596 

第 2 表<都道府県別>第１号被保険者数 

要介護（3～

5）認定者数 

介護保険事業状況報告（2014（平成 26）年度） 

http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?lid=000001153596 

第 4－１表<都道府県別>要介護（要支援）認定者数 男女計 

http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?lid=000001153596
http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?lid=000001153596
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２－２ 特別養護老人ホームの状況 

（１）特別養護老人ホームの充足度×要介護（3～5）認定者数の増加状況（2015～2025 年） 

・横軸に特別養護老人ホームの充足度、縦軸に要介護（3～5）認定者数の増加状況をとった。 

・特別養護老人ホームの充足度の全国平均値は約 13％で、都道府県によって 10％程度～17％

程度まで 7ポイント程度の差があった。要介護認定者数の増加率は 8％程度～40％を超える

ものまで差があった。 

・大きなまとまりとしては、以下の３つとなった。 

 

Ａ.特養の充足度が低く要

介護認定者数の増加率

が高い 

・東京、神奈川、千葉、愛知、大阪、京都等の都市部の都道府県が多

く含まれる。 

・特養の充足度が低いにもかかわらず、今後 10 年間は要介護認定者

の増加率が引き続き高いため、一定量の特養の新規整備を進める必

要がある。 

Ｂ.特養の充足度が高く要

介護認定者数の増加率

が低い 

・岩手、山形、新潟、長野、福井、島根、鹿児島等の地方部の都道府

県が多く含まれる。 

・特養の数は充足しているが、今後 10 年間の要介護認定者の増加率

が低い状況のため、特養の新規整備は緊急の課題ではない。 

Ｃ.Ａ、Ｂ以外 

・特養の充足度と要介護認定者数の増加率が比例している。 

・Ａほどではないが、地域特性や他の施設・住宅の需要と供給の状況

を見極めながら、特養の新規整備量を決定する必要がある。 
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■特別養護老人ホームの充足度×要介護認定者数の増加率（2015～2025 年） 
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特別養護老人ホームの要介護認定者数に占める割合(2015)

Ｃ.特養の充足度と 

要介護認定者数の増加状況が比例 

⇒新規整備の必要性について検討が必要 

特養の割合高い 特養の割合低い 

Ａ.特養の充足度が低く 

要介護認定者数の増加率が高い 

⇒新規整備を進めることが必要 

 

Ｂ.特養の充足度が高く 

要介護認定者数の増加率が低い 

⇒新規整備は喫緊の課題ではない 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

特別養護老人ホームの充足度（2015） 
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（２）特別養護老人ホームの充足度×要介護認定者数の増加状況＋ユニット型個室率 

・（１）の特別養護老人ホームの充足度×要介護認定者数の増加状況に特養ユニット型個室率

（※）を重ねた。 

※「平成 27 年度 老人保健事業推進費等補助金老人保健健康増進等事業 高齢者の尊厳の保持と制度の持続

可能性確保を両立させる介護保険施設の整備のあり方に関する研究事業」の調査結果を利用 

Ａ.特養の充足度が低く

要介護認定者数の増

加率が高い 

・Ａに属している都道府県のユニット型個室率は、28.8％から 52.7％ま

でばらつきがあった。 

・ユニット型個室率を上げるためには、新規整備の際にユニット型個室

に限定することが考えられるが、特にユニット型個室率が低い東京都、

沖縄県等では、それに加えて、改修・建替等によるユニット型個室化

を進める必要がある。 

Ｂ.特養の充足度が高く

要介護認定者数の増

加率が低い 

・Ｂに属している都道府県のユニット型個室率は、22.6％から 60.8％ま

でばらつきがあった。 

・新規整備量が少ないため、特にユニット型個室率が低い長野県、山形

県、島根県、鹿児島県等では、改修・建替等によるユニット型個室化

を進める必要がある。 

Ｃ.特養の充足度と要介

護認定者数の増加状

況が比例 

・特養の充足度が高い右上部分の都道府県は、ユニット型個室率が高い。 

・一方、特養の充足度が低い左下部分は、ユニット型個室率が低い都道

府県が多い。 

・特にユニット型個室率が低い和歌山、徳島、高知、宮崎等では、新規

整備時にユニット型個室に限定することに加え、改修・建替等による

ユニット型個室化を進める必要がある。 

 

■都道府県別ユニット型個室率※ 

ユニット型個室率 都道府県名 

50％以上 
茨城県、栃木県、埼玉県、山梨県、岐阜県、愛知県、三重県、滋賀県、奈良県、

鳥取県 

40～50％未満 
全国、岩手県、宮城県、福島県、千葉県、神奈川県、新潟県、石川県、福井県、

静岡県、京都府、大阪府、岡山県、福岡県、長崎県 

30～40％未満 
北海道、青森県、秋田県、山形県、群馬県、富山県、兵庫県、島根県、広島県、

山口県、香川県、愛媛県、佐賀県、熊本県、大分県、鹿児島県 

30％未満 東京都、長野県、和歌山県、徳島県、高知県、宮崎県、沖縄県 
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特別養護老人ホームの要介護認定者数に占める割合(2015)

■特別養護老人ホームの充足度×要介護認定者数の増加状況＋ユニット型個室率（2015～2025 年） 

 

 ●ユニット型個室率 50％以上 

●ユニット型個室率 40～50％未満 

●ユニット型個室率 30～40％未満 

●ユニット型個室率 30％未満 

 

Ａ.特養の充足度が低く 

要介護認定者数の増加率が高い 

⇒新規整備＋改修・建替によりユ

ニット型個室化を推進 

Ｃ.特養の充足度と 

要介護認定者数の増加状況が比例 

⇒新規整備＋改修・建替によりユニッ

ト型個室化を推進 

Ｂ.特養の充足度が高く 

要介護認定者数の増加率が低い 

⇒改修・建替によりユニット型個室

化を推進 

Ｃ Ａ 

Ｂ 

特別養護老人ホームの充足度（2015） 
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・ユニット型個室率が 30％以下の 7 都県について、2015～17（平成 27～29）年度の高齢者保健

福祉計画・介護保険事業支援計画等における「特養のユニット化の現状・目標等」を下表に

整理した。 

・現状のユニット化率は調査結果と同様に低く、国のユニット化率の目標値を踏まえた目標値設

定がされているのは東京都のみであった。 

 

■2015～17（平成 27～29）年度の高齢者保健福祉計画・介護保険事業支援計画等における特養の

ユニット化の現状・目標、特養の改築・改修に係る記述 

 
都道府県

名 

従来型多
床室整備
可能か 

改築 
補助 

ﾕﾆｯﾄ化 
改修 
補助 

ユニット化の現
状値 

ユニット化の目標値・ 
特養の改築・改修に係る記述 

13 東京都 ○ ■※ □ 
24.8％ 

（2013(平成25)
年度） 

70％以上（2025（平成37）年度） 
東京都のユニット化率は24.8％
（2013（平成25）年度）にとどまっ
ているため、都の施設整備はユニッ
ト型での整備を基本とする。 

20 長野県 ○ □ □ 
36.2％ 

（2014（平成26）

年度見込み） 

特養の定員数におけるユニット型の
割合 
40.0％（2017（平成29）年度） 

30 和歌山県  □  － － 

36 徳島県 ○   － － 

39 高知県  □  － 

低所得の入所者が多いことなどもあ
り、広域型の介護保険施設について
は、一律に個室・ユニット型という
ことではなく、一部多床室を確保す
るなど、地域の実情に応じた整備を
進める。 

45 宮崎県 ○※   
26.4% 

（2014(平成26)
年度） 

国の示す参酌標準を踏まえながら、
ユニット型個室への転換を含めた施
設の整備や利用者の重度化への対応
に努める。 

47 沖縄県 ○ ■ □ 
24.4% 

（2014（平成26）
年度） 

個室・ユニットケア方施設の定員数
の割合（2025(平成37)年度） 

 

 

 

 

 

 

 

多床室整備可能か ●  ：4人以下 

  ○  ：地域の実情やプライバシー確保に配慮されている場合等に（2人以上）4人以下 

  ○※：知事が特に認める場合に 4人以下 

改築補助  ■  ：あり（居住形態の表記なし） 

  ■※ ：あり（ユニット・従来型で単価に差） 

  □  ：ユニット型のみあり 

ユニット化改修 □  ：あり 
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（３）特別養護老人ホームの充足度×要介護認定者数の増加状況＋特養の入居申込者割合 

・（１）の特別養護老人ホームの充足度×要介護認定者数の増加状況に特養の入居申込者割合

（都道府県別入居申込者／都道府県別特養定員数（地域密着型を含む））の状況を重ねた。 

・特養入居申込者数は、厚生労働省の 2013（平成 25）年 10 月 1 日時点のデータを利用した。

特養入居申込者数の算出方法が原則以外である都道府県は 14 府県であった。 

 

Ａ.特養の充足度が低く要

介護認定者数の増加率

が高い 

・特養の需要が高いと想定される部分だが、入居申込者割合が 150％

以上超の都道府県はない。 

Ｂ.特養の充足度が高く要

介護認定者数の増加率

が低い 

・充足度が高く、需要は低いと想定される部分だが、岐阜県、山梨

県で 150％以上超となっている。 

Ｃ.特養の充足度と要介護

認定者数の増加状況が

比例 

・香川県が 150％以上超となっているが、徳島県、三重県、埼玉県で

は 75％未満超にとどまっている。 

 

・以上のように、特養の充足度と入居申込者割合、また、要介護認定者数の増加率と入居申込

者割合には相関関係が見られなかった。 



Ⅱ-2-9 

全国

北海道

青森

岩手

宮城

秋田 山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀
京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分
宮崎

鹿児島

沖縄

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

10.0% 11.0% 12.0% 13.0% 14.0% 15.0% 16.0% 17.0% 18.0%

要
介
護
（３
～
５
）認
定
者
数
の
増
加
率
（２
０
１
５→

２
０
２
５
）

特別養護老人ホームの要介護認定者数に占める割合(2015)

 

 

■特別養護老人ホームの充足度×要介護認定者数の増加状況＋特養の入居申込者割 

（2015～2025 年） 

 

 

特養申込者割合：入居申込者／特養定員数 

●75％未満超    ●75～100％未満超 

●100～150％未満超 ●150％以上超 

●算出不可（※） 

※特養入居申込者数の算出方法が原則以外 

Ａ.特養の充足度が低く 

要介護認定者数の増加率が高い 

Ｂ.特養の充足度と 

要介護認定者数の増加状況が比例 

Ｃ.特養の充足度が高く 

要介護認定者数の増加率が低い 

Ａ Ｃ 

Ｂ 

特別養護老人ホームの充足度（2015） 
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２－３ 介護保険施設等の状況 

・特養以外のケアのある施設・住宅を含めた充足度と要介護認定者数の増加状況（2015～2025

年）をみるため、２－２で見てきた ①特別養護老人ホームに加え、次の②～④の充足度と要

介護認定者数の増加状況との関係を見た。 

②特別養護老人ホーム＋介護老人保健施設＋認知症高齢者グループホーム 

③特別養護老人ホーム＋介護老人保健施設＋認知症高齢者グループホーム＋療養型病床 

④特別養護老人ホーム＋介護老人保健施設＋認知症高齢者グループホーム＋療養型病床＋

有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅 

 

・「②特別養護老人ホーム＋介護老人保健施設＋認知症高齢者グループホーム」では、地方部で

充足度が高いため、「①特別養護老人ホーム」の分布から、大都市圏の都道府県が充足度の低

い左側に残り、地方圏の県が充足度の高い右側に移動した。 

・次いで、療養型病床を加えた、「③特別養護老人ホーム＋介護老人保健施設＋認知症高齢者グ

ループホーム＋療養型病床」では、よりその傾向が強くなった。 

・さらに、有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅を加えた「④特別養護老人ホーム＋

介護老人保健施設＋認知症高齢者グループホーム＋療養型病床＋有料老人ホーム及びサービ

ス付き高齢者向け住宅」では、大都市圏の都道府県では、有料老人ホーム及びサービス付き高

齢者向け住宅の供給が進んでいるため、施設・住宅の充足率が高い右側に移動し、地方圏の都

道府県は施設・住宅等の充足率が低い左側に移動した。その結果、施設・住宅の充足度と要介

護認定者数の増加状況は比例した形に近づき、本来あるべき傾向となっている。 

・加えて、「⑤個室（特別養護老人ホームの個室＋認知症高齢者グループホーム＋有料老人ホー

ム及びサービス付き高齢者向け住宅）」では、よりその傾向が強くなった。 

 

・有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅はそのほとんどが個室である。これらの施設・

住宅でも特養のユニットケアのような個別ケアが実践されれば、ケアのある施設・住宅を必要

とする高齢者にとって、選択肢が広がることになる。特養だけでユニット化率 70％を達成す

ることを目標とするのではなく、その他のケアのある施設・住宅を含めて、ハード面・ソフト

面の適正化を図ることが、高齢者の尊厳の保持と制度の持続可能性確保の両立に繋がると考え

る。 
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■介護保険施設等の要介護認定者数に対する割合と要介護認定者数の増加率（2015～2025 年） 

 

①特別養護老人ホーム            ②特別養護老人ホーム＋介護老人保健施設 

 ＋認知症高齢者グループホーム 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③特別養護老人ホーム＋介護老人保健施設     ④特別養護老人ホーム＋介護老人保健施設 

＋認知症高齢者グループホーム＋療養型病床    ＋認知症高齢者グループホーム＋療養型病

床＋有料老人ホーム及びサービス付き高

齢者向け住宅 
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＋有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の充足度 
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■介護保険施設等の要介護認定者数に対する割合と要介護認定者数の増加率（2015～2025 年） 

（再掲：都道府県名入り） 
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②特別養護老人ホーム＋介護老人保健施設＋認知症高齢者グループホーム 
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③特別養護老人ホーム＋介護老人保健施設＋認知症高齢者グループホーム＋療養型病床
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④特別養護老人ホーム＋介護老人保健施設＋認知症高齢者グループホーム＋療養型病床 

＋有料老人ホーム＋サービス付き高齢者向け住宅 
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ケアのある施設・住宅等の充足度(2015)特別養護老人ホーム＋介護老人保健施設＋認知症高齢者グループホーム＋療養型病床 

＋有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の充足度(2015) 
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⑤個室（特別養護老人ホームの個室＋認知症高齢者グループホーム＋有料老人ホーム及びサービス

付き高齢者向け住宅） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特別養護老人ホームの個室、認知症高齢者グループホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅を個室

とした。なお、特別養護老人ホームの広域型は下記調査の個室率を利用、地域密着型はすべて個室とした。 

 

■都道府県別個室率※ 

個室率 都道府県名 

50％以上 

茨城県、岐阜県、奈良県、埼玉県、三重県、山梨県、鳥取県、愛知県、大阪府、宮

城県、栃木県、福井県、滋賀県、福岡県、石川県、福島県、岩手県、神奈川県、愛

媛県、新潟県、京都府 

40～50％未満 

静岡県、全国、岡山県、大分県、北海道、兵庫県、香川県、熊本県、富山県、千葉

県、群馬県、長崎県、山口県、徳島県、鹿児島県、山形県、佐賀県、青森県、島根

県 

40％未満 秋田県、和歌山県、宮崎県、長野県、広島県、東京都、高知県、沖縄県 

全国

北海道

青森

岩手

宮城

秋田 山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都
大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀
長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄
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70%
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個室のケアのある施設・住宅等の充足度(2015)個室（特別養護老人ホームの個室＋認知症高齢者グループホーム＋有料老人ホーム及び 

サービス付き高齢者向け住宅）の充足度(2015) 

※「平成 27 年度 老人保健事業推進費等補助金老人保健健康増進等事業 高齢者の尊厳の保持と制度の持続可

能性確保を両立させる介護保険施設の整備のあり方に関する研究事業」の調査結果より 
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■介護保険施設等のデータ 

ケアのある
施設等の
定員数

特別養護
老人ホーム
定員数

（地域密着型
含む）

介護老人
保健施設
定員数

介護療養型
医療施設
病床数

認知症高齢者
グループ
ホーム
定員数

サービス付き
高齢者向け
住宅戸数

有料老人
ホーム

（サービス付き
高齢者向け
住宅以外）

高齢者人口
（65歳以上）

要介護
（1～5）
認定者数

要介護
（3～5）
認定者数

特養入所
申込者数

（%）は特別養護老人
ホーム定員数に

占める割合※

1,790,340 566,847 368,201 62,835 180,459 187,170 424,828 33,869,000 4,330,118 2,102,887 523,584
(100.0%) (31.7%) (20.6%) (3.5%) (10.1%) (10.5%) (23.7%) (100.0%) (12.8%) (6.2%) (92.4%)
93,875 25,720 16,619 3,976 14,026 14,584 18,950 1,566,000 204,939 89,553 27,547

(100.0%) (27.4%) (17.7%) (4.2%) (14.9%) (15.5%) (20.2%) (100.0%) (13.1%) (5.7%) (107.1%)
28,339 6,387 5,373 872 4,803 2,309 8,595 394,000 59,410 29,536 6,322

(100.0%) (22.5%) (19.0%) (3.1%) (16.9%) (8.1%) (30.3%) (100.0%) (15.1%) (7.5%) (99.0%)
20,783 8,117 5,925 443 2,235 1,401 2,662 389,000 56,733 28,594 6,576

(100.0%) (39.1%) (28.5%) (2.1%) (10.8%) (6.7%) (12.8%) (100.0%) (14.6%) (7.4%) (81.0%)
29,596 9,978 8,292 374 3,254 2,882 4,816 601,000 75,957 36,635 38,885

(100.0%) (33.7%) (28.0%) (1.3%) (11.0%) (9.7%) (16.3%) (100.0%) (12.6%) (6.1%) (389.7%)
18,581 7,172 5,238 437 2,363 1,471 1,900 347,000 54,880 28,056 5,339

(100.0%) (38.6%) (28.2%) (2.4%) (12.7%) (7.9%) (10.2%) (100.0%) (15.8%) (8.1%) (74.4%)
19,940 8,747 4,061 232 1,821 1,121 3,958 346,000 50,624 25,202 8,358

(100.0%) (43.9%) (20.4%) (1.2%) (9.1%) (5.6%) (19.8%) (100.0%) (14.6%) (7.3%) (95.6%)
28,183 10,614 7,585 498 2,979 2,517 3,990 550,000 78,782 40,130 12,495

(100.0%) (37.7%) (26.9%) (1.8%) (10.6%) (8.9%) (14.2%) (100.0%) (14.3%) (7.3%) (117.7%)
39,397 14,801 10,733 886 3,772 4,261 4,944 780,000 92,184 45,650 9,869

(100.0%) (37.6%) (27.2%) (2.2%) (9.6%) (10.8%) (12.5%) (100.0%) (11.8%) (5.9%) (66.7%)
22,865 8,993 5,603 516 1,914 3,384 2,455 511,000 59,407 30,596 9,253

(100.0%) (39.3%) (24.5%) (2.3%) (8.4%) (14.8%) (10.7%) (100.0%) (11.6%) (6.0%) (102.9%)
33,022 10,166 6,378 645 2,657 4,309 8,867 544,000 69,197 35,108 8,651

(100.0%) (30.8%) (19.3%) (2.0%) (8.0%) (13.0%) (26.9%) (100.0%) (12.7%) (6.5%) (85.1%)
91,161 29,473 16,930 1,706 7,414 10,592 25,046 1,805,000 189,522 90,404 16,937

(100.0%) (32.3%) (18.6%) (1.9%) (8.1%) (11.6%) (27.5%) (100.0%) (10.5%) (5.0%) (57.5%)
75,498 23,082 15,093 1,436 6,209 7,498 22,180 1,611,000 175,676 84,183 18,593

(100.0%) (30.6%) (20.0%) (1.9%) (8.2%) (9.9%) (29.4%) (100.0%) (10.9%) (5.2%) (80.6%)
129,764 42,933 20,531 5,325 8,424 10,237 42,314 3,065,000 390,301 190,236 43,384
(100.0%) (33.1%) (15.8%) (4.1%) (6.5%) (7.9%) (32.6%) (100.0%) (12.7%) (6.2%) (101.1%)
118,402 33,470 19,962 1,954 10,350 9,533 43,133 2,178,000 258,743 124,516 28,536
(100.0%) (28.3%) (16.9%) (1.7%) (8.7%) (8.1%) (36.4%) (100.0%) (11.9%) (5.7%) (85.3%)
37,627 16,532 10,188 1,573 3,171 2,412 3,751 687,000 98,041 51,728 19,369

(100.0%) (43.9%) (27.1%) (4.2%) (8.4%) (6.4%) (10.0%) (100.0%) (14.3%) (7.5%) (117.2%)
17,240 5,891 4,500 1,899 1,950 1,475 1,525 326,000 46,173 23,528 2,135

(100.0%) (34.2%) (26.1%) (11.0%) (11.3%) (8.6%) (8.8%) (100.0%) (14.2%) (7.2%) (36.2%)
20,000 7,022 4,234 957 2,596 1,543 3,648 322,000 42,472 20,879 3,742

(100.0%) (35.1%) (21.2%) (4.8%) (13.0%) (7.7%) (18.2%) (100.0%) (13.2%) (6.5%) (53.3%)
11,972 5,057 3,124 594 1,037 1,361 799 226,000 31,263 15,829 3,721

(100.0%) (42.2%) (26.1%) (5.0%) (8.7%) (11.4%) (6.7%) (100.0%) (13.8%) (7.0%) (73.6%)
10,544 4,646 2,819 227 871 1,192 789 237,000 30,967 16,681 8,255

(100.0%) (44.1%) (26.7%) (2.2%) (8.3%) (11.3%) (7.5%) (100.0%) (13.1%) (7.0%) (177.7%)
33,167 12,399 7,917 1,351 2,804 2,371 6,325 631,000 82,809 41,417 4,936

(100.0%) (37.4%) (23.9%) (4.1%) (8.5%) (7.1%) (19.1%) (100.0%) (13.1%) (6.6%) (39.8%)
28,504 10,656 6,833 564 4,008 2,517 3,926 571,000 70,249 35,202 16,794

(100.0%) (37.4%) (24.0%) (2.0%) (14.1%) (8.8%) (13.8%) (100.0%) (12.3%) (6.2%) (157.6%)
53,464 17,716 12,860 2,068 5,424 4,090 11,306 1,029,000 122,167 56,460 14,258

(100.0%) (33.1%) (24.1%) (3.9%) (10.1%) (7.7%) (21.1%) (100.0%) (11.9%) (5.5%) (80.5%)
81,999 24,100 18,142 2,224 7,574 7,412 22,547 1,783,000 192,927 91,363 11,261

(100.0%) (29.4%) (22.1%) (2.7%) (9.2%) (9.0%) (27.5%) (100.0%) (10.8%) (5.1%) (46.7%)
27,822 9,385 6,583 876 2,288 4,352 4,338 507,000 68,350 33,238 10,240

(100.0%) (33.7%) (23.7%) (3.1%) (8.2%) (15.6%) (15.6%) (100.0%) (13.5%) (6.6%) (109.1%)
13,837 5,728 2,942 357 1,544 1,822 1,444 343,000 43,760 20,515 8,277

(100.0%) (41.4%) (21.3%) (2.6%) (11.2%) (13.2%) (10.4%) (100.0%) (12.8%) (6.0%) (144.5%)
32,469 11,712 7,405 3,036 2,599 3,549 4,168 720,000 98,894 48,486 6,541

(100.0%) (36.1%) (22.8%) (9.4%) (8.0%) (10.9%) (12.8%) (100.0%) (13.7%) (6.7%) (55.8%)
117,174 32,166 20,086 2,299 9,255 19,321 34,047 2,318,000 300,803 145,636 12,269
(100.0%) (27.5%) (17.1%) (2.0%) (7.9%) (16.5%) (29.1%) (100.0%) (13.0%) (6.3%) (38.1%)
70,020 23,939 14,693 2,064 5,572 9,518 14,234 1,502,000 178,662 87,788 28,044

(100.0%) (34.2%) (21.0%) (2.9%) (8.0%) (13.6%) (20.3%) (100.0%) (11.9%) (5.8%) (117.1%)
19,403 6,786 4,645 723 1,715 1,465 4,069 392,000 47,032 22,772 6,975

(100.0%) (35.0%) (23.9%) (3.7%) (8.8%) (7.6%) (21.0%) (100.0%) (12.0%) (5.8%) (102.8%)
17,058 5,849 3,447 592 1,634 2,293 3,243 297,000 45,084 22,854 7,008

(100.0%) (34.3%) (20.2%) (3.5%) (9.6%) (13.4%) (19.0%) (100.0%) (15.2%) (7.7%) (119.8%)
10,641 3,192 3,117 284 1,152 1,346 1,550 171,000 24,776 13,206 2,975

(100.0%) (30.0%) (29.3%) (2.7%) (10.8%) (12.6%) (14.6%) (100.0%) (14.5%) (7.7%) (93.2%)
13,723 5,263 2,977 432 1,801 1,353 1,897 226,000 34,991 16,428 6,068

(100.0%) (38.4%) (21.7%) (3.1%) (13.1%) (9.9%) (13.8%) (100.0%) (15.5%) (7.3%) (115.3%)
32,258 11,116 6,494 729 4,765 3,257 5,897 552,000 79,469 38,112 6,952

(100.0%) (34.5%) (20.1%) (2.3%) (14.8%) (10.1%) (18.3%) (100.0%) (14.4%) (6.9%) (62.5%)
40,691 12,266 8,991 2,661 5,096 6,110 5,567 783,000 103,361 48,949 20,683

(100.0%) (30.1%) (22.1%) (6.5%) (12.5%) (15.0%) (13.7%) (100.0%) (13.2%) (6.3%) (168.6%)
26,219 7,534 4,884 1,925 2,454 3,271 6,151 451,000 61,931 28,399 8,398

(100.0%) (28.7%) (18.6%) (7.3%) (9.4%) (12.5%) (23.5%) (100.0%) (13.7%) (6.3%) (111.5%)
14,642 3,702 4,128 1,162 2,166 1,769 1,715 235,000 33,708 17,170 1,986

(100.0%) (25.3%) (28.2%) (7.9%) (14.8%) (12.1%) (11.7%) (100.0%) (14.3%) (7.3%) (53.6%)
16,261 5,088 3,780 721 1,696 1,854 3,122 292,000 40,749 18,828 7,814

(100.0%) (31.3%) (23.2%) (4.4%) (10.4%) (11.4%) (19.2%) (100.0%) (14.0%) (6.4%) (153.6%)
25,718 7,058 5,288 1,113 4,658 3,653 3,948 425,000 62,157 31,273 2,589

(100.0%) (27.4%) (20.6%) (4.3%) (18.1%) (14.2%) (15.4%) (100.0%) (14.6%) (7.4%) (36.7%)
13,610 4,210 2,227 1,958 2,039 808 2,368 239,000 34,582 17,839 3,121

(100.0%) (30.9%) (16.4%) (14.4%) (15.0%) (5.9%) (17.4%) (100.0%) (14.5%) (7.5%) (74.1%)
86,437 21,869 14,856 3,930 9,131 7,731 28,920 1,321,000 171,237 79,311 18,255

(100.0%) (25.3%) (17.2%) (4.5%) (10.6%) (8.9%) (33.5%) (100.0%) (13.0%) (6.0%) (83.5%)
14,677 3,586 2,917 916 2,050 494 4,714 231,000 30,373 13,792 4,304

(100.0%) (24.4%) (19.9%) (6.2%) (14.0%) (3.4%) (32.1%) (100.0%) (13.1%) (6.0%) (120.0%)
23,380 7,023 4,882 895 4,212 2,651 3,717 409,000 59,694 27,044 5,284

(100.0%) (30.0%) (20.9%) (3.8%) (18.0%) (11.3%) (15.9%) (100.0%) (14.6%) (6.6%) (75.2%)
32,415 9,189 6,598 2,391 2,881 2,681 8,675 514,000 75,886 36,000 7,440

(100.0%) (28.3%) (20.4%) (7.4%) (8.9%) (8.3%) (26.8%) (100.0%) (14.8%) (7.0%) (81.0%)
24,358 5,756 4,694 689 1,743 2,052 9,424 354,000 46,354 22,297 6,227

(100.0%) (23.6%) (19.3%) (2.8%) (7.2%) (8.4%) (38.7%) (100.0%) (13.1%) (6.3%) (108.2%)
23,218 5,696 3,355 904 2,240 970 10,053 327,000 43,727 21,489 3,983

(100.0%) (24.5%) (14.4%) (3.9%) (9.6%) (4.2%) (43.3%) (100.0%) (13.4%) (6.6%) (69.9%)
31,328 10,457 6,287 998 5,278 2,043 6,265 486,000 71,287 36,587 7,782

(100.0%) (33.4%) (20.1%) (3.2%) (16.8%) (6.5%) (20.0%) (100.0%) (14.7%) (7.5%) (74.4%)
19,058 4,605 3,985 423 834 2,335 6,876 283,000 39,828 23,388 5,153

(100.0%) (24.2%) (20.9%) (2.2%) (4.4%) (12.3%) (36.1%) (100.0%) (14.1%) (8.3%) (111.9%)
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33
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長崎県

熊本県

1

2

3

4

5

6

7

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

富山県

奈良県

福井県

山梨県

長野県

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

沖縄県

鹿児島県

宮崎県

大分県

全国

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

石川県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

 
※2013（平成 25）年 10 月 1 日時点、宮城、栃木、神奈川、富山、長野、愛知、大阪、奈良、岡山、広島、愛媛、高知、宮崎、鹿児島は各々の基準で集計しているため都道府県間の

比較は不可 
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３ 介護付き有料老人ホーム、介護老人保健施設実態調査 

３－１ 調査の目的と概要 

（１）調査の目的 

・集団的処遇ではなく、入居者をグループ分けしてケアを行っている介護付き有料老人ホーム

と介護老人保健施設を取り上げ、施設の空間的特徴やケアの状況を把握し、今後の整備のあ

り方を検討するための基礎資料を得ることを目的とする。 

 

（２）調査対象 

・介護付き有料老人ホーム： 

ユニットケア・個別ケアを行うためにプランニング上の工夫を行っている事例として、業

界団体から紹介を受けた 1施設と研究委員会委員より推薦を受けた 1施設、合計 2施設 

・介護老人保健施設： 

ユニットケアを実践している事例として、研究委員会委員より推薦を受けた 1施設と、改

修事例として業界団体から紹介を受けた 1 施設、合計 2 施設。１施設は在宅強化型老健、

１施設は認知症専門の老健である 

 

＜参考＞平成 24 年介護報酬改定による老健区分 

 
在宅 

復帰率 

退所後の

状況確認 

ベッド 

回転率 

重度者 

割合 

リハ専門

職 

在宅強化型（強化型） 50%超 要件あり 10％以上 要件あり 要件あり 

在宅復帰・在宅療養支援機能加

算算定施設（加算型） 
30%超 要件あり ５％以上 要件なし 要件なし 

上記以外（通常型） 強化型または加算型の要件を満たさないもの 

資料：社会保障審議会 介護給付費分科会 第 113 回（H26.11.6） 資料 1 

 

（３）調査項目 

・施設概要 

・入所者属性 

・入居者の属性やケア方針に対応したプランニング上の特徴 

・施設整備上の課題 

・福祉機器の利用状況 

・その他 
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３－２ 調査結果 

（１）施設の特徴 

①介護付き有料老人ホーム（介護付き有老） 

・２施設とも株式会社が運営する施設である。 

・１施設は自立者も要介護者も対象とした施設（有老Ａ）であり、１施設は医療対応や看取り

を強みとする施設（有老Ｂ）である。 

②介護老人保健施設（老健） 

・１施設は社会福祉法人の運営（老健Ａ）、１施設は医療法人が運営する施設（老健Ｂ）であ

った。いずれも系列の病院がある。 

・前者は在宅強化型老健であり、医療職・介護職のチームケアにより早期の在宅復帰を目指し

ている。ユニット型フロアが２フロア、従来型フロア（個室と多床室）が２フロアの施設構

成で、従来型フロアはフロア単位（30人）でグループケアを実践している。 

・後者はもともと従来型（個室と多床室）施設であったが、人が集まれる身近なスペースの創

出と、小さな単位のグループケアを企図して、築５年時点で改修を行った施設である。１グ

ループは多床室と個室が混在している。 

 

（２）入所者・退所者の状況 

・新規入所者の入所理由は、「自宅での在宅生活困難」、「退院後の生活機能調整」、「療養」と

いった理由である。 

・自宅生活が困難になって自宅から入所する流れと退院後に入所する流れがあるが、介護付き

有老では自宅からの入所が５割程度となっている。 

・入所者の平均要介護度は、老健（3.34、3.45）のほうが介護付き有老（2.13、3.1）よりも

高い。これは特養入居者と比べて低い状況である。 

・退所者は、在宅復帰を目指す役割のある老健からは５～６割が自宅へ戻っているが、介護付

き有老では他の介護施設への住み替えが若干あるものの病状悪化による入院や死亡が多く、

事実上の終の棲家となっている。 

・要介護度の重度化、高齢化、入居期間の長期化については、４施設がそれぞれ異なる状況が

みられた。 

→有老Ａは、自立型居室が３割あることから現時点では要介護度が比較的低いが、いずれ

高齢化・重度化・長期化を予測している。 

→有老Ｂは、入居者の高齢化が進んでいるが、入居から死亡までの期間が短いことから、

入居期間は短期化してきている。 

→老健Ａは在宅強化型となったことで重度者受け入れ要件が発生し、それ以前と比べ要介

護度は高くなっているが重度化が進んでいるわけではなく、また、老健の役割を踏まえ

て長期化はないとしている。 

→老健Ｂは長年の運営の中で看取りが増えたこと、また在宅復帰を目指すもできない高齢

者の入居期間が長期化しているとのことであった。 

これらから、医療サービス付加の状況により、永住型と入院退去型に分かれると言える。 
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（３）入居者属性やケア方針に対応した施設のプランニング上の特徴 

①グループの単位 

・４施設とも集団処遇ではなくグループケアを実践している。グループケア導入のきっかけ・

動機は、「家庭的な雰囲気を大切にしたい」、「少人数のケアが認知症ケアに適切」、「地域や

社会からユニットケアが求められている」等と施設により異なる。 

・グループの人数は６～30 人とさまざまであるが、老健Ａは整備基準の「１ユニット 10人以

下」を基本単位としてフロアを構成しているため 10 人グループと 30人グループ（従来型フ

ロア）が生まれている。老健Ｂは多床室の４人を１単位として 10 人に近い人数でグルーピ

ングしている。一方介護付き有老人はＡ、Ｂとも、敷地条件からフロア構成が規定され、そ

の中で法人の考えにより自由にグルーピングを行った結果が６～17人となっている。 

・４施設とも生活単位と介護単位は一致している。そのうえで、個別ケアが実践されていた。 

・グループの大きさについては三様の意見が示された。「10 人は小さい、15 人がベスト」と、

ある程度グループ人数が大きい方が、関わる介護職員の人数が増え、相互に助け合える側面

もあるとする考え（有老Ａ）、職員の負担軽減からより少人数が望ましいとする考え（有老

Ｂ、老健Ａ）、現状８～12 人の幅であれば差はないといった考え（老健Ｂ）が示された。 

・グループ間は緩やかに結びついていることが観察できた。特養のユニット規模やユニット間

のつながりに関する基準を満たしていなくても、個別ケアが実践されている。 

・有老Ａでは、入居者の状況や職員確保の状況に合わせて、生活やケアの単位を柔軟に変更（７

人＋８人⇒15人など）している。 

②プランニング上の配慮 

・介護付き有老では居間、老健では食堂・機能訓練室をグループごとに配している。有老Ｂと

老健Ａ（ユニット型フロア）、Ｂはほぼすべての居室が直接接しているが、有老Ａと老健Ａ

（従来型フロア）は居室とは廊下でつながっている。 

・老健Ａ（ユニット型フロア）、Ｂは多くの入所者が日中は食堂・機能訓練室にて過ごしてい

る様子が見られた。介護付き有老に比して要介護度が高いことの影響もあると考えられるが、

居室にこもりきりにならないケアを行っていると捉えることができる。 

・有老Ａは１フロアに２箇所の居間を設け、各居室は直接接していないものの、「アクティビ

ティにあわせた一体的な利用やそれぞれでの利用が可能となるように」といった配慮を行っ

ている。 

・個室と共同生活スペースとの関係では、居室と共同生活室の近接性を求めるユニット型特養

の基準から見れば沿っていない場合もあったが、ケアを行う上での問題は指摘されていない。

また、廊下幅についても、特養基準より狭い場合でもケアを行う上での問題は指摘されなか

った。 

・有老Ａでは、敷地条件にあわせた自由度の高い、効率的かつ質の高い設計が行われていた。

また、入居者の状況や職員確保の状況に合わせて、生活やケアの単位を柔軟に変更できるプ

ランとなっている。 
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③居室の広さ 

・施設類型により整備基準（指導指針）上の居室面積は異なるものの、調査対象の４施設はい

ずれも整備基準の下限面積を上回って整備されている。その理由は、「十分なトイレスペー

ス」、「看取りの際に家族が入れること」、「なじみの家具の持ち込み」、「生活の質を保つため」

等、着目点は異なるが、入居者の快適性やより良いケアを目指す配慮と考えられる。 

 

（４）施設の整備基準、補助金等に対する施設運営者の意見 

①居室面積について 

・比較対象として他の介護施設の基準を示したうえで望ましい居室面積について聞いたところ、

有老Ａからは「補助金を利用して整備される特養は 10.65 ㎡で十分、グループホームの 7.43

㎡は狭すぎる」という意見があった。また有老Ｂは個室面積 14.5 ㎡で整備されているが、

「重介護になってベッドの各方向からケアしたいときには少し狭い」と感じていること、ま

た「家族がきたときのスペースも必要」と考えられており、「サ高住の 18㎡程度は必要」と

いう意見であった。老健Ａからは、老健はあくまでも中間施設であるから「現行基準の 10.65

㎡が妥当」という意見が示された。 

②その他の整備基準について 

・特養の廊下幅基準（2.7m、1.8m）に関して、有料老人ホームと老健の両施設類型から意見が

あった。有老Ａの廊下幅は特養の基準に比して狭いが「利用上狭いと感じたことはない」と

のことである。老健Ｂも「ケアを行うには中廊下幅 2.7m は不要、片廊下の 1.8m で十分」と

いう意見であった。 

・また、「通所介護など他事業所を併設する場合、玄関を別に設ける等の基準は不要ではない

か」という意見があった。 

③建築基準法・消防法等への対応、その他の法規・条令等に関わる課題について 

・調査対応者が施設運営者だったこともあり、施設整備の際の指導や苦労した点についての課

題は特に認識されていない。 

 

（５）福祉機器（インカム、センサー、床走行リフト、昇降リフト等）の利用状況 

・４施設中３施設で、各種センサーが活用されている。また、介護職員の負担軽減を主目的と

して今後の導入意向や期待もある。 

 

（６）その他（主に空間に関すること）の意見 

・個室と多床室の両形態がある老健Ａからは、「個室のほうが個別ケアを行いやすい」という

意見と「費用負担を含めてトータルで考えると多床室も必要」といった相矛盾する意見が表

明された。老健Ａは多床室であっても個別ケアを行っており、その実践に裏打ちされた多床

室容認論と考えられる。 
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■介護保険施設等の事例（４事例）ヒアリング結果のまとめ 

 介護付き有料老人ホーム 介護老人保健施設 

施設名 
サンライフさくら
ひめじ 

エスティームライ
フ学園前 

はなみずき なのはな苑 

運営主体 
民間（社会福祉法
人系） 

民間 社会福祉法人 医療法人 

特徴 自立型居室が 3 割 
月額利用料が高額 
医療との連携 

個室・多床室混在
型 
在宅強化型 

認知症専門 

定員 48 名 76 名 100 名 100 名 

平均要介護度 2.13 3.10 3.34 3.45 

退去者の属性 
病状悪化による入
院が 6割 

死亡が 8 割 在宅復帰が 5割 在宅復帰が 6割 

職員の配置 1.62：1 1.09：1 1.92：1 2.08：1 

グループケア導入
のきっかけ・動機 

家庭的な雰囲気を
大切にしたい 

少人数のグループ
ケアが認知症ケア
に適切と判断 

地域や社会からユ
ニットケアが求め
られていると判断 

集団的処遇は無理
があると判断 

生活単位とケアの
単位 

一致 
14～17 人 

一致 
6～8人 

一致 
10～30 人 

一致 
8～12 人 

夜間のケアの単位
/（職員数） 

14～17 人/（1名） 16～30 人/(2 名) 20～30 人/(1 名) 20 人/(1 名) 

グループの大きさ
についての考え 

15 人がベスト 
10 人は小さい 

9 人(GH)より 8 人
の方が負担が軽い 

30 人より 10 人の
方がよい 

8人でも12人でも
変わらない 

グループ・フロア
間の行き来 

制限なし 制限なし 制限なし フロア内は自由 

個室率 
（定員ベース） 

100％ 100％ 60％ 16％ 

個室へのトイレの
設置率 

100％ 100％ 100％ 0％ 

個室の面積 16.8～19.8 ㎡ 14.5 ㎡ 17.3～19.3 ㎡ 12.0～17.4 ㎡ 

個室の面積につい
ての考え 

特養は 10.65 ㎡で
充分（補助金で建
設するため） 
GH の 7.43 ㎡は狭
すぎる 

サ高住なみの 18
㎡が理想（14.5 ㎡
では全面的介護の
際に狭い） 

老健退所後行き先
が様々であるた
め、現在の基準
(10.65 ㎡)は妥当 

特になし 

居室と共同生活室
との関係 

直接接している居
室は一部で、ほと
んどの居室は廊下
でつながっている 

すべての居室が直
接接している 

ほぼすべての居室
が直接接している 

ほぼすべての居室
が直接接している 
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 介護付き有料老人ホーム 介護老人保健施設 

整備基準について
の考え 

廊下幅について、
特養の基準を下回
っているが、不便
はない 

他事業所を併設す
る場合、玄関を別
に設ける等の基準
は不要 

特になし 
中廊下の幅 2.7m
は不要。片廊下の
1.8m 程度で充分 

施設整備の際の法
令等への対応につ
いて 

特になし 特になし 特になし 特になし 

福祉機器の活用に
ついて実績・考え 

見守りセンサーを
活用 
今後、リフト・介
護ロボットの導入
を検討 

介助リフト等を導
入したがあまり使
っていない 
今後は、活用して
いく方向で考える
べき 

離床センサーを活
用 

導入していない 

その他 

グループの人数が
大きい方が、関わ
る介護職員の人数
が増え、相互に助
け合える面がある 

県の指導によりモ
ニタの使用をやめ
たらケアの考え方
が変わった 

費用負担を考える
と多床室も必要 
多床室であっても
個別ケアを行って
いる 

改修によりグルー
プケアを試行し、
効果を実感してい
る 
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■介護保険施設等の事例（４事例）ヒアリング結果一覧 

１．基礎情報 

 介護付有料老人ホームサンライフさくらひめじ 介護付有料老人ホームエスティームライフ学園前 介護老人保健施設はなみずき 介護老人保健施設なのはな苑 

所在地 ・兵庫県姫路市 ・奈良県奈良市 ・茨城県水戸市 ・神奈川県三浦市 

開設年 ・2011（平成 23）年 5 月 ・1993（平成 5）年 9 月 ・2010（平成 22）年 ・1995（平成 7）年 6 月 

・改修：2000（平成 12）～2002（平成 14）年 

敷地面積 ・2,313.72 ㎡ ・3,076 ㎡ ・2,060.44 ㎡ ・2,246.92 ㎡ 

建築面積 ・666.72 ㎡ ・1,291 ㎡ ・986.63 ㎡ ・1,364 ㎡ 

延床面積 ・1,876.54 ㎡ ・4,198 ㎡ ・4,235.23 ㎡ ・3,546.68 ㎡ 

建物階数、構造 ・地上４階、鉄骨造 ・地上 3階・地下 1階、鉄筋コンクリート造 ・地上５階、鉄筋コンクリート造 ・地上 3階、鉄筋コンクリート造 

室数、定員数 ・48 室、48 名 ・76 室、76 名 ・70 室、100 名（4 床室 10 室、個室 60 室（ユニット型個室

40 室、従来型個室 10 室、特別個室 10 室）） 

・37 室、100 名（４床室 21 室、個室 16 室） 

人員配置、平均要介護度 ・人員配置 1.62：1、平均要介護度 2.13 ・人員配置 1.09：1、平均要介護度 3.1 ・人員配置 1.92：1、平均要介護度 3.34 ・人員配置 2.08：1、平均要介護度 3.45 

個室の費用 ・16.80～17.16 ㎡の居室：敷金 48 万円、月額利用料

217,041 円（家賃 80,000 円、食費 53,784 円、管理費

30,857円、共益費20,000円、手厚い介護費32,400円）、

介護保険料自己負担分を除く 

・14.5㎡の居室：月額利用料558,000円（家賃153,000円、

施設維持のための費用 142,560 円、介護費用 147,960

円、食費・光熱費・管理費 114,480 円）、介護保険料自己

負担分を除く 

・17.32～19.256 ㎡のユニット型個室（要介護 3、1 割負担の

場合）：月額利用料210,397円（基本料金28,560円、居住

費59,100円、自費利用室料54,000円、食費47,250円、

その他加算等 21,487 円） 

・12.00～17.40㎡の個室（要介護3、1割負担の場合）：月額

利用料－円（基本料金25,980円、居住費61,710円、食費

55,500 円、その他加算等－円） 

運営主体 ・さくらケアサービス株式会社 ・株式会社アクティブライフ（大阪ガスグループ） ・社会福祉法人北養会 ・医療法人財団青山会 

ヒアリング実施日 2016（平成 28）年 11月 18 日（金） 2016（平成 28）年 11月 17 日（木） 2016（平成 28）年 12月 1 日（木） 2016（平成 28）年 9 月 29 日（木） 

 

２．調査項目 

（１）平成 25～27 年度の新規入居者・退所者の状況 

 介護付有料老人ホームサンライフさくらひめじ 介護付有料老人ホームエスティームライフ学園前 介護老人保健施設はなみずき 介護老人保健施設なのはな苑 

①新規入所者の状況 

（入所理由） 

・自宅での在宅生活困難が５割、病院からの退院後の生活機

能調整が５割。 

・「在宅生活困難」が 98％。うち、自宅での在宅生活困難が 5

割弱、病院からの退院後の在宅生活困難が 3割強。 

・在宅復帰に向けての療養が６割、退院後の生活機能調整が

３割５分。 

・自宅での在宅生活困難が8割、病院からの退院後の生活機

能調整が 2割。 

②退去者の状況 ・退所理由：病状悪化による入院が６割弱、特養・GH・老健等

への入所が３割弱。 

・家族が少しでも長生きして欲しいと願い、看取り前に病院に

移ることが多く、ターミナルケアは病院で受けることが多い。 

・退所理由：「死亡」が 8 割。「病状悪化による入院」は 7％。 

・近隣の病院と提携しており、医療処置や看取りに対応してい

るため死亡退所が多い。 

・退所理由：在宅復帰が５割、病状悪化による入院が３割強、

特養・認知症ＧＨへの入所が１割５分。 

・このうち、特養・認知症ＧＨへの入所は半々程度。 

・老健と自宅を行き来した結果として看取りとなるケースあり。 

・退所理由：在宅復帰が６割、病状悪化による入院が2割弱、

特養・GH・老健等への入所が 1割弱。 

 

 

（２）要介護度の重度化、高齢化、入居期間の長期化の状況 

 介護付有料老人ホームサンライフさくらひめじ 介護付有料老人ホームエスティームライフ学園前 介護老人保健施設はなみずき 介護老人保健施設なのはな苑 

①要介護度の重度化、高

齢化の状況 

・姫路市の特定施設の公募要件として自立型居室３割。 

・要支援、要介護 1.2 での入居が多い。 

・病院からの新規の入居者で、入居時に要介護状態だった人

が要支援となる等、身体状況が改善することもある。 

・今後、入居期間が長期化することで重度化、高齢化すると

思っている。 

・平均要介護度は、2005（平成 17）年 10 月に 3.58 であった

のに対し、現在は 3.1 と軽くなっている。 

・入居者の高齢化は進んでおり、現在の平均年齢は 87 歳。 

・在宅復帰強化型（2014（平成 26）年 5 月）となったことで、

重度者受け入れ要件が発生し、それ以前と比べ介護度が高

い入所者が増加。その要因以外では、重度化は進んでいな

い。 

・開設後、20 年を経過する中で、繰り返し利用をしている利用

者の体力が落ちる、亡くなることもでており、看取りも実施。 

・看取りは、１階の個室を利用する。 

・2015（平成27）年度の看取り対応は16件（うちターミナルケ

ア加算算定 12 件）。 

②入居期間の長期化の状

況 

・開設後 6年目、当初からの入居者が 10 名以上。 ・治療ではない医療が受けられるため、寿命の残りが少ない方

の入居が増加している。そのため、亡くなるまでの期間が短く

なり、入居期間が短期化してきている。 

・長期化はみられない。 

・在宅強化型移行後は、長期のケースでも１年未満。 

・在宅復帰を目指すも心身機能の低下でそれができない利用

者の増加等により、平均在所日数は、2014（平成 26）年度

の287日から2015（平成27）年度は320日と長期化傾向。 

 



 

 



Ⅱ-3-9～10 

（３）入居者属性やケア方針に対応した施設のプランニング上の特徴 

 介護付有料老人ホームサンライフさくらひめじ 介護付有料老人ホームエスティームライフ学園前 介護老人保健施設はなみずき 介護老人保健施設なのはな苑 

①グループケアを導入した

きっかけ、動機 

・職員が入居者と一緒になってゆったりと生活するような家庭

的な雰囲気を大切にしたいと考え、より充実した生活を送っ

てもらうために導入した。 

・少人数のグループケアが、認知症ケアに適切と判断した。 

・心身機能に応じ、フロアやグループを分けることにより、それ

に応じたケアが実践できる。 

・地域や社会的にユニットケアが広がりをみせ、個別ケアに対

する必要性を感じたため。 

・グループ内の特養２施設が既にユニットケアを実施しており、

老健においてもユニットケアが求められていることを鑑みて導

入。 

・入所者10名程度に対し職員２名といった少人数のグループ

ならば、個々に対するケアができると考えた。 

・改修前は、１フロア入所者 40名に対し職員８名で対応してき

たが、集団ケアでは、ＢＰＳＤが激しい等目立つ入所者への対

応が優先され、全ての人に対して適切なケアを行うことがで

きないと感じ、集団でのケアは無理があると考えた。 

②生活単位とケア単位・日

中と夜間の人員配置 

・生活単位とケア単位は一致。 

・グループの大きさは、１階14名、2.3階 17名のフロア単位。

2.3 階は１フロアに２つの食堂兼機能訓練室があり柔らかな

ふたつのまとまりを持つ空間構成。合計 5 グループ 48 名。 

・フロア単位で介護職員を固定。 

・シフトは、４交代、各フロアで、早出２名、日勤２名、遅出１

名、夜勤１名（22 時～翌朝７時の 8時間）。 

・１フロアあたり、朝２名、昼３～４名、夜３～４名の職員、夕飯

時間は３名＋洗物担当（12 時～19 時）。 

・施設全体で、介護職員は常勤10名、非常勤19名、看護師

は 2名。 

・食事の席は入居者毎に固定している。 

・食事以外の時間帯は、他の食堂兼機能訓練室やフロアへ

移動することも可能である。 

・日中の生活単位とケア単位は一致。 

・1 階が 3 グループ（8 名×2、7 名×1、内 1 グループ閉鎖

中）、2 階が 3 グループ（8 名×2、7 名×1）、3 階が 4 グル

ープ（8 名×3、6 名×1）。合計 10 グループ 76 名。 

・人員配置は、グループごとに早出、遅出が 2名ずつと、フロア

全体を見るフロアリーダーが1名。看護師が全体で1～3名。 

・夜勤帯（20 時～7 時）は、フロアごとに夜勤者 2 名、合計 6

名。1 階の 2名のうち 1 名は看護師。 

・入居者のグループ間の行き来、交流は自由。認知症の状況

や日中の活性化を図る等、個別のニーズに合わせるため

に、本人の居間とは別の居間で日中を過ごすケースがある。 

・日中の生活単位とケア単位は一致。 

・グループの大きさは、従来型フロア（2,3階）は30名1グルー

プ、ユニット型フロア（4,5 階）は 10 名×2 ユニット。合計６グ

ループ 100 名。 

・日中の人員配置は、従来型フロアは利用者30名に対し職員

10 名、ユニット型は１ユニット 10 名に対し職員４～５名。 

・夜勤帯の人員配置は、従来型は利用者 30 名に対し職員１

名、ユニット型は利用者 20 名に対し１名（２ユニットで１名）。 

・ユニット玄関は格子戸で、通常は開放しており、入居者が自

由にユニット・フロアを超えて移動できる。 

・生活単位とケア単位は一致。 

・4人室を含むため、8～12名で1グループ。1階 2グループ

（20 名）、2,3 階各 4 グループ（40 名）。合計 10 グループ

100 名。 

・ケアの内容により、２グループで行うケアと１グループで行うケ

アを使い分けて実施している。 

・1階：日勤3～6名、夜間1名。2階：日勤 4～8名、夜間 2

名。3階：日勤4～8名、夜間2名。全体で看護 日勤 4～6

名、夜間 1名。 

・夜勤は２グループで１名。１階（20 床）介護士１名、２,３階

（各 40 床）介護士２名、全体に対応する看護師 1名。 

・ＡＤＬやＢＰＳＤの症状により、馴染みの関係性の構築や介護

量を踏まえたグルーピングを行っている。 

・グループ分けをしているがフロア内は自由に行き来ができる

環境である。 

③グループの大きさの考え

方 

・10 名グループは小さすぎる。15 名がベスト。 

・10名ユニットでは、夜勤帯は20名（2ユニット）で介護職員１

名となる。日中を見ていない入居者を含む夜勤は介護職員

にとって負担である。15名ユニットならば、１ユニットで 1名の

夜勤とできる。15 名ユニットは夜勤の人件費は高くなるが日

中の人件費が 10 名ユニットより下げられるためトータルは変

わらず夜勤の負担が下がる。 

・計画時は、１フロアの 17 名を２つの食堂兼機能訓練室により

7・10 等の２グループとすることを想定していたが、グループ

に分けるほどの規模ではないため、フロア単位のケアを行って

いる。小さなグループに分けると介護職員が相互に手伝いに

くくなる面もある。 

・グループホームの 1 ユニット 9 名より 8 名の１名分少ない人

数の方が介護職員の負担という面ではやりやすいと感じてい

る。 

・介護職員1名で見る時間帯は、特に１名多いことの負担増を

感じる。 

・従来型は 30 名を１グループ、ユニット型は 10 名を１グルー

プとしており、10 名単位のほうが目が行き届き、利用者状況

を把握しやすい。 

・4人室を含むため、8～12名で1グループとしている。ケアの

単位としては、8名でも12名でも介護職員の負担はかわらな

い。 

④運営を続ける中での生活

単位とケア単位の変更 

・変更なし ・変更なし ・変更なし ・改修後は変更なし 

⑤居室や共用部分における

プランニング上の配慮

（職員の働きやすさ、入

居者の快適性、入居者

の避難等） 

・介護職員が入居者を把握しやすいよう、見渡しやすいフロア

構成とした。 

・アクティビティにあわせた一体的な利用やそれぞれでの利用

が可能となるように１フロアに２つの食堂兼機能訓練室がある

配置とした。 

・グループの居室と共用スペースが一体化していて、自由に

行き来できる。また、エレベーターで上下階の移動も可能。 

・廊下や居間に収納部分が多く、必要備品が用意しやすい。 

・居室内トイレには必要な排泄用品を設置できる棚を設置。 

・居室から出ると、すぐに共用部（居間・食堂）になっていて、

安心感がある。 

・フロアを並行移動する一時避難が可能になっている。フロア

内は、ベッドのまま避難できる。 

・ユニット型フロアは共同生活室が吹き抜けに面しており、職員

が隣接ユニットの様子を把握できる構成とした。 

・全室から外部を眺められるように、居室をロの字型に配置。 

・ユニット型フロアでは、職員の裏動線を設けた。 

・入居者の（徘徊等を含めた）行動を制限しないよう、回遊でき

る空間とした。 

・改修前は、ナースステーションがフロアの中心にあり、職員は

ナースステーション内で記録作成作業等をしており、ナース

ステーションにいる時間が長くなる傾向があった。そこで、ナ

ースステーションは最低限の機能とし、場所をフロアの端に移

動した（もとは死角だった居室の場所を利用）。その結果、職

員が共用部等にいる時間が増加した。 

 

⑥居室の広さの決め方 ・16.8～19.8 ㎡／室 

・居室のトイレ設置は当然の基準と考え、トイレの面積を十分に

確保できる居室面積とした。 

・一定の面積があることにより居室で看取りまで行うことができ

る。実際に看取りを行った際に、吸引や点滴の機器を置いて

も、家族を含めて 8 名が居室内に入っても扉を閉めることが

できた。 

・14.5 ㎡／室 

・馴染みの家具等の持ち込みが可能な面積とした。 

 

・ユニット型個室 17.32～19.25 ㎡、従来型個室 17.70～

22.49 ㎡、多床室（４人室）40.15～40.80 ㎡、特別個室

18.06～22.70 ㎡。 

・生活の質を保つために整備基準よりも広く確保した。 

・個人の衣類や持ち物を入れるチェスト（施設による設置）を置

くため、多床室であっても、ユニット型の居室面積基準

（10.65 ㎡）程度を上回るように設計。 

・従来型個室、ユニット型個室は、洗面台・トイレを含め、ユニ

ット型特養の居室面積基準（10.65 ㎡）より大きい平均 18 ㎡

程度とした。 

 

・個室 12.00～17.40 ㎡/室、４床室 34.00～40.20 ㎡/室 



 



Ⅱ-3-11～12 

（４）施設の整備基準、補助金等について 

 介護付有料老人ホームサンライフさくらひめじ 介護付有料老人ホームエスティームライフ学園前 介護老人保健施設はなみずき 介護老人保健施設なのはな苑 

①他の介護保険施設等と

比較した際の居室の面積

の基準について 

・補助金を受領する特養は、基準の 10.65 ㎡で充分。 

・GH の 7.43 ㎡は狭すぎる。 

・サービス付き高齢者向け住宅同等の 18 ㎡ぐらいは欲しいと

感じている。 

･14.5 ㎡は、全面的に介護が必要となって、360 度からケアを

したいときは少し狭い。 

・居室内に家族が来たときに、共に過ごすスペースがあると部

屋らしくなる。 

・老健の基準は妥当である。老健退所後の行先が在宅や施

設と様々であるため、次に向けた支援と考えると、現在の基

準で問題はない。 

・ただし、当法人は特養でも基準ぎりぎりではなく広めに（14 ㎡

程度）整備しており、当施設も基準を上回って整備した。 

・特になし 

②整備基準について ・特養の廊下幅（1.8ｍ、2.7ｍ）に対し、当施設の廊下幅

（1.54ｍ、1,74ｍ）は、狭いが、利用上狭いと感じたことはな

い。ただし、片側に歩行器を複数並べる等をした場合は通り

にくいと感じることはある。 

・（本施設は該当しないが、）通所介護などの他事業所を併設

の場合、玄関入り口を別に設ける等の基準は不要だと思わ

れる。 

・特になし ・廊下幅については、入所者のケアをする立場では、中廊下

2.7ｍは不要、全ての廊下が片廊下の1.8ｍ程度あれば十分

と考える。 

③施設を整備する際の建

築基準法・消防法への対

応 

 

・施設整備時は特になし 

・（運用上の問題として、）消防署の定期点検で通路に物を置

かないこと、暖簾は上から 1 メートルを超えるならば防炎加工

とすること、敷物は一定の面積以上ならば防炎加工とするこ

と等のルールがある。 

・施設整備時のことは不明。 

・（運用上の問題として、）消防署による障害物撤去の指導内

容が、認知症の方の徘徊時の転倒転落につながるケースが

ある。 

・カーテン、のれん、カーペット等に防炎マークをつけておくよう

に指導されているが、防炎マークが気になる入居者もいる。 

・特になし ・改修の際（間仕切りすることによる）スプリンクラーや熱感知

器の配置を求められた。 

④施設整備の際の、福祉の

まちづくり条例等のその他

法規等に関わる課題 

・特になし ・特になし ・特になし ・特になし 

⑤改修や修繕を行った際の

関連法規等で苦労した

点 

・改修・修繕なし ・小規模な改修は随時行っている。苦労した点は特になし ・2012(平成 24)年に１階の通所リハの機能訓練室の一部を

増築（63 ㎡）したが、苦労した点は特になし。 

 

 

 

 

・特になし 

 

（５）福祉機器（インカム、センサー、床走行リフト、昇降リフト等）の利用について 

 介護付有料老人ホームサンライフさくらひめじ 介護付有料老人ホームエスティームライフ学園前 介護老人保健施設はなみずき 介護老人保健施設なのはな苑 

近年の福祉機器の導入状

況と利用上の利点と今後の

課題 

・センサーマットを導入。 

・介護ロボットのサスケを導入したが使える対象者は限られて

いる。 

・力技を援助するロボット（HAL 等）はもっと進歩が必要。 

・今後、リフト、介護ロボット等の導入を検討している。若い介護

職員であっても機器の導入を嫌がる人がいるが、身体に過度

の負担をかけると 50歳代、60歳代になってから身体に問題

がでることになるため福祉機器の導入を積極的に進めたい。 

・介助リフトや床走行リフト（サビータ）を導入していたが、現在

はあまり使っていない。 

・センサーマットは認知症状のある方に使用している。 

・インカムは箕面の施設（11階建）で5年前から使っている。こ

の施設は規模が小さいので必要ないと考えている。 

・記録ソフト：ケアパレット「ほのぼの」を使っている。グループに

はＰＣを 1 台ずつ置いて記録している。 

・介護職員の人数が多いため、現状では福祉機器が無くても

支障はないが、活用していく方向で考えるべきだと思う。 

・超低床ベッド、転ばなイスを導入。 

・離床センサーは４種類（腰に当てるタイプ、幅広タイプ、無線

タイプ、クリップタイプ）を、入居者の１割程度が身体状況に応

じて利用している。 

・歩行可能だが転倒リスクがある場合は、（離床）センサーマッ

トは必須である。 

・老健は身体拘束をしないため、入居者の徘徊等にはマンパワ

ーで対応することになる。認知症の入居者の場合、身体機

能が回復すると行動範囲が広がって転倒等のリスクがあが

る。センサーがスマホ・タブレットに連動しているようなシステ

ムがあれば、夜間帯の状況把握が容易となり、職員負担が

軽減される。 

・特になし 

 

 



 



Ⅱ-3-13～14 

（６）その他 

 介護付有料老人ホームサンライフさくらひめじ 介護付有料老人ホームエスティームライフ学園前 介護老人保健施設はなみずき 介護老人保健施設なのはな苑 

 ○有料老人ホームとグループホームのケアの比較 

・有料老人ホームでは、介護職員はケアに専念できるが GH で

は、介護職員が食事づくり・事務まで担うため、時間に追われ

がちになることがある。 

・有料老人ホームの１フロア 10数名と GHの９名を比較した場

合、９名の方が入居者の状況を覚えるのは楽だが、介護職

員が把握している入居者の情報濃度はそれほど変わらな

い。逆に入居者のグループが大きいほうが介護職員数が増

え、相互に助け合える面もある。 

○公募審査について 

・介護保険施設等（特定施設を含む）の姫路市の公募審査の

審査結果が合計点のみである。項目別の審査結果等が公

表されると審査の判断理由等がわかりやすくなる。 

○地域密着型特養の収益について 

・地域密着型特養は経営が難しいと言われているが、29 床の

地域密着型特養で、1.4～1.5：1 の人員配置であっても単年

度黒字経営ができている。 

・10 年ぐらい前、居室内や共用部分に設置したモニターカメラ

について、奈良県の介護指導課よりプライバシーの観点から

利用を制限する指導があった。居室内のカメラは撤去し、共

用部分についても常時ではなく何かあった際にのみモニタを

見るようにしている。 

・モニタを使用しなくなったことによって、ケアの考え方を変え

る必要があった。最初は不安だったが、ある意味割り切りがで

きて、ずっと見なくてもいいという考え方に変わった。 

○従来型とユニット型、個室と多床室の比較 

・ユニット型ではケアを個室で行うことがあるが、個室のほうが

入居者にあわせた環境設定を行いやすいと実感している。 

・しかし、費用負担を含めてトータルで考えると、多床室で個人

のプライバシーを守る区画をすることが良いのではないか。 

○トイレについて 

・個室にはトイレ・洗面を完備しているので、在宅復帰に向けて

行動の予測をつけやすい。また、自分以外の人が使わない

安心感がある。 

・多床室はトイレが４名で１つであるが、日常生活を想定した場

合は充分ではないか。清掃をしっかり行い、いつでも気持ちよ

く使えるよう配慮している。 

○個別ケアの実施について 

・多床室であっても、おむつパッド外しの取組みや、車いすに座

ったままでなく個別に働きかけるなど、（従来型・ユニット型に

関わらず）個別ケアを行っている。 

○在宅強化型老健の算定要件について 

・ユニット型部分（40 名）とそれ以外の部分（60 名）が別事業

所となったことで、在宅強化型の算定要件等が別々となるた

め、両事業所共に在宅強化型とするかを見直し中（現在は

移行期間）。 

○改修の経緯 

・2000（平成12）年に改修工事着手、３年かけて１階から順に

実施。 

・主な改修内容は、①人が溜まれるミニスペースをつくる、②

居室（入所者）を８～12名のグループとする、③フロアの中心

にあった職員スペースを解体する の３点である。 

・工事中の入所者の居室は、１／３ずつ入所者を動かしつつ

進めた。工事や工事音によるトラブルや事故が増えることを

懸念したが、顕著なトラブルの増加はなかった。 

○改修工事ができなかった部分 

・浴室は、大浴場のままである。個浴が良いとは思うが費用の

面から改修時に手をつけられなかった。 

・トイレの改修ができなかった。 

○改修時の廊下幅の確保 

・共有スペースをグループ毎に確保するために居室位置を変

更した際、廊下幅を確保する指導があった。 

○回廊スペースを改修することによる建設時補助金の扱い 

・1995(平成7)年の建設当時は、回廊スペースに整備費補助

金の加算があった。 

・回廊スペースを区切る改修案に対し、（建設当時の考え方で

目的とした）認知症対応のための徘徊スペースの確保ができ

なくなると県が判断し、建設時の整備費補助金の一部返還

が必要か等を検討した（結果的には補助金の返還は不要と

なった）。 
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所在地 兵庫県姫路市 

開設年 2011（平成 23）年５月 

敷地面積、建築面積、延床面積 敷地面積 2,313.47 ㎡、建築面積 666.72 ㎡、延床面積 1,876.54 ㎡ 

建物階数、構造 地上４階、鉄骨造 

室数、定員 48 室、48 人 

人員配置、平均要介護度 人員配置 1.62：1、平均要介護度 2.13 

個室の費用 

16.80～17.16㎡の居室：敷金48万円、月額利用料217,041円（家賃

80,000 円、食費 53,784 円、管理費 30,857 円、共益費 20,000 円、

手厚い介護費 32,400 円）、介護保険料自己負担分を除く 

運営主体 さくらケアサービス株式会社 

 

外観（玄関） 屋上スペース 

■介護保険等の事例の概要 

１階 1 グループ 14 室 

食堂 1 ヶ所 

個室面積 16.80～17.16 ㎡ 

トイレ 各室に有り 

浴室 1 ヶ所、2浴槽 

１階は食堂兼機能回復室１ヶ所、
ひとまとまりの空間構成 
・食事の席は固定 
・他の時間帯は他フロアへの移動
可能 

 

浴室（リフト付き個浴） 

エントランス 廊下（幅員 1.75ｍ） 

配置図・１階平面図 生活単位・ケア単位は 14 人 

日中と夜間は同じ 

食堂機能回復室 

凡例 
日中の生活単位・ケア単位     食堂兼機能回復室 
夜間のケア単位            廊下 
個室                   その他共用空間 
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２・３階 各階２グループ 17 室 

食堂 各階２ヶ所 

個室面積 19.50～19.80 ㎡ 

トイレ 各室に有り 

浴室 各階２ヶ所  

２つの食堂兼機能訓練室を設置し
柔らかなふたつのまとまりを持つ空
間構成 
・食事の席は固定 
・他の時間帯は別の食堂、他フロ
アへの移動可能 

 

食堂兼機能訓練室 

食堂と廊下を柔らかに区切る間仕切り 

浴室 

居室のトイレ 居室入り口部 

食堂兼機能訓練室の職員コーナー 

畳スペースのある居室 

バリエーションのある居室扉 

食堂兼機能訓練室 

２・３階平面図 

凡例 
日中の生活単位・ケア単位     食堂兼機能訓練室 
夜間のケア単位            廊下 
個室                   その他共用空間 

生活単位・ケア単位は 17 人 

日中と夜間は同じ 

１フロアで２グループの運営が

できるよう計画したが、入居者

や職員配置の関係で、現在は１

グループで運営されている 

○プランニングの特徴 
・自治体から、自立３割・要介護７割の複合型整備が求められ
たので、一般型と介護型は同じタイプの居室とし、各フロアに自
立者・要介護者が分散するよう配置 
・食堂・機能訓練室が自由に配置でき、採光や通風が良いプラ
ンとなった 
・居室を拠点としてどこでも自由に利用できるよう、フロア内を、プ
ライベート、セミプライベートの段階的空間構成とした 
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所在地 奈良県奈良市 

開設年 1993（平成 5）年 9月 

敷地面積、建築面積、延床面積 敷地面積 3,076 ㎡、建築面積 1,291㎡、延床面積 4,198 ㎡ 

建物階数、構造 地上 3階・地下 1階、鉄筋コンクリート造 

室数、定員 76 室、76 名 

人員配置、平均要介護度 人員配置 1.09：1、平均要介護度 3.1 

個室の費用 
14.5 ㎡の居室：月額利用料 558,000 円（家賃 153,000 円、施設維持
のための費用 142,560 円、介護費用 147,960 円、食費・光熱費・管理
費 114,480円）、介護保険料自己負担分を除く 

運営主体 株式会社アクティブライフ（大阪ガスグループ） 

 

外観（玄関） 屋上スペース 

2 階 8 人×2 グループ、7人×1 グループ 

居間 3 ヶ所 

個室面積 14.5 ㎡ 

トイレ 各室に有り 

浴室 1 ヶ所（機械浴） 

 

3 階 8 人×3 グループ、6人×1 グループ 

居間 4 ヶ所 

個室面積 14.5 ㎡ 

トイレ 各室に有り 

浴室 1 ヶ所（個人浴） 

 

 

  

転落防止のための花台 

中庭 

フロアリーダー（１名）配置の単位、 

夜間のケア単位 30 人（職員２名） 

日中の生活単位・ケア単位 

６人、８人（職員２名） 

サロン 

（セミパブリックスペース） 

グループの玄関 

凡例 
日中の生活単位・ケア単位     居間 
夜間のケア単位            廊下 
個室                   その他共用空間 
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1 階 8 人×2 グループ 

居間 2 ヶ所 

個室面積 14.5 ㎡ 

トイレ 各室に有り 

浴室 1 ヶ所（一般浴） 

 

凡例 
日中の生活単位・ケア単位     居間 
夜間のケア単位            廊下 
個室                   その他共用空間 

個室（14.5 ㎡） 個室のトイレの棚 

閉鎖中 

脱衣場 

1 階浴室（一般浴） 

ゲストルーム 美容室 

居間（キッチン） 

居間（畳コーナー） 

屋上平面図 

屋上のお地蔵さん 
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所在地 茨城県水戸市 

開設年 2010（平成 22）年、改修：2012（平成 24）年に機能訓練室を増築 

敷地面積、建築面積、延床面積 敷地面積 2,060.44 ㎡、建築面積 986.63 ㎡、延床面積 4,235.23 ㎡ 

建物階数、構造 地上５階、鉄筋コンクリート造 

室数、定員数 
70 室、100 名（4 床室 10室、個室 60 室（ユニット型個室 40 室、従来
型個室 10室、特別個室 10室）） 

人員配置、平均要介護度 人員配置 1.92：1、平均要介護度 3.34 

個室の費用 
17.32～19.256㎡のユニット型個室（要介護3、1割負担の場合）：月額
利用料 210,397 円（基本料金 28,560 円、居住費 59,100 円、自費利
用室料 54,000 円、食費 47,250 円、その他加算等 21,487 円） 

運営主体 社会福祉法人北養会 

 

多床室（４人室） 
・仕切りはカーテン 

・個別にチェスト３点を施設が用意 

・ＴＶは共用、食堂・機能訓練室にある 

談話コーナー 
・リハビリ用具が置かれ、自由にリハビリが行える 

居室ドア 
・居室（多床室、

個室）のドア

は、入居者の

状態や希望に

より、開放し

ている場合も

ある 

・夜は親子ドア

の子部分を開

け、中の様子

が分かるよう

にしている 

リハビリ階段（屋外） 
・リハビリ用に、寸法の異なる様々な階段を設置 

敷地全体像 
・高校跡地に、病院、特養、サ高住、フィットネス等の複合的開発 

浴室（一般浴、機械浴） 

夜間のケア単位は日中と同

じ。夜勤職員 1名 

日中の生活単位・ケア単位

は 1フロア 30 人 

２，３階（従来型フロア） １グループ 30人 

個室 10 室（10人）17.70～22.70 ㎡ 

４床室 ５室 （20 人）40.15～40.80 ㎡ 

食堂・機能訓練室 1 ヶ所 

トイレ 
各室に設置（個室：１人に１つ、４人
室：４人に１つ） 

浴室 2 ヶ所（一般浴、機械浴） 

 

凡例 
日中の生活単位・ケア単位     食堂兼機能訓練室 
夜間のケア単位            廊下 
個室                   その他共用空間 
多床室 

食堂・機能訓練室 
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ユニット型個室 
・麻痺の側に対応できるよ

うベッドを 90 度回転でき

る寸法を確保 

・個室にはチェスト３点と

ＴＶをあらかじめ用意 

共同生活室 

ユニットキッチン 
・おかずは１Ｆ厨房で調理。主食と味噌

汁はユニットで調理 

個浴 
・家庭用サイズ（1418）。家族と

一緒に入浴の練習をすることも

ある 

サービスステーションカウンター

とスタッフ動線 
・両ユニットにまたがるスタッフ動線

は利用頻度が高い 

・カウンター左のスイングドアは、入

居者の入り込みを拒まぬよう取り外

した 

ユニット玄関 
・常時開放され、他ユニットや他フロア

入居者との行き来は自由 

機械浴室 

夜間のケア単位は２ユニッ

ト 20 人。夜勤職員 1名 

日中の生活単位・ケア単位

は１ユニット 10 人 

凡例 
日中の生活単位・ケア単位     食堂兼機能訓練室 
夜間のケア単位            廊下 
個室                   その他共用空間 
多床室 

４，５階（ユニット型フロア） ２ユニット 20 人 

個室 20 室（20人）17.32～19.25 ㎡ 

共同生活室 １ヶ所×２ユニット 

トイレ 各室に設置 

浴室 ２ヶ所（個浴、機械浴）、２ユニットで共用 

 

ユニット玄関 
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1階 8人×1グループ、12人×1グループ 

居間 2 ヶ所 

居室面積 
個室 12.00～17.40 ㎡ 
４床室 34.00～40.20 ㎡ 

トイレ フロアに 1 ヶ所（男女別） 

浴室 1 ヶ所（1階大浴場） 

所在地 神奈川県三浦市 

開設年 1995（平成 7）年 6月、改修：2000（平成 12）～2002（平成 14）年 

敷地面積、建築面積、延床面積 敷地面積 2,246.92 ㎡、建築面積 1,364㎡、延床面積 3,546.68 ㎡ 

建物階数、構造 地上 3階、鉄筋コンクリート造 

室数、定員 37 室、100 名（４床室 21室、個室 16室） 

人員配置、平均要介護度 人員配置 2.08：1、平均要介護度 3.45 

個室の費用 
12.00～17.40 ㎡の個室（要介護 3、1 割負担の場合）：月額利用料
－円（基本料金 25,980 円、居住費 61,710 円、食費 55,500 円、そ
の他加算等－円） 

運営主体 医療法人財団青山会 

 

外観（玄関） 

通所リハビリテーション 

浴室と脱衣室 

サービスステーション 

・従前の位置のまま 

 
グループ渚の共用部分 

・通所リハスペース（写真左側）と一体化し

ている 

通所リハ機能訓練室 

 

グループ岬の個室の入口と共用部分 

・サービスステーションに近い場所に、重度の入居

者のための個室が用意されている 

 

グループ渚 

（8名） 

１階平面図 

夜間のケア単位 

２グループで介護１人 

＋施設全体で看護１人 

日中の生活単位・ケア単位 

８人、12 人 

凡例 
日中の生活単位・ケア単位     食堂兼機能訓練室 
夜間のケア単位            廊下 
個室                   その他共用空間 
多床室 

通所リハビリテーション 

グループ岬 

（12 名） 
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2階 8人×2グループ、12人×2グループ 

居間 4 ヶ所 

居室面積 
個室 12.00～17.40 ㎡ 
４床室 34.00～40.20 ㎡ 

トイレ フロアに 1 ヶ所（男女別） 

浴室 1 ヶ所（1階大浴場のみ） 

サービスステーション 

・フロア中央部から移動 

・もとは居室（４床室）だった 

 

グループ花の入口 

・開け閉めは自由にできる 

 

グループ光の共用部分 

・もとは、居室部分とあわせて大広間だった 

 

グループ光の共用部分の入口 

・廊下の床は従前のまま 

グループ月の共用部分（北側から） 

・もとは居室（４床室）だった 

・外気に面している（窓がある） 

 

居室（４床室） 

グループ雪の共用部分 

・もとは大広間だった部分

を居室（４床室）に改修 

 

グループ花の機能訓練室と食堂 

・もとはサービスステーションだった 

 

グループ雪 

（12 名） 

グループ光 

（8名） 

グループ月 

（12 名） 

２階平面図 

日中の生活単位・ケア単位 

８人、12 人 

日中の生活単位・ケア単位 

８人、12 人 

夜間のケアの単位 

２グループで介護１人 

グループ花 

（8名） 

夜間のケアの単位 

２グループで介護１人 

凡例 
日中の生活単位・ケア単位     食堂兼機能訓練室 
夜間のケア単位            廊下 
個室                   その他共用空間 
多床室 
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3 階 7 人×1 グループ、10人×1 グループ 
    11 人×1 グループ、12人×1 グループ 

居間 4 ヶ所 

居室面積 
個室 12.00～17.40 ㎡ 
４床室 34.00～40.20 ㎡ 

トイレ フロアに 1 ヶ所（男女別） 

浴室 1 ヶ所（1階大浴場のみ） 

トイレ目印 

グループせいの共用部分に 

おかれたカルテ 

・入所者のそばで記入している 

トイレ前スペース 車いす用のトイレ 

廊下 

グループたいの共用部分 

・通路部を拡幅、フローリング化 

グループせつの共用部分 

・もとは居室（個室） 

サービスステーション 

・もとは居室（個室） 

グループいまの共用部分 

・ユニットの床をフローリングにするこ

とでユニットの境界を明示 

障子に開口部となる穴を設けている 

・向こうが見えるようにしている 

グループせつ 

（12 名） 

グループたい 

（1１名） 

グループいま 

（7名） 

グループせい 

（10 名） 

３階平面図 

日中の生活単位・ケア単位 

７人、10 人 

日中の生活単位・ケア単位 

11 人、12 人 

夜間のケアの単位 

２ユニットで介護１人 

夜間のケアの単位 

２ユニットで介護１人 

凡例 
日中の生活単位・ケア単位     食堂兼機能訓練室 
夜間のケア単位            廊下 
個室                   その他共用空間 
多床室 
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１階 

２階 

３階 
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４ 介護付き有料老人ホームの生活単位（グルーピング）状況調査 

４－１ 調査の目的と概要 

（１）調査の目的と調査対象等 

①調査の目的 

・介護保険施設に比べてハード面の基準が少ない介護付き有料老人ホームにおいて、ケアの実

施状況（人員配置、ケア内容等）、ケアを実践するためのハードの状況（生活単位※1とケア

単位※2、個室の広さ等）及び施設の諸元（定員、料金設定等）を把握し、介護保険施設にお

ける個別ケアを実践するためのハードのあり方の検討材料とする。 

※1 生活単位：食堂を共有する等の入所者の生活をグルーピングする単位 
※2 ケア単位：介護シフトを組む際に入所者をグルーピングする単位 

②調査対象 

・全国有料老人ホーム協会の会員の介護付き有料老人ホーム（639 施設 2016（平成 28）年

12 月時点）及び視察調査を実施した介護付き有料老人ホーム（1施設）、計 640 施設 

③調査内容 

・施設概要   ：施設名称、法人名称、所在地、室数・定員、施設としてのアピール点 

・建物概要   ：開設年、敷地面積・延床面積、階数・構造、居室タイプ別室数・居室面積 

・入居者属性  ：要介護度別入居者数、2016（平成 28）年の退去者数・看取り数 

・代表的な居室（個室）の状況とその居室の利用料 

：居室面積、設備の状況、居室の利用料金（月額利用料金、入居時費用等） 

・生活やケア単位：日中の生活のグループ単位、日中のケアのグループ単位、夜間のケアのグ

ループ単位、グループ分けの際の考慮点 

・ケアの状況  ：人員配置、実施しているケアの状況 

④調査票の配布・回収方法 

・配布：郵送（2017（平成29）年１月16日調査票送付） 

・回収：郵送、ＦＡＸ、メール（ＨＰから調査票を取得）を併用 

（回収期限 2017（平成 29）年１月 31 日） 

⑤回収状況 

・配布施設数 640、回収数 197、回収率 30.8％ 

  配布数 回収数 回収率 

北海道地方 39 14 35.9% 

東北地方 9 4 44.4% 

関東地方 387 103 26.6% 

中部地方 53 19 35.8% 

近畿地方 117 44 37.6% 

中国地方 3 0 0% 

四国地方 4 2 50.0% 

九州・沖縄地方 28 11 39.3% 

総数 640 197 30.8% 
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（２）集計対象と既往調査との比較 

①集計対象 

・調査票配布時に、全国有料老人ホーム協会の協力を得て、介護付き有料老人ホームを対象と

したが、回答結果の「入居者属性」に「自立（要支援・要介護なし）」が一定量ある施設が

複数含まれていた。本調査では、調査結果を介護保険施設における個別ケアを実践するため

のハードのあり方の検討材料とするため、集計対象を入居者像が介護保険施設に近い施設と

したいと考えた。そこで、集計対象から、自立・要支援の入居者が過半を占める施設を除い

た。 

・その結果、集計対象は、146 件（回収数 197 件の 74.1％）となった。 

②既往調査との比較 

・集計結果のうち、比較可能な項目は、それぞれ、以下の本調査の実態調査を含む４調査と比

較した。 

調査①：有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅に対するアンケート調査 

・事業名称：平成25年度有料老人ホーム･サービス付き高齢者向け住宅に関する実態調査研究事業 

・調査対象：2013（平成 25）年７月時点の自治体一覧及びサービス付き高齢者向け住宅の登

録情報で確認できたホーム・住宅全数 

・調査期間：2013（平成 25）年 11月～12 月 

・配布・回収数： 

 配布数 回収数 回収率 

有料老人ホーム 8,424 2,427 28.8％ 

 介護付き － 1,092 － 

住宅型 － 1,332 － 

健康型 － 3 － 

サービス付き高齢者向け住宅 2,875 1,034 36.0％ 

調査②：介護保険施設等に対するアンケート調査 

・事業名称：介護保険施設等における人員配置基準に関する調査研究事業 

・調査対象： 無作為で抽出した全国の約 3,800 施設（各施設 633 箇所） 

・調査期間： 2010（平成 22）年 11 月 

・配布・回収数： 

 配布数 回収数 回収率 

特別養護老人ホーム（従来型） 633 114 18.0％ 

特別養護老人ホーム（新型） 633 128 20.2％ 

老健施設 633 102 16.1％ 

特定施設 633 83 13.1％ 

グループホーム 633 136 21.5％ 

小規模多機能 633 155 24.5％ 

調査③：平成 27 年度 高齢者の尊厳の保持と制度の持続可能性確保を両立させる介護保険施設

の整備のあり方に関する研究事業（昨年度調査） 

調査④：平成 28 年度 高齢者の尊厳の保持と制度の持続可能性確保を両立させる介護保険施設

の整備のあり方に関する研究事業（本年度調査） 
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４－２ 調査対象の概要 

（１）施設概要 

①所在地 

・調査票を回収した施設の所在地は、関東地方が 58.9％を占める。 

 

 件数 割合 

総数 146 100.0% 

北海道地方 13 8.9% 

東北地方 4 2.7% 

関東地方 86 58.9% 

中部地方 11 7.5% 

近畿地方 26 17.8% 

中国地方 0 0.0% 

四国地方 1 0.7% 

九州・沖縄地方 5 3.4% 

 

 

 

 

 

 

②室数 

・室数の平均は 59.7 室である。50 室以上が 56.2％である。これは、調査①と同様の傾向であ

る。 

 

 件数 割合 

総数 146 100.0% 

29 室以下 17 11.6% 

30～39 室 21 14.4% 

40～49 室 26 17.8% 

50～99 室 69 47.3% 

100～199 室 11 7.5% 

200 室以上 2 1.4% 

不明 0 0.0% 

平均：59.7 室 

 

調査①有料老人ホーム（介護付） 

計 100.0% 

29 室以下 18.2% 

30～39 室 14.0% 

40～49 室 16.0% 

50 室以上 50.8% 

不明 0.9% 

8.9%

2.7%

58.9%

7.5%

17.8%

0.0%

0.7%
3.4%

北海道地方 東北地方

関東地方 中部地方

近畿地方 中国地方

四国地方 九州・沖縄地方

11.6%

14.4%

17.8%47.3%

7.5%

1.4%

0.0%

29室以下 30～39室 40～49室

50～99室 100～199室 200室以上

不明
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③定員数 

・定員数の平均は 63.7 人である。50～99 人が 50.7％を占める。これは、調査①と同様の傾向で

ある。 

 

 件数 割合 

総数 146 100.0% 

29 人以下 14 9.6% 

30～39 人 21 14.4% 

40～49 人 20 13.7% 

50～99 人 74 50.7% 

100～199 人 15 10.3% 

200 人以上 2 1.4% 

不明 0 0.0% 

平均：63.7 人 

 

調査①有料老人ホーム（介護付） 

計 100.0% 

29 人以下 17.9% 

30～39 人 13.1% 

40～49 人 14.4% 

50 人以上 51.6% 

不明 2.9% 

 

 

9.6%

14.4%

13.7%

50.7%

10.3%

1.4% 0.0%

29人以下 30～39人 40～49人

50～99人 100～199人 200人以上

不明
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1.4%

8.2%

8.2%

20.5%

38.4%

23.3%

0.0%

1980年以前 1981～1990年

1991～2000年 2001～2005年

2006～2010年 2011年以降

不明

（２）建物概要 

①開設年度 

・開設年度は、2001(平成 13)年以降の開設が 82.2％と８割以上を占める。これは、調査①と

同様の傾向である。調査③の特養では 2001(平成 13)年以降の開設は５割程度にとどまって

いる。 

 

 

調査①有料老人ホーム（介護付） 

計 100.0% 

1999 年以前 11.5% 

2000～2005 年 27.7% 

2006～2011 年 45.4% 

2012～2013 年 11.4% 

不明 3.8% 

調査③特養 

計 100.0% 

1980 年以前 7.5% 

1981～2000 年 41.1% 

2001 年以降 51.0% 

不明 0.3% 

②階数 

・階数は、４階以上が５割以上を占める。調査③の特養では４階以上が 17.6％にとどまって

おり有老の方が高層化する傾向にある。 

 

 

調査③特養 

計 100.0% 

1 階 32.0% 

2 階 28.0% 

3 階 22.5% 

4 階 10.7% 

5 階 4.2% 

6 階以上 2.7% 

不明 0.0% 

 件数 割合 

総数 146 100.0% 

1980 年以前 2 1.4% 

1981～1990 年 12 8.2% 

1991～2000 年 12 8.2% 

2001～2005 年 30 20.5% 

2006～2010 年 56 38.4% 

2011 年以降 34 23.3% 

不明 0 0.0% 

 件数 割合 

総数 146 100.0% 

1 階 2 1.4% 

2 階 17 11.6% 

3 階 45 30.8% 

4 階 31 21.2% 

5 階 20 13.7% 

6～10 階 28 19.2% 

11 階以上 2 1.4% 

不明 1 0.7% 

1.4%

11.6%

30.8%

21.2%

13.7%

19.2%

1.4%

0.7%

1階 2階 3階

4階 5階 6～10階

11階以上 不明
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③構造 

・構造は、ＲＣ造が 41.1％を占め、鉄骨造が 35.6％である。ＲＣ造は、調査③特養の 65.3％よ

り２割以上少なく、ＳＲＣ造、鉄骨造が１割程度ずつ多い。 

 

 件数 割合 

総数 146 100.0% 

ＳＲＣ造 18 12.3% 

ＲＣ造 60 41.1% 

鉄骨造 52 35.6% 

木造 3 2.1% 

その他 5 3.4% 

不明 8 5.5% 

 

調査③特養 

計 100.0% 

ＳＲＣ造 3.8% 

ＲＣ造 65.3% 

鉄骨造 27.7% 

木造 1.6% 

その他 0.7% 

不明 0.9% 

④容積率 

・容積率は、100％未満が 29.5％を占め、100～150％未満が 24.7％である。また、200％を超え

る高容積のものが２割程度ある。 

 

 件数 割合 

総数 146 100.0% 

100％未満 43 29.5% 

100％～150％未満 36 24.7% 

150％～200％未満 33 22.6% 

200％～250％未満 13 8.9% 

250％以上 15 10.3% 

不明 6 4.1% 

平均 154.1％ 

調査③特養（４施設） 

季の花 109.9% 

みやぎ台南生苑 79.3% 

白鳥 85.7% 

サンビレッジ瑞穂 139.9% 

 

調査④特養（５施設） 

はぎの里 48.0% 

サンビレッジ新生苑 73.4% 

アザレアンさなだ 20.9% 

至誠ホームキートス 196.2% 

やすらぎの里 38.7% 

 

12.3%

41.1%

35.6%

2.1%

3.4%
5.5%

SRC造 RC造 鉄骨造

木造 その他 不明

29.5%

24.7%

22.6%

8.9%

10.3%

4.1%

100％未満 100％～150％未満

150％～200％未満 200％～250％未満

250％以上 不明
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⑤ネットグロス比（代表的な居室の居室面積×室数／延床面積） 

・代表的な居室の居室面積×室数／延床面積で計算したネットグロス比は、30％～40％が 39.0％

を占め、40％～50％が 34.2％である。調査③で視察調査を行った特養では、20％～30％程度

となっており、有老の方が共用部の割合の少ない施設が多いといえる。 

 

 件数 割合 

総数 146 100.0% 

30％未満 22 15.1% 

30％～40％未満 57 39.0% 

40％～50％未満 50 34.2% 

50％～60％未満 12 8.2% 

60％以上 0 0.0% 

不明 5 3.4% 

 

調査③特養（４施設） 

季の花 22.0% 

みやぎ台南生苑 31.3% 

白鳥 18.3% 

サンビレッジ瑞穂 26.2% 

※短期入所含む、デーサービス・保

育所等除く 

 

 

⑥敷地１ha 当たりの定員数（定員数／敷地面積） 

・敷地１ha 当たりの定員数は、300 人～500 人未満が 30.1％を占める。また、500 人を超えるも

のが１割程ある。調査③で視察調査を行った特養では 300 人を超える施設はなかった。 

 

 件数 割合 

総数 146 100.0% 

100人未満 12 8.2% 

100人～200人未満 29 19.9% 

200人～300人未満 36 24.7% 

300人～500人未満 44 30.1% 

500人以上 20 13.7% 

不明 5 3.4% 

平均：317 人 

調査③特養（４施設） 

季の花 195 人／ha 

みやぎ台南生苑 136 人／ha 

白鳥 242 人／ha 

サンビレッジ瑞穂 273 人／ha 

※短期入所含む、デーサービス・保

育所等除く 

 

 

15.1%

39.0%

34.2%

8.2%

0.0%
3.4%

30％未満 30％～40％未満

40％～50％未満 50％～60％未満

60％以上 不明

8.2%

19.9%

24.7%

30.1%

13.7%

3.4%

100人未満 100人～200人未満

200人～300人未満 300人～500人未満

500人以上 不明
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（３）入居者属性 

①入居者数 

・入居者数は、50人以上が 46.5％を占める。平均は 52.3 人である。 

 

 件数 割合 

総数 146 100.0% 

29 人以下 28 19.2% 

30～39 人 26 17.8% 

40～49 人 24 16.4% 

50～99 人 58 39.7% 

100 人以上 10 6.8% 

不明 0 0.0% 

平均：52.3 人 

 

 

 

 

 

②入居率 

・入居率の平均は 82.1％である。これは、特養のベッドの稼働率が平均 96％（平成 28 年 11

月みずほ情報総研調査）に比べると低い。 

・80％～90％未満が 31.5％を占める。また、90％以上は 39.1％である。これは、調査①と比

べるとやや低い。 

 

 

 件数 割合 

総数 146 100.0% 

60％未満 7 4.8% 

60％～70％未満 9 6.2% 

70％～80％未満 27 18.5% 

80％～90％未満 46 31.5% 

90％～95％未満 23 15.8% 

95％～100％ 34 23.3% 

不明 0 0.0% 

平均：82.1％ 

調査①有料老人ホーム（介護付） 

計 100.0% 

70％未満 8.4% 

70～90％ 25.6% 

90％以上 60.6% 

不明 5.3% 

 

 

19.2%

17.8%

16.4%

39.7%

6.8% 0.0%

29人以下 30～39人 40～49人

50～99人 100人以上 不明

4.8%

6.2%

18.5%

31.5%

15.8%

23.3%

0.0%

60％未満 60％～70％未満

70％～80％未満 80％～90％未満

90％～95％未満 95％～100％

不明
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③平均要介護度 

・施設ごとの平均要介護度は、2.5～3未満が 31.5％を占め、3～3.5 未満が 26.7％である。 

・全施設の平均は 2.73 と、調査①の 2.16 と比べると高い。 

 

 件数 割合 

総数 146 100.0% 

2 未満 8 5.5% 

2～2.5 未満 29 19.9% 

2.5～3 未満 46 31.5% 

3～3.5 未満 39 26.7% 

3.5 以上 10 6.8% 

不明 14 9.6% 

平均：2.73 

調査①有料老人ホーム（介護付） 平均：2.16 

 

 

 

 

 

5.5%

19.9%

31.5%

26.7%

6.8% 9.6%

2未満 2～2.5未満 2.5～3未満

3～3.5未満 3.5以上 不明
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（４）代表的な居室（個室）の状況 

①居室面積 

・代表的な居室（個室）の居室面積は、18㎡～25㎡以下が 53.4％を占める。 

・居室面積の平均は 20.44 ㎡と、調査①の 22.2 ㎡よりやや小さい。 

 

 件数 割合 

総数 146 100.0% 

13 ㎡以下 3 2.1% 

13 ㎡～18 ㎡以下 43 29.5% 

18 ㎡～25 ㎡以下 78 53.4% 

25 ㎡～40 ㎡以下 19 13.0% 

40 ㎡超 2 1.4% 

不明 1 0.7% 

平均：20.44 ㎡ 

調査①有料老人ホーム（介護付） 

計 100.0% 

13 ㎡未満 3.0% 

13 ㎡～18 ㎡未満 24.3% 

18 ㎡～25 ㎡未満 42.5% 

25 ㎡～30 ㎡未満 2.6% 

30 ㎡以上 11.8% 

不明 15.8% 

平均：22.2 ㎡ 

 

 

②設備の状況 

○トイレ 

・代表的な居室（個室）のほぼ全てにトイレが設置されている。 

 

 件数 割合 

総数 146 100.0% 

有 143 97.9% 

無 3 2.1% 

不明 0 0.0% 

 

調査①有料老人ホーム（介護付） 

計 100.0% 

有 80.7% 

無 19.3% 

 

 

 

 

 

 

2.1%

29.5%

53.4%

13.0%

1.4%

0.7%

13㎡以下 13㎡～18㎡以下

18㎡～25㎡以下 25㎡～40㎡以下

40㎡超 不明

97.9%

2.1%
0.0%

有 無 不明
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○洗面 

・代表的な居室（個室）のほぼ全てに洗面が設置されている。 

 

 件数 割合 

総数 146 100.0% 

有 144 98.6% 

無 2 1.4% 

不明 0 0.0% 

 

調査①有料老人ホーム（介護付） 

計 100.0% 

有 91.4% 

無 8.6% 

 

 

 

 

 

○キッチン 

・代表的な居室（個室）のキッチンの設置割合は 17.8％と２割弱である。 

 

 件数 割合 

総数 146 100.0% 

有 26 17.8% 

無 115 78.8% 

不明 5 3.4% 

 

調査①有料老人ホーム（介護付） 

計 100.0% 

有 14.4% 

無 85.6% 

 

 

 

98.6%

1.4%
0.0%

有 無 不明

17.8%

78.8%

3.4%

有 無 不明
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③居室の利用料金 

○月額利用料金（入居時費用含む） 

・月額利用料金（入居時費用含む）の平均は、約 31.4 万円である。最も安いものは約 13.2 万

円で最も高いものは約 97.5 万円だった。 

 

 件数 割合 

総数 146 100.0% 

20万円未満 21 14.4% 

20万円～25万円未満 37 25.3% 

25万円～30万円未満 27 18.5% 

30万円～50万円未満 45 30.8% 

50万円以上 16 11.0% 

不明 0 0.0% 

平均：313,747 円 

 

 

 

 

 

 

 

○月額利用料金（入居時費用含まず） 

・月額利用料金（入居時費用含まず）の平均は、約 22.2 万円である。最も安いものは約 7.5

万円で最も高いものは約 55.8 万円だった。 

 

 件数 割合 

総数 146 100.0% 

15万円未満 10 6.8% 

15万円～20万円未満 60 41.1% 

20万円～25万円未満 33 22.6% 

25万円～30万円未満 26 17.8% 

30万円以上 17 11.6% 

不明 0 0.0% 

平均：221,593 円 

 

 

14.4%

25.3%

18.5%

30.8%

11.0%

0.0%

20万円未満 20万円～25万円未満

25万円～30万円未満 30万円～50万円未満

50万円以上 不明

6.8%

41.1%

22.6%

17.8%

11.6%

0.0%

15万円未満 15万円～20万円未満

20万円～25万円未満 25万円～30万円未満

30万円以上 不明
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（５）生活やケアの単位 

①日中の生活のグループ単位 

○グループ分けの状況 

・日中の生活のグループ分けの状況は、「階毎にグループ分けをしている」が 41.8％、「１

つの階を複数のグループに分けている」が11.0％と半数程度がグループ分けをしている。 

 

 件数 割合 

総数 146 100.0% 

グループ分けはない 
（施設全体で 1 グル

ープを形成） 
58 39.7% 

階毎にグループ分け
をしている 

61 41.8% 

１つの階を複数のグ
ループに分けている 

16 11.0% 

その他 9 6.2% 

不明 2 1.4% 

 

 

 

 

 

 

 

 

○グループ分けをしている場合の１グループの人数（平均） 

・日中の生活の１グループの人数（平均）は、「15.0 人以上」が 4割を占め、「12.0 人～15.0

人未満」が 24.7％である。「10.0 人未満」は 16.2％にとどまる。 

 

 件数 割合 

総数 77 100.0% 

6.0 人未満 2 2.6% 

6.0 人～8.0 人未満 4 5.2% 

8.0 人～10.0 人未満 7 9.1% 

10.0 人～12.0 人未満 8 10.4% 

12.0 人～15.0 人未満 19 24.7% 

15.0 人以上 31 40.3% 

不明 6 7.8% 

 

 

39.7%

41.8%

11.0%

6.2% 1.4%

グループ分けはない

（施設全体で

1グループを形成）

階毎にグループ分けを

している

１つの階を

複数のグループに

分けている

その他

不明

2.6%
5.2%

9.1%

10.4%

24.7%

40.3%

7.8%

6人未満 6人～8人未満

8人～10人未満 10人～12人未満

12人～15人未満 15人以上

不明
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②日中のケアのグループ単位 

○グループ分けの状況 

・日中の生活のグループ分けの状況は、「階毎にグループ分けをしている」が 47.9％、「１つ

の階を複数のグループに分けている」が 8.9％と半数程度がグループ分けをしており、日中

の生活のグループ分けと同じ傾向である。 

 

 

 件数 割合 

総数 146 100.0% 

グループ分けはない 
（施設全体で 1 グル

ープを形成） 
53 36.3% 

階毎にグループ分け
をしている 

70 47.9% 

１つの階を複数のグ
ループに分けている 

13 8.9% 

その他 7 4.8% 

不明 3 2.1% 

 

 

 

 

 

 

 

 

○グループ分けをしている場合の１グループの人数（平均） 

・日中の生活の１グループの人数（平均）は、「15.0 人以上」が 4割を占め、「12.0 人～15.0

人未満」が 19.3％である。「10.0 人未満」は 19.3％にとどまる。日中の生活の１グループ

の人数と同じ傾向である。 

 

 件数 割合 

総数 83 100.0% 

6.0 人未満 6 7.2% 

6.0 人～8.0 人未満 5 6.0% 

8.0 人～10.0 人未満 6 7.2% 

10.0 人～12.0 人未満 8 9.6% 

12.0 人～15.0 人未満 16 19.3% 

15.0 人以上 32 38.6% 

不明 10 12.0% 

 

 

 

 

36.3%

47.9%

8.9%

4.8% 2.1%

グループ分けはない

（施設全体で

1グループを形成）

階毎にグループ分けを

している

１つの階を

複数のグループに

分けている

その他

不明

7.2%
6.0%

7.2%

9.6%

19.3%

38.6%

12.0%

6人未満 6人～8人未満

8人～10人未満 10人～12人未満

12人～15人未満 15人以上

不明
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③夜間のケアのグループ単位 

・夜間のケアのグループ分けの状況は、「階毎にグループ分けをしている」が 46.6％である。 

・「１つの階を複数のグループに分けている」は、5.5％と日中にくらべて１つの階を複数のグル

ープに分ける施設が半減している。 

 

 

 件数 割合 

総数 146 100.0% 

グループ分けはない 
（施設全体で 1 グル

ープを形成） 
59 40.4% 

階毎にグループ分け
をしている 

68 46.6% 

１つの階を複数のグ
ループに分けている 

8 5.5% 

その他 9 6.2% 

不明 2 1.4% 

 

 

 

 

 

 

 

④グループ分けの際の考慮点（複数回答） 

・日中のケアのグループ分けをしている場合のグループ分けの際の考慮点は、建物の状況が

65.1％を占め、認知症の状況が 43.4％、要介護度の状況が 37.3％である。 

 

 件数 割合 

総数 83 - 

要介護度の状況 31 37.3% 

認知症の状況 36 43.4% 

入居者の相性 18 21.7% 

建物の状況 
（１フロアの居室数等） 

54 65.1% 

入居者の人数 7 8.4% 

特になし 6 7.2% 

その他 8 9.6% 

不明 1 1.2% 

 

 

 

40.4%

46.6%

5.5%

6.2%

1.4%

グループ分けはない

（施設全体で

1グループを形成）

階毎にグループ分けを

している

１つの階を

複数のグループに

分けている

その他

不明

37.3%

43.4%

21.7%

65.1%

8.4%

7.2%

9.6%

1.2%

0.0% 25.0% 50.0% 75.0%

要介護度の状況

認知症の状況

入居者の相性

建物の状況

（１フロアの居室数等）

入居者の人数

特になし

その他

不明
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（６）ケアの状況 

①人員配置 

・2.0：1より人員配置が手厚い割合は、47.9％となっている。3.1：1 より人員配置が薄い施

設はなかったが、3.0：1の施設は 24 件あった。 

 

 件数 割合 

総数 146 100.0% 

1.5：1 以上 28 19.2% 

1.5～1.8：1 以上 12 8.2% 

1.8～2.0：1 以上 30 20.5% 

2.0～2.5：1 以上 44 30.1% 

2.5：1 以上 25 17.1% 

不明 7 4.8% 

平均：2.14 

調査①有料老人ホーム（介護付） 
（特定施設の介護職員比率） 

計 100.0% 

1.5：1 以上 10.7% 

1.5～2.0：1 以上 20.7% 

2.0～2.5：1 以上 30.2% 

2.5～3.0：1 以上 30.9% 

不明 7.5% 

 

②ケアの状況 

○入居者の起床時間 

・入居者の起床時間が「決まっている」施設は 50.0％と半数である。これは、調査②の従

来型特養よりは１割程度高いが、新型特養、特定施設より１割程度低い。 

 

 件数 割合 

総数 146 100.0% 

決まっていない 73 50.0% 

決まっている 66 45.2% 

その他 7 4.8% 

不明 0 0.0% 

 

調査②介護保険施設 

 
特養 

（従来型） 
特養 

（新型） 
特定施設 

計 100.0% 100.0% 100.0% 

決まっていない 37.9% 58.2% 59.4% 

決まっている 49.0% 24.4% 30.2% 

その他 11.2% 16.5% 9.4% 

不明 1.9% 0.9% 1.0% 

 

 

19.2%

8.2%

20.5%30.1%

17.1%

4.8%

1.5：1以上 1.5～1.8：1以上

1.8～2.0：1以上 2.0～2.5：1以上

2.5：1以上 不明

50.0%

45.2%

4.8% 0.0%

決まって

いない

決まって

いる

その他 不明
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○入居者の消灯時間 

・入居者の消灯時間が「決まっていない」施設は 61.0％である。これは、調査②の従来型特養

より２割近く高く、新型特養とほぼ同じである。 

 

 件数 割合 

総数 146 100.0% 

決まっていない 89 61.0% 

決まっている 51 34.9% 

その他 6 4.1% 

不明 0 0.0% 

 

調査②介護保険施設 

 
特養 

（従来型） 
特養 

（新型） 
特定施設 

計 100.0% 100.0% 100.0% 

決まっていない 37.4% 58.7% 54.2% 

決まっている 53.9% 24.8% 36.5% 

その他 6.3% 13.3% 5.2% 

不明 2.4% 3.2% 4.2% 

 

 

○昼夜の毎日の着替え 

・「朝夕の着替えを行っている」割合は、84.9％である。他の行為に比べて実施率が高い。これ

は、調査②の従来型特養より５割程度、新型特養より２割程度高く、特定施設とほぼ同じであ

る。 

 

 件数 割合 

総数 146 100.0% 

朝夕の着替えを 
行っている 

124 84.9% 

できていない時も
ある 

11 7.5% 

汚染時・入浴時に 
行っている 

7 4.8% 

その他 4 2.7% 

不明 0 0.0% 

 

調査②介護保険施設 

 
特養 

（従来型） 
特養 

（新型） 
特定施設 

総数 100.0% 100.0% 100.0% 

朝夕の着替えを 
行っている 

27.7% 57.8% 81.3% 

できていない時も
ある 

31.6% 16.9% 8.3% 

汚染時・入浴時に 
行っている 

23.3% 9.0% 5.2% 

その他 16.0% 14.4% 4.2% 

不明 1.5% 1.8% 1.0% 

61.0%

34.9%

4.1% 0.0%

決まって

いない

決まって

いる

その他 不明

84.9%

7.5%

4.8%

2.7%

0.0%

朝夕の着替えを行っている

できていない時もある

汚染時・入浴時に行っている

その他

不明
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○夕食後（夜間）の入浴 

・夕食後（夜間）の入浴は、「だいたいいつも可能」が 5.5％にとどまる。他の行為に比べて実

施率が低い。これは、調査②の特養（従来型、新型）より１割近く低く、特定施設とほぼ同じ

である。 

 

 件数 割合 

総数 146 100.0% 

だいたいいつも可能 8 5.5% 

特別な場合は可能 44 30.1% 

不可能 83 56.8% 

その他 11 7.5% 

不明 0 0.0% 

 

調査②介護保険施設 

 
特養 

（従来型） 
特養 

（新型） 
特定施設 

総数 100.0% 100.0% 100.0% 

だいたいいつも可能 0.5% 0.9% 4.2% 

特別な場合は可能 25.2% 28.0% 33.3% 

不可能 67.5% 64.6% 53.1% 

その他 4.4% 5.6% 7.3% 

不明 2.4% 0.9% 2.1% 

 

 

○入浴回数 

・入浴回数は、「決まっていない」が 8.9％にとどまる。これは、調査②の特養（従来型、新型）、

特定施設とほぼ同じである。 

 

 件数 割合 

総数 146 100.0% 

決まっていない 13 8.9% 

決まっている 123 84.2% 

その他 10 6.8% 

不明 0 0.0% 

 

調査②介護保険施設 

 
特養 

（従来型） 
特養 

（新型） 
特定施設 

計 100.0% 100.0% 100.0% 

決まっていない 6.3% 4.7% 5.2% 

決まっている 87.9% 88.3% 85.4% 

その他 3.9% 6.1% 8.3% 

不明 1.9% 0.9% 1.0% 

 

5.5%

30.1%

56.8%

7.5%

0.0%

だいたいいつも可能 特別な場合は可能

不可能 その他

不明

8.9%

84.2%

6.8% 0.0%

決まって

いない

決まって

いる

その他 不明
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○マンツーマン入浴 

・「全員にマンツーマン入浴を実施」の割合は、49.3％である。これは、調査②の従来型特養よ

り２割程度多いが、新型特養よりは 2割程度、特定施設よりは１割少ない。 

 

 件数 割合 

総数 146 100.0% 

全員にマンツーマン
入浴を実施 

72 49.3% 

「送迎」「着替え・
入浴」を分担 

28 19.2% 

「送迎」「着替え」
「入浴」を分担 

32 21.9% 

その他 13 8.9% 

不明 1 0.7% 

 

調査②介護保険施設 

 
特養 

（従来型） 
特養 

（新型） 
特定施設 

計 100.0% 100.0% 100.0% 

全員にマンツーマン
入浴を実施 

32.5% 72.5% 62.5% 

「送迎」「着替え・
入浴」を分担 

21.8% 11.7% 19.8% 

「送迎」「着替え」
「入浴」を分担 

34.5% 7.7% 12.5% 

その他 9.2% 7.2% 3.1% 

不明 1.9% 0.9% 2.1% 

 

○排泄介助 

・「随時排泄介助を行っている」の割合は、82.2％である。これは、調査②の従来型特養より４

割、新型特養よりは２割、特定施設より１割程度多い。 

 

 件数 割合 

総数 146 100.0% 

随時排泄介助を 
行っている 

120 82.2% 

定時に排泄介助を
行っている 

17 11.6% 

その他 8 5.5% 

不明 1 0.7% 

 

調査②介護保険施設 

 
特養 

（従来型） 
特養 

（新型） 
特定施設 

計 100.0% 100.0% 100.0% 

随時排泄介助を 
行っている 

45.6% 59.6% 68.8% 

定時に排泄介助を
行っている 

39.3% 27.8% 24.0% 

その他 14.1% 11.7% 6.3% 

不明 1.0% 0.9% 1.0% 

49.3%

19.2%

21.9%

8.9%

0.7%

全員にマンツーマン入浴を実施

「送迎」「着替え・入浴」を分担

「送迎」「着替え」「入浴」を分担

その他

不明

82.2%

11.6%

5.5%
0.7%

随時排泄介助を行っている

定時に排泄介助を行っている

その他

不明
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○入居者の外出 

・「いつでも外出可能」な割合は、58.9％である。これは、調査②の従来型特養より４割、新型

特養よりは５割、特定施設より３割多い。 

 

 件数 割合 

総数 146 100.0% 

いつでも外出可能 86 58.9% 

特別な時には個別
での外出が可能 

19 13.0% 

定期的に集団での 
外出が可能 

8 5.5% 

家族同伴以外の 
個別外出は不可能 

7 4.8% 

その他 26 17.8% 

不明 0 0.0% 

 

調査②介護保険施設 

 
特養 

（従来型） 
特養 

（新型） 
特定施設 

計 100.0% 100.0% 100.0% 

いつでも外出可能 17.5% 9.0% 28.1% 

特別な時には個別
での外出が可能 

54.9% 49.0% 38.5% 

定期的に集団での 
外出が可能 

14.6% 19.4% 17.7% 

家族同伴以外の 
個別外出は不可能 

8.7% 14.7% 11.5% 

その他 1.9% 6.1% 3.1% 

不明 2.4% 1.8% 1.0% 

 

○日中のフロア（ユニット）の施錠 

・日中のフロア（ユニット）の施錠は、「施錠していない」の割合が、71.9％である。これは、

調査②の各施設より１割程度多い。 

 

 件数 割合 

総数 146 100.0% 

施錠していない 105 71.9% 

施錠している 20 13.7% 

その他 21 14.4% 

不明 0 0.0% 

 

調査②介護保険施設 

 
特養 

（従来型） 
特養 

（新型） 
特定施設 

計 100.0% 100.0% 100.0% 

施錠していない 60.2% 59.6% 61.5% 

施錠している 34.5% 35.7% 31.3% 

その他 4.4% 3.6% 5.2% 

不明 1.0% 1.1% 2.1% 

58.9%
13.0%

5.5%

4.8%

17.8%

0.0%

いつでも外出可能

特別な時には個別での外出が可能

定期的に集団での外出が可能

家族同伴以外の個別外出は不可能

その他

不明

71.9%

13.7%

14.4%

0.0%

施錠していない 施錠している

その他 不明
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○日中の施設の玄関の施錠 

・日中の施設の玄関の施錠は、「施錠していない」の割合が、41.1％である。これは、調査②の

各施設より２～３割低い。 

 

 件数 割合 

総数 146 100.0% 

施錠していない 60 41.1% 

施錠している 69 47.3% 

その他 14 9.6% 

不明 3 2.1% 

 

調査②介護保険施設 

 
特養 

（従来型） 
特養 

（新型） 
特定施設 

計 100.0% 100.0% 100.0% 

施錠していない 72.3% 63.0% 59.4% 

施錠している 19.9% 29.1% 31.3% 

その他 1.9% 4.7% 4.2% 

不明 5.8% 3.2% 5.2% 

 

○食事の調理方法 

・食事の調理方法は、「入居者と職員等で調理」している施設はない。これは、調査②の各施設

も同様である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査②介護保険施設 

 
特養 

（従来型） 
特養 

（新型） 
特定施設 

計 100.0% 100.0% 100.0% 

入居者と職員等で
調理 

0.0% 0.0% 0.0% 

職員が入居者が 
いる台所で調理 

0.0% 0.5% 3.1% 

職員が専用厨房で
調理 

47.1% 21.2% 35.4% 

厨房委託 46.6% 71.6% 47.9% 

給食委託 3.9% 5.0% 10.4% 

その他 1.0% 0.7% 0.0% 

不明 1.5% 1.1% 3.1% 

 件数 割合 

総数 146 100.0% 

入居者と職員等で
調理 

0 0.0% 

職員が入居者が 
いる台所で調理 

3 2.1% 

職員が専用厨房で
調理 

39 26.7% 

厨房委託 88 60.3% 

給食委託 12 8.2% 

その他 4 2.7% 

不明 0 0.0% 

41.1%

47.3%

9.6% 2.1%

施錠していない 施錠している

その他 不明

0.0%

2.1%

26.7%

60.3%

8.2%

2.7%

0.0%

入居者と職員等で調理

職員が入居者がいる台所で調理

職員が専用厨房で調理

厨房委託

給食委託

その他

不明
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○入居者の調理への関わり方 

・入居者の調理への関わり方は、「いつでも入居者が中心」が 2.1％にとどまる。これは、調査

②の各施設も同様である。 

 

 件数 割合 

総数 146 100.0% 

いつでも入居者が
中心 

3 2.1% 

できる人・時に 
盛り付け等に参加 

2 1.4% 

あまり参加して 
いない 

77 52.7% 

その他 56 38.4% 

不明 8 5.5% 

 

調査②介護保険施設 

 
特養 

（従来型） 
特養 

（新型） 
特定施設 

総数 100.0% 100.0% 100.0% 

いつでも入居者が
中心 

0.0% 0.9% 1.0% 

できる人・時に 
盛り付け等に参加 

13.6% 26.9% 3.1% 

あまり参加して 
いない 

58.3% 54.4% 62.5% 

その他 22.8% 16.3% 27.1% 

不明 5.3% 1.6% 6.3% 

 

 

 

2.1%

1.4%

52.7%

38.4%

5.5%

いつでも入居者が中心

できる人・時に盛り付け等に参加

あまり参加していない

その他

不明
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４－３ ケアの単位とケアの内容の状況等 

（１）ケアの状況別 

・ケアの状況を把握するためにケアの状況のタイプ分けを行った。 

・各々のケアが実施状況において、最も個別ケアの度合いの高いもの（例えば、入浴介助では、

「全員にマンツーマン入浴を実施」）を選択している場合を１点としケアの状況の 12項目の

合計点によりタイプＡ～Ｄに分類した。 

・最も点数の高い施設は 10 点（1施設）、最も点数が低い施設は 1点（３施設）だった。 

 

○ケアの状況のタイプ 

 
総数 

タイプＡ 

（8点以上） 

タイプＢ 

（7～6点） 

タイプＣ 

（5～4点） 

タイプＤ 

（3点以下） 

件数 

（割合） 

146 

(100.0%) 

14 

(9.6%) 

41 

(28.1%) 

67 

(45.9%) 

24 

(16.4%) 

 



Ⅱ-4-24 

①ケアの状況のタイプ別施設としてのアピール点（複数回答） 

・ケアの状況のタイプ別にケアに関わる施設としてのアピール点をみると、ケアの状況の点数が

タイプＤ（３点以下）のように低い場合でも、他のランクとほぼ同様の割合で「介護保険の基

準以上の人員配置」、「24時間看護師が常駐」、「長期入院の場合等でも居住継続が可能」を選

択している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 総数 

介護保険の

基準以上の

人員配置 

24 時間 

看護師が常

駐 

長期入院の

場合等でも

居住継続が

可能 

居室面積の

広さ 

共用部の 

広さ・設え 
その他 

総数 
146 

(100.0%) 

118 

(80.8%) 

43 

(29.5%) 

123 

(84.2%) 

44 

(30.1%) 

64 

(43.8%) 

54 

(37.0%) 

タイプＡ 

（8点以上） 

14 

(100.0%) 

12 

(85.7%) 

4 

(28.6%) 

13 

(92.9%) 

4 

(28.6%) 

9 

(64.3%) 

5 

(35.7%) 

タイプＢ 

（7～6点） 

41 

(100.0%) 

36 

(87.8%) 

11 

(26.8%) 

34 

(82.9%) 

15 

(36.6%) 

16 

(39.0%) 

20 

(48.8%) 

タイプＣ 

（5～4点） 

67 

(100.0%) 

50 

(74.6%) 

21 

(31.3%) 

58 

(86.6%) 

21 

(31.3%) 

34 

(50.7%) 

18 

(26.9%) 

タイプＤ 

（3点以下） 

24 

(100.0%) 

20 

(83.3%) 

7 

(29.2%) 

18 

(75.0%) 

4 

(16.7%) 

5 

(20.8%) 

11 

(45.8%) 

85.7%

28.6%

92.9%

87.8%

26.8%

82.9%

74.6%

31.3%

86.6%

83.3%

29.2%

75.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

介護保険の

基準以上の

人員配置

24時間

看護師が

常駐

長期入院の

場合等でも

居住継続が

可能

タイプＡ（8点以上） タイプＢ（7～6点） タイプＣ（5～4点） タイプＤ（3点以下）
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②ケアの状況のタイプ別平均要介護度 

・ケアの状況のタイプ別に平均要介護度をみると、ケアの状況の点数がタイプＡ（８点以上）の

ような高い施設の平均要介護度が高い傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 総数 2 未満 
2～ 

2.5 未満 
2.5～ 
3 未満 

3～ 
3.5 未満 

3.5 以上 不明 

総数 
146 

(100.0%) 

8 

(5.5%) 

29 

(19.9%) 

46 

(31.5%) 

39 

(26.7%) 

10 

(6.8%) 

14 

(9.6%) 

タイプＡ 

（8点以上） 

14 

(100.0%) 

0 

(0.0%) 

1 

(7.1%) 

6 

(42.9%) 

1 

(7.1%) 

4 

(28.6%) 

2 

(14.3%) 

タイプＢ 

（7～6点） 

41 

(100.0%) 

2 

(4.9%) 

10 

(24.4%) 

13 

(31.7%) 

12 

(29.3%) 

0 

(0.0%) 

4 

(9.8%) 

タイプＣ 

（5～4点） 

67 

(100.0%) 

5 

(7.5%) 

13 

(19.4%) 

20 

(29.9%) 

17 

(25.4%) 

5 

(7.5%) 

7 

(10.4%) 

タイプＤ 

（3点以下） 

24 

(100.0%) 

1 

(4.2%) 

5 

(20.8%) 

7 

(29.2%) 

9 

(37.5%) 

1 

(4.2%) 

1 

(4.2%) 

5.5%

4.9%

7.5%

4.2%

19.9%

7.1%

24.4%

19.4%

20.8%

31.5%

42.9%

31.7%

29.9%

29.2%

26.7%

7.1%

29.3%

25.4%

37.5%

6.8%

28.6%

7.5%

4.2%

9.6%

14.3%

9.8%

10.4%

4.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数

タイプＡ（8点以上）

タイプＢ（7～6点）

タイプＣ（5～4点）

タイプＤ（3点以下）

2未満 2～2.5未満 2.5～3未満 3～3.5未満 3.5以上 不明
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③ケアの状況のタイプ別人員配置 

・ケアの状況のタイプ別に人員配置をみると、タイプＡ・Ｂであっても、半数近くが 2.0：1よ

り薄い人員配置となっていた。 

・タイプＤ（３点以下）では、2.0：1より薄い人員配置の施設が７割（17件）を占めていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 総数 
1.5：1 

以上 

1.5～1.8：1 

以上 

1.8～2.0：1 

以上 

2.0～2.5：1 

以上 

2.5：1 

以上 
不明 

総数 
146 

(100.0%) 

28 

(19.2%) 

12 

(8.2%) 

30 

(20.5%) 

44 

(30.1%) 

25 

(17.1%) 

7 

(4.8%) 

タイプＡ 

（8点以上） 

14 

(100.0%) 

2 

(14.3%) 

1 

(7.1%) 

4 

(28.6%) 

4 

(28.6%) 

2 

(14.3%) 

1 

(7.1%) 

タイプＢ 

（7～6点） 

41 

(100.0%) 

6 

(14.6%) 

5 

(12.2%) 

7 

(17.1%) 

15 

(36.6%) 

5 

(12.2%) 

3 

(7.3%) 

タイプＣ 

（5～4点） 

67 

(100.0%) 

19 

(28.4%) 

5 

(7.5%) 

14 

(20.9%) 

12 

(17.9%) 

14 

(20.9%) 

3 

(4.5%) 

タイプＤ 

（3点以下） 

24 

(100.0%) 

1 

(4.2%) 

1 

(4.2%) 

5 

(20.8%) 

13 

(54.2%) 

4 

(16.7%) 

0 

(0.0%) 

19.2%

14.3%

14.6%

28.4%

4.2%

8.2%

7.1%

12.2%

7.5%

4.2%

20.5%

28.6%

17.1%

20.9%

20.8%

30.1%

28.6%

36.6%

17.9%

54.2%

17.1%

14.3%

12.2%

20.9%

16.7%

4.8%

7.1%

7.3%

4.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数

タイプＡ（8点以上）

タイプＢ（7～6点）

タイプＣ（5～4点）

タイプＤ（3点以下）

1.5：1以上 1.5～1.8：1以上 1.8～2.0：1以上 2.0～2.5：1以上 2.5：1以上 不明
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④ケアの状況のタイプ別月額利用料金（入居時費用を含む） 

・ケアの状況のタイプ別に月額利用料金（入居時費用を含む）をみると、ケアの状況の点数が低

い施設で月額利用料が低い傾向があった。 

・一方、月額利用料が 50万円以上となる施設であってもケアの状況のタイプがタイプＣ・Ｄと

低い施設が 14件あった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 総数 20 万円未満 
20 万円～ 

25 万円未満 

25 万円～ 

30 万円未満 

30 万円～ 

50 万円未満 
50 万円以上 不明 

総数 
146 

(100.0%) 

21 

(14.4%) 

37 

(25.3%) 

27 

(18.5%) 

45 

(30.8%) 

16 

(11.0%) 

0 

(0.0%) 

タイプＡ 

（8点以上） 

14 

(100.0%) 

0 

(0.0%) 

5 

(35.7%) 

4 

(28.6%) 

5 

(35.7%) 

0 

(0.0%) 

0 

(0.0%) 

タイプＢ 

（7～6点） 

41 

(100.0%) 

4 

(9.8%) 

11 

(26.8%) 

5 

(12.2%) 

19 

(46.3%) 

2 

(4.9%) 

0 

(0.0%) 

タイプＣ 

（5～4点） 

67 

(100.0%) 

11 

(16.4%) 

14 

(20.9%) 

14 

(20.9%) 

15 

(22.4%) 

13 

(19.4%) 

0 

(0.0%) 

タイプＤ 

（3点以下） 

24 

(100.0%) 

6 

(25.0%) 

7 

(29.2%) 

4 

(16.7%) 

6 

(25.0%) 

1 

(4.2%) 

0 

(0.0%) 

14.4%

9.8%

16.4%

25.0%

25.3%

35.7%

26.8%

20.9%

29.2%

18.5%

28.6%

12.2%

20.9%

16.7%

30.8%

35.7%

46.3%

22.4%

25.0%

11.0%

4.9%

19.4%

4.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数

タイプＡ（8点以上）

タイプＢ（7～6点）

タイプＣ（5～4点）

タイプＤ（3点以下）

20万円未満 20万円～

25万円未満

25万円～

30万円未満

30万円～

50万円未満

50万円以上 不明
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⑤ケアの状況のタイプ別生活支援・介護サービス費（介護保険自己負担分除く） 

・ケアの状況のタイプ別に生活支援・介護サービス費をみると、ケアの状況の点数が低いタイプ

にも関わらず、10万円以上の高額の生活支援・介護サービス費を受領している施設が 3件あ

った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 総数 0 円 
3 万円 

未満 

3～5万円 

未満 

5～10 万円 

未満 

10 万円 

以上 
不明 

総数 
146 

(100.0%) 

74 

(50.7%) 

8 

(5.5%) 

18 

(12.3%) 

16 

(11.0%) 

3 

(2.1%) 

27 

(18.5%) 

タイプＡ 

（8点以上） 

14 

(100.0%) 

7 

(50.0%) 

1 

(7.1%) 

2 

(14.3%) 

2 

(14.3%) 

0 

(0.0%) 

2 

(14.3%) 

タイプＢ 

（7～6点） 

41 

(100.0%) 

15 

(36.6%) 

0 

(0.0%) 

9 

(22.0%) 

7 

(17.1%) 

0 

(0.0%) 

10 

(24.4%) 

タイプＣ 

（5～4点） 

67 

(100.0%) 

38 

(56.7%) 

7 

(10.4%) 

5 

(7.5%) 

6 

(9.0%) 

2 

(3.0%) 

9 

(13.4%) 

タイプＤ 

（3点以下） 

24 

(100.0%) 

14 

(58.3%) 

0 

(0.0%) 

2 

(8.3%) 

1 

(4.2%) 

1 

(4.2%) 

6 

(25.0%) 

 

50.7%

50.0%

36.6%

56.7%

58.3%

5.5%

7.1%

10.4%

12.3%

14.3%

22.0%

7.5%

8.3%

11.0%

14.3%

17.1%

9.0%

4.2%

2.1%

3.0%

4.2%

18.5%

14.3%

24.4%

13.4%

25.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数

タイプＡ（8点以上）

タイプＢ（7～6点）

タイプＣ（5～4点）

タイプＤ（3点以下）

0円 3万円未満 3～5万円未満 5～10万円未満 10万円以上 不明
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⑥ケアの状況のタイプ別日中のケアのグループ単位 

・ケアの状況のタイプと日中のケアのグループ単位の関係では、相関関係はみられなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 総数 

グループ分け

はない 

（施設全体で 

1 グループを 

形成） 

階毎に 

グループ分け

をしている 

１つの階を 

複数の 

グループに 

分けている 

その他 不明 

総数 
146 

(100.0%) 

53 

(36.3%) 

70 

(47.9%) 

13 

(8.9%) 

7 

(4.8%) 

3 

(2.1%) 

タイプＡ 

（8点以上） 

14 

(100.0%) 

5 

(35.7%) 

6 

(42.9%) 

1 

(7.1%) 

2 

(14.3%) 

0 

(0.0%) 

タイプＢ 

（7～6点） 

41 

(100.0%) 

17 

(41.5%) 

19 

(46.3%) 

1 

(2.4%) 

3 

(7.3%) 

1 

(2.4%) 

タイプＣ 

（5～4点） 

67 

(100.0%) 

23 

(34.3%) 

30 

(44.8%) 

11 

(16.4%) 

2 

(3.0%) 

1 

(1.5%) 

タイプＤ 

（3点以下） 

24 

(100.0%) 

8 

(33.3%) 

15 

(62.5%) 

0 

(0.0%) 

0 

(0.0%) 

1 

(4.2%) 

36.3%

35.7%

41.5%

34.3%

33.3%

47.9%

42.9%

46.3%

44.8%

62.5%

8.9%

7.1%

2.4%

16.4%

4.8%

14.3%

7.3%

3.0%

2.1%

2.4%

1.5%

4.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数

タイプＡ（8点以上）

タイプＢ（7～6点）

タイプＣ（5～4点）

タイプＤ（3点以下）

グループ分け

はない

階毎にグループ

分けをしている

１つの階を複数の

グループに分けている

その他 不明
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（２）人員配置別 

①人員配置別施設としてのアピール点（複数回答） 

・人員配置別に施設としてのアピール点をみると、人員配置が 2.5：1 より薄い施設でも「介

護保険の基準以上の人員配置」を選択している施設７件あった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
総数 

介護保険の

基準以上の

人員配置 

24 時間 

看護師が 

常駐 

長期入院の

場合等でも

居住継続が

可能 

居室面積の

広さ 

共用部の 

広さ・設え 
その他 

総数 
146 

(100.0%) 
118 

(80.8%) 
43 

(29.5%) 
123 

(84.2%) 
44 

(30.1%) 
64 

(43.8%) 
54 

(37.0%) 

1.5：1 以上 
28 

(100.0%) 
28 

(100.0%) 
12 

(42.9%) 
26 

(92.9%) 
8 

(28.6%) 
16 

(57.1%) 
6 

(21.4%) 

1.5～ 
1.8：1 以上 

12 
(100.0%) 

10 
(83.3%) 

2 
(16.7%) 

9 
(75.0%) 

0 
(0.0%) 

2 
(16.7%) 

6 
(50.0%) 

1.8～ 
2.0：1 以上 

30 
(100.0%) 

29 
(96.7%) 

11 
(36.7%) 

27 
(90.0%) 

9 
(30.0%) 

14 
(46.7%) 

12 
(40.0%) 

2.0～ 
2.5：1 以上 

44 
(100.0%) 

38 
(86.4%) 

9 
(20.5%) 

36 
(81.8%) 

16 
(36.4%) 

19 
(43.2%) 

18 
(40.9%) 

2.5：1 以上 
25 

(100.0%) 
7 

(28.0%) 
6 

(24.0%) 
19 

(76.0%) 
7 

(28.0%) 
10 

(40.0%) 
9 

(36.0%) 

不明 
7 

(100.0%) 
6 

(85.7%) 
3 

(42.9%) 
6 

(85.7%) 
4 

(57.1%) 
3 

(42.9%) 
3 

(42.9%) 

 

100.0%

42.9%

92.9%

83.3%

16.7%

75.0%

96.7%

36.7%

90.0%

86.4%

20.5%

81.8%

28.0%

24.0%

76.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

介護保険の

基準以上の

人員配置

24時間

看護師が

常駐

長期入院の

場合等でも

居住継続が

可能

1.5：1以上 1.5～1.8：1以上 1.8～2.0：1以上 2.0～2.5：1以上 2.5：1以上
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②人員配置別平均要介護度 

・人員配置別に平均要介護度をみると、比較的人員配置が薄い施設では、平均要介護度が低い傾

向にあった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 総数 2 未満 
2～ 

2.5 未満 

2.5～ 

3 未満 

3～ 

3.5 未満 
3.5 以上 不明 

総数 
146 

(100.0%) 

8 

(5.5%) 

29 

(19.9%) 

46 

(31.5%) 

39 

(26.7%) 

10 

(6.8%) 

14 

(9.6%) 

1.5：1 以上 
28 

(100.0%) 

2 

(7.1%) 

4 

(14.3%) 

9 

(32.1%) 

8 

(28.6%) 

3 

(10.7%) 

2 

(7.1%) 

1.5～ 

1.8：1 以上 

12 

(100.0%) 

0 

(0.0%) 

3 

(25.0%) 

3 

(25.0%) 

5 

(41.7%) 

1 

(8.3%) 

0 

(0.0%) 

1.8～ 

2.0：1 以上 

30 

(100.0%) 

0 

(0.0%) 

5 

(16.7%) 

10 

(33.3%) 

9 

(30.0%) 

2 

(6.7%) 

4 

(13.3%) 

2.0～ 

2.5：1 以上 

44 

(100.0%) 

2 

(4.5%) 

7 

(15.9%) 

16 

(36.4%) 

14 

(31.8%) 

2 

(4.5%) 

3 

(6.8%) 

2.5：1 以上 
25 

(100.0%) 

4 

(16.0%) 

7 

(28.0%) 

6 

(24.0%) 

1 

(4.0%) 

2 

(8.0%) 

5 

(20.0%) 

不明 
7 

(100.0%) 

0 

(0.0%) 

3 

(42.9%) 

2 

(28.6%) 

2 

(28.6%) 

0 

(0.0%) 

0 

(0.0%) 

 

 

 

 

5.5%

7.1%

4.5%

16.0%

19.9%

14.3%

25.0%

16.7%

15.9%

28.0%

31.5%

32.1%

25.0%

33.3%

36.4%

24.0%

26.7%

28.6%

41.7%

30.0%

31.8%

4.0%

6.8%

10.7%

8.3%

6.7%

4.5%

8.0%

9.6%

7.1%

13.3%

6.8%

20.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数

1.5：1以上

1.5～1.8：1以上

1.8～2.0：1以上

2.0～2.5：1以上

2.5：1以上

2未満 2～2.5未満 2.5～3未満 3～3.5未満 3.5以上 不明
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③人員配置別月額利用料（入居時費用含む） 

・人員配置別月額利用料（入居時費用含む）をみると、人員配置が手厚いほど、月額利用料が高

くなる傾向があり、1.5：1 より人員配置が手厚い施設では、９割が 30 万円以上だった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 総数 20 万円未満 
20 万円～ 

25 万円未満 

25 万円～ 

30 万円未満 

30 万円～ 

50 万円未満 
50 万円以上 不明 

総数 
146 

(100.0%) 

21 

(14.4%) 

37 

(25.3%) 

27 

(18.5%) 

45 

(30.8%) 

16 

(11.0%) 

0 

(0.0%) 

1.5：1 以上 
28 

(100.0%) 

0 

(0.0%) 

1 

(3.6%) 

1 

(3.6%) 

12 

(42.9%) 

14 

(50.0%) 

0 

(0.0%) 

1.5～ 

1.8：1 以上 

12 

(100.0%) 

0 

(0.0%) 

4 

(33.3%) 

4 

(33.3%) 

4 

(33.3%) 

0 

(0.0%) 

0 

(0.0%) 

1.8～ 

2.0：1 以上 

30 

(100.0%) 

1 

(3.3%) 

5 

(16.7%) 

7 

(23.3%) 

16 

(53.3%) 

1 

(3.3%) 

0 

(0.0%) 

2.0～ 

2.5：1 以上 

44 

(100.0%) 

11 

(25.0%) 

15 

(34.1%) 

8 

(18.2%) 

9 

(20.5%) 

1 

(2.3%) 

0 

(0.0%) 

2.5：1 以上 
25 

(100.0%) 

8 

(32.0%) 

10 

(40.0%) 

5 

(20.0%) 

2 

(8.0%) 

0 

(0.0%) 

0 

(0.0%) 

不明 
7 

(100.0%) 

1 

(14.3%) 

2 

(28.6%) 

2 

(28.6%) 

2 

(28.6%) 

0 

(0.0%) 

0 

(0.0%) 

14.4%

3.3%

25.0%

32.0%

25.3%

3.6%

33.3%

16.7%

34.1%

40.0%

18.5%

3.6%

33.3%

23.3%

18.2%

20.0%

30.8%

42.9%

33.3%

53.3%

20.5%

8.0%

11.0%

50.0%

3.3%

2.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数

1.5：1以上

1.5～1.8：1以上

1.8～2.0：1以上

2.0～2.5：1以上

2.5：1以上

20万円未満 20万円～

25万円未満

25万円～

30万円未満

30万円～

50万円未満

50万円以上 不明
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④人員配置別日中のケアのグループ単位 

・人員配置別日中のケアのグループ単位をみると、人員配置が手厚いほど、グループ分けをして

いる割合が高い傾向があった。1.5：1以上では９割近くがグループを分けていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 総数 

グループ分け

はない 

（施設全体で 

1 グループを 

形成） 

階毎に 

グループ分け

をしている 

１つの階を 

複数の 

グループに 

分けている 

その他 不明 

総数 
146 

(100.0%) 

53 

(36.3%) 

70 

(47.9%) 

13 

(8.9%) 

7 

(4.8%) 

3 

(2.1%) 

1.5：1 以上 
28 

(100.0%) 

3 

(10.7%) 

19 

(67.9%) 

5 

(17.9%) 

1 

(3.6%) 

0 

(0.0%) 

1.5～ 

1.8：1 以上 

12 

(100.0%) 

5 

(41.7%) 

6 

(50.0%) 

0 

(0.0%) 

1 

(8.3%) 

0 

(0.0%) 

1.8～ 

2.0：1 以上 

30 

(100.0%) 

8 

(26.7%) 

15 

(50.0%) 

4 

(13.3%) 

3 

(10.0%) 

0 

(0.0%) 

2.0～ 

2.5：1 以上 

44 

(100.0%) 

18 

(40.9%) 

19 

(43.2%) 

2 

(4.5%) 

2 

(4.5%) 

3 

(6.8%) 

2.5：1 以上 
25 

(100.0%) 

14 

(56.0%) 

9 

(36.0%) 

2 

(8.0%) 

0 

(0.0%) 

0 

(0.0%) 

不明 
7 

(100.0%) 

5 

(71.4%) 

2 

(28.6%) 

0 

(0.0%) 

0 

(0.0%) 

0 

(0.0%) 

36.3%

10.7%

41.7%

26.7%

40.9%

56.0%

47.9%

67.9%

50.0%

50.0%

43.2%

36.0%

8.9%

17.9%

13.3%

4.5%

8.0%

4.8%

3.6%

8.3%

10.0%

4.5%

2.1%

6.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数

1.5：1以上

1.5～1.8：1以上

1.8～2.0：1以上

2.0～2.5：1以上

2.5.：1以上

グループ分けはない 階毎にグループ分けを

している

１つの階を複数の

グループに分けている

その他 不明
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⑤人員配置別グループ分けの際の考慮点（複数回答） 

・日中のケアの単位でグループ分けを行っている施設において、人員配置別にグループ分けの際

の考慮点をみたが、相関関係はみられなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 総数 
要介護度の

状況 

認知症の

状況 

入居者の

相性 

建物の 

状況 

(１フロアの

居室数等) 

入居者の

人数 
特になし その他 

総数 
83 

(100.0%) 
31 

(37.3%) 
36 

(43.4%) 
18 

(21.7%) 
54 

(65.1%) 
7 

(8.4%) 
6 

(7.2%) 
8 

(9.6%) 

1.5：1 以上 
24 

(100.0%) 
9 

(37.5%) 
11 

(45.8%) 
4 

(16.7%) 
18 

(75.0%) 
2 

(8.3%) 
1 

(4.2%) 
2 

(8.3%) 

1.5～ 
1.8：1 以上 

6 
(100.0%) 

2 
(33.3%) 

1 
(16.7%) 

2 
(33.3%) 

3 
(50.0%) 

0 
(0.0%) 

0 
(0.0%) 

2 
(33.3%) 

1.8～ 
2.0：1 以上 

19 
(100.0%) 

5 
(26.3%) 

5 
(26.3%) 

2 
(10.5%) 

12 
(63.2%) 

1 
(5.3%) 

2 
(10.5%) 

1 
(5.3%) 

2.0～ 
2.5：1 以上 

21 
(100.0%) 

9 
(42.9%) 

13 
(61.9%) 

6 
(28.6%) 

14 
(66.7%) 

2 
(9.5%) 

2 
(9.5%) 

3 
(14.3%) 

2.5：1 以上 
11 

(100.0%) 
5 

(45.5%) 
5 

(45.5%) 
4 

(36.4%) 
5 

(45.5%) 
1 

(9.1%) 
1 

(9.1%) 
0 

(0.0%) 

不明 
2 

(100.0%) 
1 

(50.0%) 
1 

(50.0%) 
0 

(0.0%) 
2 

(100.0%) 
1 

(50.0%) 
0 

(0.0%) 
0 

(0.0%) 

 

37.5%

45.8%

16.7%

75.0%

8.3%

33.3%

16.7%

33.3%

50.0%

0.0%

26.3%

26.3%

10.5%

63.2%

5.3%

42.9%

61.9%

28.6%

66.7%

9.5%

45.5%

45.5%

36.4%

45.5%

9.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

要介護度の

状況

認知症の

状況

入居者の

相性

建物の状況

（１フロアの

居室数等）

入居者の

人数

1.5：1以上 1.5～1.8：1以上 1.8～2.0：1以上 2.0～2.5：1以上 2.5：1以上
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（３）月額利用料金（入居時費用含む）別の分析 

①月額利用料金（入居時費用含む）別居室面積 

・月額利用料金（入居時費用含む）別に居室面積をみると、月額利用料金が 30万円以上では

18 ㎡以下の割合が低くなる傾向があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
総数 13 ㎡以下 

13 ㎡～ 

18 ㎡以下 

18 ㎡～ 

25 ㎡以下 

25 ㎡～ 

40 ㎡以下 
40 ㎡超 不明 

総数 
146 

(100.0%) 
3 

(2.1%) 

43 

(29.5%) 

78 

(53.4%) 

19 

(13.0%) 

2 

(1.4%) 

1 

(0.7%) 

20 万円未満 
21 

(100.0%) 

0 

(0.0%) 

5 

(23.8%) 

12 

(57.1%) 

3 

(14.3%) 

0 

(0.0%) 

1 

(4.8%) 

20 万円～ 
25 万円未満 

37 
(100.0%) 

1 

(2.7%) 

13 

(35.1%) 

18 

(48.6%) 

4 

(10.8%) 

1 

(2.7%) 

0 

(0.0%) 

25 万円～ 
30 万円未満 

27 
(100.0%) 

1 

(3.7%) 

11 

(40.7%) 

12 

(44.4%) 

3 

(11.1%) 

0 

(0.0%) 

0 

(0.0%) 

30 万円～ 
50 万円未満 

45 
(100.0%) 

1 

(2.2%) 

10 

(22.2%) 

26 

(57.8%) 

7 

(15.6%) 

1 

(2.2%) 

0 

(0.0%) 

50 万円以上 
16 

(100.0%) 

0 

(0.0%) 

4 

(25.0%) 

10 

(62.5%) 

2 

(12.5%) 

0 

(0.0%) 

0 

(0.0%) 

 

 

 

 

 

2.1%

2.7%

3.7%

2.2%

29.5%

23.8%

35.1%

40.7%

22.2%

25.0%

53.4%

57.1%

48.6%

44.4%

57.8%

62.5%

13.0%

14.3%

10.8%

11.1%

15.6%

12.5%

1.4%

2.7%

2.2%

0.7%

4.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数

20万円未満

20万円～25万円未満

25万円～30万円未満

30万円～50万円未満

50万円以上

13㎡以下 13㎡～18㎡以下 18㎡～25㎡以下 25㎡～40㎡以下 40㎡超 不明
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②月額利用料金（入居時費用含む）別施設としてのアピール点（複数回答） 

・月額利用料金（入居時費用含む）別施設としてのアピール点をみると、「居室面積の広さ」を

除く全ての項目で、月額利用料が高くなるほど、アピール点として選択する割合が高くなる傾

向があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
総数 

介護保険の

基準以上の

人員配置 

24 時間 

看護師が 

常駐 

長期入院の

場合等でも

居住継続が 

可能 

居室面積の

広さ 

共用部の 

広さ・設え 
その他 

総数 
146 

(100.0%) 
118 

(80.8%) 
43 

(29.5%) 
123 

(84.2%) 
44 

(30.1%) 
64 

(43.8%) 
54 

(37.0%) 

20 万円未満 
21 

(100.0%) 
10 

(47.6%) 
3 

(14.3%) 
17 

(81.0%) 
6 

(28.6%) 
8 

(38.1%) 
9 

(42.9%) 

20 万円～ 
25 万円未満 

37 
(100.0%) 

26 
(70.3%) 

10 
(27.0%) 

29 
(78.4%) 

9 
(24.3%) 

15 
(40.5%) 

13 
(35.1%) 

25 万円～ 
30 万円未満 

27 
(100.0%) 

23 
(85.2%) 

7 
(25.9%) 

22 
(81.5%) 

9 
(33.3%) 

8 
(29.6%) 

11 
(40.7%) 

30 万円～ 
50 万円未満 

45 
(100.0%) 

43 
(95.6%) 

16 
(35.6%) 

40 
(88.9%) 

17 
(37.8%) 

22 
(48.9%) 

17 
(37.8%) 

50 万円以上 
16 

(100.0%) 
16 

(100.0%) 
7 

(43.8%) 
15 

(93.8%) 
3 

(18.8%) 
11 

(68.8%) 
4 

(25.0%) 

 

47.6%

14.3%

81.0%

28.6%

38.1%

70.3%

27.0%

78.4%

24.3%

40.5%

85.2%

25.9%

81.5%

33.3%

29.6%

95.6%

35.6%

88.9%

37.8%

48.9%

100.0%

43.8%

93.8%

18.8%

68.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

介護保険の

基準以上の

人員配置

24時間

看護師が

常駐

長期入院の

場合等でも

居住継続が

可能

居室面積の

広さ

共用部の

広さ・設え

20万円未満 20万円～25万円未満 25万円～30万円未満 30万円～50万円未満 50万円以上
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③月額利用料金（入居時費用含む）別平均要介護度 

・月額利用料金（入居時費用含む）と平均要介護度には相関関係はみられなかった。 

・30万円以上の高額の施設で平均要介護度が「2～2.5 未満」の割合が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
総数 2 未満 2～2.5未満 2.5～3未満 3～3.5未満 3.5 以上 不明 

総数 
146 

(100.0%) 
8 

(5.5%) 
29 

(19.9%) 
46 

(31.5%) 
39 

(26.7%) 
10 

(6.8%) 
14 

(9.6%) 

20 万円未満 
21 

(100.0%) 
1 

(4.8%) 
4 

(19.0%) 
6 

(28.6%) 
7 

(33.3%) 
0 

(0.0%) 
3 

(14.3%) 

20 万円～ 
25 万円未満 

37 
(100.0%) 

3 
(8.1%) 

9 
(24.3%) 

6 
(16.2%) 

11 
(29.7%) 

3 
(8.1%) 

5 
(13.5%) 

25 万円～ 
30 万円未満 

27 
(100.0%) 

1 
(3.7%) 

7 
(25.9%) 

7 
(25.9%) 

9 
(33.3%) 

2 
(7.4%) 

1 
(3.7%) 

30 万円～ 
50 万円未満 

45 
(100.0%) 

2 
(4.4%) 

7 
(15.6%) 

21 
(46.7%) 

7 
(15.6%) 

5 
(11.1%) 

3 
(6.7%) 

50 万円以上 
16 

(100.0%) 
1 

(6.3%) 
2 

(12.5%) 
6 

(37.5%) 
5 

(31.3%) 
0 

(0.0%) 
2 

(12.5%) 

5.5%

4.8%

8.1%

3.7%

4.4%

6.3%

19.9%

19.0%

24.3%

25.9%

15.6%

12.5%

31.5%

28.6%

16.2%

25.9%

46.7%

37.5%

26.7%

33.3%

29.7%

33.3%

15.6%

31.3%

6.8%

8.1%

7.4%

11.1%

9.6%

14.3%

13.5%

3.7%

6.7%

12.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数

20万円未満

20万円～25万円未満

25万円～30万円未満

30万円～50万円未満

50万円以上

2未満 2～2.5未満 2.5～3未満 3～3.5未満 3.5以上 不明
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④月額利用料金（入居時費用含む）別日中のケアのグループ単位 

・月額利用料金（入居時費用含む）別に日中のケアのグループ単位をみると、月額利用料が 30

万円を超える施設で、グループ分けをしている割合が高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
総数 

グループ分け

はない 

階毎に 

グループ分け

をしている 

１つの階を 

複数の 

グループに 

分けている 

その他 不明 

総数 
146 

(100.0%) 
53 

(36.3%) 
70 

(47.9%) 
13 

(8.9%) 
7 

(4.8%) 
3 

(2.1%) 

20 万円未満 
21 

(100.0%) 
8 

(38.1%) 
9 

(42.9%) 
4 

(19.0%) 
0 

(0.0%) 
0 

(0.0%) 

20 万円～ 
25 万円未満 

37 
(100.0%) 

16 
(43.2%) 

16 
(43.2%) 

1 
(2.7%) 

2 
(5.4%) 

2 
(5.4%) 

25 万円～ 
30 万円未満 

27 
(100.0%) 

14 
(51.9%) 

13 
(48.1%) 

0 
(0.0%) 

0 
(0.0%) 

0 
(0.0%) 

30 万円～ 
50 万円未満 

45 
(100.0%) 

13 
(28.9%) 

20 
(44.4%) 

6 
(13.3%) 

5 
(11.1%) 

1 
(2.2%) 

50 万円以上 
16 

(100.0%) 
2 

(12.5%) 
12 

(75.0%) 
2 

(12.5%) 
0 

(0.0%) 
0 

(0.0%) 

 

36.3%

38.1%

43.2%

51.9%

28.9%

12.5%

47.9%

42.9%

43.2%

48.1%

44.4%

75.0%

8.9%

19.0%

2.7%

13.3%

12.5%

4.8%

5.4%

11.1%

2.1%

5.4%

2.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数

20万円未満

20万円～25万円未満

25万円～30万円未満

30万円～50万円未満

50万円以上

グループ分けはない 階毎にグループ分けを

している

１つの階を複数の

グループに分けている

その他 不明
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⑤月額利用料金（入居時費用含む）別グループ分けの際の考慮点（複数回答） 

・日中のケアの単位でグループ分けを行っている施設において、月額利用料金（入居時費用含む）

別にグループ分けの際の考慮点をみたが、相関関係は見られなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
総数 

要介護度の

状況 

認知症の状

況 

入居者の相

性 

建物の 

状況 

(１フロアの

居室数等) 

入居者の人

数 
特になし その他 

総数 
83 

(100.0%) 
31 

(37.3%) 
36 

(43.4%) 
18 

(21.7%) 
54 

(65.1%) 
7 

(8.4%) 
6 

(7.2%) 
8 

(9.6%) 

20万円未満 
13 

(100.0%) 
6 

(46.2%) 
9 

(69.2%) 
5 

(38.5%) 
7 

(53.8%) 
3 

(23.1%) 
1 

(7.7%) 
4 

(30.8%) 

20 万円～ 
25万円未満 

17 
(100.0%) 

4 
(23.5%) 

2 
(11.8%) 

3 
(17.6%) 

12 
(70.6%) 

1 
(5.9%) 

1 
(5.9%) 

0 
(0.0%) 

25 万円～ 
30万円未満 

13 
(100.0%) 

4 
(30.8%) 

7 
(53.8%) 

4 
(30.8%) 

8 
(61.5%) 

0 
(0.0%) 

1 
(7.7%) 

2 
(15.4%) 

30 万円～ 
50万円未満 

26 
(100.0%) 

14 
(53.8%) 

14 
(53.8%) 

5 
(19.2%) 

15 
(57.7%) 

1 
(3.8%) 

2 
(7.7%) 

1 
(3.8%) 

50万円以上 
14 

(100.0%) 
3 

(21.4%) 
4 

(28.6%) 
1 

(7.1%) 
12 

(85.7%) 
2 

(14.3%) 
1 

(7.1%) 
1 

(7.1%) 

 

46.2%

69.2%

38.5%

53.8%

23.1%

23.5%

11.8%

17.6%

70.6%

5.9%

30.8%

53.8%

30.8%

61.5%

0.0%

53.8%

53.8%

19.2%

57.7%

3.8%

21.4%

28.6%

7.1%

85.7%

14.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

要介護度の

状況

認知症の

状況

入居者の

相性

建物の状況

（１フロアの

居室数等）

入居者の

人数

20万円未満 20万円～25万円未満 25万円～30万円未満 30万円～50万円未満 50万円以上
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（４）居室面積別の状況 

①居室面積別家賃相当額 

・家賃相当額が０円と居住費と生活費等の境目がない施設が 25.3％と１／４程度あった。 

・居室面積別家賃相当額をみると、居室面積が大きくなるほど家賃相当額が高くなる傾向があ

った。 

・居室面積が 13～18 ㎡以下と比較的狭いにも関わらず、10 万円以上の家賃相当額を受領して

いる施設が 3件あった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 総数 0円 
5万円 

未満 

5～6万円 

未満 

6～7万円 

未満 

7～10万円 

未満 

10万円 

以上 
不明 

総数 
146 

(100.0%) 

37 

(25.3%) 

19 

(13.0%) 

14 

(9.6%) 

14 

(9.6%) 

34 

(23.3%) 

16 

(11.0%) 

12 

(8.2%) 

13 ㎡以下 
3 

(100.0%) 

2 

(66.7%) 

0 

(0.0%) 

0 

(0.0%) 

1 

(33.3%) 

0 

(0.0%) 

0 

(0.0%) 

0 

(0.0%) 

13 ㎡～ 

18 ㎡以下 

43 

(100.0%) 

13 

(30.2%) 

4 

(9.3%) 

6 

(14.0%) 

2 

(4.7%) 

13 

(30.2%) 

3 

(7.0%) 

2 

(4.7%) 

18 ㎡～ 

25 ㎡以下 

78 

(100.0%) 

16 

(20.5%) 

14 

(17.9%) 

7 

(9.0%) 

8 

(10.3%) 

16 

(20.5%) 

11 

(14.1%) 

6 

(7.7%) 

25 ㎡～ 

40 ㎡以下 

19 

(100.0%) 

6 

(31.6%) 

1 

(5.3%) 

1 

(5.3%) 

2 

(10.5%) 

4 

(21.1%) 

2 

(10.5%) 

3 

(15.8%) 

40 ㎡超 
2 

(100.0%) 

0 

(0.0%) 

0 

(0.0%) 

0 

(0.0%) 

0 

(0.0%) 

1 

(50.0%) 

0 

(0.0%) 

1 

(50.0%) 

不明 
1 

(100.0%) 

0 

(0.0%) 

0 

(0.0%) 

0 

(0.0%) 

1 

(100.0%) 

0 

(0.0%) 

0 

(0.0%) 

0 

(0.0%) 

25.3%

66.7%

30.2%

20.5%

31.6%

13.0%

9.3%

17.9%

5.3%

9.6%

14.0%

9.0%

5.3%

9.6%

33.3%

4.7%

10.3%

10.5%

100.0%

23.3%

30.2%

20.5%

21.1%

50.0%

11.0%

7.0%

14.1%

10.5%

8.2%

4.7%

7.7%

15.8%

50.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数

13㎡以下

13㎡～18㎡以下

18㎡～25㎡以下

25㎡～40㎡以下

40㎡超

不明

0円 5万円未満 5～6万円未満 6～7万円未満 7～10万円未満 10万円以上 不明
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②居室面積別施設としてのアピール点（複数回答） 

・居室面積別に施設としてのアピール点をみると、居室面積の広さをアピール点にしているにも

関わらず、居室面積が 13～18 ㎡と比較的狭い施設が８件あった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 総数 

介護保険の 

基準以上の 

人員配置 

24 時間 

看護師が 

常駐 

長期入院の 

場合等でも 

居住継続が 

可能 

居室面積の

広さ 

共用部の 

広さ・設え 
その他 

総数 
146 

- 

118 

(80.8%) 

43 

(29.5%) 

123 

(84.2%) 

44 

(30.1%) 

64 

(43.8%) 

54 

(37.0%) 

13 ㎡以下 
3 

- 

2 

(66.7%) 

0 

(0.0%) 

2 

(66.7%) 

0 

(0.0%) 

0 

(0.0%) 

2 

(66.7%) 

13 ㎡～ 

18 ㎡以下 

43 

- 

38 

(88.4%) 

14 

(32.6%) 

38 

(88.4%) 

8 

(18.6%) 

16 

(37.2%) 

13 

(30.2%) 

18 ㎡～ 

25 ㎡以下 

78 

- 

61 

(78.2%) 

23 

(29.5%) 

64 

(82.1%) 

23 

(29.5%) 

39 

(50.0%) 

32 

(41.0%) 

25 ㎡～ 

40 ㎡以下 

19 

- 

15 

(78.9%) 

4 

(21.1%) 

16 

(84.2%) 

13 

(68.4%) 

8 

(42.1%) 

7 

(36.8%) 

40 ㎡超 
2 

- 

2 

(100.0%) 

1 

(50.0%) 

2 

(100.0%) 

0 

(0.0%) 

1 

(50.0%) 

0 

(0.0%) 

不明 
1 

- 

0 

(0.0%) 

1 

(100.0%) 

1 

(100.0%) 

0 

(0.0%) 

0 

(0.0%) 

0 

(0.0%) 

 

0.0%

0.0%

18.6%

37.2%

29.5%

50.0%

68.4%

42.1%

0.0%

50.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

居室面積の

広さ

共用部の

広さ・設え

13㎡以下 13㎡～18㎡以下 18㎡～25㎡以下 25㎡～40㎡以下 40㎡超
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○調査票 

１．施設概要

２．建物概要

㎡～ ㎡ ㎡～ ㎡

３．入居者属性（平成28年12月１日時点）

４．代表的な居室（個室）の広さ・設備等とその居室の利用料

トイレ □ 有 □ 無 洗面 □ 有 □ 無 キッチン □ 有 □ 無

円

円

2人室 室

うち自立
（要支援・要介護なし）

人 うち要支援１・２ 人

平成28年1～12
月の退居者数

人
平成28年1～12
月の看取り数

人

室 室

入居者数（全体） 人

うち要介護１・２ 人 うち要介護３～５ 人 平均要介護度
(自立・要支援除く)

各階の居室数
（主なフロア）

㎡
延床
面積

□ 木造 □
その
他

構造

㎡

□□ RC造
鉄骨
造

開設年
（現在の建物）

昭和・平成　　　　　　　　　　　年
敷地面積・
延床面積

階数・構造 地上 階 地下 階 □
SRC
造

敷地
面積

所在地 　　　　　　　　　　　　　都・道・府・県 室数・定員

□
介護保険の基準以上の
人員配置

□ 24時間看護師が常駐

□ 居室面積の広さ □ 共用部の広さ・設え
施設としての
アピール点
（複数回答）

□ その他（　　　　　　　　　                                                                                                     　　　）

介護付き有料老人ホームの生活単位（グルーピング）状況調査　調査票案

施設名称

要介護度別
入居者数

居室面積
(トイレ、収納等含む)

㎡

居室タイプ別
室数・居室面積
(トイレ、収納等含む)

室数 室 定員 人

□
長期入院の場合等でも
居住継続が可能

室

各階の食堂数
(主なフロア）

室その他（３人室等）

法人名称

個室

居室の利用料
金（税込み）

設備
状況

入
居
時
費
用

月
額
利
用
料
金

家賃相当額

管理費・共益費

光熱水費
（項目がない場合は0円）

月払い費用の合計

敷金・保証金
※原則全額返還

前払い金初期償却率
（返還しない割合）

償還期間 ヶ月

※80歳、単身を想定
※支払い方法が複数の場合は代表的な支払い方法で記入
※介護保険自己負担を除く全ての費用を網羅して記入

％

円

円

円

円

円

万円

食費
（３食30日の場合）

生活支援・介護サービ
ス提供費用

(介護保険自己負担分除く)

その他の定額の費用

前払い金 万円
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５．生活やケアの単位（食堂を共有している入居者の単位、日中のケアの単位等）

６．ケアの状況

７．記入者について

日中の生活の
グループ数

グループ
日中の生活の

１グループの人数
人～ 人

日中のケアの
グループ数

グループ
日中のケアの

１グループの人数
人～ 人

日中のケアの
グループ単位

□
グループ分けは
ない（施設全体で1
グループを形成）

□
階毎にグループ
分けをしている

□
１つの階を複数
のグループに分
けている

□

職員数
(H28.12時点、常勤換算)

入居者：介護・看護
（○：１）

：１

グループ分けの際の
考慮点(複数回答)

□ 入居者の人数 □ 特になし □ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

建物の状況
（１フロアの居室数等）

入居者の相性 □

その他（　　　　　　　　　　　　　）

グループ分けは
ない（施設全体で1
グループを形成）

□
階毎にグループ
分けをしている

□
１つの階を複数
のグループに分
けている

□ その他（　　　　　　　　　　　　　）

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　　　

□

□

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□

□

□
汚染時・入浴時
に行っている

□
定期的に集団で
の外出が可能

□

「送迎」「着替
え・入浴」を分担

特別な時に個別
での外出が可能

決まっていない 決まっている

家族同伴以外の個別外出は不
可能

夜間のケアの
グループ単位

□
グループ分けは
ない（施設全体で1
グループを形成）

□
階毎にグループ
分けをしている

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）□

介護 人 看護 人
人員配置

(H28.12時点)

□
１つの階を複数
のグループに分
けている

□ その他（　　　　　　　　　　　　　）

□

できる人・時に盛り
付け等に参加

□

□
要介護度の状
況

□ 認知症の状況

日中のフロア
（ユニット）の施錠

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

食事の調理方法

□

メール
アドレス

□

日中の生活の
グループ単位

□

定時に排泄介
助を行っている

□

□ □

□

氏名

いつでも外出可
能

入居者の外出

マンツーマン入浴

入浴回数

排泄介助
随時排泄介助を
行っている

□

□

□

厨房委託

□

入居者と職員等
で調理

□
職員が入居者が
いる台所で調理

□
職員が専用厨
房で調理

□

□

□

□

□

□

日中の施設の玄関
の施錠

あまり参加して
いない

□

□

□

入居者の起床時間

入居者の消灯時間

□ 決まっていない 決まっている□

朝夕の着替えを
行っている

決まっていない 決まっている

できていない時
もある

□

いつでも入居者
が中心

施錠していない

施錠していない

施錠している

施錠している

昼夜の毎日の着替え

□ 給食委託

連絡先

所属

電話番号

記入者

□□

□

□

□

□

□

□

全員にマンツー
マン入浴を実施

夕食後（夜間）の入浴 □

□

□

だいたいいつも
可能

特別な場合は可
能

不可能

「送迎」「着替え」
「入浴」を分担

入居者の調理への
関わり方
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４－４ 平面プランの類型化 

 

（１）調査対象 

・回収数 197 

・うち、図面の添付があったもの 100 

・うち、判定不能 11 （住戸平面図や価格表のみが添付されていた） 

・プランの類型化の対象 89 

 

（２）グループ分けに関する分類タイプの設定 

①集団型：下記②、③以外（全体で１つのリビング・ダイニング、あるいは 2 フロアで１つのリビ

ング・ダイニングなど） 

②１フロア完結型：1フロアごとにリビング・ダイニングがある 

2 棟が渡り廊下棟でつながっている場合は 1フロア型としている 

③１フロア分割型：1フロアに複数のリビング・ダイニングがある 

 

○図面から読み取ったグループ分けの状況 

  件数   （％） 

① 集団型 30  （33.7％） 

② 1 フロア完結型 43  （48.3％） 

うち、特養基準※クリア  1  （ 1.1％） 

③ 1 フロア分割型 16  （18.0％） 

うち、特養基準クリア  6  （ 6.7％） 

合 計 89 （100.0％） 

※ユニット型特養の居室と共同生活室の近接性に関する基準 

 

○図面から読み取ったグループの単位 

・図面から読み取ったグループの単位の大きさの分布を見ると、14～15 人のところにピークがある。

ユニット型特養の居室と共同生活室の近接性に関する基準をクリアしているものは、すべて 15人

以下となっている。 

0

1

2

3

4

5

6

7

8

8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40

②1フロア完結型（特養基準をクリアしていない） ②1フロア完結型（特養基準クリア）

③1フロア分割型（特養基準をクリアしていない） ③1フロア分割型（特養基準クリア）

（件）

（人）



Ⅱ-4-45 

 

①集団型の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②１フロア完結型の例 
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③１フロア分割型の例 
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（３）図面による分類タイプとアンケート調査結果との比較 

・図面から読み取ったグループ分けに関する分類タイプと、アンケート調査の結果を比較する。アン

ケート調査では「グループ分けは行っていない」と回答しているが、図面からはフロア毎にリビン

グ・ダイニングがあると読み取れるケース、それとは逆に、アンケート調査では「各階毎にグルー

プ分けを行っている」と回答しているが、図面からは各階にリビング・ダイニングがないと読み取

れるケースもあった。 

 

    アンケート

結果 

図面より 

合 計 
グループ分け
はない 

階毎にグルー
プ分けをして
いる 

1 つの階を複数
のグループに
分けている 

その他・不明等 

① 集団型 30 （33.7%） 14 8 2 6 

② 1 フロア完結型 43 （48.3%） 6 33 0 3 

③ 1 フロア分割型 16 （18.0%） 1 4 5 0 

合 計 
89（100.0%） 

 ［100.0%］ 

21 

[23.6%] 

45 

[50.6%] 

7 

[7.9%] 

9 

[10.1%] 

 

 

（４）図面による分類タイプとケアの状況 

・図面から読み取ったグループ分けに関する分類タイプ別にケアの状況を見ると、集団型で個別ケア

がより実践されているという傾向になった。 

    ※自立の入居者が 50％を超えている施設は含まずに集計している。 

4

3

2

7

23

7

6

9

2

2

3

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

集団型

(N=19)

１フロア完結型

(N=38)

１フロア分割型

(N=12)

ケアのタイプD(1～3点） C(4～5点） B(6～7点） A(8～10点）
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（５）図面によるグループの大きさとケアの状況 

・図面から読み取ったグループの大きさ別にケアの状況には相関関係が見られなかった。 

4

2

3

7

17

13

6

6

5

2

2

2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

集団型

(N=19)

グループの単位

16人以上(N=27)

15人以下

(N=23)

ケアのタイプD(1～3点） C(4～5点） B(6～7点） A(8～10点）
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○ケアの状況の点数が高い施設のプランニングの特徴 

施設名 運営主体 所在地 分類タイプ 

グループ

の単位

（最大） 

人 

敷地面積 

 

 

㎡ 

延床面積 

 

 

㎡ 

容積率 

（延床面積／

敷地面積） 

％ 

階数 

（地上） 

 

階 

階数 

(地下） 

 

階 

ネットグ

ロス比 

 

％ 

敷地1ha

当たり定

員数 

人/ha 

居室面積 

 

 

㎡ 

定員 

 

 

人 

入居者数

（2016.1

2.1時点） 

人 

入居率

（2016.1

2.1時点） 

％ 

開設年 

 

 

年 

平均要介

護度 

 

 

入居費用

（月額） 

 

円/月 

介護・看

護の人員

配置 

 

ケアの 

状況 

 

点 

Ａ 有限会社 静岡県 1フロア完結型 10 1,004.80 2,201.3 219% 6 - 40.9% 498 18.00 50 39 78.0% 2006（H18） - 239,927 2.00：１ 10 

Ｂ 株式会社 千葉県 1フロア完結型 26 1,428.47 2,318.25 162% 3 - 40.7% 364 18.13 52 39 75.0% 2013（H25） 2.54 271,820 1.75：１ 9 

Ｃ 株式会社 北海道 集団型 - 1,589.42 2,337.10 147% 3 1 31.1% 233 22.00 37 36 97.3% 2007（H19） 2.70 280,590 2.50：１ 9 

Ｄ 株式会社 大阪府 1フロア分割型 14 2,651.70 4,021.00 152% 4 1 34.5% 249 21.00 66 57 86.4% 2006（H18） 3.60 456,265 1.20：１ 8 

Ｅ 医療法人 群馬県 集団型 - 6,577.60 6,434.30 98% 5 0 30.4% 179 21.75 118 92 78.0% 1989（H 1） 3.50 216,270 2.50：１ 8 

Ｆ 株式会社 千葉県 1フロア完結型 29 3,947.65 5,217.48 132% 5 0 24.2% 180 19.76 71 62 87.3% 2007（H19） 2.80 327,349 2.00：１ 8 

 

Ａ 1フロア完結型（10人）           Ｂ １フロア完結型（26 人）                          Ｃ 集団型 
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Ｄ 1フロア分割型（14人）        Ｅ 集団型                           Ｆ 1 フロア完結型(29 人)         
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４－５ まとめ 

 

○調査対象施設の特徴 

・調査対象となった介護付き有老は、定員 50～99 人が約５割を占めた。2001(平成 13)年以降

に建設されたものが８割となっている。４階建て以上が５割を占め、容積率 200％を超える

ものが２割程度ある。 

・ネットグロス比は 30～50％に集中するが、特養と比べるとやや高い。敷地 1ha 当たりの定

員数が 500 人を超えるものが１割程度ある。 

・平均入居率は 82.1％と特養に比べて高く、平均要介護度は 2.73 と特養に比べて低い。 

・代表的な居室の平均面積は 20.44 ㎡で、トイレ、洗面はほぼ全部に設置されている。 

・居室の利用料金は、サービスや手厚い介護費用を合わせて、月額 20万円未満から 50 万円以

上まで幅広く分布している。 

 

○ケアの状況 

・約半数の介護付き有老で、グループ分けをして生活やケアを行っている。 

・看護・介護職員の人員配置は、平均 2.14：１、2.0：１より手厚い人員配置を行っている施

設は５割弱となっている。 

・個別ケアの実践では、「昼夜の毎日の着替え」「随時排泄」は実践している施設が８割を超え

るが、「夕食後の入浴」「入浴回数」「食事の調理」「入居者の調理への関わり方」で実践する

施設が１割以下となる。12 の項目のうち、最も実践度の高い施設は 10 項目を実施しており、

最も実践度の低い施設は１項目のみ実施していた（いずれも月額利用料は 20 万円未満）。 

 

○平面プランとケアの関係 

・介護付き有老の平面プランは、土地条件によって決定づけられており、土地条件に合わせた

自由で効率的な設計が行われている。ただし、共同生活室がない場合や、共同生活室と個室

の関係などに空間的な工夫がない事例も見られた。 

・図面から読み取った「ハード面のグループ単位」と、アンケートの回答にある「ケア単位・

生活単位」は一致していないケースがあった。各フロアにリビング・ダイニングがなくても、

いくつかの単位に分けてケアを行っているケースがあった。 

・「生活の単位・ケアの単位」は施設によってばらつきがあり、その大きさと「ケアの状況」

には相関は見られなかった。 

 

○ケアの質を決定づける要因 

・「人員配置」と「月額利用料金」には相関関係があり、月額利用料金が高くなるほど、人員

配置は手厚くなっている。 

・「人員配置」と「グルーピング」にも相関関係があり、人員配置が手厚くなるほど、グルー

プの単位が小さくなる傾向にある。 

・「ケアの状況」と「月額利用料金」には相関関係があり、個別ケアの実践度が低い施設では

月額利用料が安い傾向にあった。ただし、個別ケアの実践度が高い施設で 50 万円を超える

高額な月額利用料金を設定している例は見られなかった。 
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・「ケアの状況」と「人員配置」には、明確な相関関係は見られなかった。個別ケアの実践度

が高い施設でも、半数近くが 2.0：１より薄い人員配置となっている。また、個別ケアの実

践度が低い施設では７割以上が 2.0：１より手厚い人員配置となっている。 
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５ まとめ －介護保険施設等の整備基準のあり方の提案－ 

５－１ 調査研究結果の概要 

・テーマ２では、調査対象を認知症高齢者グループホームや老人保健施設、特定施設入居者生

活介護の指定を受けた有料老人ホームなど「介護サービスが施設内で常時提供される多床室

ではない施設」に拡大し、以下に示す各調査を実施し、「個室＋個別ケア（グループケア）」

を前提とする介護保険施設等の整備の方向性について考察した。 

＜主な調査項目＞ 

（１）施設類型別の位置づけ・整備基準の比較 

以下の４つの施設類型について、位置づけや整備基準の比較を行った。 

①特別養護老人ホーム・ユニット型（以降、「特養」とする） 

②介護老人保健施設・ユニット型（以降「老健」とする） 

③認知症高齢者グループホーム（認知症対応型共同生活介護）（以降「ＧＨ」とする） 

④特定施設入居者生活介護の指定を受けた有料老人ホーム（以降、「介護付き有老」とする） 

（２）介護保険施設等のニーズと充足度に関する地域別（都道府県別）特性の分析 

特養をはじめとする介護保険施設等のニーズ（要介護認定者数の将来増加率）と充足度（施

設定員／要介護認定者数）の関係を都道府県別に分析した。 

（３）介護付き有料老人ホーム及び介護老人保健施設の実態調査 

集団処遇ではなく入居者をグループ分けしてケアを行っている介護付き有老２施設、老健

２施設、合計４施設の事例調査を行い、空間的な特徴や工夫の実態を把握した。 

（４）介護付き有料老人ホームの生活単位（グルーピング）等に関する実態調査 

特養、老健、ＧＨに比べてハード的な整備基準が緩やかな介護付き有老を対象にアンケー

ト調査を実施し、ケアの実態と生活単位（グルーピング）を中心とするハードの状況を把握

した。 

・それぞれの調査結果の概要は以下のとおりである。 

（１）施設類型別の位置づけ・整備基準の比較 

・施設類型によって役割が異なり、入居者の属性も異なるが、各施設類型の基準（省令）に示

された基本方針では、４つの施設類型とも「入所者が有する能力に応じた自立した日常生活

を営めるようにすること」を目指すとしている。 

・目指す方向が同じであるにもかかわらず、居室面積の基準は、特養と老健は 10.65 ㎡以上、

ＧＨは 7.43 ㎡以上、介護付き有老では 13 ㎡以上（指導指針）とまちまちである。また、特

養、老健、ＧＨではユニット定員が規定されており、さらにユニット型特養、老健では「ユ

ニット内の通り抜け」「共同生活室の面積」「居室と共同生活室の近接性・一体性の確保」な

どが規定されている。一方で、介護付き有老では「ユニット化」に関する基準がない。 
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■施設類型別主な整備基準の比較 

 

特別養護老人ホーム 
・ユニット型 

介護老人保健施設 
・ユニット型 

認知症高齢者 

グループホーム 
（認知症対応型 
共同生活介護） 

特定施設入居者生活 
介護の指定を受けた 

有料老人ホーム 

根拠 

特別養護老人ホ－ムの
設備及び運営に関する
基準（省令、最終改正

H28.2.5） 

介護老人保健施設の人
員、施設及び設備並びに
運営に関する基準（省

令、最終改正 H28.2.5） 

指定地域密着型サ－ビ
スの事業の人員、設備及
び運営に関する基準（省

令、最終改正 H28.3.31） 

指定居宅サ－ビス等の
事業の人員、設備及び運
営に関する基準（省令、

最終改正 H28.2.5） 

基本方針（抜粋） 

入所者がその有する能
力に応じ自立した日常
生活を営むことができ

るようにすることを目
指す。 

入所者がその有する能

力に応じ自立した日常
生活を営むことができ
るようにすることとと

もに、その者の居宅にお
ける生活への復帰を目
指す。 

利用者がその有する能

力に応じ自立した日常
生活を営むことができ
るようにする。 

利用者が当該指定特定
施設においてその有す
る能力に応じ自立した

日常生活を営むことが
できるようにする。  

居室面積 10.65 ㎡以上 10.65 ㎡以上 7.43 ㎡以上 13 ㎡以上（指導指針） 

ユニット定員 10 人以下 10 人以下 5 人以上 9人以下  

ユニット内の通り
抜け 

施設内の他の場所（風呂
等）へ移動するため、他
のユニットを通らない
経路を確保（解釈通知） 

施設内の他の場所（風呂
等）へ移動するため、他
のユニットを通らない
経路を確保（解釈通知） 

  

共同生活室の面積 
2 ㎡×ユニット入居定
員 

2 ㎡×ユニット入居定
員 

  

居室の配置（居室
と共同生活室の近
接性・一体性の確
保） 

共同生活室に近接して
一体的に設けること、一
体的に設けるとは以下
のとおり。 
(ｱ)共同生活室に隣接 
(ｲ)共同生活室に隣接し
ていないが(ｱ)と隣接 
(ｳ)その他共同生活室に
近接して一体的に設け
られている（他の共同生
活室の(ｱ)(ｲ)に該当す
る居室を除く） 
（解釈通知） 

共同生活室に近接して
一体的に設けること、一
体的に設けるとは以下
のとおり。 
(ｱ)共同生活室に隣接 
(ｲ)共同生活室に隣接し
ていないが(ｱ)と隣接 
(ｳ)その他共同生活室に
近接して一体的に設け
られている（他の共同生
活室の(ｱ)(ｲ)に該当す
る居室を除く） 
（解釈通知） 

  

（参考）職員配置 看護・介護、3：1以上 看護・介護、3：1以上 介護、3：1以上 看護・介護、3：1以上 

（参考）夜間及び
深夜の職員配置 

2 ユニットに 1以上 2 ユニットに 1以上   

 

（２）介護保険施設等のニーズと充足度 

・特養について、ニーズ（要介護認定者数の将来増加率）と充足度（施設定員／要介護認定者

数）の関係を都道府県別に見ると、「ニーズが高く充足度が低い都道府県」「ニーズは低いが

充足度が高い都道府県」「ニーズと充足度が比例している都道府県」に分かれた（次頁のグ

ラフＡ）。 

・特養に老健とＧＨを加えたニーズと充足度では、老健やＧＨの充足度が高い地方圏の都道府

県が「ニーズは低いが充足度が高い」のカテゴリーにシフトした（グラフＢ）。これに療養

型病床を加えるとよりその傾向が強くなった（グラフＣ）。 

・さらに、有料老人ホーム（以降「有老」とする）とサービス付き高齢者向け住宅を加えると、

供給が進んでいる大都市圏の都道府県の充足度が上がり、地方圏の都道府県では逆に充足度

が下がる。その結果、ニーズと充足度が比例する本来あるべき傾向に近づいた（グラフＤ）。 

・このように、特養、老健、ＧＨ等の介護保険施設に、有老やサービス付き高齢者向け住宅が

加わることによって、ケアやサービスが付加された施設・住宅のニーズと供給がバランスし

ている現状が明らかになった。 



Ⅱ-5-3 

都道府県別要介護（3～5）認定者の増加率と施設の充足度の関係 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※要介護（3～5）認定者の増加率：2015 年～2025 年にかけての要介護（3～5）認定者数の増加数／2015 年
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＋療養型病床の充足度(2015) 

特別養護老人ホーム＋介護老人保健施設＋認知症高齢者グループホーム＋療養型病床 

＋有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の充足度(2015) 

特別養護老人ホームの充足度(2015) 

ニーズと充足度が比例 
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（３）介護付き有料老人ホーム及び介護老人保健施設の事例調査 

・調査対象の老健のうち１施設はユニット型と従来型の混在する施設（老健Ａ）で、もう１施

設は多床室と個室が混在する従来型の施設（老健Ｂ）である。介護付き有老のうち１施設は

敷地条件と施設運営者のケア方針を踏まえて自由に設計した施設（有老Ａ）で、もう１施設

は特養・ユニット型の整備基準に則して設計を行った施設（有老Ｂ）である。 

・１グループの人数は６～30 人と様々であるが、老健Ａのユニット型部分は整備基準の「１

ユニット 10 人以下」を基本単位としていた。老健Ｂでは、多床室の４人を１単位として８

人あるいは 12人グループとなっていた。 

・一方、介護付き有老は、敷地条件からフロア構成が規定され、その中で法人の考えにより自

由にグルーピングを行った結果、有老Ａでは 14～17 人、有老Ｂでは６～８人のグループと

なっていた。４施設とも生活単位と介護単位は一致していた。 

・グループの大きさに関して、「10人は小さい、15 人がベスト。ある程度グループ人数が大き

い方が、関わる介護職員の人数が増え、相互に助け合える側面もある」とする考え（有老Ａ）、

「職員の負担軽減からより少人数が望ましい」とする考え（老健Ａ、有老Ｂ）、「８～12 人

の幅であれば差はない」という考え（老健Ｂ）など、施設運営者によって異なる見解が示さ

れた。 

・特養・ユニット型の整備基準のうち、①ユニット定員（10 人以下）、②ユニット内の通り抜

けを避ける、③居室と共同生活室の近接性・一体性の確保、の３つの基準を、それぞれの施

設に当てはめると、老健Ａのユニット型部分、有老Ｂは基準をクリアしていた。 

・上記３つの基準をクリアしていない有老Ａでは、１フロア 17名を１グループとしているが、

２つの食堂兼機能訓練室があり、入居者の状況（要介護度、認知症の状況、医療対応の必要

性等）や職員の状況（人数、能力等）により、７～10 人×２グループとすることも可能な

プランとなっている。２つの食堂兼機能訓練室は隣接して配置されており、細長い敷地を有

効に活用した、採光面や通風面の優れたプランとなっていた。 

有老Ａの基準階プラン 
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（４）介護付き有料老人ホームの生活単位（グルーピング）等に関する実態調査 

・調査対象となった介護付き有老は、定員 50～99 人が約５割を占め、2001（平成 13）年以降

に建設されたものが８割となっている。４階建て以上が５割を占め、容積率 200％を超える

ものが２割程度ある。代表的な居室の平均面積は 20.44 ㎡で、トイレ、洗面はほぼ全部に設

置されている。 

・居室の利用料金は、サービスや手厚い介護費用を合わせて、月額 20万円未満から 50 万円以

上まで幅広く分布している。 

・約半数の介護付き有老が、「グループ分けをして生活やケアを行っている」と回答している。

看護・介護職員の人員配置は、平均 2.14：１となっており、2.0：１より手厚い人員配置を

行っている施設は５割弱となっている。また、「介護保険以上のケア」をＰＲポイントとし

ながらも、個別ケアを実践できる人員配置になっていないケースも見受けられた。 

・個別ケアの実施状況では、「昼夜の毎日の着替え」「随時排泄」を実施している施設が８割を

超えるが、「夕食後の入浴」「入浴回数」「食事の調理」「入居者の調理への関わり方」につい

ては実施している施設が１割以下となる。12の項目のうち、最も実施度の高い施設は 10項

目を実施しており、最も実践度の低い施設は１項目のみ実施していた（いずれも月額利用料

は 20万円未満）。 

・アンケートに添付されていた図面の分析から、介護付き有老の平面プランは、土地条件によ

って決定づけられており、土地条件に合わせた自由で効率的な設計が行われる傾向にあるこ

とが推測できた。 

・また、平面プランは、①１フロアごとにリビング・ダイニングがある「１フロア完結型」、

②１フロアに複数のリビング・ダイニングがある「１フロア分割型」、③上記①、②以外の

「集団型」に分類できた。 

・「１フロア完結型」は約５割、「１フロア分割型」は約２割あり、図面から読み取ったグルー

プの単位の大きさの分布を見ると 14～15 人のところにピークがあった。 

・各フロアに共同生活室がない（グループ分けを行っていない）など、個別ケアを意識した平

面プランになっていない「集団型」は、３割強を占めていた。 

・アンケートの回答にあった「生活の単位・ケアの単位」（グループの大きさ）は施設によっ

てばらつきがあり、その大きさと「ケアの状況」には相関は見られなかったが、「人員配置」

とは相関関係があり、人員配置が手厚くなるほど、グループの大きさが小さくなる傾向が見

られた。 
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５－２ 介護保険施設等の整備基準のあり方の提案 

・調査研究結果を踏まえ、介護保険施設等の整備基準の方向性を提案する。 

（１）介護保険施設等の役割や位置づけを踏まえた合理的な整備基準への見直し 

・当面、要介護高齢者の増加が見込まれる中では、高齢者の施設ニーズなど地域の実情に応じ

て、特養、老健、ＧＨ、介護付き有老等をバランスよく供給する必要がある。しかし、これ

らの施設は、それぞれが目指す基本的な方向等は共通しているにもかかわらず、居室面積や

ユニット形成の考え方等に関する整備基準に違いがあり、グループ化（ユニット化）に関す

る基準など、個別ケアの実践に影響する居住空間の基本的な考え方にも差異が生じている。 

・これを是正するため、それぞれの施設類型の位置づけや役割を明確にし、その違いを踏まえ

つつも、共通の基本的な考え方に基づいた合理的な整備基準に見直していく必要がある。 

・具体的な検討項目は以下のとおりである。 

①終の棲家となることを想定し、ＧＨの居室面積の基準（7.43 ㎡）を特養・老健と同等

の基準（10.65 ㎡）にあわせていくこと 

②介護付き有老に関してグループ化（ユニット化）を促す基準を追加すること 

③入居者の属性を踏まえつつ、グループ（ユニット）の形態（定員、位置関係、面積等）

に関する基準に整合性を持たせること 

（２）ユニット型施設におけるユニット（グループ）定員の考え方の見直し 

・ユニット型施設におけるユニットの定員は、特養及び老健のユニット型では「原則 10 人以

下（一部都道府県で 12 人まで緩和）」となっているが、研究委員会及び既往調査において、

職員配置や施設設計、経営面の効率性に課題があることが指摘されている。 

・今回実施した介護付き有老に対するアンケート調査の結果からは、14～15 人を１単位とし

ている介護付き有老が最も多いことがわかった。また、介護付き有老の実態調査では、14

～17 人を１単位として個別ケアを実践している事例を取り上げた。14～17 人は、職員の状

況（能力、人数）や入居者の状況（要介護度、認知症の状況、医療対応の必要性等）により、

６～９人×２グループとすることも可能である。 

・一方で、認知症高齢者グループホームでは、ユニット定員は９人以下となっており、既往研

究においては、小規模なユニットの方が利用者のＢＰＳＤの発生度は低く、日常生活への参

加度も高く、職員にとってもよい環境となっているという結果が得られている。 

・ユニット定員の幅が広がると、敷地条件に合わせた自由度の高い施設設計や、状況に合わせ

効率的な職員配置を工夫する余地が生まれ、施設運営者にとっては、安定的・持続的な施設

経営と求めるケアの実践の両方に繋がる。施設類型ごとに、居住者の属性や職員の状況等を

勘案しつつ、個別ケアの実践を前提としたユニット定員の基準の緩和について、今後検討し

ていく必要がある。 

・ただし、ユニット定員が大きくなった場合に、同時に「ユニット内の通り抜け」や「居室と共

同生活室の関係性」に関する整備基準が見直されなければ、共同生活室が巨大化することに繋

がるため、テーマ１で提案している通り、これらの基準の見直しも同時に行う必要がある。 
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（３）個室＋個別ケアを備えた施設整備に関する目標値の設定 

・特養については、ユニット化率 70％を目指しているが、個室化改修が進まず、目標達成が

難しい状況にある。しかし、「介護サービスが施設内で常時提供される施設」は特養以外に

もあり、個室＋個別ケアを備えた施設の整備を進めていく必要がある。したがって、特養の

みで整備目標を設定するのではなく、「介護サービスが施設内で常時提供される施設」全体

で個室＋個別ケアを備えた施設整備に関する目標値を設定することが考えられる。 

（４）介護付き有老におけるグループ化（ユニット化）の誘導 

・設定した目標を達成するためには、ほとんどが個室として整備されている介護付き有老で個

別ケアが実践されるよう誘導することが有効である。そのためには、個別ケアの効果やハー

ド・ソフト両面の配慮すべき事項について施設運営者に周知することや、個別ケアを実践す

る施設に対して施設整備費や介護報酬等でインセンティブを与えること等について検討を

進める必要があると考える。 
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資料 研究委員会概要 

研究委員会の概要・開催経緯 

平成 28 年８月２日から平成 29年３月 21日にかけて全５回の研究委員会を開催した。 

（１）委員会メンバー（敬称略） 

委員長 京都大学大学院工学研究科 教授 三浦 研 

委 員 日本社会事業大学専門職大学院 教授 井上 由起子 

東北工業大学工学部建築学科 教授 石井 敏 

近畿大学建築学部 准教授 山口 健太郎 

かん一級建築士事務所 所長 菅野 正広 

社会福祉法人同和園 常務理事・園長 橋本 武也 

社会福祉法人新生会 リハビリセンター白鳥 施設長 桑原 陽 

医療経済研究機構 研究部研究員兼研究総務部次長 服部 真治 

厚生労働省 老健局総務課 石井課長補佐、矢野企画法令係、赤尾企画調整係 

老健局高齢者支援課 橋口課長補佐、前川専門官（前任：山崎専門官）、 

安田企画法令係長、及川企画法令係 

老健局老人保健課 佐藤療養病床転換係長 

オブザーバー 東京都福祉保健局高齢社会対策部施設支援課 統括課長代理 佐藤晃久 

事務局 ㈱市浦ハウジング＆プランニング 奥茂、牧野、遠又、木村、上野、岸岡 

（２）開催経緯 

 日時・場所 主要議題 

第１回 平成 28 年８月２日（火） 

11：00～13：40 

飯田橋レインボービル 

２Ａ会議室 

①テーマ１：特別養護老人ホームの個室化改修に関する

研究に関する実施計画 

②テーマ１：介護保険施設等の整備のあり方に関する研

究に関する実施計画 

第２回 平成 28 年 10 月７日（金） 

10：00～12：40 

飯田橋レインボービル 

２Ｃ会議室 

①テーマ１：特別養護老人ホームの個室化改修に関する

研究 

 ・改修事例調査について 

 ・自治体アンケート調査について 

 ・個室ユニット化プロセスについて（山口先生より） 

②テーマ２：介護保険施設等の整備のあり方に関する研

究 

 ・業界団体ヒアリングについて 

 ・介護保険施設等実態調査について 

第３回 平成 28 年 12 月 28 日（水） 

10：00～12：15 

飯田橋レインボービル 

２Ｃ会議室 

①テーマ１：特別養護老人ホームの個室化改修に関する

研究 

・個室化・ユニット化改修に関する基礎的情報、課題等

の整理（経過報告）について 

・自治体ヒアリング調査及び特別養護老人ホームの改修

事例実態調査について 
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 日時・場所 主要議題 

・個室化改修等の事例（５事例）ヒアリング結果につい

て 

②テーマ１：介護保険施設等の整備のあり方に関する研

究 

・介護保険施設等の事例（４事例）ヒアリング結果につ

いて 

・介護付き有料老人ホームの生活単位(グルーピング)状

況調査企画案について 

第４回 平成 29 年２月 21 日（火） 

15：00～17：30 

光の家会館 １階 

セミナールーム 

①都道府県別介護保険施設等の整備水準について 

②テーマ１：特別養護老人ホームの個室化改修に関する

研究 

・個室化改修等の事例（７事例）及び都道府県ヒアリン

グ結果について 

・まとめの方向性（ロジックツリー）について 

③テーマ２：介護保険施設等の整備のあり方に関する研

究 

・介護付き有料老人ホームの生活単位(グルーピング)状

況調査結果について 

・グループホームの介護単位に関する既往調査について 

・まとめの方向性について 

第５回 平成 28 年３月 21 日（火） 

15 時～17時 

光の家会館 １階 

セミナールーム 

①テーマ１：特別養護老人ホームの個室化改修に関する

研究 

・まとめ（案）（ロジックツリー）について 

②テーマ２：介護保険施設等の整備のあり方に関する研

究 

・介護付き有料老人ホームの生活単位(グルーピング)状

況調査結果について 

・まとめ（案）について 

③地域別（都道府県別）施設の充足度に関するデータ 
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